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【地域アクションプラン 総括シート】
≪安芸地域≫

指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

１．まとまりのあるナスの産
地づくり

《室戸市、安芸市、東洋町、
奈半利町、田野町、安田町、
北川村、芸西村》

農家とJAとの信頼関係を構
築し、地域の課題解決に向け
JAを中心とした活動や、部
会及び研究会など生産組織の
活性化を主体的に行えるナス
産地を目指す。

〈安芸地域園芸戦略推進会議〉
・JAを中心とした推進体制の整
備、まとまりづくりチームによる
産地課題解決の取組

〈部会の活性化〉
・計画的な研究会活動の実施
・学び教えあう場の設置（H22：
10カ所）、篤農家の圃場を活用し
た現地検討会の開催(H22：延べ
91回)、篤農家事例集の作成、モ
デル農家の育成（H22：10戸）

〈土佐鷹の推進〉
・土佐鷹普及推進会議の開催（年
４回）、指導員研修の実施（年1～
2回）及び「土佐鷹おすすめ問答
集」の作成（H22～）、地区毎の
土佐鷹勉強会の開催（H21:25回
～H22:19回）
・土佐鷹推進大会の開催（H22
～）、地区別推進説明会の開催
（H22：5回）、栽培候補農家の
リストアップと個別誘導

〈安芸出荷場のまとまりづくり〉
・ナスの日（毎月17日）の営農相
談の実施（技術情報資料を延べ
500人程度に配布）
・系統外農家も含めた「地区会」
を延べ14～16地区で開催。18t
どりやIPM技術の習得に向けた講

・ＪＡ主体の推進体制が整い、ナ
ス産地の振興方策について、関係
機関・生産者組織で共通認識を持
ち、課題解決に取り組んでいる。

（部会の活性化）
・安芸出荷場管内の研究会ナス部
会への参加者増による活性化
（H21:126人、H22：174人）
・高収量（反収18ｔ以上）農家数
:H21園年：68戸、H22園年：
28戸

（土佐鷹の推進）
・「土佐鷹」の栽培面積
　　21園芸年度：15.3ha
　　22園芸年度：23.5ha
　　23園芸年度：24.4ha
　　24園芸年度：28.9ha(見込)
・推進体制が整い徐々に栽培面積
は増加しているものの、市場要請
量をカバーできるまでには至って
いない。

〈安芸出荷場のまとまりづくり〉
・学び教えあう場への参加延人数
　　H21：325人(参加率52.1％)
　　H22：397人(参加率59.3%)
・23園芸年度(６月まで)の出荷量
対前年比114%（ＪＡ全体では
108%）

系統出荷率
　62%

エコシステム栽培農
家数
　600戸

土佐鷹の作付面積
　80ha

　系統出荷率
　　52%

エコシステム
栽培
　６００戸

土佐鷹の作付
面積　28.9ha

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

どりやIPM技術の習得に向けた講
習を実施

108%）
・場登録面積：対前年比110%

２．ユズを中心とした中山間
地域の農業振興

《室戸市、安芸市、安田町、
北川村、馬路村》

日本一のユズ産地である高知
県東部地域にあって、ユズの
振興を通じて中山間地域の農
業振興を図っていく。

〈JA土佐あき〉
・ユズ振興協議会の体制整備と各
地区の研究会活動の活性化
・栽培技術向上と青果出荷の拡大
・北川村「ユズ振興ビジョン」ア
クションプログラムの推進
　　搾汁施設の高度化（H21）
　　販促活動･消費宣伝活動
　　農作業サポート体制の構築
　　新植･改植の推進
　　技術向上と青果出荷の推進
・ユズを核としたこうち型集落営
農組織の育成（北川村くぶつけ）
　及び集落営農組織の育成（和
田、平鍋）
・ユズ酢販路拡大のため飲料企業
(ダイドー）との協議､交渉の実施

〈JA馬路村〉
・ユズ茶製造ラインの整備
（H22.11稼働、産振総合補助金
活用、補助対象経費79,450千
円）
・ゆず化粧工場整備(H23.3稼働）
・ポン酢醤油ライン(H23.2稼働）
・ホモゲナイザー導入に着手
・農地造園（1.16ha）

<ＪＡ土佐あき(北川村)>
・新植:1.5ha、改植:0.5ha
・青果出荷（H20:106ｔ、
H21:96ｔ、H22:93ｔ）
・搾汁実績（H20:1190ｔ、
H21:2070ｔ、H22：1303
ｔ）
・搾汁率の向上（H19：16.9％→
H22：18.4％）
・集落営農組織の育成（H21～
22：3組織）
・ゆず銀行組織化（H21：１組織
H22：１組織）、労働補完面積･
人数（H22：1ha､3人、求人5
人）
・ダイドー新商品「柚子よろし」
発売開始
　
＜ＪＡ馬路村＞
・ユズ茶販売額：92百万円(H22)
・ゆず化粧品販売：5種発売開始
・ポン酢醤油販売：
・ホモゲナイザー導入

雇用創出（両JA）ふるさと雇用等

・北川村:11人、馬路村:1人

集落営農組織及び農
作業受委託組織の育
成
　3組織

生産履歴記帳率
　100%

　3組織

　100%
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　系統率向上や土佐鷹の作付推進については目標
を達成できていないが、関係機関及び組織代表者
等で課題及び推進方向について共通認識を持ち今
まで以上に細やかな対応ができるようになるな
ど、産地のまとまりづくりは徐々に醸成されてい
る。
　土佐鷹の栽培面積や高知ナス全体の出荷量は増
加傾向にあり、前進が期待できる。
　一方、土着天敵の活用技術が定着しIPM技術が
普及するなど、環境保全型農業の取り組みでは全
国的にも先進地となっていることは評価できる。

【課題】
・系統出荷率の更なる向上
・市場要請量をカバーできる土佐鷹の栽培面
積（４０ha）の確保

【方向性】
（系統率向上）
・部会活動の活性化及び系統外生産者も含め
た地区会の継続･拡充（安芸出荷場出荷量の
1000ｔアップ）
・１８ｔどり技術の普及

（土佐鷹の拡大）：
・品種特性を引き出す栽培技術の周知
・新規栽培者への支援の充実
・必要性について、再度関係機関及び生産者
に周知する。

備考今後の方向性総括

　ユズ振興に向けて関係者間で目標の共有化がで
きたことが計画的な実行と、目標達成につながっ
た。
　H21大豊作によりユズ酢の販売に苦慮したが、
搾汁機能の高度化や飲料企業との取引拡大が図ら
れたこと等により安心して栽培できる環境整備が
一定整った。
　また生産面では、集落営農組織及び農作業受委
託組織の育成、ゆず銀行等による労力補完、新
植・改植等により、JA土佐あきの集荷量も徐々に
増加しており成果が見え始めている。
　一方、ユズ加工産業で既に成果を上げているJA
馬路村では、ユズ茶製造ライン整備や、化粧工場
建設、ポン酢醤油ライン整備、ホモゲナイザー導
入等のハード整備がほぼ完了したことから、Ｈ２
４以降のさらなる事業発展が期待できる。

【課題】
・面積増に伴う農産物の供給過剰の恐れ
・青果の生産拡大と需要拡大
・新商品の開発による取引量拡大
・鹿などの鳥獣害の拡大

【方向性】
・農産物の出荷予測に基づく計画的出荷供給
体制の構築
・顧客のニーズの把握と対応
・契約取引先の増
・広域の防護柵の整備
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３．環境保全型農業の推進

《室戸市、安芸市、東洋町、
奈半利町、田野町、安田町、
北川村、芸西村》

環境負荷の低減を図るととも
に、消費者の安全・安心志向
に対応するため、環境保全型
農業の先進地として、更なる
推進に努める。

〈安芸地域園芸戦略会議〉
・JAを中心とした推進体制の整
備、IPM・GAP推進チームによる
環境保全型農業推進に向けた様々
な課題解決の取組

〈IPM技術の確立普及〉
・土着天敵利用技術の組立
　　実証圃の設置、研修会の開催
　　土着天敵利用ﾏﾆｭｱﾙの作成
・土着天敵温存ﾊｳｽｸﾞﾙｰﾌﾟの育成指
導、交流会の開催等（H22年）

〈安全・安心の取組〉
・ｴｺｼｽﾃﾑ栽培基準の見直し･誘導
・地域版GAPﾁｪｯｸｼｰﾄの作成と実
施（施設野菜版2000部）
・集出荷場衛生ﾁｪｯｸの定期的な実
施（年3回、ｳｫｯﾁｬｰ制度の活用）
・地域版ﾁｪｯｸｼｰﾄの集計・総括
（H23年予定）

・天敵導入農家数
（ナス類：570戸、139ha）
　農家率(H21:30％→H22:53％)
　面積率(H21:51％→H22:62％)
（ﾋﾟｰﾏﾝ類：96戸、25ha）
　   　面積率(H22：100％)

・土着天敵温存ｸﾞﾙｰﾌﾟの育成
　　17ｸﾞﾙｰﾌﾟ（177戸、70a）
　※温存ﾊｳｽからの天敵導入面積
　　：約50ha

・エコシステム栽培農家数（ナ
ス・ピーマン類）
　H21：528戸→H22：635戸
　※ナス類の約80％がエコ

・こうち環境・安全・安心点検
シート実施率
　　H21：58％→H22：88％

天敵導入農家割合
　ナス：70%
　ピーマン：100%
達成

エコシステム栽培農
家数
ナス･ピーマン等：
690戸

こうち環境･安全･安
心点検シート実施率
　100%

ナス：70%
ﾋﾟｰﾏﾝ：100%
　

ナス･ピーマン
等：690戸

実施率
　100%

４．西山きんとき芋販売促進
事業

《室戸市》

販売促進活動や加工への挑
戦、地域団体商標“西山きん
とき”の取得等を通じて、知
名度の向上を図り、農家所得
を向上させる。

＜認証認定取得＞
・エコファーマー認定の申請。
・有機質肥料試験、フェロモント
ラップによる予察実施。
・地域団体商標の申請（「西山き
んとき」のブランド化）。
＜加工品開発＞
・加工品の試作と加工施設の整備
　（産業振興アドバイザー制度の
活用）。

＜認証認定取得＞
・エコファーマー０名→16名
・地域団体商標「西山きんとき」
の登録申請。

＜加工品開発＞
・加工アイテムが増加　3品目
・加工施設、芋貯蔵庫は整備見送
り

エコファーマー認定
農家数
　25戸

加工品アイテム数
　3品目

出荷量
　290t

エコファー
マー認定農家
数
　１６戸

加工品アイテ
ム数
　3品目

出荷量を向上させる。 活用）。
・芋貯蔵庫の整備活用への支援。
＜販売促進＞
・県外（京都）での販売促進活動
の実施
（特産野菜等コラボレーション事
業等活用）
＜主体的な組織活動＞
・JA土佐あき吉良川支所芋部会へ
の助言と支援。

り

＜販売促進＞
・量販店（京都）で室戸フェアー
を開催（年1回）
・出荷量（年産）
210t（H20）→305t（H21）
→197t（H22）

出荷量
197t（5月
末）
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備考今後の方向性総括

・ＪＡや園芸連等関係者の環境保全型農業に対す
る意識が高まり、環境保全型農業に対する取り組
みに積極性が出てきた。
・農家の環境保全型農業への取り組み、特に土着
天敵を利用した減化学農薬農法に取り組む農家が
増えた。
　それに伴いエコシステム栽培に登録する農家が
増え、ナスでは系統出荷の約８０％がエコシステ
ム栽培になり、販売面にも活かされている。

【課題】
・農家のＧＡＰ（農産物生産工程管理）に対
する意識が不十分。
・エコシステム栽培に関して、条件が合わず
に取り組めない農家がいる。
・天敵だけでは対処できない害虫の発生
・病害についてのIPM（総合的病害虫管理）
技術事例が少ない。
・施肥量・時期について環境保全型農業的取
り組み事例が少ない。
【方向性】
・施肥技術や病害のIPM技術については、地
域に適した技術を実証・普及していく。
・エコシステムやGAPの取り組みについて
は、更なる啓発活動を行い、農家や関係者の
取り組み意識を高めていく。

　エコファーマー認定農家数と出荷量では目標を
達成することができなかったが、エコファーマー
認定により有機質肥料の導入や適期防除による化
学合成農薬低減など環境保全型農業への取り組み
が進んだ。また、加工品アイテムは新たに3品目
が追加となった。
　県外量販店（京都）での販売促進活動の実施に
より芋などの室戸産農産物が認知され、量販店と
のパートナーシップも築かれつつあり、継続開催
への要望がある。

【課題】
・出荷量の確保
・下級品の利用拡大
・「西山きんとき」の商品力の向上
【方向性】
・エコファーマーの目標達成（H25）にむけ
た支援
・出荷量の確保
・下級品の付加価値づけ
・販売促進活動の充実への要望がある。 ・販売促進活動の充実
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

５．土佐ジローの生産拡大と
地域の活性化

《安芸市》

現状の生産規模では大手卸業
者等からの注文に対応できて
いないため、肉、卵ともに、
生産量の倍増を目指す。あわ
せて、新たな加工商品の開発
も検討していく。

《地域住民等への理解醸成》
・地元住民説明会2回、総意を得る
会１回の開催(H21)
・ﾕｽﾞ生産者等との協議４回(H22)
・地権者等説明会１回開催(H23)
《既存鶏舎の環境対策》
・臭気（NH3）測定18回(H21～

23)
・消臭剤等の施用、放飼場の排水
改善、鶏糞搬出回数の増加、雌鶏
舎の撤去等(H21～23)
《新たな加工商品の開発》
・食品産業協議会商品開発支援事
業ものづくりﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ、販路開拓
等ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい２回(H22,23)
・土佐ｼﾞﾛｰ肉加工品（冷凍親子
丼、燻製）試作(H23)

《地域住民等への理解醸成》
・現予定地での鶏舎建設について
十分な理解が得られず、代替地を
検討中。

《既存鶏舎の環境対策》
・鶏舎周囲のNH3測定値は比較的

低値であり、一定の改善が図られ
た。

《新たな加工商品の開発》
・土佐ｼﾞﾛｰ肉在庫対策を含め、素
材の良さを生かした加工品として
部位別燻製を商品化見込み。
・冷凍親子丼についてはｺｽﾄ面等で
課題あり。

肉出荷羽数

卵出荷個数

加工品（燻製）生産
数量

肉出荷羽数
　11,000羽
卵出荷個数
　100,000個
加工品（燻
製）生産数量
　1,500羽分

６．特産品「イチジク」によ
る地域の活性化

《奈半利町》

かつては転作作物としてイチ
ジク栽培に取り組んできた
が、高齢化が進む中、生産量
も大きく減少している。「奈
半利町＝イチジク」のイメー
ジを定着させ、地域活性化に
結びつける。

＜栽培面積の拡大＞
・奈半利町による苗の無料配布
・栽培管理指導（現地検討会等）
　　仕立て方、防除指導、
　　肥培管理、選定
・新規栽培者に対する個別巡回指
導
・出荷品の品質向上（目慣らし会
の開催）
＜新たな加工品の開発＞
先進地視察
既存イチジクジャムの改善
新たな加工品のアイデア出しと試
作

＜栽培面積の拡大＞
・イチジク苗の配布
　Ｈ２１　２３７本（５戸）
　Ｈ２２　　２０本（１戸）
　増加面積　３２ａ
・系統出荷量（加工用含む）
　Ｈ２０　１．７ｔ
　Ｈ２１　２．０ｔ
　Ｈ２２　１．４ｔ

＜新たな加工品の開発＞
・既存イチジクジャムの改善
・新たな加工品のアイデア出し
　　　　　２００アイデア
・試作品　５アイテム予定
・イチジクレシピ　１５品作成予

系統出荷量
　6トン

加工品
　3アイテム

系統出荷量
　3トン

加工品
　3アイテム

・イチジクレシピ　１５品作成予
定

７．林業再生事業

《安芸地域全域》

地域に豊富にある森林資源を
活かし、地域の林業再生を図
る。

〈芸東森林組合〉
 ・労務班作業日誌をつけるための
    体制づくり及び生産量把握のた
    めの標準地調査手法等の関係者
    打合せ（16回）
 ・作業員講習・ミーティング
              （3回）

〈高知東部森林組合〉
 ・作業道出来高制の運用体制づく
    り及び生産事業の作業日誌入力
    フォーム改善のための関係者打
    合せ（32回）

〈芸東森林組合〉
 ・労務班作業日誌の導入ができ、
    全ての現場で生産性が向上した

       H20 ： 2.0m3/人日未満

     　→H22 ：約2.5m3/人日
　
〈高知東部森林組合〉
 ・作業道の出来高制の運用を始め
    た。
 ・森林所有者の信頼を得られる透
    明性のある施業提案体制を整備
    した。
　素材生産量　H21　67,827㎥
　間伐面積　　H22　1,592ha

林業素材生産量
　103,000㎥

間伐面積
　2,000ha

　80,000㎥
 

　1,800ha

８．土佐備長炭生産・出荷・
販売体制の強化事業

《室戸市、東洋町》

紀州産に比べ知名度の低い土
佐備長炭の価格交渉力の向上
や販売の促進を図る。

〈生産性の向上〉
・共同利用窯の設置（15t　3基）
〈販路開発・先進地視察〉
・近畿・九州地区への視察
〈共同出荷体制の整備〉
・製品保管庫の設置（集積・選
別）
〈後継者の育成〉
・研修用窯の設置（8t　3基）
・研修生の受け入れ　12名
〈その他〉
・産業振興推進総合支援事業補助
金
　H21：8,246千円
　H22：9,578千円

〈備長炭出荷量〉
・Ｈ20：515t　→H22：751t
　　　　　　　　　236tの増量
〈共同出荷体制〉
・土佐備長炭生産組合において
は、ほぼ確立した。

〈後継者育成〉
・12名の研修生を育成中

上土佐備長炭の生産
量
　800t

　846ｔ

6



備考今後の方向性総括

・現予定地の立地条件（畑山の中心地）により地
域住民が抱く臭気発生等の不安を払拭できなかっ
たため鶏舎建設計画が進展せず、生産量の倍増に
は至らなかった。
・高級鶏肉である土佐ｼﾞﾛｰ肉に更に付加価値を高
めた部位別燻製の商品化によりｷﾞﾌﾄ等新たな販路
拡大が期待できる（見込み）。

【課題】
・地域住民の理解
・既存鶏舎での環境改善
・現状飼養規模での経営改善

【方向性】
・住居やﾕｽﾞ畑と離れた代替地の確保
・ﾕｽﾞ等地域の農産物販売や宿泊滞在型交流施
設「畑山創作の里」との連携など幅広く地域
経済に波及する事業展開
・既存鶏舎での環境対策の継続
・加工商品販売等による収入増加
・飼養管理の改善等による生産効率向上
・業務分掌の明確化と人材育成

＜栽培面積の拡大＞
・栽培面積の拡大については新規栽培希望者が少
なく、３２aの増加にとどまった。
・栽培指導の面では、講習会、現地検討会を開催
したが出席者が少なく、欠席者に対しては個別巡
回指導で対応した。
・Ｈ２４以降は新規栽培者の出荷が増えることが
期待できる。
＜新たな加工品の開発＞
・加工品については、５アイテム試作し２アイテ
ムに絞り込む予定である。
・販売促進のために、イチジク料理レシピの作成
がチーム会で提案され１５品程度作成する予定で
ある。

【課題】
・生産量の拡大（無料苗の配布に希望者が少
ない）。
・新規栽培者のほとんどが兼業農家で作業の
遅れが見られ、収量や品質が伸び悩んでい
る。
・レシピ提供方法の検討
【方向性】
・新規栽培者掘り起こしによる面積拡大
・既存栽培者の栽培技術向上による品質向上
・新規栽培者に対して個別巡回等による指導
の強化
・レシピ添付による拡販

　 目標の達成には及ばなかったものの、安芸管内
３森林組合のうち２森林組合について、生産体制
の強化、森林所有者に収益を還元できる体制の強
化、施業提案体制の整備を一定進めることができ
た。

【課題】
〈芸東森林組合〉
    出来高制の導入
〈高知東部森林組合〉
    作業道現場の施工管理体制の整備

【方向性】
 　歩掛の精度と生産性の向上を図り、より精
 度の高い森林施業プランの提案を行える体制
 を確立する。

　事業計画の一部について実施出来なかったもの
の、生産目標については達成出来る見通しとなっ
た。
　今後は新規製炭者のための基盤整備（窯の新
設）を図り、原木の安定確保が出来れば地域の活
性化に貢献できる産業と成ることが期待できる。

【課題】
・生産性の維持
・原木の確保
・研修終了後の研修生の就業定着化（就業条
件の確保）

【方向性】
・2つの事業体の共同化
・更なる品質の向上と規格の均一化
・販売先との友好的な信頼関係の確立
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

９．木質バイオマス活用事業

《安芸市、芸西村》

林地残材、製材過程で排出さ
れた樹皮、端材等を熱エネル
ギーとして利用していく。

【Ｈ２１】
◆安芸流域林業活性化センター協
議
・検討会の開催に向けての打合せ
（３回）
・市町村長の検討会の開催（２
回）
・木質バイオマス検討会の開催
（３回）

【Ｈ２２】
◆「緑の分権改革」協議（４回）
◆ペレット生産ラインの調整・改
善
（メーカー、事業主体、森林技術
センター）

【Ｈ２３見込み】

【Ｈ２１】
≪ハウスボイラーの設置≫
事業主体：高知バイオマスファー
ム
事業内容：木質ペレットを燃料と
するボイラーの導入（２５台）
ペレット計画使用量：762ｔ/年
≪ペレット工場建設≫
事業主体：安岡重機
事業内容：林地残材を原材料とし
て木質ペレットを製造する生産ラ
インの設置（地域の林地残材を活
用）
計画生産規模：1,000ｔ/年
計画林地残材使用量：2,500㎥/年

【Ｈ２２】
≪安芸広域「緑の分権」推進事業
≫
事業主体：安芸広域
事業内容：木質バイオマス利用計
画
≪ハウスボイラーの設置≫
事業主体：高知バイオマスファー
ム
事業内容：木質ペレットボイラー
の導入（２１台）
ペレット計画使用量：590ｔ/年
事業主体：安芸市
事業内容：木質ペレットボイラー
の導入（９台）
ペレット計画使用量：163ｔ/年

【Ｈ２３見込み】

未利用森林資源の活
用
　5,000㎥

　4,038㎥

ペレット使用
量
　1,615ｔ/年

原木換算
1,615ｔ/年×2.5㎥
/年=4,038㎥/年

ペレット生産
量
　500ｔ/年

原木換算
500ｔ/年×2.5㎥/

年=1,250㎥/年

◆ペレット生産ラインの調整・改
善
（メーカー、事業主体、森林技術
センター）

≪ハウスボイラーの設置≫
事業主体：安芸市
事業内容：木質ペレットボイラー
の導入（４台）
ペレット計画使用量：100ｔ/年
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備考今後の方向性総括

　木質ペレットボイラーの導入により、目標とし
てる資源の利用量は達成する見込みである。しか
し、木質エネルギーの地産地消を目指すうえで
は、地域内のペレット需要量に対して地域内の供
給量が圧倒的に不足しているため、地域外からの
購入が必要。
　県内では、当地域が先進的な取組となってお
り、地域外からの視察も多く、県内各地への木質
ペレットボイラーの導入の波及効果が表れてい
る。今後、大量の未利用森林資源の活用に期待が
できる。

【課題】
・木質ペレットの需要と供給のバランスが取
れていない
・木質ペレットの原料である間伐材の搬出量
と価格が不安定である
・木質ペレット製造ラインに不安があり、安
定生産（質及び量）が厳しい
・木質ペレット価格（35円/kg）の維持
・ペレット焼却灰の処理方法が定まっていな
い

【方向性】
・県内全域を対象とした木質ペレットの製
造・供給体制の構築を図る
・ペレット原料については地域内の森林組合
や素材生産事業者との間で供給体制の強化を
図る
・ペレット製造ラインの改善と製造技術の向
上を図り、安定生産を目指す
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１０．林業加工品の販売促進

《馬路村》

林業加工品の販売を促進し、
事業体の経営安定を図る。

【H21】
◆新商品の企画開発
　デザインコンペ実施
◆モナッカ新作シリーズの備品
（金型）の整備
◆既存商品及び本年試作した商品
の国内展示会
　インテリアスタイル展（6/3～
5）125名来場(東京ビックサイ
ト）
　INTERIOR　PRO　EX　CO出
展（11/11～13）60名来場（東
京ビックサイト）
◆海外展示会
　メゾン・エ・オブジェ出展
（1/22～26）158名来場（フラ
ンス）

【H22】
◆海外展示会（米国）
　ＩＣＦＦ調査（5/16～19）
 　ＮＹ国際ギフトフェア―
（8/12～23）
◆国内展示会 インテリアライフス
タイル展、ＩＰEC出展
◆産振補助金　事業採択　５月28
日 補助金額9,044千円
◆海外展示会 ＩＣＦＦ出展（８月
12～23日）

【H21】
≪デザインコンペ≫
　54点応募→6点採択 5点試作

≪海外との商談≫
　成約5件（新規の取引）

≪国内展示会≫
　成約7件（新規の取引）

≪新規の取引先≫
　12件（展示会分含む）

【H22】
≪海外との商談≫
　成約１件（新規の取引）
※米国で事業展開するためには、
米国に営業と在庫管理等を行う
エージェント(代理店）が必要。
エージェント選びが今後の事業展
開を大きく左右する。

≪国内展示会≫
　成約４件（新規の取引）

≪新規の取引先≫
　８件（展示会分含む）

木材木製品の出荷額
　264百万円 　244百万円

１１．キンメダイのブランド ＜検討会の開催＞ ・PR用グッズの作製（H22)１１．キンメダイのブランド
化に向けた取組

《室戸市、奈半利町》

将来的に地域ブランドとして
確立することを見据え、消費
拡大と販売を促進する。

＜検討会の開催＞
・H21：2回、H22：2回
＜補助金等＞
・水産業総合支援事業
　　（H21事業費：1,000千円）
　他産地調査旅費、キンメダイ脂
　肪含有量測定経費
・産振ステップアップ事業
　　（H22事業費：2,000千円）
　アドバイザーを活用した大阪市
　場の聞取調査、販促資材の作製
・水産物ブランド化推進事業
　　（H23事業費：2,602千円）
　マリンエコラベルの認証取得を
　PR、築地市場・大阪市場での
　PR活動の実施、首都圏の飲食
　店でのフェア開催
＜その他＞
・キンメ脂肪含有量測定の実施
　（H21.1～H23.1）
・産振アドバイザー招へい1回
　（H22)
・関西市場関係者（仲卸、荷受）
　に対するPR活動の実施(H23)
・マリンエコラベルの認証取得
　（H23）

・PR用グッズの作製（H22)
　　料理レシピ　　　10,000枚
　　ポスター　　　　　1,000枚
　　イベント用のぼり　　100枚
　　ミニのぼり　　　200セット
　　パック用シール　60,000枚

・脂肪測定用の検量線を作成し、
　測定技術を開発（H21、H22）

・ブランド化の方向性の決定
（H22)
　「土佐沖どれキンメダイ」とし
　て関西市場をメインターゲッ
　トにして販促活動を展開する
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備考今後の方向性総括

　目標の達成には一歩及ばなかったものの顧客意
見の収集不足、改良等商品力アップへの対応不足
については、展示会やＨＰでのアンケート調査に
より、購入者からの意見を集約し、商品の改良を
行った。
　具体的には、マーケットの意見を基に、展示会
の商品の絞り込みや入替えを行なった。また、プ
レーンのショルダータイプを作成、30バッグを試
作したところ完売。
　顧客の意見を採りいれた商品の改良・開発によ
り商品力は向上しつつある。さらには、展示会へ
の出展により新たな取引も成立しており、急激な
展開はないかもしれないが、雇用の場の確保や森
林資源の有効活用といった地域貢献の観点から息
の長い事業となることに期待したい。

【課題】
・現場を統括していく責任体制、営業体制が
弱　いため、常勤による管理職の確保が急務
・営業部門の活動の強化

【方向性】
・森、木、エコ、田舎のストリー性を含めた
商品紹介は継続する
・展示会やＨＰでのアンケートにより収集し
た顧客意見を活用し、商品力アップへ繋げる
・環境先進企業（協働の森参加企業等）への
社用バッグ、ギフト用品等の提案をしていく
・新商品の開発に努める

・H22年に、ブランドの方向性を決定するととも <課題>・H22年に、ブランドの方向性を決定するととも
に、PRグッズを作製した
・H23年は、この方向性に沿って関西、関東で消
費地市場関係者や、飲食店でのフェアー開催など
の販促活動を展開し、大阪市場関係者を中心にキ
ンメダイの認知度が高まったと考えられる

<課題>
・関西圏を中心としたキンメダイの効果的な
PR活動の実施

<方向性>
・H23年に認証取得したマリンエコラベルを
活用したPRの実施及び銘柄別、販売先別の販
促活動の展開
・産地と消費地市場の関係者との信頼関係の
構築、及び消費地市場の要望に沿った荷立て
等による取引量の増加と安定化
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１２．スジアオノリのブラン
ド化の取組

《室戸市》

軌道に乗りつつあるスジアオ
ノリの販路拡大、商品開発に
取り組む。

＜支援チーム検討会＞
・養殖技術の改善や販売促進に関
する協議
　　（H21：3回、H22：1回）
＜参加イベント等＞
・「まるごと高知」 、「第39回
フェスティバル土佐ふるさと祭
り」、「室戸市産業祭・おさかな
祭り」（H21）
・テレビコマーシャル（正月限
定）、「第1回土佐のおさかなまつ
り」、RKC高知放送「食1グラン
プリ」（H22)
＜補助金等＞
・水産業総合支援事業交付
　　（H21事業費1,851千円）
　販促・調査旅費、段ボールケー
ス、大型ポスター
・県漁業生産基盤維持向上事業
　　（H22事業費2,573千円）
　　ブロワー改修工事（Ⅰ期）
・県漁業生産基盤維持向上事業
　　（H23事業費3,066千円）
　　ブロワー改修工事（Ⅱ期）

＜参加イベント等＞
・「まるごと高知」H22年8～
H23年1月で小袋524袋販売
・「第39回フェスティバル土佐ふ
るさと祭り」では、小袋160袋完
売
＜補助金等＞
・ブロアー改修工事の後、前年同
期と収穫量を比較したところ、珪
藻除去などの作業内容の見直しな
どの要因もあるが、1.34倍の収量
増加がみられた。
＜収支実績＞
・販促活動の結果、取引先も増加
〔27（H20)→35（H21）→43
（H22）、H20→H22で1.6倍の
増加）〕
・収穫量が増加し、かつ品質も安
定したことから、H21から収支が
黒字となる（H20：▲5,359千円
→H21：18千円→H22：443千
円）

スジアオノリ販売額
　22百万円

H23.4～6月
の販売額は、
昨年同時期の
1.1倍
（H23:6,518
千円、
H22:5,742千
円）となって
おり、近年は
生産技術も安
定しているこ
とから、目標
は達成される
と考えられ
る。

１３．低価格な定置網漁獲物
の販売戦略

《室戸市》

定置網の漁獲主体である低価
格魚の利用用途の拡大によ
り、魚価の向上を図る。

・産業振興推進総合支援事業によ
り室戸市佐喜浜町に水産物加工施
設を整備
（H21補助対象経費：57,746千
円）
・加工業者と漁協による連携事業
の検討（H21)
・検討会の開催（H22：3回）

・室戸工場の整備により11名を地
元雇用（H21)
・〆サバの製造開始（H21)
・県漁協との連携による県漁協ブ
ランド加工品「キンメの酢ジメ」
が完成し販売を開始（H22)

　

・県漁協ブランド商品の開発
（H22)
・「商品開発（改良）支援事業」
によるアドバイザーの指導（H22)

１４．新たな漁業の導入とシ
ラス魚価等の向上

《安芸市》

シラス漁の盛んな地域である
が近年水揚げが減少してきて
いるため、複合的漁業操業な
ども含めたシラス漁家の漁業
所得の向上を図る。

＜H21>
・深海延縄漁の試験操業を実施（2
回）、産振アドバイザー制度を活
用し、漁具製作等の講習会を実施
（4回）
・漁村女性グループ「おじゃ娘」
を結成し、シラスの加工・販売の
取り組みを開始。水産加工支援ア
ドバイザー制度を活用し専門家の
指導・助言を受け製造方法を改
良。
＜H22＞
・深海延縄漁の漁具補修の講習を
実施（1回）。
・おじゃ娘が新たな販路を２ヶ所
確保。
・シラス魚価等の向上に向けて、
先進地視察（3回）、関係者協議
（4回）を実施。
＜H23>
・おじゃ娘が「てんこす」と商
談。
・シラス魚価等の向上に向けて関
係者協議（4回）を実施。

・おじゃ娘の売上高
H21 ：60万円、H22：200万
円、H23.6時点：20万円
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備考今後の方向性総括

・H16年の事業開始から赤字経営が続いていた
が、H21年度初めて収支が黒字となるなど大きな
成果が見られている
・黒字化の要因は、生産技術が向上し、安定した
収量と品質が確保され、取引先も順調に増加して
きたことである
・今年度の目標についても達成できると考えら
れ、今後は黒字経営の定着のため一層の生産性の
向上が重要となっている

＜課題＞
・大口の販売先が1社だけであり、安定性が
ない
・現状施設では生産量３トンが限界であり、
生産量は限界に近づきつつある
・現状の生産量でも人手不足になりつつあ
り、また、種苗を生産できる技術者が一人し
かいない

＜方向性＞
・現状では、作れば売れる状態であり、安定
して販売していくため、大口の販売先を複数
社確保する
・生産性の向上（生産量の増加のための試験
研究の実施、経費の削減の取組み、小袋販売
の増加等）
・事業規模拡大の検討（施設・人手）

・H22年3月に室戸工場が操業を開始して以来、
定番商品の開発、従業員のノウハウ蓄積、販路の
拡大を着実に行っており、売上額、取扱量とも当
初計画には達していないものの、着実に取扱量、
販売額とも増加している

<課題>
・生産性の向上（技術習熟による加工場の稼
働率の向上）

<方向性>
・量産、量販できる商品の開発
・ビンチョウ、シイラなど、新たな魚種を
使った商品の開発
・大口の安定取引先の確保

＜新たな漁業の導入＞
・21年度に試験操業を2回実施したものの、海況
の影響等により、22年度以降は操業できていな
い。
＜シラス魚価等の向上＞
・女性グループ：商品開発が終わり一定の評価も
得られ、地元直販所での販売を中心に徐々に販路
を広げつつある。
・関係者協議：シラス漁業者や加工業者等の関係
者協議を積み重ねた結果、漁業者は改めて地域の
シラス処理能力の向上による魚価対策を希望して
いることを確認した。一方で、地元民間業者がシ
ラス加工業参入に興味を示しており、今後の動向
によってはシラス魚価等の向上が期待できる。

【課題】
＜新たな漁業の導入＞
・試験操業によるアカムツ等深海性魚類資源
の確認及び操業方法や漁場の習熟
＜シラス魚価等の向上＞
・女性グループ：新たな販路開拓、衛生管理
の向上、収益性の向上
・関係者協議：加工処理能力の拡大
【方向性】
＜新たな漁業の導入＞
・試験操業の積み重ね
＜シラス魚価等の向上＞
・女性グループ：取り組みを持続できる体制
の強化
・関係者協議：新規参入も含めた加工処理能
力の拡大
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１５．「加領郷」ブランドに
よる地域の活性化

《奈半利町》

地元の誰もが知っているが域
外ではあまり知れ渡っていな
い地域の宝物を、そのままも
しくは手を加えることで、加
領郷の特産品として売り出し
ていく。

＜加領郷活性化検討会＞
・検討会の開催（H21：2回、
H22：5回、H23：4回）
・加領郷ブランドとして「スルメ
イカの船上天日干し」「キンメダ
イ炊き込みご飯」を認定（H21）
・「スルメイカの船上天日干し」
を551枚製造し、びんび屋、奈半
利駅物産館、イベントなどで販売
（H22)
＜補助金関係＞
・水産業総合支援事業交付
　　（事業費930千円、H21）
　冷凍庫、真空包装シーラー、調
　査旅費、商品シール作成、食
　品検査費
＜その他＞
・産振アドバイザーの活用
　　（H22年４月～H23年３月）
　商品パッケージ、商品企画の際
　の成功事例、失敗事例に関する
　助言

＜加領郷活性化検討会＞
・補助金の利用による商品開発
(H21）
・「スルメイカの船上天日干し」
は年度内にほぼ完売し、販売収支
18,804円となった（H22)
　
＜補助金関係＞
・水産業総合支援事業を利用し冷
凍庫、真空包装シーラーなどの購
入したことで商品開発が実施可能
となる（H22)

１６．河川の周年利用による
地域経済の活性化

《奈半利町、北川村》
河川を利用して地域の賑わい
を創出するため，アユ漁終了
後，入込み客が減少する冬季
にアマゴを放流し、冬季釣り
場としての活用をはかる。

＜漁業調整規則解除に基づくアマ
ゴ冬季つり場の設立＞
・冬季にアマゴ釣り場を開設する
には高知県内水面漁業調整規則第
25条（採捕の禁止期間)を解除
（農林水産大臣の認可事項）する
必要がある。
・その前提条件として、当該漁場
ではアマゴの自然繁殖がなく，増
殖保護の必要がないことを証明す
る必要がある。
・この要件を満たすための調査手

＜調査手法の確立＞
事業主体と協議し，調査対象とし
た奈半利川水系の支流である野川
川下流域において当該調査を実施
した。その結果，前述した手法に
より，当該水域におけるアマゴの
自然繁殖の有無を把握することが
可能であることを明らかにした。
＜調査結果の概要＞
H21,22年の２カ年にわたる調査
では，当該水域の水温は夏季にお
いてアマゴの生息適水温である

アマゴの自然
繁殖の有無に
ついて３年間
の調査データ
にもとづく科
学的根拠の提
示を行った
（最終結果の
とりまと
め）。

・この要件を満たすための調査手
法の開発とデータの蓄積を行い，
アマゴの冬季つり場開設の可否に
ついて科学的根拠を提示する。
＜調査手法の確立＞
当該水域における潜水調査による
アマゴの生息状況および産卵の有
無の確認　（１回／月，周年）
水温連続測定によるアマゴの生息
環境の把握（周年）
＜地元関係者との協議＞
事業主体である奈半利川淡水漁協
への調査結果報告　（１回／年，
漁協理事会等にて報告）

いてアマゴの生息適水温である
20℃を頻繁に上回っており，生息
に不適であったこと，および当該
水域ではアマゴの自然繁殖はない
ことが明らかとなった。
＜調査結果の提示＞
H21 チーム会２回（4/23，9／
18），内水面漁業関係者へのプレ
ゼン１回（2/３），研究発表１回
（9/2），H22チーム会２回（３
/20，2/28）
＜主務課との協議＞
H23　漁場管理課，漁業振興課と
の協議　（5/13）
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備考今後の方向性総括

・H21に「スルメイカの船上天日干し」、「キン
メダイ炊き込みご飯」を加領郷ブランドに認定し
たことで、地域活性化の活動の足がかりとなっ
た。
・H22から具体的な活動を開始したが、H23は生
産量の縮小や直販所の閉鎖決定など、活動が鈍り
つつある。

<課題>
・事業主体の自発的かつ積極的な事業の実施

<方向性>
・意欲のある漁業者、女性部員が中心となっ
て主体的な活動が実施できるよう支援する
・新たな「加領郷ブランド」商品の開発も積
極的に行い、女性部活動の活性化を促す

・本課題は，内水面漁業調整規則に定められた河
川の増殖義務の必要性を科学的根拠に基づき検証
し，要件を満たすものについては水産庁と協議の
うえ規則を解除して漁場を積極的に活用し，地域
経済活性化の一助とすることを目標とするもので
あり，今後の河川漁業のあり方に示唆を与える画
期的な取り組みであるといえる。
・特に，内水面漁業センターが課題として取り組
んだアマゴの生息状況調査は,今後県内の他の河川
や水系においてアマゴの自然繁殖の有無を検証す
るうえで必要な情報を提供する手段となる。
・一方，本課題では，当初事業主体のコンセンサ

課題
本事業の最終目標である地域経済の活性化を
達成するには，内水面漁業センターの３年間
の調査により提示された科学的根拠に基づ
き，水産庁と主務課である漁業管理課が協議
を進め，内水面漁業調整規則の解除に基づく
アマゴ漁場の周年解放を実現するとともに，
事業主体である漁協と漁業振興課が冬季漁場
の具体的な活用について検討する必要があ
る。
方向性
アマゴ冬季つり場の具体的な運用方法に関す・一方，本課題では，当初事業主体のコンセンサ

スが十分に得られていたとは言い難かったが，内
水面漁業センターの現地調査と調査結果の提示に
より，現状では徐々に関係者の意識が醸成され，
新たな漁場の活用方法についての論議が交わされ
るに至っている。　　・したがって，今後野川川
において漁業規則の改正がされれば，河川の有効
利用の一環としてアマゴの冬季つり場を活用した
地域経済の活性化が実現されるものと考えられ
る。

アマゴ冬季つり場の具体的な運用方法に関す
る検討
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１７．海洋深層水の利用拡大

《室戸市》

室戸海洋深層水のブランド化
を推進し、他地域との区別化
や市場の信頼性を高めるた
め、供給地域の拡大の検討、
機能性解明等のための共同研
究等を行う。

〈販路、供給地域の拡大〉
・県・市で供給地域の拡大のため
の協議を行った。

〈企業、研究機関等との連携等〉
・「最先端研究開発支援プログラ
ム」（内閣府）の実施場所として
淡水化プラントを海洋深層水研究
所に設置し、連続運転を開始
・「イノベーティブマリンテクノ
ロジー研究者育成」事業（高知
大）の実験室を海洋深層水研究所
に設置し、各種実験を開始
・数件の産学官共同研究を実施
し、一部は補助事業にも申請

〈販路、供給地域の拡大〉
・今後も供給地域の拡大のための
協議を、続けていくことを確認。

〈企業、研究機関等との連携等〉
・県内外企業や大学、研究機関と
の連携が促進され、様々な共同研
究や大型プロジェクトが海洋深層
水研究所にて開始
・地元企業２社との連携により、
地元の海藻を使用したアルゴパッ
クが商品化され、好評販売中

深層水関連商品売上
額
　155億円

深層水関連商
品売上額
　135億円
((H23年度末
  見込み)

１８．海の駅「東洋町」の活
性化

《東洋町》

現在、仮設店舗で試験営業を
行っている海の駅「東洋町」
の施設整備を行い、地場産品
の販売や軽食の提供、観光案
内等を行う交流拠点施設とし
ていく。

<情報交換会の開催>
Ｈ２１年度　４回
Ｈ２２年度　２回
Ｈ２３年度　４回（予定）

<売上額>
Ｈ２１年度 116,401千円
Ｈ２２年度 133,766千円

<来客数>
Ｈ２１年度 134,896人
Ｈ２２年度 153,446人

１９．中芸地域食資源を活用
した新商品開発及び地域ブラ
ンド化

《奈半利町、田野町、安田
町、北川村、馬路村》

地域特産品（酒粕等）の商品
化と製造工程の確立及び販売
体制の確立
・試作商品の製品化への取り
組み（ネーミング・パッケー
ジ・販売価格等）
・販売場所及び体制の確立

・酒粕スイーツ「蔵乃風」の試験
販売開始（四国部品㈱）（Ｈ22）
　　原材料（かぼちゃ、紫いも、
　　　　しょうが、抹茶、酒粕）
　　販売先　田野駅屋、土佐ロイ
　　　ヤルホテル、高知龍馬空港
　　11/27～29　東京池袋サン
　　シャインシティでの全国物産
　　市への出店
・新商品「蔵乃風ー美丈夫純米
　大吟醸」を開発・試験販売開始
　（Ｈ23）
　　販売先拡大　高知新阪急ホテ
　　ル・ひろめ市場（Ｈ23）
・酒粕ドレッシング試作（ダイ
　　イチダルマ食品㈱）（Ｈ22）
　　原材料（主原材料：酒粕、
　　ゆず果汁）
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備考今後の方向性総括

〈販路、供給地域の拡大〉
・供給地域の拡大のための制度策定までにはいた
らなかったが、今後も協議を続けていくことを確
認した。

〈企業、研究機関等との連携等〉
　海洋深層水の利用研究は停滞していたが、様々
な活動の成果により、新たな企業や大学等との連
携が大きく進展した。また、新たな研究・事業等
が開始され、今後の成果が期待される

〈販路、供給地域の拡大〉
【課題】
・深層水の安定的な販売先の確保
【方向性】
・供給地域の拡大についての制度・ルール作
りのため、関係機関と協議を続ける
・供給地域・量の拡大に対応できるよう、設
備の維持管理に努める

〈企業、研究機関等との連携等〉
【課題】進められている共同研究の成果を実
用化する
【方向性】
・共同研究を着実に実施し、産業化につなげ
る
・新たな利用分野への研究を企画提案
・新たな企業や大学等との連携を模索
・深層水産業の維持発展のための設備の維
持・更新

「海の駅」自体は順調に売り上げを伸ばしてお
り、平成２２年度には施設を増築した。

[課題]
・地域産品を活用した加工品の確保
・地域ビジョンとの関連
・産地表示問題

【方向性】
・海の駅「東洋町」を地域産品の販売や軽食
の提供、観光案内等を行う交流拠点施設とし
ていく。

　酒粕スイーツ「蔵乃風」に関しては、試行錯誤
を重ねながら数種類の商品を開発することができ
た。その後、美丈夫純米大吟醸の酒粕を使った商
品開発も行ない、商品構成を充実させることがで
きた。
今後は、販路の開拓等、販売面での強化を図って
いくとともに、製造工程の機械化などについても
検討し、製造コストの低減を図っていく必要があ
る。さらに、「蔵乃風」に続く新たな酒粕スイー
ツの商品化を行なうことで販売拡大を図っていく
必要がある。
　酒粕ドレッシングに関しては、ターゲットをよ
り明確化した上でニーズに対応できる商品づくり
を進めて行く必要がある。

【課題】
・商品の消費期限、賞味期限の確保
・販売場所及び体制の確立
・製造コストの低減
・製造工程の機械化
・酒粕の安定した供給

【方向性】
・付加価値の開発（地域食材の活用による
　新商品づくり）
・酒造場、農産物、加工業者との連携
・新商品のブランド化
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２０．道の駅「田野駅屋」の
機能強化（特産品開発及び情
報発信）

《田野町》

他の直販所との差別化を図る
ために特産品、加工品の開発
や近隣観光への波及を図る地
域情報発信機能の強化を図
り、道の駅「田野駅屋」の機
能強化を図る。

・加工品７品目（たのかつ、鯖コ
　ロッケ、チーズプリン、カボ
　チャプリン、鯖くん、鯖飯の
　素、漁港のがんも）を開発
（Ｈ21）→イベント等への参加
・試作品の検討（コロッケ、
　カレーライス）（Ｈ22）
・ＨＰの着手・開設（Ｈ22）
・駅屋施設の増改築工事実施
　（74㎡増）（Ｈ22）
・情報発信コーナーを活用した
　イベントの企画・広報等
（Ｈ23）

田野駅屋の販売額
　Ｈ21  232,386千円
          （加工部門　　214千円）
   Ｈ22  225,643千円
          （加工部門　1,268千円）

雇用
   Ｈ21  　３人（ふるさと雇用）
　Ｈ22  　３人（　　〃　　　）
　Ｈ23予定6人（　　〃　　　）
　　　　　 2人（　緊急雇用　）

２１．地場産品直販所「かっ
ぱ市」の機能強化

《芸西村》

地場産品直販所「かっぱ市」
の花卉コーナーにおいて、そ
の種類と出品量の増加により
独自性を出し、地域経済の活
性化を図る。
村内で生産される農産物等
（ピーマン・黒砂糖等）を使
用した新たな商品を企画開発
し、村内産品の付加価値を高
める。

・関係者協議(機能強化に向けての
意識統一)5回(H22)
　 〃　 1回(H23)
・アドバイザー(経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ)を入
れた経営戦略会議6回(H22)
・黒糖部会(新商品開発)1回(H22)
　　　　〃　　　　　 2回(H23)
・ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ 577千円(H22)
・産振補助 21,843千円(H23)

・かっぱ市の運営・経営方針につ
いて、かっぱ市役員及び従業員、
生産者、商工会、村ともに意識統
一し目指す方向を共有した。

・増改築工事に着手し、H23年
10月リニューアルオープン予定。

２２．体験型観光の旅行商品 ・ランドオペレーターの設置 ・ランドオペレーターの雇用 ランドオペレーター２２．体験型観光の旅行商品
化と販売・受入体制の整備

《安芸地域全域》

旅行形態が団体旅行から個人
グループ旅行に変化し、旅行
者のニーズが多様化する中
で、「そこにしかない魅力」
を地域から提案していくた
め、テーマとターゲットに合
わせた体験型観光の旅行商品
化と効果的な販売及び受入体
制の確立を行っていく。

・ランドオペレーターの設置
・体験型観光商品化及びモニター
ツアーによる完成度検証
・広報素材集、「土佐東方見聞
録」を作成し、旅行エージェント
やとさてらすなどで配布
・プロモーションビデオの作成
・大都市圏等で営業活動
・ジオを商品化したジオパークパ
スの売り出し
・県外エージェントのモニターツ
アーや意見交換会に参加
・高知東海岸体験観光協議会を設
立、東部地域の体験観光受入体制
の推進に着手
・高知東海岸観光ガイドの会を設
立、ガイド組織のネットワーク化
を行い、研修等を実施
・産業振興推進総合支援事業費補
助金
　H21:3,808千円

・ランドオペレーターの雇用
（H2２.6月～）
・旅行商品の提案によるツアーの
具体化（H24.3月実施予定）
・ジオパークパスの秋の商品実績
（12名）（H22.10～）
・モニターツアーや研修によるジ
オパークや森林鉄道等ガイドのレ
ベルアップ
 モニターツアー：
　H21　高知東海岸観光周遊バス
モニターツアー
　H22　ジオパークパスモニター
ツアー
 研修：
　H22　人材育成研修、高知東海
岸体験観光協議会研修会

ランドオペレーター
機能の確立
　専任職員の確保と
人材育成
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備考今後の方向性総括

特産品、加工品の開発に関しては、これまで何品
かの特色を持った商品が開発または試作されてき
たが、いずれも販売面において十分な成果を上げ
るまでには至っていない。今後も、地場産品を
使った魅力ある商品開発を継続しながら、販売体
制の強化を図っていく必要がある。一方、Ｈ22年
度には情報発信コーナーが整備されたことで、中
芸地域以東の観光拠点としての期待が高まってき
ている。今後は近隣市町村の関係機関との連携を
図りながら、高知東部地域へ観光客を誘導し、地
域経済の活性化に繋がるような取組を展開してい
く必要がある。

【課題】
・地場産品を活用した魅力ある特産品（加工
　品）の開発、販売
・田野駅屋を中心とした情報発信機能の強化

【方向性】
・地元生産者との連携強化
・ニーズに対応できる商品の開発
・田野駅屋以外の販路の開拓
・高知東部地域全体への波及効果

　リニューアルオープン後は、売り場面積を1.5
倍に拡充し、花卉部門を中心として、惣菜・鮮魚
部門等の売上増加を図り、商品回転率を高めるこ
とで、収益の増加が期待できる。
　収益の増加により、外販部門の継続雇用を見込
むとともに、テイクアウト飲食部門の充実・拡充
を図ることで、短期雇用が見込まれる。

【課題】
・花卉出展量の確保
・新商品の開発、新商品の原材料確保
　　　　　　　　　　（サトウキビ等）
・商品集荷システムの構築
・テイクアウト商品の充実
【方向性】
・売り場面積の拡張に伴い、販売体制を強化
し、地場産品の販売拠点としてさらなる飛躍
を目指す。
・村内外に知られている花卉、ナス、ピーマ
ン、白下糖等の一次産品に付加価値を付けた
販売を目指す。

・観光素材集は、龍馬伝やふるさと博で訪れる多 【課題】・観光素材集は、龍馬伝やふるさと博で訪れる多
くの観光客にPRできている。
 （観光素材集発行部数：50,000冊、配布部数：
37,400冊）
・素材集を活用して県外エージェントやマスコミ
への営業活動を展開している。
・特に森林鉄道、モネの庭、室戸ジオパークをメ
インに東部地域の面的なPRを実施、今後の足がか
りに繋げている。

【課題】
　受け入れ体制の整備
【方向性】
・市町村、市町村観光協会、広域事務組合、
東部交通、土佐くろしお鉄道、県の観光推進
に関する共通認識とそれぞれの果たす役割を
確立していく。
・ランドオペレーターを中心として、観光関
係者等とネットワークを構築し、ワンストッ
プ窓口としての実績をあげていく。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２３．地質資源を活かした交
流人口の増加（世界ジオパー
ク認証に向けた取組）

《室戸市》

室戸岬周辺の、地球のプレー
ト運動により形成された世界
的にも珍しい地質が間近に見
られる恵まれた環境を活か
し、ユネスコの推奨する世界
ジオパークの認証に向けて取
り組み、交流人口の拡大を
図っていく。

・案内看板40基、遊歩道222m、
駐車場956㎡整備
・ＰＲ用ＤＶＤ、ポスター、ホー
ムページ等の作成
・インフォメーションセンターの
設置
・ビジターセンターの設置
・ジオガイドの養成
・ジオパークマスターの養成
・産業振興推進総合支援事業費補
助金
　H21:14,841千円
　H22:24,779千円
　H23:30,901千円

・新規ガイド登録
　　（Ｈ21:16名　H22:20名）
・ガイド実績
　　（H２1:563名 H22:947
名）
・ジオパークマスター  43名
・ジオパークに関するみやげ物の
開発、飲食店におけるジオパーク
関連メニューの販売など地域的な
取り組みの開始
・専門職員４名、インフォメー
ションセンター２名雇用

世界ジオパーク認証
　－

ジオパーク交流人口
　10,000人

２４．「海の駅とろむ」を核
とした交流人口の拡大

《室戸市》

岬の両側の海域にスポットが
あり、また関西圏からのアク
セスも４～５時間という恵ま
れた環境を活かし、ダイビン
グ客の受け皿づくりに取り組
み、交流人口の拡大を図る。

産業振興推進補助金導入
H21:2,613千円（雑誌掲載、HP
充実、パンフレット作成、補助ス
タッフ雇用、ウエットスーツ増
設、備品購入、管理棟・シャワー
棟・クリアカヌー購入）
H22:1,834千円（雑誌掲載・
TVCM・屋外広告看板・ウェット
スーツ購入）
H23:3,180千円（HPリニューア
ル・屋外広告看板・触れ合いフ
ロートの増設・備品購入）

来場者数
H21:23,315人
H22:22,181人

ﾄﾞﾙﾌｨﾝスイム参加者数
H21:1,360人
H22:1,735人

体験料収入
H21:18,903千円
H22:21,324千円

ダイビング入込み客
数
　5,000人

室戸ドルフィンセン
ター　来場者数
　30,000人

２５．「シレストむろと」を ・地方の元気再生事業の投入 ・19の体験プログラムをメニュー 次世代の湯治場体験２５．「シレストむろと」を
核とした健康観光産業

《室戸市》

室戸にある海洋深層水や食な
どの“もの”をつなぎ合わせ
て、シレストむろとを核とし
て人が心身ともに健康を取り
戻すことができる仕組みと体
制を構築し、健康観光産業づ
くりにつなげていく。

・地方の元気再生事業の投入
H21:13,019千円
宿泊施設の研修、観光体験メ
ニューの開発、四季ヘルシーメ
ニュー・管理プログラムの開発、
超長期滞在プログラムモニターの
実施、ツアー商品の企画販売

・19の体験プログラムをメニュー
化
・四季のヘルシーメニュー完成
・宿泊泊数：318泊（H21末）

次世代の湯治場体験
者数

２６．『龍馬伝』から『志国
高知龍馬ふるさと博』への観
光推進

《安芸市》

これまでの観光施設に加え、
大河ドラマ「龍馬伝」で改め
て、観光地として認知された
岩崎弥太郎を売り出し、交流
人口の拡大や地域経済の活性
化を図っていく。

・イベントやキャンペーンの実施
・安芸「釜あげちりめん丼」楽会
を設立、食イベントに参加
・こころざし社中を安芸観光情報
センターにリニューアルし、運営
を安芸市観光協会に委託
・ＰＲキャラバンへの参加
・ボランティアガイドの育成
・特産品開発の募集・採択

・こころざし社中入場者
113,017人（目標10万人）
・新たな特産品の開発　８品目
・ボランティアガイド　総勢４０
名
・安芸観光情報センター入込状況
（H23.3/5～6/30　6,288人）
・雇用３名（H22.5月～）
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備考今後の方向性総括

・看板や遊歩道、駐車場など環境は一定整備
・ガイドの養成研修によりレベル向上
・ジオパークマスター研修などにより地域住民の
意識も向上し、世界認証に向けての地域的な取り
組みがされている。

【課題】
・さらなる交流人口の拡大
【方向性】
・「世界認証」を最大限に活かして交流人口
の拡大を図る。

　室戸ドルフィンセンターの取り組みについて
は、広報の強化、施設の充実等により、高額プロ
グラムであるドルフィンスイムの参加者が大幅に
増加、それに伴い、事業収入が増加し運営の安定
が図れた。
　ダイビング事業については、協議を進めてきた
ものも漁業関係者の反対もあり、事業実施には
至っていない。

　ジオパーク等地域の観光素材を組み合わせ
た、情報発信を行い、さらなる集客の増加を
図るとともに、来場者の満足度の向上のた
め、新たな施設整備も検討する。

　H20、H21と地方の元気再生事業により、旅行 　　H20、H21と地方の元気再生事業により、旅行
商品化に取り組んだが、ニーズが少なく大きな成
果にはつながらなかった。しかしながら、観光体
験のメニュー化等一定の成果はあった。

　

・龍馬であい博では、こころざし社中に目標を上
回る入場者があった。
・安芸観光情報センターを東部の広域案内の拠点
として設置
・地域食材を利用したB級グルメを売り出し、食
を中心として交流人口の拡大、地域経済の活性化
を図っている。

【課題】
・安芸観光情報センターのエントランス機
能、コンシェルジュ機能の強化
【方向性】
・修学旅行の受入体制の推進
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２７．スポーツキャンプのま
ちづくり

《安芸市》

タイガースキャンプの存続の
みならず、社会人や大学など
のノンプロ野球部のキャンプ
誘致、特に龍馬伝を機に、三
菱グループへの働き掛けな
ど、スポーツキャンプのまち
づくりを推進する。

・レフト側観客席増設
・木製ベンチ・防球ネットの整備
・球場改修に係る基本設計の作成

・キャンプ開催中の観客席の増加
（＋３２０席）
・キャンプ・合宿環境の向上
・関西の大学・高校の合宿（５
チーム）

２８．ダイビングの受け皿づ
くりによる交流人口の拡大

《東洋町》

岬の両側の海域にスポットが
あり、また関西圏からのアク
セスも４～５時間という恵ま
れた環境を活かし、ダイビン
グ客の受け皿づくりに取り組
み、交流人口の拡大を図る。

<情報交換会の開催>
Ｈ２１年度　4回
Ｈ２２年度　３回
Ｈ２３年度　３回（予定）

２９．魚梁瀬森林鉄道遺産を ・遺産の重要文化財の指定（18箇 ・JTBツアーガイド登録14名２９．魚梁瀬森林鉄道遺産を
活用した交流人口の拡大

《奈半利町、田野町、安田
町、北川村、馬路村》

森林鉄道遺産（産業遺産、森
の仕事、当時の生活文化等）
を中芸地区の新しい地域資源
（地域遺産）ととらえ、一般
層の利用も視野に入れた活用
に取り組み、地域連携を通し
て、交流人口の拡大や文化活
動の促進を図る。

・遺産の重要文化財の指定（18箇
所）
・案内看板（９箇所）の設置、遊
歩道、駐車場の整備
・シンボルマーク商品作成
・観光アドバイザーによるガイド
研修会やJTBツアー等実地研修の
実施など受入体制の整備
・先進地視察研修
・旅づくり塾で観光プランの作成
・情報発信・観光用ビデオの制作
・事務担当職員の配置
・開通１００周年記念イベントの
実施（予定）
・森林鉄道をテーマにした地域特
産の開発（予定）
・産業振興推進総合支援事業費補
助金
　H21:5,600千円
　H22:15,418千円
　H23:9,898千円（見込）

・JTBツアーガイド登録14名
・ガイド登録者の資質アップ
・JTBツアー受入
（6/30～12/7　34回1,171
名）
・ガイド料収入約50万円
・ガイドが同行したツアー時の物
産店の売上 約200万円
・JR四国主催ウオーキングツアー
開催
・土佐くろしお鉄道特別企画ウ
オーキング開催
・各社で森林鉄道遺産の旅行商品
化
（JTB、阪急交通社、クラブツー
リズム東京・関西、日本クルーズ
等）
・事務局職員の雇用２名
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備考今後の方向性総括

・阪神球団のキャンプ継続
・計画的な改修計画は２３年度に着手

【課題】
・閑散期の利用促進の基本的な考え方の整理
【方向性】
・改修基本設計に基づく計画的な改修

実施主体が不在のため３年間事業が進展しなかっ
た。

【課題】
・事業実施主体が不在
・漁業者の理解
・漁協が参入するための甲浦港内の常碇の設
置

【方向】
実施主体として想定している甲浦漁協は県漁
協に所属しており、まず室戸市のダイビング
事業が進捗した上での展開となる。

・東部地域の新しい観光素材として、旅行会社の 【課題】・東部地域の新しい観光素材として、旅行会社の
注目度も高く、さらに旅行商品化が見込まれる。
・ガイド養成に取組み、JTBのツアーでも高く評
価されている。

【課題】
・５カ町村広域の窓口の設置
・ガイド、食事、宿泊等受入体制の強化
【方向性】
・100周年記念事業を契機とした更なる情報
発信により、交流人口の拡大を図る。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３０．「ふるさと海岸」を中
心とする海洋資源を活用した
観光事業

《奈半利町》

サンゴウォッチングやこれま
でインストラクター養成等に
取り組んできた海洋レクを充
実することにより交流人口の
増加を図る。

・ガイド研修
　　H22→３回、のべ31名
　　H23→３回（予定）
　
・地域イベント
　　H22→１回、参加64名
　　H23→１回、参加90名(見込)

・施設等整備
　　H21～H22→海浜センター
　　　　　総事業費約34百万円
　　H21→シーカヤック11艇等

・体験観光プログラム検討
　　H22→１回
　　H23→3回(見込)

・シーカヤック体験者
　　H22→250名
　　H23→300名（見込）

・海浜センターオープン

・臨時職員雇用（役場・6ｹ月）
　　H22→１名
　　H23→１名

・専門職員雇用
　（観光文化協会・指定管理）
　　H23→１名

マリンレ
ジャー客３０
０名（H23年
度末見込み）

３１．体験型観光への取組
～大野台地は、えいところ！
～

《田野町》

高齢化による地域衰退、耕作
放棄地の増加に対応するた
め、教育ファームや食育の視
点を取り入れた体験メニュー
の実施により、交流人口の拡
大を図り、将来のオーナー制
の観光農園化も視野に入れた
取組を行う。

（Ｈ21）
体験メニュープラン策定、体験型
観光試行に向けた基礎準備
（Ｈ22）
4/8 大野台地ブログ開設
5/16 体験メニュー「カレー
なるジャガイモ収穫体験」の実施
参加人数100名
メニュー　・ジャガイモ収穫体験
・女性部によるカレーライス他
オプションイベント　・トラク
ター乗車体験等
7/22～23  稲田塾体験合宿受入
れ（交流活動）実施 参加者26名
受入れ先：民家６軒に分れて宿泊
（Ｈ23）
大野倶楽部ＨＰ開設
5/14 ごめん・なはり線ウォー

（Ｈ22）
・体験活動による交流人口の拡大
　（４回　261名）
・稲田塾の体験合宿
　→Ｈ23年度の実施が決定

（Ｈ23）
・体験活動による交流人口の拡大
　（２回　109名）７月末現在
・稲田塾の体験合宿
　→Ｈ23年度の実施
　　参加者増　26名→29名
　　受入れ先　　6軒→8軒

5/14 ごめん・なはり線ウォー
キングでジャガイモの収穫体験
参加人数80名
7/22～23  稲田塾体験合宿受入
れ（交流活動）実施 参加者２９名
受入れ先：民家８軒に分れて宿泊

３２．古民家と地場産品販売
施設等を活かした交流人口の
拡大

《安田町》

各施設の連携による面的効果
の発揮で、町内の他の観光・
文化的資産への波及を目指
す。

・旧市川医院・柏原邸の修復
・ガイド研修会への参加（3回）
・ウォーキングツアーでのガイド
実施
・企画展「龍馬と安田の順蔵展」
開催(H23.3月～）
・「土佐の町家雛祭り」の実施
・商品開発の取組み
・産業振興推進総合支援事業費補
助金
　H21:24,511千円

・安田まちなみ交流館「和」とし
てオープン(H22.９月)、職員を１
名配置(H23.1月～)
　観光の案内、情報の発信施設と
して活用
・「土佐の町家雛祭り」の安田町
の拠点
（来場者H22.3月1000名、
H23.3月2000名）
・しゃもバーグおにぎり（しゃ
むっす）の開発・販売
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備考今後の方向性総括

　ＰＲ活動等により、奈半利町のマリンレジャー
は浸透しつつある。
　今後は、他の体験メニューとの連携を進め、滞
在・体験型の観光へ取り組む。

【課題】
・地域に豊富にある観光資源の上手な活用
・住民団体同士の連携

【方向性】
・町内における滞在・体験型観光の確立
・近隣地域との観光面での連携

大野倶楽部の組織化以降、地道な活動を進めてき
ており、これまで地区活動の他、各種イベントに
おける農業体験の受入れや加工品販売などによっ
て、大野台地や地場産品のＰＲをおこなってき
た。Ｈ２２年度には、初めて大野倶楽部主催によ
る体験イベントを企画、実施するなどして体験メ
ニューの試行に取り組んだ。Ｈ２３年度からは、
これまでの経験を活かして体験メニューの本格実
施に取り組んでおり、その結果、交流人口の拡大
など一定の成果は見られる。また、東部地域で初
めてとなる民泊にも積極的に取り組んでおり、修
学旅行生の受入れなど今後の展開に期待が持て
る。さらに、他地域の資源との連携を検討しなが
ら、より魅力あるメニューづくりを行なうこと
で、交流人口を拡大することが可能である。

【課題】
・事務局体制の確立
・地域住民への活動理念の浸透
・受入れ、実施体制の強化

【方向性】
・地域資源を活かした農業体験メニューの
   実施による交流人口の拡大
・民泊による修学旅行の受入れ
・他地域の資源と連携したメニューづくり
・活動を収入に繋げていく仕組みづくり

・古民家を改修して観光の案内、情報発信施設と
して活用

【課題】
・さらなる交流人口の拡大
【方向性】
・周辺の地場産品販売施設やキャンプ場、森
林鉄道などと連携した取組みを進めていくこ
とで交流人口の拡大を図る。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３３．龍馬伝を活かした観光
振興

《北川村》

中岡慎太郎館での企画展の開
催を軸に、村内や関係市町村
での関連イベントを行い、観
光振興につなげていく。

・中岡慎太郎館をリニューアル
（H22.1完成）
・リニューアルに合わせた企画展
の開催
・幕末体験村（体験イベント）の
実施
・慎太郎マラソンの開催
・ゆずサイダーであい博缶の開発
・産業振興推進総合支援事業費補
助金
　H21:29,793千円

・リニューアル後、土佐・龍馬で
あい博終了（H23.1.10)までの入
館者数は28,487人と対前年比で
約4倍になっている。
・龍馬伝終了後のH23も6月末ま
での3か月の入館者数は3,470人
と対H21比で172.6％となってい
る。
・H22.4の慎太郎マラソンは約
720名（ランナー400名、スタッ
フ320名）の参加があった。
H23.4の第2回大会は震災で中止
となったが、継続的な開催に向け
て準備中。
・慎太郎ウォーキングや小島頌徳
碑建設100周年記念イベントなど
住民が中心となったイベントも開
催されている。

28,478人
（リニューア
ル～であい博
終了まで）

３４．世界に２つの「モネの
庭」誘客強化事業

《北川村》

　「北川村『モネの庭』マル
モッタン」は世界で唯一、ク
ロード・モネ財団、アカデ
ミー・デ・ボザールから公認
されている庭園として、開園
１０年間で入園者数が１００
万人を超える東部地域有数の
観光施設となっている。
　しかし、開園１年間で２０
万人を超える予想以上の集客
でスタートしたが、入園者は

・旧ワイナリーを多目的ホールへ
改修（H23.4オープン）
・四国4県のTVでモネの庭の紹介
番組を放送
・TVや専門誌等様々な広告媒体を
用いた認知度の向上
・フォトスポットとしての庭園整
備
・イベント用ベンチ、トピアリー
の設置（予定）
・レストランのオープンデッキへ
のルーフ設置（予定）
・フローラルホール（多目的ホー
ル）を用いた写真展の開催
・GAP調査の実施（予定）
・産業振興推進総合支援事業費補

実質的に動き出したのがH23に
なってからなので、目立った成果
は上がっていない。

でスタートしたが、入園者は
年々減少してきており、
H16年度は７万９千人、
「光の庭」を開園したH20
年度も７万２千人、H22年
度は５万２千人程度と予想さ
れている。
　ゆえに、早期に集客力を回
復させることが当面の最重要
課題である。
　そこで、主に県外での周知
活動や、来園への新たな動機
付けにつながる施設整備やイ
ベントの実施によって集客力
を高める。

・産業振興推進総合支援事業費補
助金
　H22:27,964千円
　H23:38,018千円（予定）
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備考今後の方向性総括

入館者数については、一定目標をクリアできる見
通し。地域振興面でも住民が中心となってイベン
トを開催するなど、中岡慎太郎を使った村おこし
の動きもみられる。周辺の観光施設への波及効果
については、これからの課題。

【課題】
・中岡慎太郎関連のイベントを一過性のもの
ではなく、持続的なものにしていく必要性が
ある。
【方向性】
・周辺の観光施設との連携についても、効果
的な方法を考えていく。

震災や1,000円高速の終了、悪天候等の影響も
あって目標とする入園者数の達成は難しい状況。
雇用についてはふるさと雇用で2名の新規雇用を
行っている。今後、雇用を維持していくためにも
一定の入園者数を確保していく必要がある。

【課題】
・集客力の早期回復
【方向性】
・ふるさと博にあわせて、モネの庭の知名度
を上げていく。
・入園者の増加についてもあらゆる手段を用
いて取り組んでいく。
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地域アクションプラン総括シート

（物部川地域）
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【地域アクションプラン 総括シート】
≪物部川地域≫

指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

＜生産上の対策＞
・各関係機関の連携強化（H21～
23実績）
→営農改善会活動の支援：総会・
定例会（月１回）・各部会（随
時）の開催支援
・３ＪＡ（南国市・長岡・十市）
合同の取り組み支援（H21～23
実績）
→生産者大会、現地検討会など
→腐敗果防止対策（全品目対象啓
発巡回１～２回／年、オクラ収穫
容器洗浄など）
・補助事業の活用
（H21）環境保全型農業推進事業
費補助金　6,983千円、レンタル
ハウス整備事業（４件）29,081
千円
（H22）環境保全型農業推進事業
費補助金10,585千円、レンタル
ハウス整備事業（４件）39,172
千円

＜流通・販売上の対策＞
・３ＪＡ合同の取り組み（H21～
23実績）
→シシトウ：消費宣伝活動、出荷
予測システムの構築
・補助事業の活用
（H21）こうち農業確立支援事業
費補助金（全自動製函機１台・全
自動梱包機３台［ＪＡ南国市］
4,651千円、全自動製函機1台
［ＪＡ長岡］3,203千円、半自動
製函機3台［ＪＡ十市］945千
円）
（H22）こうち農業確立支援事業
費補助金（ピーマン印字機［ＪＡ
南国市］4,673千円（4台）［Ｊ
Ａ長岡］1,365千円（1台）、ニ
ラ印字機パーシャル化込み［ＪＡ
南国市］1,334千円（1台）、シ
シトウ等製函機［ＪＡ南国市］
451千円（2台）

１．南国市の園芸主幹品目の
振興

《南国市》

コスト上昇分をいかにカバー
して、農家の維持、農業所得
の向上や産地維持を図ってい
くか、南国市地域園芸戦略推
進会議を核として、品目毎の
生産・流通・販売上の課題解
決に取り組む。

＜生産上の対策＞
・オクラは腐敗果防止対策により
Ｈ２０年８件から２１年１件、２
２年７件、23年（6月末時点）2
件となった。
・重油消費を節減可能なヒートポ
ンプが１戸、木質ペレットボイ
ラーが８戸、省エネ温水暖房機が
１２戸で導入された。
・補助事業の活用により防虫ネッ
トや天敵等を導入し、環境保全型
農業を推進した（H21:566ａ/38
戸、H22:1,196ａ/77戸）

＜流通・販売上の対策＞
・３ＪＡの組織代表（農家・部会
役員）が合同で大消費地の消費動
向調査（消費宣伝）を行い、産地
PR・市場関係者との関係構築・産
地維持に向けた意識醸成が図られ
た。
・農業生産体制強化緊急整備事業
を利用して、３ＪＡ出荷場へテー
プ使用製函機、エコテープ利用の
梱包機を導入し、流通環境を改善
した。

シシトウ販売額
(H19 13.4億円)
　13.4億円

ニラ販売額
(H19  3.9億円)
　4.0億円

オクラ販売額
(H19  1.8億円)
　1.8億円

※販売額はJAへの入
金額

　11.3億円

　  4.6億円

　  1.0億円

(H22園芸年度
販売額)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績
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【課題】
○シシトウは省エネ対策による経費削減
○安全安心の取り組み
○産地の維持拡大

【方向性】
○省エネ技術の導入
○環境保全型技術の取り組み促進
○生産安定技術の普及促進
○販売対策の強化

・シシトウは高齢化などもあり、H19園芸年度の
農家戸数130戸、栽培面積18.3haからH22園芸
年度は116戸、15.8haと減少した。また重油価
格も上昇傾向で、省エネの取り組みが急務となっ
ている。
・ただ、３ＪＡ合同の生産者大会や現地検討会、
販売促進活動などＪＡ間を超えた取り組みが進ん
でおり、産地のまとまりはできつつある。
・ニラは、農家戸数が37→34戸、栽培面積は15
→14.4haと微減ながらも、出荷量は902→
984tと増加傾向である。これは高温期に生産が
安定する品種の導入などが要因と考えられる。
・オクラについては、農家戸数は109→120戸、
栽培面積は7.8→8.2haと微増したが、露地品目
ゆえ生産が不安定なことから出荷量及び販売額が
大きく落ち込んだ。また高齢者の新規栽培者が多
い品目であることも生産が不安定な要因と思われ
るが、腐敗果実を出さない取り組みが浸透してき
ており、産地評価も上がってきている。
（以上、数値はH19→H22園芸年度の推移）

備考今後の方向性総括
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２．香南市・香美市の基幹園
芸品目の販売力向上対策

《香南市、香美市》

香美市・香南市には、エメラ
ルドメロンや山北ミカン、
やっこネギなど高知県を代表
するような園芸品目がある。
こうした品目について、生産
体制の強化とあわせて、ブラ
ンド化を含めた新たな販売戦
略を構築し、県内外の市場に
おける知名度と販売力の向上
を図る。

〈エメラルドメロンのブランド
化〉
○日射比例かん水制御システム導
入
H21・H22年度実績
11戸、17台、377ha
○販売促進活動
H21・H22年度実績
 商談会開催２回、海外での食品
フェアへの参加１回
産業振興推進総合補助金：H21年
度9,511千円、H22年度7,429千
円、H23年度交付決定額8,972千
円
〈エメラルドメロン以外の品目の
ブランド化〉
〇フルーツトマト
H22年度実績
・パッケージデザイン、名称等に
ついてトマト部会で検討
産業振興推進アドバイザー活用
〇ミカン
・高糖度露地みかんの栽培推進

〈エメラルドメロンのブランド
化〉
○日射比例かん水制御システム導
入
・可販果率の向上
H20：70.1%→H21：76.8%→
H22：75%
・品質の向上（外観・内容）
・かん水作業の省力化
○販売促進活動
・日本フルーツアートクリエイ
ター協会とタイアップし、「見せ
て・食べさせて・売る」販促活動
を開始した
〈エメラルドメロン以外の品目の
ブランド化〉
〇フルーツトマト
・生産農家の収益向上策の検討開
始（出荷に係るコスト削減策等）
○ミカン
・露地マルチみかん「夢みかん」
販売
H22・12月：出荷量10.4t、
499円／ｋｇ（通常単価の1.6倍
強）

エメラルドメロン販
売額
(H19 4.8億円)
　5.0億円

フルーツトマト販売
額
(H19  2.5億円)
　2.7億円

ネギ類販売額
(H19 17.1億円)
　18億円

ミカン販売額
(H19  23.1億円)
　24億円

　4.6億円

　2.6億円

　16.5億円

　12.3億円

(H22園芸年度
販売額)

３．香南市・香美市の基幹園
芸品目の産地力強化

《香南市、香美市》

ＪＡ土佐香美管内の園芸品目
は、県下最大の産地であるニ
ラの他、ピーマン、大葉、
キュウリなど様々な品目が産
地を形成している。
こうした状況の中で、農業所
得の向上や産地の維持・拡大
を図るためには、それぞれの
品目で産地ぐるみでまとまり
をもって、環境保全型農業技
術や新技術の導入に取り組む
とともに選果場の機能強化な
ど、産地力の向上に向けた取
り組みを総合的に進める。
また、食の安全・安心への取
り組みとあわせて、「人と環
境に優しい園芸産地」として
の土佐香美ブランドを構築
し、市場での有利販売に取り
組む。

〈トレサビリティシステムの構
築〉
H21年度実績
・オオバ生産者番号印字機整備：
農業生産体制強化緊急整備事業補
助金3,466千円
〈環境保全型農業の推進〉
○環境保全型農業技術の導入
H21年度実績
・ピーマン、シシトウ：環境保全
型農業推進事業補助金1,482千円
H22年度実績
・メロン防虫ネット導入：環境保
全型農業推進事業補助金306千円
・メロン・キュウリ防虫ネット、
青色蛍光灯導入：環境保全型農業
推進事業補助金689千円
・ピーマン・パプリカ・シシトウ
天敵、フェロモン、こなでん導
入：環境保全型農業推進事業補助
金1,730千円
〈新技術等の導入〉
○高品質果実安定生産技術の導入
H22年度実績
・温州ミカン：補助金662千円
○レンタルハウス整備
H21年度実績
レンタルハウス整備事業補助金
60,804千円
H22年度実績
・レンタルハウス整備事業補助金
県・市補助金70,298千円
○選果機導入
H21年度実績
・ナス選果場整備：こうち農業確
立総合支援事業補助金20,000千
円
H22年度実績
・ピーマン選果機整備：こうち農
業確立支援事業補助金県・市補助
金7,966千円

〈トレサビリティシステムの構
築〉
・「食の安全安心」の確保
〈環境保全型農業の推進〉
○環境保全型農業技術の導入
H21年度実績
・ピーマン、シシトウ環境保全型
農業推進事業導入受益面積564a
H22年度実績
・メロン防虫ネット導入受益面積
278a
・メロン・キュウリ防虫ネット、
青色蛍光灯導入受益面積176a
・ピーマン・パプリカ・シシトウ
天敵、フェロモン、こなでん導入
受益面積576a
〈新技術等の導入〉
○高品質果実安定生産技術の導入
H22年度実績
・温州ミカン品質向上農家数10戸
161a
○レンタルハウス整備
H21年度実績
・7件148a
H22年度実績
・12件214a
○選果機等導入
・品質向上
・腐敗事故の予防

ニラ販売額
(H19 22.9億円)
　28.0億円

ナス類販売額
(H19 2.7億円)
　2.8億円

ピーマン販売額
(H19  2.3億円)
　2.0億円

トルコギキョウ販売
額
(H19  1.7億円)
　2.0億円

   26.9億円

　2.7億円

　2.2億円

　1.6億円

(H22園芸年度
販売額)
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備考今後の方向性総括

・目標値を設定したすべての品目において目標値
は達成していないが、エメラルドメロンについて
は、日射比例かん水制御システムの導入により、
生産農家のかん水作業の省力化が図られるととも
に、品質が向上し、可販果率が向上した。また、
関東地区での百貨店等における試食宣伝やバイ
ヤーの産地招聘など継続した販売促進活動が知名
度を向上させはじめている。
・エメラルドメロン以外の品目については、「山
北みかん」や「夜須のフルーツトマト」など、既
にブランドが確立されている品目も多く、ブラン
ド化後の販売戦略の構築に取り組んでいる。

【課題】
〇エメラルドメロン
・関東地区への出荷量拡大
・新規市場の拡大
〇エメラルドメロン以外の品目
・生産量や販売額の減少
・生産農家の収益低迷

【方向性】
〇エメラルドメロン
・生産量の拡大
・消費地ニーズに合わせた生産・出荷体制の
構築（重量/玉、入り数/箱など）
・取引先確保のための県内外各卸売市場への
安定供給
・新規市場としての海外市場の開拓
・生産者による販売促進活動
・環境保全型農業技術の導入など生産面での
取り組みのPR
〇エメラルドメロン以外の品目
・生産者による販売促進活動
・生産や流通コストの削減
・環境保全型農業技術の導入など生産面での
取り組みのPR

【課題】
〇消費者及び流通関係者に対する「食の安全
安心」の確保
○腐敗、異物混入など事故の予防（撲滅）
○産地の維持拡大

【方向性】
〇トレサビリティシステムの構築と推進
○こうち型ＧＡＰの推進
○環境保全型農業技術の導入促進
○省エネ技術の導入促進
○上記の取り組みの販売戦略への活用

・ピーマンを除く品目では目標値を達成できてい
ないが、「ニラ」をはじめ、ヤッコネギ、アオネ
ギ、オオバ、ピーマン等生産者番号を印字して出
荷する品目が5品目となり、JAとさかみの「食の
安全安心」の取り組みを消費者にアピールできて
いる。
・また、レンタルハウス整備事業を活用して新た
に362ａのハウスを整備し、防虫ネットや天敵の
導入等を進める環境保全型農業推進事業の受益面
積は延べ15.9haとなっている。そのほか、省エ
ネ技術の導入にも取り組んでおり、「環境保全型
農業」が着実に浸透してきている。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

４．地産地消・食育の推進

《南国市》

これまで先進的な活動を行っ
てきているが、野菜の供給割
合は5.5％に留まっており、
地産地消のさらなる推進のた
め、組織の連携強化等を図っ
ていく。

◆ふるさと雇用再生基金事業によ
る食材配送員の雇用
　　H21：1名　2,387千円
　　H22：2名　4,791千円
　　H23：2名　5,453千円

◆過年度の学校給食献立の食材及
び使用量等の分析

◆外食事業者等へのニーズ把握調
査実施

◆学校給食への定期的な配送の実
現（H21.11月段階で全校配送を
実現）

◆学校給食における地元野菜の供
給割合
　　　H21：  7.7%
　　　H22：10.9%

◆配送システムによる業務筋への
地元野菜の供給実績　　８事業体

学校給食における地
元野菜の供給割合
(H19年度金額ベー
ス　5.5%）
　11%
　
業務筋への供給
（H21新規）
　8事業体

　10.9%
　（H22)

　8事業体
　（H23)

５．生産者と消費者をつなぐ
場づくり
～まずは農家レストラン～

《南国市》

地産地消、安全安心への関心
の高まりを背景に、地域の豊
富な食材を活かし、生産者と
消費者をつなぐ仕組みとして
「農家レストラン」を立ち上
げ、農業、商工業、観光の活
性化を図る。

◆農家レストラン検討会等開催
（H21,H22:10回,H23:12回)

◆倉庫、冷蔵庫等の整備（H22）
市単独事業　3,590千円

◆産業振興アドバイザー招へい５
回（H22）

◆「農家レストランまほろば畑」
を道の駅南国風良里のレストラン
定休日（火曜日）にオープン(H22
年10月)
◆隣接直販店「風の市」の売り上
げ前年同曜日対比 126.6％
(H22・17回平均）
◆来店者数平均　H22:182
人,H23:179人
◆開店日数　H22:20日､H23:12
日
◆アンケート回収率
H22:28.7％,　H23:38.1％
◆H23.4月から道の駅の火曜日営
業開始
※H23の数値は全て6月末時点

（南国市版）農家レ
ストランの立ち上げ
　1か所

隣接直販店の売上額
　5%アップ（H20
年度比）

　1か所

　26%アップ
 （H22年度）

６．地域の特産品づくり
～農産物加工への取組～

《南国市》

農商工の連携を強化するとと
もに、農産物の新たな生産・
地域内への供給体制を整備
し、加工を通じた特産品づく
りを促進する。

◆ふるさと雇用再生特別事業
（29,348千円：H21～H23）に
よる企画ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ設置
◆地域雇用創造実現事業による農
業生産法人の試験的運営
◆空港テナント「空の駅」実証の
継続（11,535千円：市単補助）
◆食1グランプリの開催（H22：
岡豊山さくらまつり内、H23：長
宗我部フェスと同時開催）
◆南国市物部川ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ実現事業
補助金（市単：率1/2）の交付
　西島園芸団地500千円（H22）

◆企画コーディネーター及び空の
駅推進協議会によるコーディネー
トでブラッシュアップまたは新規
に商品開発され、市販を開始した
商品数：31品目

◆農業生産法人実証組織（実現事
業）の農産物(無料）提供団体数累
計：１０事業体及び学校給食

地域産品を使用した
加工食品の商品化
（H21新規）
　20品目

コーディネート機能
を通じての流通開始
事例（H21新規）
　10品目

アンテナショップの
立ち上げ
　1件

JA出資型農業生産法
人の設立
　1法人

生産法人の中食・外
食産業等への食材供
給（H21新規）
　8事業体及び学校
給食

　31品目

　14品目

　　０件

　　未定

10事業体及び
学校給食
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備考今後の方向性総括

・市内小学校への給食用食材の配送システムが
整ったことにより、地元野菜の供給割合が着実に
増加し、学校給食における地元野菜の供給割合は
目標を達成する見通し。また、業務筋への供給実
績も上がり地産地消の取り組みが進んだ。

【課題】
◯H24以降の食材配送体制をどうするかが不
透明

【方向性】
◯JA出資型農業生産法人の設立が検討されて
おり、当法人の業務の一環として引き継げる
よう努める。状況を注視しながら１０月をめ
どに対応方針を検討していく。

・道の駅南国風良里のレストラン定休日(火曜日)
に「農家レストランまほろば畑」をオープンした
（H22年10月)。
・農家の女性グループらで組織する５つのグルー
プが輪番で運営していくスタイルが定着し、それ
ぞれのグループが特色を打ち出して、平均来店者
数約180人と高い集客を維持している。隣接直販
店の売り上げ額も目標を超えて増加し、アクショ
ンプランのねらいであった生産者と消費者をつな
ぐ場としての機能を果たしている。
・一次加工技術や仕入れ先調査による食材の統一
ルートを検討することで、さらなる地産地消に繋
がる展開が期待できる。

【課題】
◯前日の準備から当日後片付けまでの労働軽
減
◯アンケートでの「常設開店」や「継続開
店」の要望への対応

【方向性】
◯アドバイザーの助言による更なる業務改
善、新メンバーの勧誘
◯地産の野菜を使用したレストランは消費者
ニーズが高いので、まほろば畑のレシピや取
り組みを活かした民間（JA等）との連携の検
討

・地域産品を使用した加工品の商品化について
は、数値目標を大幅に上回る実績を上げることが
できた。
・農業生産法人実証組織（実現事業）が生産した
農産物の外食産業への食材供給も目標を達成して
いる。実現事業終了後に設立される予定のJA出資
型農業生産法人については、JA南国市で設立準備
室を設置して、検討を行っている。

【課題】
◯ふるさと雇用再生特別事業終了後の商品開
発支援の体制

【方向性】
◯観光協会事務局の行政からの独立と併せた
商品開発支援体制の検討
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

７．「ごめんケンカシャモ」
のブランド化の取り組み

《南国市》

・大河ドラマ「龍馬伝」を契
機に再燃する龍馬ブームを好
機と捉え、豊富な園芸野菜を
使った「ご当地グルメ」とし
て、龍馬に関する逸話や先塋
の地等の歴史的背景を活用し
た「シャモ鍋」を新たに創出
し、「地産「来」消」による
交流人口拡大を図るとともに
効果的なメディア露出などに
よる情報発信を強化する。

・また、シャモの飼育・ブラ
ンド化を通じて休耕田を活用
した養鶏や飼料米栽培、さら
には葉物野菜の出荷残渣の飼
料化や鶏糞の土壌還元等の可
能性を検討し、主に中山間地
域での新たな農業手法を検討
する。

・流通の少ないシャモ肉は少
数生産であっても高級食材と
して取引されるため、飼育環
境のトレーサビリティ等によ
る高付加価値化を図り、「ブ
ランド鶏肉」としての外商戦
略を展開していく。

◆ごめんシャモ研究会の設立
（H21年7月）

◆南国市内の農家（H23年度現
在：4戸）でシャモ飼育
H21：70羽　→　H22：890羽
→　H23：2,000羽

◆南国市物部川ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ実現事業
補助金（市単：率1/2）の交付
　500千円（H22）

◆ふるさと雇用再生特別事業
（8,982千円）による「シャモを
突破口とした中心市街地賑わい創
出推進員」の雇用（H22～H23）

◆ごめんシャモ研究会に飼育生産
と広報販売の部門担当者を設置
（H23）

◆ごめんシャモ研究会の事業推進
会議（定例会）の頻度を月1回⇒毎
週に変更（H23）

◆南国市飼育補助金（市単：率
1/2）の交付
　1,000千円（H23）

◆「ごめんシャモ鍋社中」加盟店
舗数　11店舗

◆シャモ肉販売
H21：140kg→H22：1911kg
→H23 ：46kg（6月末現在）

「ごめんシャモ鍋社
中」加盟店舗数（南
国市でのシャモ鍋提
供店舗数）
　10店舗

社中でのシャモ鍋以
外のオリジナルメ
ニュー提供数
　1品/1店舗以上

シャモ目標飼育羽数
(H21 70羽）
　2,000羽

　11店舗

　1品/1店舗
以上

　2,000羽

８．大学生による地域応援団
（サポーター）づくり

《物部川地域全域》

地域内に大学が立地すること
から、在学中に地域資源（農
産品・地場産品）に親しみ、
地域の良さを学んでもらい、
卒業後も“第二の故郷”とし
て全国各地から物部川地域を
サポートする『地域応援団
(サポーター)』になってもら
える仕組みをつくる。

〈在学中の関わりづくり〉
○高知工科大学
・地域共生概論（2単位）
○「いなかインターンシップ」と
の連携
・NPO「人と地域の研究所」との
事業連携

〈在学中の関わりづくり〉
○高知工科大学
・地域共生概論受講学生数240名
（H21・H22年度各120名）
○いなかインターンシップとの連
携
・NPO「人と地域の研究所」が
「ふるさとインターンシップ事
業」を受託
・ふるさとインターンシップを香
美市で実施
　2回実施、受入学生数9名
（H21・H22年度）

支援組織数
　1組織 　1組織

９．農産物加工等への取組計
画

《香南市》

ミカン等柑橘類、ニラ、芋、
チャマメ、ショウガ、はな
ゆ、ブルーベリー、ナス、ど
ろめなど、地域特産の農産物
等の加工を通じて付加価値を
高め、地域の農業者、商業者
等の所得の向上を図る。

〈商品開発〉
○１次産物の活用ができる人材育
成
・研修６回、参加人員延べ８７名
○原材料調達システムの構築
○商品検討体制の整備
・香南まるごと旨市検討委員会に
よる検討
〈商品販売〉
○販売体制の整備
・「土佐香南まるごと旨市」カタ
ログ発行
・カタログ試食会の開催
・ネット販売開始

〈商品開発〉
○試作品８品（H23年6月末現
在）
○商品化１３品（H23年6月末現
在）

〈商品販売〉
○カタログ、ネットでの販売
・カタログ販売額（Ｈ２２年度：
　１０７百万円）

開発加工製品サンプ
ル数
（H19　－）
　10品目
　
商品化製品数
（H19　－）
　10品目

　8品目
　

　13品目
（H23年6月
末現在）
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備考今後の方向性総括

・地域内にある資源（歴史＋野菜）を上手に融合
させて「シャモ鍋」を誕生させ、南国市内の「ご
めんシャモ鍋社中」加盟店舗で提供することによ
り、「地産『来』消」の交流人口拡大が図られて
おり、数値目標も達成している。
・H23年度からシャモ肉のブランド化や地産外商
に向けた取り組みを順次開始しており、飼育規模
拡大のペースを意識した事業の運営に努め。ごめ
んシャモ研究会が発足時に掲げた「南国市を元気
にしたい。子供たちに誇れるまちにしたい」とい
う思いの実現に向かって懸命に活動している。

【課題】
◯シャモ飼育マニュアルの策定
◯生産指導体制の強化
◯加工品の開発
◯野菜残渣の飼料化・糞の堆肥化
◯生産部門の強化・規模拡大

【方向性】
◯地域AP実行支援チームや高知農業高校の協
力を得て飼育マニュアルを策定し、飼育環境
のトレーサビリティの確立を図る（H23年度
中に骨子を固める）。
◯飼育マニュアルに基づき徹底した飼育指導
を行える体制を強化する。
◯県産業振興推進総合支援事業（ステップ
アップ事業）の活用等により加工品（シャモ
鍋セット）をH23年度中に開発し、地産外商
を行う体制を整える。
◯定期・定量的に野菜残渣が出ていないこと
から、一部は与えているものの現状は飼料化
に至っていない。JA等関係団体を巻き込んだ
取り組みを検討。
◯生産農家と良好な関係を維持増強してい
く。
　飼育羽数H22：2,000羽→H25：2,500
羽拡大を目標とする。

・従来から開催されてきた地元住民との交流会が
契機となり、高知工科大学において地域共生概論
が履修科目として開設されたことにより、地域と
の関わりづくりが強力に推進されており、科目履
修以外でも自発的に地域のイベントに参加する動
きもある。また、ふるさとインターンシップ事業
において、インターンシップを再度希望する学生
や既参加学生の勧誘による参加者もおり、地域と
の関わりは参加学生にとっても意義あるものと
なっていると考えられ、参加学生と受け入れ側の
交流は継続するものと思われる。今後は南国市や
香南市においても交流機会を増やし、地域と学生
が相互に理解を深めていくことで流域全体の取り
組みとなることが期待できる。

【課題】
○在学中の関わりづくり
○卒業後の「地域との関わり」
○南国市及び香南市における学生の受け入れ
体制の確立
○地域の産業との連携

【方向性】
〇いなかインターンシップとの連携
○地域応援団の組織化
○体験型観光の取り組みとの連携
○体験型観光の受け入れ等、地域の産業との
連携を視野に入れたインターンシップの活用

・目標値は達成できている。JAと連携して原材料
調達システムを構築し、生産量日本一のニラを使
用した「にらプロジェクト」を展開するほか、香
南市内の事業者の商品をカタログやネットで販売
することにより、事業者の商品開発やメニュー開
発意欲を喚起している。また、中元カタログ販売
に際し開催した試食会や地元ケーブルTVでのPR
など、事業者自身が販売促進活動を行い、積極的
に商品販売にも取り組んでいる。

【課題】
○事業者の商品開発意欲の継続
○商品販売体制の継続

【方向性】
〇地域外での販売も視野に入れた商品販売機
会の提供
○商品PR、販売促進活動機会の提供
○JA、商工会等との連携
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１０．高齢農家とともに支え
る農業の仕組みづくりと集落
の活性化

《香美市》

谷相集落をモデル集落とし、
高齢者とともに農業で生活で
きる地域づくりに取り組み、
将来にわたって中山間地域の
集落で生活できる「こうち型
集落営農」の実現を目指す。

◆集落営農の活動強化
　谷相地区集落営農組合の活動支
援(総会、役員会、巡回、先進地視
察、研修会)
◆農作業受委託の推進
　受委託体制づくり（ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ部
会）、共同利用機械等の整備
･中山間地域集落営農支援事業
　H21：3,307千円
　H22：7,895千円
・集落営農･拠点ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援事業
　H23：　593千円(見込み)
◆売れる米づくり
　谷相米生産指導、ｴｺﾌｧｰﾏｰ推進
（講習会、個別巡回、実証ほ）
◆園芸品目の導入と普及推進
　アジサイ・青ねぎの導入（講習
会、個別巡回、実証ほ）
　ニラの収量向上技術の検討（個
別巡回）
　直販向け品目の拡大（講習会、
巡回、実証ほ、先進地視察）
◆交流活動の推進
　消費者との交流会開催への支援
（検討会）
◇その他
・こうち型集落営農ﾓﾃﾞﾙ育成事業
　H21：593千円
　H22：582千円
・集落営農普及促進事業
　H23：333千円

◆集落営農の活動強化
　谷相地区集落営農組合に6部会が
設置され、活動が組織的かつ計画
的にできるようになった。
◆農作業受委託の推進
　受託面積が拡大した。（H20：
0a→H23見込み：共同防除実面積
5ha、収穫1.5ha、乾燥・籾すり
3.5ha）
◆売れる米づくり
　谷相米の基準を作り（H22）、
販売することができた（H23見込
み）。ｴｺﾌｧｰﾏｰが7名（H20）から
11名（H23）となった。
◆園芸品目の導入と普及推進
　アジサイが導入され（5戸7
ａ）、初出荷することができた
（H23：2戸）。
   青ねぎは1戸2ａ（H20）から5
戸12ａ（H23）に拡大した。ニ
ラは有望品種や電照栽培技術が導
入された。
   直販部会は生産履歴の記帳や計
画的な作付ができるようになっ
た。
◆交流活動の推進
　消費者との交流会が定着（H21
から毎年開催）し、谷相の良さ・
米のおいしさをPRすることができ
た。

こうち型集落営農組
織数
（H19　－）
　1組織  1組織

１１．生産から販売までのユ
ズの総合的な産地強化対策

《香美市》

　香美市物部町を中心とした
ユズは、国内最大の青果出荷
（玉出し）ユズの産地である
が、生産者の高齢化などか
ら、生産の維持が困難になっ
ている。
　このため農作業受委託など
の仕組みづくりを通じて、作
業者を確保し産地の維持発展
を図る。
　また、従来の関東、関西地
区への市場出荷に加えて、関
東以北などの新たな市場の開
拓を行い、新たな需要の掘り
起こしと選果場の機能強化に
よる商品開発を行う。
　近年、ユズ園での鳥獣害の
発生が多くなっており、こう
した対策を取り入れた新系統
品種の実証ほを設置する。

〈生産対策〉
○ユズの雇用労働システム（モデ
ル）づくり
・「ゆずもり」の創設（H22年
度）
○青果の安定出荷に向けた技術の
検討
○樹園地の現状把握
○所得を補完する品目の検討
〈集出荷及び販売体制の強化〉
○出荷場・選果場整備
・（再掲）H21年度農業生産体制
強化緊急整備事業補助金75,810
千円
・（再掲）H22年度こうち農業確
立総合支援事業補助金610千円
○搾汁施設の機能強化：H23年度
こうち農業確立支援事業補助金交
付予定額3,885千円
○機械による全量選果の試行予定
○再選果の実施
○新たな商品開発
○「物部のゆず」の認知度向上
・ユズ狩り実施
・ユズオーナー制の実施

〈生産対策〉
○ユズの雇用労働システム（モデ
ル）づくり
・「ゆずもり」の利用件数：H22
年度2件
○青果の安定出荷に向けた技術の
検討
○樹園地の現状把握
・放棄された樹園は確認されてい
ない（H23年7月末で調査終了）
・にらの試験栽培実施
〈集出荷及び販売体制の強化〉
○出荷場・選果場整備
・H21年度　立体予冷庫・全自動
選果システム導入
・H22年度　カラーリング施設
○搾汁施設の機能強化：H23年度
異物混入防除
○機械による全量選果の試行予定
・「冬至」から良品を寄りだして
「平箱」に次ぐ商品へのランク
アップ
○再選果による商品ランクの細分
化

○新たな商品開発
・上記の再選果による「酢玉」の
袋詰め

○「物部のゆず」の認知度向上
・ユズ狩り実施：H22年度参加者
100名
・ユズオーナー制の実施：H23年
度オーナー14名（H23年6月末現
在）

ユズ販売額
(H19  5.0億円)
　5.1億円

新たな商品開発
(H21新規)
　2品目

　4.3億円
(H22園芸年度
販売額)

　2品目
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備考今後の方向性総括

・H21年に策定された集落ビジョンをもとに、営
農組合が設立され(H21.3)、部会体制も整い、こ
うち型集落営農組織の活動が計画的にできるよう
になった。
・農作業受委託については、共同利用機械等の整
備を段階的に進めながら、集落での支え合いの仕
組みができた。
・園芸品目・新技術が導入され、今後も集落の所
得向上に期待ができる。
・交流会の開催により、消費者とだけでなく、集
落内の交流が促進され、集落の活性化につながっ
た。

【課題】
◯組織としての自立

【方向性】
◯計画的な組織活動を自立してできるよう
に、またモデル集落として地域に情報発信で
きるよう、支援を行う。

・機械による全量選果の試行や「ゆずもり」によ
る作業受託など、高齢化する生産農家の労働負担
の軽減対策を実行している。また、機械選果によ
る「冬至」からのランクアップや「酢玉」の再選
果は、玉出し可能な商品量を増加させ、全体とし
てのゆず販売額の底上げにつながっている。ま
た、後継者も2名の就農が見込まれている。さら
に、物部のゆずの認知度向上を目的として開始し
た一連のゆずイベントは、地域の観光施設でも人
気の「ゆず絞り体験」として広がりを見せ始めて
いる。

【課題】
○生産農家の労働負担の軽減
○産地の維持

【方向性】
〇「ゆずもり」の活用
○後継者の開拓及び育成
・ユズ狩りやオーナー制による産地への親近
感の醸成
・所得を補完できる品目選定
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１２．香美市ブランドの確
立・特産品づくり

《香美市》

香美市ブランドの確立、特産
品づくりを行うことを通じ
て、働く場の確保と所得の向
上を図る

◆香美市地域雇用創造推進事業
・H21 食品加工・シカ肉講座
・H22 食品加工・鹿の活用講座
◆香美市地域雇用創造実現事業
・H21 異業種交流会、刃物祭り、
ふるさと祭り出店等
・H22 ネットショッピング開設、
各種イベント等での販促活動
◆高知県ふるさと雇用再生特別基
金事業（11,064千円:H21～
H23）により、鹿肉特産品開発及
び販路拡大のため１名を雇用。
◆高知県ふるさと雇用再生特別基
金事業（21,100千円：H23）に
より、地域アンテナショップ（2
店）運営のため６名を雇用。

◆商品化製品数　10品目
　　うち鹿肉製品　9品目

◆地域アンテナショップのオープ
ン
・H23 ふらっと中町、龍河荘ぐる
里

開発加工製品サンプ
ル数
（H21新規）
　10品目
　
商品化製品数
（H21新規）
　10品目

　12品目

　10品目

１３．民有林における間伐の
推進

《物部川地域全域》

効率的な施業の実現を図ると
ともに、林業事業体の経営基
盤の整備や担い手の育成を図
り、素材の増産等に取り組
む。

〈森の工場づくり〉
○事業の周知
・地元説明会の開催29回（H23
年6月末現在）
○作業道の開設
・H21年度　40,961m
・H22年度　41,420m
○国の補助金の活用
・造林補助金：H21年度
103,822千円、H22年度
139,613千円
・森林林業再生プラン事業：香
美、物部森林組合（H22年度）
267,675千円

〈森の工場づくり〉
○「森の工場」の承認
・H21年度:：6,442ha→H22年
度：9,400ha
○間伐面積
・H21年度:：1,056ha（うち搬
出間伐 6.90ha）→H22年度：
856ha（うち搬出間伐 3.18
ha）

整備済「森の工場」
面積
(H19　3,561ha)
　8,400ha 　9,400ha

(H22年度末)

１４．木質バイオマスの活用
に向けての取組（需用者開
発）

《物部川地域全域》

「香南香美地域新エネルギー
ビジョン」を踏まえて、上流
域の豊富な森林資源と下流域
に一大園芸地帯が広がる立地
条件を生かした「エネルギー
の地産地消」によるCo2排
出削減と地域振興を念頭に、
各種事業を活用して、木質ボ
イラーの実需者開発を行う。
　また、地域の林地残材等を
活用した木質燃料の供給基地
づくりに向けた検討を行う。

〈木質バイオマスボイラー導入〉
○実需者開発
・「グリーンニューディール事
業」、「地域活性化・生活対策臨
時交付金」を活用
・グリーンニューディール事業補
助金
　　H21：3,570千円
　　H22：124,423千円（繰越
中）
　　H23：22.837千円（施工
中）
・H21年度地域活性化・生活対策
臨時交付金　24,909千円
○供給基地づくりの検討
・H22年度「緑の分権改革」推進
事業　30,094千円（委託額）

〈木質バイオマスボイラー導入〉
○実需者開発
・「グリーンニューディール事
業」、「地域活性化・生活対策臨
時交付金」を活用
・グリーンニューディール事業：
農業用ボイラー１７台導入
・地域活性化・生活対策臨時交付
金：温泉用１台導入
○供給基地づくりの検討
・林地残材等を活用した木質ペ
レット生産についてシミュレー
ションを実施

ペレット利用量
（H21　－）
　1２３０ｔ/年 840～1,360

ｔ/年
(加温期間終了
時（６月末）
の予想)
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備考今後の方向性総括

・香美市地域雇用創造協議会が中心となり、食品
加工及び鹿肉に関する講座や各種イベント等での
販促活動を通じて、鹿肉に関しては数多くの商品
が開発された。その中でも、土佐鹿ソーセージを
使用したシカドッグは、H23年5月開催の土佐の
食１グランプリin長宗我部フェスで見事優勝し、
これを機に鹿肉の加工品が注目を集め、販路も
徐々に拡大するなど、需要が増加してきている。

【課題】
○鹿肉加工品の需要増に対する鹿肉の安定供
給体制の確立
○鹿肉加工品の品質の維持と、製造者の育成
◯地域雇用創造事業終了後の商品開発支援の
体制

【方向性】
○鹿肉の安定供給に向けた、他地域との協力
体制の確立
○鹿肉加工品の品質維持に向け、製造者の人
材育成も含めたシステムづくり
◯香美市でH24年度以降の体制を検討

・H22年度において目標面積を達成している。造
林補助金や森林林業再生プラン事業を有効に活用
し、作業道開設や高性能林業機械を利用した搬出
間伐等に取り組んでおり、さらに、23年度におい
ても地元説明会を開催し、事業の周知に努め、
「森の工場」の拡大を推進している。

【課題】
○地権者の確定
○地権者の県内外等への転出や高齢化による
境界確定の不成立
○切り捨て間伐への対応

【方向性】
〇地権者に対する「森の工場」事業の周知
○搬出間伐の推進

・目標値は達成できる見込みである。国の制度を
活用して、実需者の負担を軽減する形でボイラー
の導入が実現した。今後は、木質バイオマス燃料
の供給体制づくりを推進していくことで実需者の
負担が軽減され、実需者の増加につながっていく
ものと考えられる。

【課題】
○実需者の負担軽減
○木質バイオマス燃料の安定供給

【方向性】
〇木質バイオマス燃料の生産・供給体制整備
・事業主体の設立
・コスト削減を可能にする集材・生産・流通
等の仕組みづくり
○安定した供給価格の実現
○木質バイオマス燃料に使用によりCO2削減
を実現した農産物の高付加価値化

41



指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１５．シイラの加工商材活用

《香南市》

シイラの加工による浜値の向
上と付加価値の増加を通じ
て、漁業者の所得の向上を図
る

〈１次加工の実施〉
○加工場整備
・共同作業場の改修：H21年度産
業振興推進総合補助金（特別承
認）総事業費15,015千円
・加工場の衛生管理向上のための
改修：H23年度水産業基盤整備事
業補助金　総事業費10,080千円
○衛生管理の向上
・衛生管理研修開催（H22年度末
2回）、中央東福祉保健所との協議
（H22年度末2回）
○加工原魚の確保
・漁協が入札に参加
〈販路の開拓〉
・H21年度1社→H22年度5社→
H23年度5社（H23年6月末現
在）

〈１次加工の実施〉
○加工量
・H21年度：50t→H22年度：
29t→H23年度：5t（H23年6月
末現在）
○販売額
・H21年度：3,512千円→H22
年度：2,571千円→H23年度：
317千円（H23年6月末現在）
○雇用の創出
・H21年度：8名→H22年度：8
名→H23年度：8名（H23年6月
末現在）
○浜値の下支え

・漁協が30円／kgで入札

加工原料として漁協
のシイラ販売額
（H19　－）
　1,500万円 　257万円

(H22年度末実
績)

１６．「ごめん」をブランド
化
～トライアングルゾーンの活
性化～

《南国市》

「ごめん」というユニークな
地名を活かし、人を呼び込
み、商店街を活性化する。

・ごめん軽トラ市（年3回開催）へ
の補助（H21～・補助金６０万円
/年）
・緊急雇用特別事業によるエリア
マネージャーの設置（H23）
・ごめんシャモ研究会のごめん商
店街への事務所開設（H23）
・高知農業高校アンテナショップ
開店（H22～）
・ごめん応援隊（チームゴメン
ジャー）の結成（H23）
・ごめんまちづくりプロジェクト
委員会発足（H23)

・軽トラ市回数・出店数・来場者
（延べ）
　H21：3回・93 台･ 5300人
　H22：3回・79台・6000人
　H23：1回・24台・1500人
　（H23.6月末現在）

軽トラ市の定期的な
開催
　3回/年

ごめん応援団の設立
　1組織

　3回/年

　1組織

１７．香南市コミュニティガ
イド事業

《香南市》

自衛隊移転に伴う新たな住民
の一大流入を契機に、商店・
飲食店・サービス店等におい
て、地域に滞在するうえで欠
かせない生活情報を提供する
ことにより、大型量販店等と
の差別化を図り、活力のある
商店街づくりを目指す。

〈消費者への告知ツールの開発〉
○「香南市のおいしい　たのしい
うれしい　お店紹介BOOK」の発
行
・発行部数：２５，０００部
（H21年度発行）
・主な配布先：香南市全戸（約
13,000戸）、自衛隊関係者（約
700戸）、転入者（毎年約200
戸）
〈コミュニティイベントの開催〉
○香南百貨店おひろめ市の開催
・「香南おひろめ市in三宝山」開
催（H22.10/23）

〈消費者への告知ツールの開発〉
○「香南市のおいしい　たのしい
うれしい」お店紹介BOOKの発行
・お店紹介BOOKをきっかけとし
た来店客が現れ始めている
・お店紹介BOOKへの新規掲載の
希望が商工会に寄せられている

〈コミュニティイベントの開催〉
○香南百貨店おひろめ市の開催
・来場者：約2,000人
・参加企業数：８３店

◆香南市商工会加盟
店の増加
（H20 ： 596店）
　650店 　605店

(H22年度末)
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備考今後の方向性総括

・加工場の整備を行い、小型シイラ（2kg以下）
の加工に取り組んでいる。加工量は漁獲量に連動
するため、目標額の達成は困難であるが、加工原
魚の確保のため漁協が30円／kgで入札に参加し
たことが浜値の下支えとなっており、加工のため
の雇用も創出されている。23年度には衛生管理の
向上による販路拡大を図るために加工場の改修を
行うとともに、保健所と連携して衛生管理研修等
を実施している。取引先の開拓も積極的に行って
おり、県内外の水産加工業者や学校給食への納品
を目指している。さらに加工場の周年稼働に向け
てシイラ以外の魚種の加工も検討している。

【課題】
○原魚の安定確保
○衛生管理の向上
○新商品の開発
○新規販売先の確保
【方向性】
○スケールメリットを活かした原魚確保体制
の検討
○周年稼働に向けた加工体制整備
○県内企業等との連携による加工事業のノウ
ハウの蓄積
○サンプル出荷の実施
○見本市・商談会等への出展

・軽トラ市の定期的開催（3回/年）は定着してい
る。
・軽トラ市開催時にゴメンジャーショーも行われ
集客効果は上がってきている。ゴメンジャーは市
の商工担当課において取り組んできたが、ゴメン
ジャーを通じてごめん町商店街の活性化に関わっ
てもらおうとメンバーを公募。H23年5月に11名
からなるごめん応援隊（チームゴメンジャー）を
結成して、活動中。
・H22年6月から高知農業高校アンテナショップ
が月2回開店。
・軽トラ市やアンテナショップ開店日等のイベン
ト時は賑わいが創出され、一定の成果があったと
考えられるが、日常的な賑わい創出には至ってい
ない。
・イベント時だけで終わらない日常的な賑わい創
出のためには、外部からの力に頼ったイベントだ
けでなく、ごめん町商店街で積極的かつ主体的に
賑わい創出に取り組んでいくことが必要である。

【課題】
◯ごめん町商店街の活性化

【方向性】
◯今後も軽トラ市などの地道にイベントを継
続していきつつ、商店主ら地元の気運の高ま
りを待つ。

・目標値は達成できていないが、「お店紹介
BOOK」が新規顧客につながり始めており、商工
会には店舗からの掲載希望が寄せられている。ま
た、三宝山で開催した「香南百貨店おひろめ市」
は好評を博し、店舗PRとリピーターづくりを効果
的に行うことができた。さらに、「香南百貨店お
ひろめ市」は「移動する商店街」でもあることか
ら、場所を決めて定期的に開催することなどによ
り、買い物弱者対策ともなりうる取り組みと考え
られる。今後は、各店舗の商品配達の可否や前述
のようなおひろめ市の開催場所等の情報も掲載す
ることで「お店紹介BOOK」の充実が図られると
ともに、従来の「来店を待つ商店街」ではなく、
「顧客近くに移動する商店街」として、大型量販
店等との差別化による活性化が期待できるもので
ある。

【課題】
○来店客の増加

【方向性】
〇冊子やHP等による生活情報の紹介
○買い物弱者対策
・「香南百貨店おひろめ市」の定期的開催

43



指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１８．地場産業（土佐打刃
物、フラフ）の振興

《香美市》

海外での展開も視野に入れた
新商品の開発や販路の開拓の
ほか、昔ながらの技術や文化
の継承を図るため、次世代を
担う後継者の育成にも取り組
む。

◆販売促進
・香美市地域雇用創造実現事業に
よる県内外のイベント等での販促
活動
・ふるさと雇用再生特別基金事業
（21,100千円：H23）により、
地域アンテナショップをオープン
　
◆商品開発
・高知工科大学生の商品開発サー
クルによる新商品の開発

◆体験メニューの創出
・土佐打刃物の鍛造体験を素材に
「新たな体験メニュー作り込み研
修」を企画（H23/6/16、龍河荘
ぐる里）

◆後継者育成
・土佐打刃物後継者育成対応策検
討会による後継者育成対応策の検
討

◆販売促進
・くじらナイフ
　（H21）96本納品
　（てんこす、銀座めざマル
シェ）
　（H22）140本販売　等
・地域アンテナショップの開設
　　ふらっと中町（H23/6/1）
　　龍河荘ぐる里（H23/4/28）

◆商品開発
・商品開発サークルで試作品をブ
ラッシュアップ中（H23）

◆体験メニューの創出
・土佐打刃物の鍛造体験を素材に
「新たな体験メニュー作り込み研
修」の実施（参加者24名、うち体
験者7名）
・龍河荘ぐる里が、体験メニュー
として販売していくべく準備中

土佐打刃物製造業後
継者育成にかかる事
業計画
　1件 　1件

　（見込み）

１９．観光交流のネットワー
クづくり（観光推進体制の確
立強化）

《南国市》

交通の要衝という恵まれた立
地環境を活かし、地域内の観
光資源をつなぎ、外に売り出
していくための体制整備を図
る。

・ふるさと雇用再生特別事業
(29,348千円:H21～H23)を活用
した企画コーディネーターによる
食１グランプリ等の企画・運営
・長宗我部フェス開催(市単1000
千円：H22～)
・GWにおけるウェルカムサービ
スの実施（道の駅、龍馬空港）
・観光基本計画(案)の作成と意見募
集（H22～23）
・ふるさと雇用再生特別事業
(6,313千円:H22～H23)による観
光推進員設置
・緊急雇用特別基金事業(3,874千
円:H22～H23)によるホテルフロ
ントへの観光コンシェルジュ設置

企画コーディネーターによるイベ
ントの企画・実施
・H22：岡豊山さくらまつり内土
佐の食１グランプリ来場者：6､
500人
・H23：長宗我部フェスと同時開
催　土佐の食１グランプリ来場
者：6,000人

・観光基本計画の策定（H23）

・観光パンフレット及び大酔い
マップに掲載した事業所数　58団
体

観光ネットワークへ
の参加団体数（H21
新規）
　50団体

観光基本計画の作成
　1

観光コーディネート
組織の確立
　1組織

　58団体

観光基本計画
　1

　1組織
　（予定）

２０．歴史的資源を活用した
地域活性化への取組
～土佐のまほろば～

《南国市》

地域が誇る歴史的な資源を活
用し、「語り部」の育成など
に取り組み、関係者が一つに
なって交流人口の拡大による
地域活性化につなげていくた
めに取り組んでいく。

・雇用創造推進事業を活用した観
光ボランティア養成講座の実施
・ふるさと雇用再生特別事業
(29,348千円:H21～H23)を活用
した企画コーディネーターによる
食１グランプリ等の企画・運営
・長宗我部フェス開催・長宗我部
元親ラリー及びイベント支援補助
金（H22～・市単：1,000千円)
・GWにおけるウェルカムサービ
スの実施（道の駅、龍馬空港）
・観光基本計画(案)の作成と意見募
集（H22～23）
・ふるさと雇用再生特別事業
(6,313千円:H22～H23)による観
光ボランティアガイド組織「南国
市観光案内人の会」の推進事務局
員設置(西島園芸団地内)

・観光ボランティアガイド組織
「南国市観光案内人の会」の設立

実績（H23）
・さくらまつりウォーキング参加
者：50人
・観光ボランティアガイド付
ウォークキング参加者：30人
・カルチャーウォーキング参加
者：6/5　10人、7/3　4人

観光ボランティアガ
イド組織の設立
　1組織 　1組織
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備考今後の方向性総括

・土佐打刃物もフラフも伝統産業であり、生活様
式等の変化を受けて需要減少傾向の中ではある
が、香美市地域雇用創造協議会の実現チームが中
心となり、販売促進や商品開発に関する取り組み
を行ってきた。
・地域アンテナショップを２店舗開設し、地場産
業の紹介等を行った。「ふらっと中町」には土佐
打刃物PRのための展示販売場を常設し、「龍河荘
ぐる里」では土佐打刃物鍛造体験を体験観光メ
ニューとして販売していくこととしている。
・土佐打刃物製造業の後継者育成については、土
佐打刃物後継者育成対応策検討会を発足して、対
応策の検討を行っている。

【課題】
○土佐打刃物製造業の後継者育成

【方向性】
◯事業計画に基づく活動の実施

・数値目標は見込みも含めて達成。
・観光コーディネート組織の確立については、観
光協会を事務局も含めて行政から独立する計画で
関係者との調整や体制づくりの検討を進めてい
る。

【課題】
◯観光コーディネート組織の確立
　（南国市観光協会事務局の行政からの独
立）
◯観光ネットワークの強化
【方向性】
◯財源面も考え合わせながら、コーディネー
ト組織の実質的独立化を行う。
◯観光ネットワークへの参加団体との連携を
より強化して行く。
◯歴史的資源・食・農業等の体験を組み合わ
せた「観光」の商品づくりを行い、PRしてい
く。

・ボランティアガイド組織「南国市観光案内人の
会」が設立され、地元にお金が落ちる仕組みとし
ての第一歩を踏み出すことができた。

【課題】
◯ガイドの質的向上
◯観光協会。観光ネットワークとの連携強化
【方向性】
◯歴史民俗資料館との連携による研修の実施
◯H24年度からの新体制づくりの検討に「案
内人の会」も織り込んで考えていく
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２１．体験観光型メニューの
滞在型旅行商品化アクション
プラン

《香南市》

市内各地でいくつかの体験メ
ニューの開発・実施が進みつ
つあるが、実施主体ごとに個
別にＰＲ等を行っている段階
であるため、一元的に情報管
理、発信を行うなど、観光商
品化に向けて機能強化を図
る。

<観光ガイド等養成>
○観光ガイド等養成講座の開催
・68講座延べ632名受講
（H21・H22年度実績）
<旅行商品の企画・販売>
○モニターツアー実施
・8回実施、参加者数104名
（H21・H22年度実績）
○プロモーション
・1回5社（H21・H22年度実
績）
<情報受発信機能の強化>
○香南市観光協会の法人化
・一般社団法人化（H22年12
月）

<観光ガイド等養成>
○香南市案内人会
・香南市案内人会発足（H23年1
月）
・香南市観光協会催行ツアーでガ
イド活動を開始：2回（H23年6
月末現在）
<旅行商品の企画・販売>
○香南市観光協会によるウォーキ
ングツアーの催行
・2回実施、ツアー参加者54名
（H23年6月末現在）
<情報受発信機能等の強化>
○香南市観光協会の旅行業（第3
種）登録
・香南市観光協会による旅行商品
の販売

商品造成数（日帰
り、1泊2日、2泊3
日×3ターゲット）
　10タイプ以上

年間プロモーション
活動
県外（主に東京・大
阪）
　年間6回以上

　10タイプ

　 　-

(H22年度末実
績)

２２．観光交流の受け皿づく
り

　《香美市》

観光情報の一元化と観光ネッ
トワークの強化を通じて、香
美市を滞在型・体験型観光の
フィールドとし、地域の所得
の向上と雇用の創出を図る。

◆雇用創出
・緊急雇用及びふるさと雇用再生
特別基金事業により交流施設の運
営スタッフを雇用
　H21　２名
　H22　３名
　H23　７名

◆香美市地域雇用創造実現事業
・ホームページ及び観光関係タリ
フ集等の制作

◆香美市地域雇用創造推進事業
・観光インストラクター養成講座
　H21　5回　のべ59人参加
　H22　6回　同221人参加
　H23　5回　同160人参加
・旅行業専門家研修
　H21　4回　のべ72人参加

◆龍河洞開洞80周年記念事業の検
討及び実施
・シンポジウム（H23/6/11）
・アドベンチャーウォーキング
（H23/6/12）
・龍河洞まつり（H23/8/27）

◆観光案内所の整備
　　香美市いんふぉめーしょん
　（H22/4/1）

◆地域アンテナショップの開設
　　龍河荘ぐる里（H23/4/28）
　　→体験観光メニューの制作及
　　　び販売

◆広報活動
・ホームページ及びスタッフブロ
グの開設
・観光関係タリフ集の完成

◆地域連携
・物部川地域観光振興協議会が発
足
　→龍河洞まつりに物部川ブロ
　　ックの3市から特産品等が
　　出店されるなど、広域での
　　取り組みができ始めた

観光コーディネート
等を行う組織
　1組織 　未定

46



備考今後の方向性総括

・年間プロモーション計画は目標値を達成できて
いないが、観光ガイド等養成講座の受講生が「香
南市案内人会」を発足させ、香南市観光協会が催
行するツアーでガイド活動を開始した。また、香
南市観光協会が一般社団法人化し、旅行業第3種
の登録も行った。これにより、旅行商品の企画か
ら販売、受け入れ（ガイド）までの体制が整っ
た。今後は、インストラクターの養成もことで行
いつつ、体験メニュー等の開発やそれらを商品と
して企画し、PRしていくことで入込客の増加が見
込まれる。

【課題】
○旅行商品の企画・販売の継続
○体験メニュー等商品素材の開発

【方向性】
〇インストラクターの養成
○情報発信
・エージェントに対するプロモーション

・観光コーディネート等を行う組織づくりについ
ては、平成２４年度から香美市観光協会事務局の
行政からの独立を香美市が検討を行っている。
・香美市いんふぉめーしょんや地域アンテナ
ショップ等の開設により、雇用の創出及び観光情
報の提供の場としてネットワーク強化につながっ
た。
・香美市地域雇用創造推進事業として実施した研
修によって、多くの方々が地域の観光資源につい
て深い知識を得ることができた。
・物部川地域観光振興協議会の発足により、観光
を１市で考えるのではなく、流域全体で協力して
盛り上げていく基盤ができた。

【課題】
◯観光コーディネート等を行う組織の確立
　（香美市観光協会事務局の行政からの独
立）

【方向性】
◯財源面等も考え合わせながら、コーディ
ネート組織の独立を行う。
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地域アクションプラン総括シート

（高知市地域）
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【地域アクションプラン 総括シート】
≪高知市地域≫

指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

１．地域の基幹品目の振興

農産物価格の低迷、農業者の
高齢化や担い手の減少、生産
コストの増大など、厳しい環
境の中で、生産の高収量・高
品質化やコスト高騰対策、高
知ブランドのＰＲなど、品目
ごとの生産・流通・販売上の
課題の解決に取り組み、農家
所得の向上やまとまりのある
産地の維持を図る。

生産面では、高収量、高品質化等
のための対策（生育調査、防除対
策、栽培指導、品種選定の検討
等）を実施。
・加工面では、下級品を利用した
トマト・キュウリ・ショウガの
ジャム、ショウガのシロップを販
売開始。新高ナシは、リキュー
ル、シャーベット、ジャムの原料
として出荷。

○22年度販売額
・キュウリ　30.8億円
・ショウガ　23.7億円
・メロン　　  3.2億円
・トマト　　  4.4億円
・イチゴ　　  1.0億円
・新高ナシ　  3.3億円
・ユズ　　　  1.9億円
・ユリ　　　  4.2億円
・グロリオサ  8.1億円
・水稲　　　12.5億円
○下級品の付加価値向上

主業農家に占める認
定農業者の割合
(H20　40％)
　45%

基幹10品目の販売額
（H19　99億円）
　99億円

H22：47.4％

【H22販売
額】
93.1億円

２．ショウガの安定供給と消
費拡大

基幹品目であるショウガ（露
地ショウガ、ハウスショウ
ガ）の安定生産と供給、第二
次産業との連携による消費拡
大とＰＲのための取組を進
め、農家所得の向上を図る。

①臭化メチル代替技術実証ほ設
置・調査（戦略品目等技術実証事
業）、研修会・品目別研究会・現
地検討会等を実施。
②「エコシステム栽培」、「エコ
ファーマー」導入計画作成支援や｢
こうち環境・安全･安心点検ｼｰﾄ｣の
見直しと実施への誘導を実施。
③ＪＡ高知市がショウガシロッ
プ、ジャムを販売、ＪＡ高知春野
がショウガゼリー、ジャムを販
売。
④強い農業づくり交付金を活用し
てＪＡ高知市がショウガ予冷庫を
整備。

○22年度販売額
　　23.7億円（再掲）

○加工品開発と販売額（H23.1
末）
（ＪＡ高知市）
・ｼﾛｯﾌﾟ：18,858本、6,070千円
・ｼﾞｬﾑ：5,674瓶、1,840千円
（ＪＡ高知春野）
・ｾﾞﾘｰ：18,475個、2,830千円
・ｼﾞｬﾑ：4,095袋、920千円

ショウガの販売額
（H19　21.4億
円）
　23.3億円

うち露地ショウガ
（H19　11.8億
円）
　11.8億円

うちハウスショウガ
（H19　 9.6億円）
　 11.5億円

【22園芸年度
販売額】
　23.7億円

３．ユズを核とした中山間農
業の活性化

中山間地域の基幹品目である
ユズの生産拡大に対応できる
施設整備や担い手の振興策等
の「ユズ振興総合対策」の実
施により、中山間地域の活性
化を図る。

①土佐山ユズ搾汁施設改修に対す
る国・県・市の補助
②優良複製母樹の確保と技術指導
③次世代母樹候補樹の探索と形質
調査
④出荷予測定点ほ場調査と肥大補
正数値の見直し
⑤GAPの学習会
⑥搾汁開始時期の前進化提案
⑦加工残渣処理可能施設の情報収
集と提供
⑧研修会・学び教え合う場の開催

○22年度販売額
　　1.9億円（再掲）

○搾汁処理能力の向上（＝腐敗防
止対策の向上）

○加工残渣の迅速な処理

ユズの販売額
（H19　1.6億円）
　1.7億円

【22年産ユズ
販売額（推計
値）】
　1.9億円

４．中山間地域の暮らしを支
える集落営農の推進

集落の農業者が協力して、管
理が困難となった農地や高齢
者等の労力などの地域資源を
活用した農業経営を行い、将
来にわたって地域で生活でき
る一定の所得と雇用の場を確
保するための集落営農の仕組
みづくりを行う。

・集落座談会、現地検討会、視察
研修等の実施
・中山間集落営農等支援事業によ
るこうち型集落営農モデル組織へ
の補助
　H22：14,028千円（２集落）

○集落営農による農業生産の安定
・地域の経費支出の削減（共同利
用機械）
・労働力の有効活用（協業生産）
・農産物生産の拡大
・加工の安定化
・収益の確保
○集落の環境改善
・放置竹林の整備
・竹林の間伐の推進
・筍等加工残渣処理

こうち型集落営農モ
デル組織
（H20新規）
　2組織

集落営農組織（累
計）
（H19　1組織）
　10組織

こうち型集落営
農モデル組織：
２組織（H22
年度）

集落営農組織：
３組織（H22
年度）

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績
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　高収量、高品質化等の対策が進み、販売額も年
度毎、品目毎の変動はあるものの、ほぼ目標とす
る水準を維持している。
　また、認定農業者の割合も高まるなど、生産性
の高い経営体も増えてきている。
　加工については下級品を有効利用した加工商品
が大幅に増加するなど一定の成果があった。

【課題】
・生産の高収量、高品質化、コスト高騰対策
・高知ブランドをＰＲする流通・販売対策

【方向性】
・これまでの成果の上に立って、品目毎の課
題の解決に向けた取り組みを強力に進め、農
家所得の向上につなげる。
・加工については、収入の向上に寄与する水
準を目指し、販路拡大への取り組みを進め
る。

　販売額は目標とする水準を上回る形で推移して
いる。また、「安心安全な農産物」として市場で
の有利な販売につなげるため、新たに「エコシス
テム栽培」認定品としての販売を開始し、一定の
評価を得ている。
　加工品についても活発な動きがみられ、販売額
も増加するなどの成果がみられる。

【課題】
・安定生産と販売戦略の確立

【方向性】
・生産技術の高位平準化やエコファーマー技
術導入に向けた支援などとともに、新たに整
備する予冷庫の有効活用により市場でのさら
なる評価向上につなげる。

　ユズ搾汁施設の改修により加工体制が強化さ
れ、また、大口需要者との継続的な取引が実現
し、販売も安定する等一定の成果が見られた。
　また優良母樹の確保対策なども、ほぼ計画どお
り進んでいる。

【課題】
・ユズの搾汁施設の衛生面での一層の信頼性
の確保

【方向性】
・県版HACCPの取得などにより衛生面での
信頼性の向上を図り、より安定的な販売につ
なげていく。

　こうち型集落営農モデル組織である２組織にお
いては、それぞれ法人化に向けた検討やソラマメ
の試験栽培等協業化に向けた取組が着実に進んで
いる。
　また、集落営農組織の拡大は、目標である10組
織の立ち上げには至らなかったものの、数集落で
は組織化に向けた検討が進んでおり、今後に期待
ができる状況である。

【課題】
・集落営農組織の確立とレベルアップ

【方向性】
・集落座談会や勉強会、先進地視察研修等を
引き続き行い、組織の確立とともにリーダー
の育成と資質の向上に努める。

備考今後の方向性総括
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

５．四方竹のブランド化によ
る中山間地域の振興

全国的に希少性の高い四方竹
を高知県のブランド品として
育て、中山間地域の産業とし
て振興するため、加工施設の
整備等により、生産と地域加
工の促進を図る。

・産業振興推進総合支援事業で製
氷機の導入や販路開拓の取り組
み。
　H22：4,143千円
・産業振興アドバイザー制度（５
回）
・長期貯蔵品質調査1回開催
・栽培技術の研修会１回開催
・目慣らし会１回開催

○一次加工
・製氷機導入による品質向上（＝
腐敗防止対策の向上）
○二次加工
・真空パック商品の技術開発と試
験販売（予定）
　→新たな取引先の開拓（予定）

四方竹の販売額
（H19　 3,360万
円）
　4,200万円

＊当初目標
3,700万円

四方竹の販売金
額39,823千円
※七ツ渕・土佐
山分
（平成22年
度）

６．鏡川源流域での有機・無
農薬等ＥＣＯ農業と薬草の里
づくり

「平成の名水百選」に選定さ
れた「鏡川」源流域を中心
に、有機・無農薬等ＥＣＯ農
業に関する市民の意識の醸成
や産地の形成、加工・流通・
販売の確立に向けた取組を進
め、ＥＣＯ農業のブランド化
を図る。

・有機市民農園の管理運営委託の
締結
・栽培講習会の開催や交流会の実
施
・とさやま開発公社の農商工連携
セミナーの参加及びふるさと雇用
の導入（６名）
・鏡直販組合において生産履歴
チーム会の開催及び農業創造人材
育成セミナーへの参加（５回）
・ミシマサイコ：現地検討会５
回、視察研修３回、調査６回を実
施
・ホソバオケラ：調査を６回実施

・農園利用者と地域との連携した
取り組み
・有機栽培を行っている生産者と
量販店との間で取引開始
・記帳率100％となり「安心・安
全」な直販所としてＰＲ
・ミシマサイコの取り引き、約２
５万円

有機ＪＡＳ認定事業
者数
（累計）
（H19　2事業者）
　5事業者

７．春野地区の農産物（トマ
ト等）の付加価値向上

新たな価値を創造する野菜・
果実の地区内生産と地区内農
産物を活用した新たなレシピ
や加工品を開発するととも
に、当該加工品などの販売を
行う「マルシェ併設農産物加
工場」を整備することで、６
次産業化による春野産農産物
の新たな販路確保と農家所得
の向上、雇用の創出による地
域の活性化を図る。

高知県産業振興推進総合支援事業
（加工場建築、厨房機器類等の導
入）
　H23：70,139千円（金額は交
付決定時の事業費））
・H23.9　新加工場操業開始予定
・加工用野菜栽培技術確立に向け
た調査と栽培指導　５月から10日
毎
・3種類9アイテム（パスタソー
ス、ジンジャエール、ピクルスな
ど）の商品開発
・商人塾への参加（H22)

農産加工品を開発し、試験販売開
始（イタリアントマト関連商品、
黄金生姜関連商品、野菜・ハーブ
関連商品）
　H22：1,400千円

農産加工品の販売額
（H22新規）
　1,855万円
（H23加工場稼働に
つき6ヶ月の目標）

８．稲ホールクロップサイ
レージを核にした耕畜連携の
推進と二期作文化の復活

稲ＷＣＳ（稲発酵粗飼料）の
生産・供給により、酪農家の
粗飼料自給率の向上を図ると
ともに、稲ＷＣＳを給餌した
牛乳として付加価値を高める
ことで、酪農家の経営安定化
を図る。

・H21に国費、産振補助金を活用
し飼料専用コンバイン、自走式
ラッピングマシンを導入
（事業費10,754千円　国費
6,826千円　産振2,096千円）
・H22広島県に1泊2日で視察研修
（16名参加）
・H23岡山県に1泊2日で視察研修
予定
・H23年度に水田への堆肥施用実
証実験（1.6ha計画）予定

・飼料生産延面積の拡大
　H20：14ha→H22：33.5ha

・H22の水田跡ソルゴーの栽培実
験（3.8ha）ののち、H23に本格
栽培がスタートした（10.0ｈａ）

・他地域への波及

飼料稲の栽培面積
（H20　14ha（実
証））
　30ha

飼料稲8.16ｈ
ａ（一期）
ソルゴー10ｈ
ａ
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備考今後の方向性総括

　販売額は年々伸びており（H19：3,360万円→
H22：3,982万円）、今後も伸びて行く見込みで
ある。
　高級量販店との間で真空パック商品の商談が進
むなど、販路拡大の動きも具体化している。

【課題】
・生産拡大に伴う販売単価の下落への対応

【方向性】
・限界が近付いている一次加工体制の整備
・ニーズに対応した商品開発をすすめ、四方
竹を全国に知られるブランドとして育てる。
・宝味噌以外の二次加工品を開発するなど、
バリエーションを増やし販売額の増加を目指
す。

　有機ＪＡＳ認定農業者数は目標値には届かない
ものの、新たな取引や鏡直販での１００％記帳の
達成、ミシマサイコの取り引き開始など、具体的
な成果がみられる。
　有機市民農園の開設、開園後の管理運営が円滑
に実施され、農園利用者の有機農業への理解が深
まった。また、収穫感謝祭（交流会）の実施によ
り、農園利用者と地域との連携した取組みへの足
がかりができた。

【課題】
・有機・無農薬等ＥＣＯ農業推進の取り組み
の核となる（財）夢産地とさやま開発公社の
計画的な事業展開

【方向性】
・有機の里としての認知度を高め、所得の向
上、担い手の確保につなげていく。

　平成２３年秋からの農産物加工場におけるトマ
トソース、ジンジャーエール等の本格的な製造・
販売に向けて、商品開発や販路開拓が積極的に進
められており、新たな商談が持ち込まれるなどの
成果がみられる。
　また加工用トマト（サンマルツァーノ）やピカ
ンテペッパーの栽培技術の確立に一定の目途がつ
くなど、地域の農産物生産者と連携した取り組み
が進んでいる。

【課題】
・原材料となる農産物の安定生産
・販路の確保

【方向性】
・栽培面での継続的な技術支援
・見本市、商談会への参加と取引先との関係
の強化により、一層の販路の開拓
・より競争力のある商品の開発を行うこと
で、雇用の拡大、農家所得の向上につなげて
いく。

　平成22年度には飼料稲33.5ｈａと一時的には目
標を達成していたが、耕・畜間の取引条件の変更
等により、23年度は目標を相当下回る見込み。
　しかしながら、H22年度に試験栽培で取り組ん
だ水田跡のソルゴーの栽培拡大が見込まれるとと
もに、水田へのたい肥散布が予定されるなど、こ
の事業に取り組むことによって今までなかった耕
畜連携も進んでいる。

【課題】
・酪農家と耕種農家の相互理解の醸成
・稲WCSの高品質化技術の習得と収穫期の調
整

【方向性】
・研修や計画的な作付指導を継続的に実施
し、酪農家と耕種農家の両者にメリットが高
い仕組みの構築を図る。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

９．生乳加工品の製造・販売
による新しい酪農経営モデル
の創出

地場産品を活用した安心・安
全な生乳加工品を消費者に提
供するとともに、観光地や教
育の場として牧場を活用する
など、新しい酪農経営のモデ
ル牧場を創出する。

・H21に産振補助金（8,833千
円）で機器を導入し焼き菓子事業
を開始
（H22.5.15よりリニューアルオー
プン）
・アドバイザー制度活用H21、５
回H22、5回
・ふるさと雇用により2名新規雇用
・オープンファームの開催
　H22　３回
　H23　２回（７月末時点）
・酪農教育ファームの実施
　H22　7校　372名参加
　H23
・店舗外での販売の実施

・ソフトクリームのみの販売か
ら、ロールケーキやシュークリー
ム、プリンと言った新商品を開発
し、「牧場のお菓子屋さん」とし
てリニューアルオープン。
・商品アイテム、販売額が徐々に
増えつつある。

菓子類の販売額
（H20新規）
　1,440万円

H22年度新商
品販売額
3,916,920円
（月373千
円）
H23.4～6月の
新商品販売額
1,463,979円
（月488千
円）

１０．民有林における間伐の
推進

建設業者等の異業種と連携し
た「森の工場」などによって
間伐を進めるとともに、個人
所有林を対象にした「協働の
森事業」の推進により、放置
林の解消につなげる。

市有林での協定参加について企業
へ働きかけを実施中（延べ3社）
除・間伐の造林補助金の活用
H22　造林補助金9,557千円

間伐実施面積（H22年度）
１８７ｈａ
間伐実施
８ha、1,987m3

間伐実施面積（H23年度６月
現在）
うち森の工場：間伐実施中

間伐の実施面積
（H19　285ha）
　250ha

うち森の工場の間伐
実施面積及び素材生
産量
　（H19：5ha、
210m3）
　25ha、
2,000m3

間伐実施面積
（H22年度）
１８７ｈａ
うち森の工場の
間伐実施面積及
び素材生産量
８ha、
1,987m3

１１．県産材の地域における
需要拡大

県産材の利用推進と需要拡大
のＰＲ等を行うことにより、
木材・木製品の地産地消を推
進する。

H22県産材ＰＲのための里山の家
完成、里山の家のパンフレット配
布
H23産振ステップアップ事業活用
予定（補助金額１００万円）

木材需要の拡大や森林整備を推進
するためのイベント（「高知もく
もくランド」）に助成

ＰＲ活動により里山の家が（H22
年度２棟）

１２．高知市バイオマスタウ
ン構想の実施

木質バイオマスの利用拡大に
より、林地残材などの未利用
資源の有効活用につなげると
もに、荒廃した竹林を整備
し、伐採した竹をバイオマス
として有効活用することによ
り、竹による里山の生態系等
への被害の拡大を防ぎ、もっ
て循環型社会の形成や農山村
の振興を図る。

・バイオマスの市場調査
・竹チップマルチング材の実証実
験の実施
・企業訪問の取り組み
・木質バイオマス事業に取り組む
事業体の掘り起こしや補助制度の
普及
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備考今後の方向性総括

　店舗の知名度も徐々に上がり、店舗はもちろん
のこと、県庁生協等店舗外での売上金額も増えて
きている。また、原則毎月一回開催（雨天の場合
中止）しているオープンファーム等のイベントに
よって、牧場を身近に感じてもらう取り組みも始
めている。
　新商品のみでの１２０万の売り上げには届いて
いないが、従来からのソフトクリームとの合計売
上げでは１２０万円を超えており、２４年度以降
も雇用の継続が可能と思われる。

【課題】
・新規顧客の開拓とリピータの確保
・顧客ニーズにあった商品開発

【方向性】
・店舗の知名度を上げるため、販促活動を充
実、強化するとともに、アドバイザーの助言
を着実に実行するなど、顧客の満足度を高め
る店舗運営を行う。

　森の工場内での間伐面積等は増加しているが、
民有林での協働の森や異業種の参入等は進んでい
ない。

【課題】
・施業拡大に向けた森林組合の人員体制の確
保
・民有林版協働の森事業参加への意識づけ

【方向性】
・他事業者とのコラボレーション型事業の拡
大に向けて、市有林などの実施可能な場所か
ら作業を行い、実績を積んでいく。
・協働の森事業の一層のＰＲ等協賛企業の確
保に向けた取り組みを強化する。
・市有林を対象とした「環境先進企業との協
働の森づくり事業」の新規案件企業への対応
や，国の補助制度改正による間伐事業への影
響の見極め，他部署との調整を検討する。

　新たに整備されたこうち木の家ネットワークの
モデルハウス里山の家では、件数は少ないが成約
実績もあがっている。

【課題】
・県産材に対する信頼性の向上と里山の家等
の認知度のＵＰ

【方向性】
・県産材や里山の家のＰＲとともに、県産材
のトレサビリティの確立や、木材産業の川上
から川下の連携を図っていく取り組みを進
め、安心安全な県産材の利用促進につなげて
いく。

　現時点で具体的な成果は見られない。
（竹バイオマスについては、企業の新たな動きが
みられれば、進展も期待できる。）

【課題】
・木質バイオマス等利用の意識醸成

【方向性】
・引き続き、企業訪問等を実施する中で、具
体的な取組みのニーズ、シーズを探る。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１３．底曳網による漁獲物の
利用及び消費の拡大

高知市御畳瀬地区の底曳網に
よる漁獲物の消費拡大に向け
た取組を進め、漁家経営の安
定化を図る。

＜H21>
・女性グループ「ねぇやんみま
せ」の結成
・水産庁の「活力ある漁村づくり
モデル育成事業」に採択され、空
き家調査（3回）・水産物の加工研
修（19回）、食育活動（1回）の
実施、みませ祭りの開催。
＜H22＞
・底びき網漁獲物を使った加工品
の試作・販売
・試食会の開催（1回）
・沖底漁獲物の加工事業化協議（4
回）
＜H23＞
・水産加工業交流促進協議会に沖
合底曳網漁家が参加

＜H21>
・ねぇやん御畳瀬の「みませ祭
り」での売上高：22万円
・みませ祭りの来場者：500人
＜H22>
・たるばぁやって御畳瀬ん会の
「ふるさとフェスティバル」での
売上：10万円

１４．冷凍ドロメの販路拡大

冷凍ドロメの販路の拡大を図
り、生産量を増やすことに
よって、漁家所得の安定や向
上につなげる。

・活動検討会の開催（毎月1回）
＜H21>
冷凍どろめ加工グループ「どろ
めっ娘」の結成。
・「春野さんさんくろしお市」へ
の出店
＜H22＞
・冷凍どろめ製造技術講習会の実
施
・「春野さんさんくろしお市」へ
の出店
・土佐漁村起業交流会への参加
＜H23>
・サンプル出荷（1件）
・大阪市場関係者との交流会に参
加

・売上
H21：77万円（うち冷凍どろめ
61万円）、H22：63万円（うち
冷凍どろめ40万円）、H23.７時
点：17万円

１５．販路拡大支援の充実

地域産品の県外への販路拡大
に向けた取組を進め、外貨を
獲得することにより、産業の
活性化につなげる。

高知市販路拡大チャレンジ事業(助
成金)
　H21：12社認定1,843千円
　H22：19社認定2,901千円
　H23：上半期10社認定

H22：成約件数73件
　　　成約金額70,328千円
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備考今後の方向性総括

　当初は地域協議会と漁村女性グループを中心
に、加工品開発、加工品の販売活動に取り組んだ
が、リーダーの不在等により、現在取り組みが
滞っている。

【課題】
・事業の再構築
・地域の主体的な取り組み意欲

【方向性】
・これまでの取組みの総括の上に立って、地
域主体の新たな展開の可能性について検討す
る。

　21年度にバッチ漁業者全員が参加した加工グ
ループを結成し、毎月1回のペースで活動検討会を
開催してきたが、組織的な活動になっておらず、
生産量の増加、販路拡大にはつながっていない。

【課題】
・組織的な加工・販売体制の確立

【方向性】
・メンバー間での意識の共有を図りながら、
具体的な生産・販売計画の検討を行うなど、
組織的な活動に向けた取り組みを展開する。

　事業実施により、成約件数、金額面で一定の成
果はみられる。

　行政の一般的な支援施
策であり、ＡＰへの位置
づけ可否を要検討
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１６．土佐のものづくり企業
による地産外商の推進

機械・金属を中心とした「も
のづくり企業」の受注拡大や
販路拡大に向けた取組によ
り、地場産業の活性化を図
り、雇用機会の増大を目指
す。

（見本市への出展ブース設置）
H22
・NEW環境展：15社出展
・関西機械要素技術展：11社1団
体出展
H23
・NEW環境展：1１社出展
（商談会）
H22
・土佐商談会2010：13社参加
　⇒商談会・工場訪問・工場見学
会
・土佐技術提案商談会2011：11
社参加
　⇒展示・プレゼン・商談会・工
場訪問・工場見学会
（企業訪問）
Ｈ23
　Ｈ22年度に高知市雇用創出促進
協議会が主催で実施した商談会に
参加した県外発注企業６社を訪問
し，受注拡大の推進等を図る。

（見本市への出展ブース設置）
H22
・NEW環境展：成約34件
・関西機械要素技術展：成約82件
H23
・NEW環境展：成約４件
（商談会）
H22
・土佐商談会：成約709件
　　　　　　　　　70,186千円
・土佐技術提商談会：成約3件
　　　　　　　　　 1,100千円

１７．工業分野における産業
政策情報の一元化による競争
力の強化

販路の拡大や経費削減、人材
育成に関するセミナーや研修
など、企業等の課題に対応す
る情報の一元的な提供によ
り、競争力の強化につなげ
る。

（産業情報政策の一元化）
・高知県製造業ポータルサイトの
お知らせ機能を活用し、以下のよ
うな各支援機関の情報を一元化

①経営者等に関するセミナー情報
②販路拡大に向けた商談会，見本
市等への出展情報
③行政機関等が策定する産業振興
支援策
④その他

１８．環境に優しい未活用資
源の有効活用

各産業の連携によって、未活
用食材を使った商品開発の取
組を検討し、「地産地消」
「地産外商」「1.5次産業」
の推進を図り、産業振興を目
指す。

（未活用食材）
・バイヤーへの紹介及び企業訪問

（食品加工）
・食品工業団地との意見交換
・農商工連携マッチングセミナー
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備考今後の方向性総括

・受注拡大の機会提供に貢献しただけにとどまら
ず，県内企業の営業活動に刺激を与え，受注拡大
機運の高揚につながった。

・当該事業を通して関係機関との連携が図られ，
商談会に参加した企業は商談会後に56名の採用が
行われており，雇用創出の面で一定の成果が見ら
れて，以降の事業展開に引き継がれる。

【課題】
・行政機関，支援機関が一体となった企業支
援体制の確立

【方向性】
・商談会の開催や見本市への出展がより効果
的な企業支援となるよう，各機関との連携，
調整を図っていく。

・高知県，高知市，南国市，香南市が（財）
高知県産業振興センターに補助金を交付し，
共催で商談会事業を継続する。

　行政の一般的な支援施
策であり、ＡＰへの位置
づけ可否を要検討

　ポータルサイトを利用する企業の利便性は上
がったと思われるが、利用実態やその効果がつか
みづらい。

　行政の一般的な支援施
策であり、ＡＰへの位置
づけ可否を要検討
（製造業ポータルサイト
以外の取り組みがなけれ
ば成長戦略に吸収するこ
とも要検討）

　事業主体及び取り組みの内容が具体化しておら
ず、成果は見えていないが、ニーズとシーズの
マッチングに取り組むことで新たな展開も期待で
きる。

【課題】
・事業スキームの確立

【方向性】
・企業訪問等を通じて取り組み内容を明らか
にしていく。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１９．はりまや橋周辺から高
知城までの東西軸エリア活性
化プランに基づく中心部の活
性化

「おまちの再興」「観光客を
呼べるまちづくり」を目指
し、「東西軸エリア活性化プ
ラン」に基づき、官民協働で
プランを推進し、幅広い経済
効果やビジネスチャンスに繋
げる。

□歴史資料館
　基本設計の実施（工期：H23.3
～23.10）
□図書館
・5月　基本計画中間とりまとめ
(案)のとりまとめ
・6月　基本計画(案)とりまとめ
県市両議会・両教育委員会へ報告
□空き店舗対策
・高知県こうち商業振興支援事業
（空き店舗対策）（H22年度交付
決定　5件：H23年度交付決定　1
件）
・事業内容の要件の見直しを検討
・高知市空き店舗活用創業支援事
業の継続（H22年度認定分継続
２件）
・高知市空き店舗活用創業支援事
業の見直しを検討
□イベント等への支援
・高知県こうち商業振興支援事業
（商業振興支援）（H22年度交付
決定　1件）
・事業内容の要件の見直しを検討
□チャレンジショップの開設
・4月　委託の対象となる商店街振
興組合等への説明会の実施
・5月・6月　事業実施の合意形成
が図られた商店街振興組合等から
の事業提案書の提出及び委託契約
締結（京町・新京橋商店街振興組
合）
□憩いのスペース
・中央公園の整備（複合遊具設置
等）について、内容検討（H23年
９月以降に実施予定）
□案内板等の充実や多彩なまち歩
き
・4月～　エリア内にある既存看板
等の調査

中心商店街の空き店
舗率
（H20　15.3％）
　増加傾向に歯止め

商店街等の通行量
（夏期・休日）
（H20　5.6万人／
日）
　減少傾向に歯止め

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

中心商店街の空
き店舗率
（H22.
13.4％）

商店街等の通行
量
（H22.12
5.8万人／日）
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備考今後の方向性総括

　46のﾌﾟﾗﾝを熟度の高いものから順次実施してい
るが、事業開始から日が浅く、具体的な成果には
至っていない。

【課題】
・熟度の低い事業のスピード化

【方向性】
・フォローアップ会議にてＰＤＣＡサイクル
を通じて必要な見直しを行っていく。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２０．中心商店街でのアンテ
ナショップの運営

中心商店街において、常設の
アンテナショップを開設し、
地域産品の販売促進や都市部
の住民を対象にしたマーケッ
トリサーチにより、地域の生
産者等の収入の確保につなげ
るとともに、各種の情報提供
により、来街者の利便性の向
上や商店街の売上げの増加に
資する。

「地域商店街活性化法」を活用
し、産業振興計画で取り組んでい
る「地産・地消」、「地産・外
商」の推進と魅力ある商店街づく
りを行うため、県内最大の消費地
である高知市中心商店街の活性化
を図ろうとする事業者の取り組み
を支援
〇事業概要
・地産地消・地産外商促進事業
・中心商店街支援事業
・コミュニティ事業
○補助金
【平成21年度（実績）】
国32,087千円，県8,022千円，
高知市8,021千円）
【平成22年度（実績）】
国34,225千円，県8,556千円，
高知市8,556千円）
【平成23年度（交付決定額）】
国43,464千円，県10,849千円，
高知市10,849千円）

・平成22年2月19日県産品アンテ
ナショップ「てんこす」がオープ
ン
【H22.2.19～H23.2.18】
・初年度売上目標額87,889千円に
対する総売上額　89,191千円（目
標達成率100.3％）
○地産地消・地産外商促進事業
・地域産品の掘り起こし：業者数
251業者、アイテム数　2136品
・店頭販売　8市町村　14民間事
業者
・テストマーケティング：業者数
13業者
〇中心商店街支援事業
・こじゃんと文化祭、ナイトバ
ザールなど中心商店街を回遊させ
るイベントを開催
○コミュニティ事業
・高齢者向け講座：17回、延べ
214人　内容：骨粗鬆症予防など
・子育て世代向け講座：15回、延
べ143人　内容：離乳食作りなど
・子供向け手作り教室：7回、延べ
118人
【H23.2.19～H23.6.30】
・2年目1日当たり売上目標額292
千円に対する実績額　260千円
（目標達成率88.9％）
○地産地消・地産外商促進事業
・地域産品の掘り起こし：業者数
287業者、アイテム数　2743品
・新規テストマーケティング：業
者数　2業者
○コミュニティ事業
・高齢者向け講座：7回、延べ70
人　内容：脱水症予防など
・子育て世代向け講座：4回、延べ
49人　内容：離乳食作りなど

中心商店街の空き店
舗率
（H20　15.3％）
　増加傾向に歯止め

商店街等の通行量
（夏期・休日）
（H20　5.6万人／
日）
　減少傾向に歯止め

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

中心商店街の空
き店舗率
（H22.
13.4％）

商店街等の通行
量
（H22.12
5.8万人／日）

２１．多彩なイベントや演出
等によるおまちのにぎわいづ
くり

せり出し市等の多彩なイベン
トや、フラフ等による季節的
な演出などにより、おまちの
にぎわいを創出する。

（フラフ等による演出）
・フラフのデザイン開始

（イベント等）
●H22年度
【商売と一体となったイベント事
業】
・100円商店街イベント実施（は
りまや橋商店街：3/26）
・値引き市イベント実施（帯屋町
一丁目商店街：3/26）
●23年度
【季節イベント等実施分】
 5月  こうち春花まつり2011、母
の日イベント
 6月  父の日イベント
 5月～7月  まちなかよさこい
 ストリートダンス（毎月第２日
曜）

・イベントの実施による商店街へ
の誘客

中心商店街の空き店
舗率
（H20　15.3％）
　増加傾向に歯止め

商店街等の通行量
（夏期・休日）
（H20　5.6万人／
日）
　減少傾向に歯止め

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人
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備考今後の方向性総括

○地産地消・地産外商促進事業
・初年度売上目標を達成
 　売上高約　89,181千円
    達成率　100.3%
・生産者へのフィードバックや提案により商品の
ブラッシュアップにつながった。
・地域で作られる新商品情報の収集、取扱い（販
売）やテストマーケティングへのアプローチを強
化する必要がある。
・補助金終了後の安定した運営のためにも更なる
売り上げのアップへの取組みが必要
○中心商店街支援事業
・事業への誘客は一定図れたものの来街者の回遊
性を高めるまでには至らなかった。
・事業への参加者の増加と来街者の回遊性を高め
るために内容の再検証、ブラッシュアップを行い
事業の充実を図る必要がある。
〇コミュニティ事業
・各講座内容は受講者に好評であるが、尚一層、
講座（商店主を講師とする講座の開催）の充実を
図っていく。
・店舗内のオムツ替え・授乳施設の利用が少ない
ことから、引き続き周知を図る。

○地産地消・地産外商促進事業
【課題】
・補助金終了後の安定した運営のためにも更
なる売り上げのアップへの取組みが必要
【方向性】
商品の掘り起こしや店頭販売等の現在の取組
みに加え、以下の取組みを強化していく必要
がある。
・BtoBの販売の強化
・平日の売り上げの向上
・カタログ販売、インターネット販売の向上
・イベント等との連記

○中心商店街支援事業
【課題】
・事業への誘客は一定図れたものの来街者の
回遊性を高めるまでには至らなかった。
【方向性】
・事業への参加者の増加と来街者の回遊性を
高めるために内容の再検証、ブラッシュアッ
プを行い事業の充実を図る必要がある。

〇コミュニティ事業
【課題】
・講座の充実
【方向性】
・講座（商店主等を講師とする講座の開催）
の内容の検討、実施

　イベントの実施により一時的に人手が増えるな
ど商店街の賑わいにある一定の効果がみられる。

【課題】
・集客力の向上

【方向性】
・これまで以上に効果的なイベントの展開、
ＰＲ活動の充実を図ることで、商店街の回
帰、売り上げ増につなげる。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２２．おまちに関する情報発
信の充実

おまちに関する情報を、より
多くの人に届けるために、ガ
イドブック、ホームページ、
ブログ等を幅広く活用し、総
合的な情報発信を行う。

【おまちの情報発信関係協議】
4月以降3回開催
【ＨＰ】
「おまち」のホームページよさこ
いタウンリニューアルおよびブロ
グ・ツイッター 開始。
【おまちの週末情報】
おまちに関する情報の収集体制を
充実させ「週末情報」として、よ
さこいタウンをはじめ、HP、メー
ル等にて配信、商店街等への掲
示、情報提供により、試行的にお
まち情報を配信中。

中心商店街の空き店
舗率
（H20　15.3％）
　増加傾向に歯止め

商店街等の通行量
（夏期・休日）
（H20　5.6万人／
日）
　減少傾向に歯止め

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

中心商店街の空
き店舗率
（H22.
13.4％）

商店街等の通行
量
（H22.12
5.8万人／日）

２３．中心市街地における商
業、観光等の基盤強化による
都市機能の増進及び経済活力
の向上

新たな高知市中心市街地活性
化基本計画を策定し、多様な
主体の参画のもとに、中核市
として、にぎわいと活力ある
中心市街地の再生を目指し、
都市機能の増進と経済活力の
向上を図る取組を進める。

中心市街地活性化基本計画の策定
に向け具体策の洗い出し
●H21年度
6/1　第5回高知市中心市街地活性
化基本計画検討委員会
●H22年度
11/29　第7回高知市中心市街地
活性化基本計画検討委員会開催
2/22　第1回追手前小学校西敷地
土地利用検討部会開催
●H23年度
4/12　 中心市街地活性化幹事会
を開催
4/20　 四国地方整備局との協議
4/21　 四国経済産業局との協議
4/26～ 関係各課ヒアリングおよ
び素案のブラッシュアップ開始
6/13高知市産業活性化推進本部会
6/16内閣府協議

中心商店街の空き店
舗率
（H20　15.3％）
　増加傾向に歯止め

商店街等の通行量
（夏期・休日）
（H20　5.6万人／
日）
　減少傾向に歯止め

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

中心商店街の空
き店舗率
（H22.
13.4％）

商店街等の通行
量
（H22.12
5.8万人／日）

２４．清流鏡川や浦戸湾など
の地域資源の活用と近隣地域
等との連携による滞在型・体
験型観光の推進

アユ群れる清流鏡川や浦戸湾
などの地域資源を活かした滞
在型・体験型観光を推進する
とともに、周辺市町村等との
ネットワークを強化し、情報
発信機能の強化やPR活動の
充実、周遊ルートづくりを行
うことによって、１泊以上で
きる観光地づくりを目指す。

・鏡川河口域のアユの生態調査の
実施
・「漁業体験エコツアーin浦戸湾」
「まるごと体験！鏡川！」「わく
わく源流体験」の実施
・広域観光推進検討会（高知中央
広域市町村圏事務組合主催）参
加。
・仁淀川地域観光協議会への高知
市のオブザーバー参加。
・高知市内の宿泊施設の着地型旅
行商品追加開発に対する県の産振
補助金ステップアップ事業による
支援。

・「漁業体験エコツアーin浦戸湾」
（参加者21名）「まるごと体験！
鏡川！」（参加者46名）「わくわ
く源流体験」（参加者32名）。
・第三種旅行業の登録を受けて着
地型旅行商品を造成している高知
市内の民間事業者（宿泊施設）が
県の産振補助金ステップアップ事
業を活用して、高知市及び高知市
近郊の着地型旅行商品を新たに15
プログラムを追加開発するととも
に専用ホームページ等を制作。
・仁淀川リバーツーリズムとし
て，仁淀川流域の観光施設と高知
市の観光遊覧船，土佐っ歩などの
体験型観光を組み合わせたツアー
コースが新たに造成された。

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

観光客の入込み
数
（H22　326
万人）

64



備考今後の方向性総括

　中心街ホームページ(よさこいタウン)は昨年より
リニューアルを図り、ブログ、ツイッターによる
情報発信を開始。同時に関係団体等との相互リン
クを実施。また、いままでなかった、「おまちに
特化した情報」を収集し試行的におまち情報を配
信中。成果はこれから。

【課題】
・体制の確立
・観光の情報発信との連携

【方向性】
・鮮度の高い情報をタイムリーに発信してい
く体制を作るとともに、既に実施している観
光分野での情報発信とも連携するなどより効
果的な仕組みづくり。

H23新規項目

　高知市中心市街地活性化基本計画の24年度の策
定に向けて策定作業は順調に進んでいる。

【課題】
・搭載事業のブラッシュアップ
（補導センター跡地、民間事業等）)

【方向性】
　核となるハード事業が少なく、また民間の
事業が少ないことから、活用可能な土地での
活性化事業について検討及び協議を進める

　行政の計画策定に向け
た取り組みであり、ＡＰ
への位置づけの可否につ
いて要検討

　民間事業者による着地型旅行商品造成の動き
が、高知市内だけでなく周辺地域の自然や伝統文
化、食材等の地域資源を観光資源に育てることへ
繋がり、周辺地域の活性化へ寄与している。

【課題】
・近隣地域との連携の強化

【方向性】
・高知市（民間事業者含む）と近隣の観光協
議会等との連携を一層深め、一体となった観
光メニューの作成やＰＲなどにより、中央部
で1泊できる観光地づくりへとつなげていく。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２５．「よさこい」を通じた
観光客の誘致と「よさこい」
ブランドの確立

全国に誇れる「よさこい」を
通じて、外国人も含めた観光
客の誘致と、「鳴子」などの
地域物産による「よさこい」
ブランドの確立を目指す。

・「高知県産オリジナル鳴子ブラ
ンド化検討協議会」にてオリジナ
ル鳴子について検討。
・東西軸エリア活性化プランにて
共用地方車の設備の整備について
検討。
・「よさこいおもてなし事業」に
より高知市「よさこいおもてなし
隊」がH23.７月から年末までＪＲ
高知駅前こうち旅広場にて毎日よ
さこい踊りを披露やよさこい体験
を実施することとしている。

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

観光客の入込み
数
（H22　326
万人）

２６．映画を通じた「よさこ
い」発祥の地としてのアピー
ルと観光客の誘致

「よさこい祭り」を題材にし
た映画の製作を支援し、「よ
さこい」発祥の地として全国
にアピールするとともに、ロ
ケ地を観光ルート化すること
により、観光客の増加につな
げる。

・「君が踊る、夏」の製作に対す
る県・市の観光補助金による支援
・映画「君が踊る、夏」ロケ地
マップ作成・配布

・映画公開（H22.9/11)から10
月18日までの間に全国で17万人の
観客を動員し、全国によさこいの
ＰＲをすることができた。

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

観光客の入込み
数
（H22　326
万人）

２７．観光情報の集約と情報
発信力の強化

観光客の多様なニーズに対応
するため、観光と物産に関す
る情報を集約するとともに、
インターネットや携帯情報端
末を積極的に活用して、多様
で特色あるＰＲを推進する。

・こうちユビキタス観光コンテン
ツ協同組合が運営する「こゆび」
の本格運用開始され、９宿泊施設
で携帯端末45台を貸し出し。
・ｗｅｂマガジン「旅色」高知版
の事業主体に対する県・市の補助

・「こゆび」については携帯端末
を利用した観光情報を提供する新
しい仕組みと推進体制ができ、ま
た、観光情報の発信ができた。
・ｗｅｂマガジン「旅色」高知版
の定期的な更新による県外観光客
への誘客。

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

観光客の入込み
数
（H22　326
万人）

２８．「エンジン01オープ
ンカレッジin高知」の開催を
契機とした交流人口の拡大

「エンジン01オープンカ
レッジin高知」の開催で、つ
ながりのできた「エンジン
01」会員への高知の魅力の
アピールを通じて、県外観光
客の誘致につなげる。

・エンジン０１の開催
・民間団体を実施主体とした高知
エンジン02の開催

・エンジン01講師との関係性が構
築されたことにより、オープンカ
レッジ終了後も講師を招いてのコ
ンサートや講演会等を高知で開催
することができ、高知の文化・芸
術振興につながった。
また、講師のブログ・雑誌コラム
等のメディアにより高知について
の情報が発信され、高知の知名度
の向上とイメージアップに貢献し
ていただいた。

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

観光客の入込み
数
（H22　326
万人）
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備考今後の方向性総括

　2011サッカー「アジア大会」でよさこいが披
露されるなど、民間の力で一部成果はあったもの
の、よさこいのルーツをアピールする体系的な動
きとなっていない。ただし、よさこいおもてなし
隊は、よさこい本番以外において、よさこいを見
学・体験していただくことができ、よさこいの本
場高知をアピールする機会となっている。

【課題】
・事業スキームの見直し

【方向性】
・本家よさこいを効果的にアピールするため
には、何が必要かといった視点で再検討す
る。
・オフシーズンを含め、年間を通して「よさ
こい」による集客が可能となるような「よさ
こい」の活用方法について検討を行う。

　「君が踊る、夏」は，そのほとんどが高知での
ロケであり、高知の観光名所やよさこいの魅力が
ふんだんに盛り込まれていることから、映画のロ
ケ地の観光ルート化を目指したロケ地マップの配
布により全国によさこいのＰＲをすることはでき
たが、事業目的である「観光客の誘致」につな
がったかどうか把握は困難。

　よさこいのＰＲと誘客
の戦略であり、今後は№
25で展開していく方向で
要検討。

　こうちユビキタス観光コンテンツ協議会が運営
する高知の観光情報サイト「こゆび」のＨＰは充
実してきており、旅行エージェントによる旅行商
品にも組み込まれている等一定の誘客効果が認め
られる。

【課題】
・認知度の向上による利用の増加

【方向性】
・登載する観光情報の充実，更新により，滞
在型観光の振興を図る。

　講師の多くが観光特使として、あらゆる場面で
本県のＰＲに多大な貢献をしていただくなど、一
定の成果があった。

【課題】
・行政のかかわり方

【方向性】
・民間主体の良さを活かして集客力の高い企
画を展開し、継続的開催につなげることを期
待するとともに、行政として必要な支援を検
討する。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２９．温泉開発による観光地
としての魅力の向上

観光目的として非常にニーズ
が高い、温泉を開発すること
により、観光客の増加につな
げる。

高知市旅館ホテル温泉協同組合の
組合員が温泉施設化への設備投資
を意思決定するための材料とし
て、「平成22年度中小企業組合等
活路開拓事業」を活用して、施設
浴槽に試験的に温泉水を導入する
「温泉フェア」を実施し、利用者
へのアンケートも実施した。

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

観光客の入込み
数
（H22　326
万人）

３０．「龍馬伝」を契機とし
た観光の振興

坂本龍馬の志や生き様に触れ
ようと、全国から数多くの龍
馬ファンや観光客が訪れる中
で、2010年のＮＨＫの大河
ドラマ「龍馬伝」を契機とし
て、さらなる観光振興につな
げる。

・観光遊覧船３号艇への県の産振
補助金・市の観光補助金による支
援
・観光遊覧船１号艇のトイレ設置
等への県・市の観光補助金による
支援
・土佐っ歩は既存６コースをリ
ニューアル、特別コース２コース
（土佐勤王党コース・長宗我部
コース）を新設して実施
（H23.4/1～）
・高知市立龍馬の生まれたまち記
念館での外国語（英語、中国語
（簡体字・繁体字）、韓国語）パ
ンフレット作成及び音声ペンを
使った展示物の外国語ガイド開始
（H23.４月～）

○観光遊覧船
　H21：3,765人
　H22：5,897人
　H23.4～6：1,981人

○土佐っ歩
　H22.1～12：3,342人
　　　　（まち歩き　18,415人）
　H23.1～6：945人
　　　　（まち歩き　1,220人）

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

観光客の入込み
数
（H22　326
万人）

３１．食による観光の推進と
地域物産との連携

高知の強みである「食」を活
かした観光と地域物産との連
携により、観光客の誘致や観
光消費額の増加につなげる。

・「はりまや箸」ははりまや橋商
店街及び高知商業高校生徒により
商品化し、販売中。
・高知県が生産量日本一を誇る食
材（ニラ、ナス、ショウガ、ミョ
ウガ、シシトウ、ユズ、シラス）
を使った新たなアイデア料理を募
集し、新名物料理（「しらすラー
メン」及び「なるこ丼」）が誕
生。
・高知市内９店舗(H21時点)で新
名物料理を提供。
・学校給食版しらすラーメン約２
万食を高知市内の小中学校で提
供。

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

観光客の入込み
数
（H22　326
万人）

３２．土佐の偉人ゆかりの地
の魅力向上と情報発信

坂本龍馬を始めとする土佐の
偉人ゆかりの地の魅力を高め
るとともに、県外に情報発信
することで、観光客の誘客を
図る。

・仁井田吹井地区の瑞山記念館の
展示物のリニューアルを県市の観
光補助金により支援。
・長宗我部関連のゆかりの地の
マップを作成し、配布及びホーム
ページでの公開により高知市地域
の関連史跡等を周知。
・長宗我部連絡協議会発足、長宗
我部フェス、初陣祭の開催
・第23回全国龍馬ファンの集い-高
知大会（H23.10/22・23開催
（予定））。

・瑞山記念館の展示物の充実によ
り、土佐っ歩の新コースに組み込
まれる。

観光客の入込み数
（H19　230万人）
　300万人

観光客の入込み
数
（H22　326
万人）
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備考今後の方向性総括

　高知市旅館ホテル温泉協同組合では，温泉観光
地化の実現に向けた調査を実施し，既存の温泉源
を活用しタンクローリーによる配湯と新規温泉開
発についてコスト，リスク，実現スピードを比較
し，既存温泉活用が有利として検討を進めたが，
温泉水の購入コストが計画当初より増加したこと
等により，経営面において現実的でないと判断し
た。このため，協同組合では，改めて新規温泉開
発によるビジネスモデルを検討することとなっ
た。

【課題】
・新規温泉開発及びコスト，リスクの再検討

【方向性】
・事業主体によるビジネスモデルに対し可能
な支援について検討を進める。

　観光遊覧船は３隻体制で運航開始したH22年度
の乗船客数は前年度より着実に増加。
　土佐っ歩はH23.4からコースをリニューアルし
て参加者のニーズに対応したコースとなり、ま
た、高知市郊外を巡る「土佐勤王党コース」及び
「長宗我部コース」を設定する等魅力が向上して
いる。

（観光遊覧船）
【課題】
・乗船客数の増加のための企画商品づくりと
ＰＲ
【方向性】
・セールスキャラバンへの参加等による旅行
代理店への売り込み
・新たな企画商品づくりにより多様なニーズ
への対応

（まち歩き）
【課題】
・まち歩きの更なる魅力向上と団体客の確保
【方向性】
・旅行代理店への売り込みなど積極的なＰＲ
活動

　新たなご当地グルメの取り組みについては、一
時高知市内９店舗で提供されていたが現時点では
１店舗に減少となるなど，新たな食の創造につな
がっていないこともあり，今後の食に対する取り
組みの見直しをする必要がある。

【課題】
・事業スキームの見直し

【方向性】
・土佐のおきゃくや皿鉢祭などの「食」を
テーマにしたイベントの充実

　武市半平太旧宅と墓周辺の観光資源の磨き上げ
を行ったことにより、県内外からの観光客から好
評を得ている。また、長宗我部関連イベントも定
着しつつあり、当初の事業目的を一定達成するこ
とができた。

【課題】
・関連施設を中心としたまち歩きなどのソフ
トの充実

【方向性】
・龍馬や半平太，また長宗我部元親など土佐
の偉人の紹介により，土佐の歴史の魅力向上
につなげていく。
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地域アクションプラン総括シート

（嶺北地域）
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【地域アクションプラン 総括シート】
≪嶺北地域≫

指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

１．れいほくブランドの園芸
産地の確立

《嶺北地域全域》

「環境」、「安全・安心」を
キーワードにした園芸品のブ
ランド化により、農業所得の
向上を図るため、「れいほく
八菜」、「れいほく八花」の
ブランド化に向けた取組のレ
ベルアップを行う。

「れいほく八菜」
◆現地検討会及び栽培検討会の開催
・2１年度：３４回
・22年度：２５回
・23年度：６回（６月末）
◆技術確立のための試験調査回数
・21年度：５６回
・22年度：７１回
・23年度：２０回（６月末）
◆ＩＰＭの天敵採集及び情報交換
・２１年度：６回
・２２年度：５回
・２３年度：３回（６月末）
◆環境点検の実施
・２１年度：３回
・２２年度：２回
◆ISO内部監査員養成研修会
・２２年度：1回
・２３年度：１回
◆販売拠点づくり
・販売促進企画会議・チーム会の開
催
・販売促進活動
◆直販システム
・産振総合補助金の導入
(H21,H22)
　　雨よけハウス、保冷車、
　　コンテナ等の整備
◆農業担い手の発掘・育成
・関係機関・生産者への協力要請・
啓発
　

「れいほく八菜」
◆ＰＤＣＡサイクルに基づいた部会活
動の実施（現地検討会、目慣らし会、
ISO環境点検など）
・21年度：進捗率100％
・22年度：進捗率100％
・23年度：進捗率100％（６月末）
◆新技術導入農家数（米ナス、シシト
ウ、カラーピーマン3品目）
・新品種の導入：米ナス‘なつのす
け’８戸／８戸、面積割合100%（面
積割合＝21年度：３４％､22年：
74%）
・天敵使用農家数 21年度：2４戸→
　22年度：2１戸→23年度：集計中
◆ISO内部監査員　5名
◆れいほく八菜販売額
・２１年度：２.１億円
・２２年度：２.２億円
◆販売拠点づくり
・コープかがわ（7店舗）
　　八菜売上（H22）
　　　チラシ共同購入2,200千円
　　　店舗販売2,594千円
・ＪＡ高知市（2店舗）
◆直販システム
・集荷システム（土佐町）の開設
　　　（H21.10～）
◆新規雇用
1名（ふるさと雇用再生特別基金事
業）

「れいほく八菜」販
売額（H19　3.0億
円）
　
　3.5億円

「れいほく八
菜」販売額

H21：
   2.1億円
H22：
   2.2億円

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

「れいほく八花」
◆ノーブルの高品質・安定生産技術
確立のための実証調査および現地巡
回指導回数
・２１年度：１０回
・２２年度：１２回
・２３年度：５回（６月末）
◆ノーブルの球根供給システムの整
備
・２１年：JA花卉部会員に対
し、’ノーブル’の組織培養苗の導
入及び今後の生産の意向調査
・２２年：同じ
◆ノーブル由来の新系統の品質登録
に向けた支援
・２３年：品種特性調査

「れいほく八花」
◆「八花」販売額
・２１年：9,520万円
・２２年：11,237万円
・２３年：集計中
◆ノーブル出荷本数
・２１年：５９千本
・２２年：６７千本
・２３年：集計中
◆ノーブル販売額
・２１年： ９８０万円
・２２年：1,275万円
・２３年：集計中

「れいほく八花」販
売額（H19　1.1億
円）

　1.2億円

「れいほく八
花」販売額

H21：
  0.9億円
H22：
  1.1億円

２．ユズ産地の確立と加工拠
点づくり

《大豊町、本山町、土佐町》

「環境」、「安全・安心」を
キーワードにした園芸品のブ
ランド化により、農業所得の
向上を図るため、ユズのブラ
ンド化に向けた取組のレベル
アップを行うとともに、ユズ
の加工拠点づくりに向けた取
組を進める。

◆ユズ産地構造計画変更・作成
　　（Ｈ２１，Ｈ２２）
◆ユズ加工場の建設・整備
・強い農業づくり交付金（国）、産
振総合補助金の導入（Ｈ２２）
　　ユズ加工場、搾汁ライン、
　　ジュースライン等の整備
◆国内・海外での販促活動の強化
　国内外４回（Ｈ２１）、
　国内４回・海外６回（Ｈ２２）

・ユズ加工施設・設備（搾汁ライン
(800ｔ/年)、ジュース充填ライン
(36,000本/日)）の拡充(H22)

・ユズ加工品販売額
４．１億円（Ｈ２１）
４．６億円（Ｈ２２）

ユズ加工品の販売額
（H19　3.4億円）
　4.5億円

ユズ加工品の販
売額

H21：
  4.1億円
H22：
  4.6億円
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「れいほく八菜」
①れいほく八菜の販売額及び生産者数は、平成16
年をピークに、生産者の高齢化や後継者不足など
により年々減少し、特に平成20年以降は強い減少
傾向となった（備考参照）。
②れいほく八菜では、嶺北の売りの部分である環
境に優しい農業の一層の推進と新技術の普及、さ
らに新規有望品目の三色ピーマンの導入推進を中
心に実施したことから、平成22年度の販売額は同
21年度と同額程度を維持することができ、下げ止
まりの傾向が見られた。
③しかし、農家数の減少傾向は続いていることか
ら、計画最終年の23年度は、担い手の発掘・育成
に向けた新たなプロジェクトを開始し、地域の関
係機関、農業者が一丸となって嶺北の園芸産地を
維持していく取り組みを推進している。

「れいほく八菜」
【課題】
１　農業担い手の発掘・育成
２　基幹品目の栽培確立
３　八菜ブランドの充実と販促活動の推進

【方向性】
１　農業担い手の発掘・育成
・農業研修の充実：受入農家の設置、就農計画
作成支援、受入農家と研修希望者とのマッチン
グ
・新規就農者等の経営安定に向けた支援：目標
達成に向けた支援（研修会、個別勉強会等）
・コンサルテーションによる経営改善
２　基幹品目の栽培確立：実証試験、現地検討
会
・三色ピーマン：栽培マニュアル作成、IPM、
抵抗性台木の検討
・米ナス：リアルタイム診断、IPM、昇温抑制
資材の検討、連作障害回避技術の検討
・シシトウ：リアルタイム診断、IPM、高齢者
向け軽労化方策の検討
３　補完品目の栽培確立
・マノアレタスの栽培技術の確立：実証試験
　　栽培技術の確立、生理障害対策の検討
４　販売拠点の定着・拡大
　販売拠点の充実、新たな販売拠点市場の発
掘、販売促進活動の充実

「れいほく八菜」

備考今後の方向性総括
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「れいほく八花」
①花卉部会員は少数であり、高齡化が進んでいる
が、嶺北地域の冷涼な気候を活かし、概ね一定の
販売額を保っている。
②嶺北にしかない花であるノーブルは、市場の評
価を保ち、最近では新たな市場からの引き合いも
出てきている。
③限られた生産者数と栽培面積であるが、組織培
養苗や病害虫防除の徹底等の新たな取組みを行
い、高品質・安定生産技術の確立に向けた部会活
動を行うことで、農家の所得維持・向上につなげ
ることができた。
➃ノーブルの出荷本数も増加し、八花の販売額も
順調に増加して目標達成確実と思われていたが震
災の影響により花き類の単価が大幅に下落したこ
とから、平成23度末の目標達成は難しくなった。

【れいほく八花】
【課題】
１　高品質・安定栽培技術の確立
２　ブランド化による付加価値化

【方向性】
１　高品質・安定栽培技術の確立
・病害虫の早期発見・適性防除など栽培管理技
術の徹底により、収量の安定と市場に信頼され
る高品質を保つ。
２　ブランド化による高付加価値化
・「ノーブル」を市場を通じてPRし、知名度を
上げるとともに、「ノーブル」由来の新品種も
登録し、「れいほく八花」を充実させる

「れいほく八花」
・H19年：１.１億円
・H20年：１.０億円
・H21年：０.９５億円
・H22年：１.１億円

　旧ユズ加工場によるユズ加工品の開発・製造と
販売努力により、売り上げが年々向上した。この
結果、農協加工場へのユズの出荷量の増加に伴
い、処理能力の不足が顕著となったため、ユズ加
工場を新たに建設した。新加工場は、搾汁ライン
増設により果汁の搾汁率や品質が向上するととも
に、ジュースラインの製造能力と衛生管理が強化
された。新加工場は平成２３年度より本格稼働が
始まった。
　販売面では、国内・海外での展示販売会など商
談に積極的に参加し商談を続けている。

【課題】
１衛生管理の徹底
２適正在庫の管理
３生産者価格の向上

【方向性】
１衛生管理の徹底
・果汁品質の向上、ジュースの製造能力強化に
併せ、県版ＨＡＣＣＰ取得により衛生管理を徹
底することにより、大手飲料メーカーを含め
て、新たな取引先の開拓に取り組み、ＰＢ商品
など積極的に生産する。
２適正在庫の管理
・ユズ果汁の加工・販売等により、適正在庫で
管理する。
３生産者価格の向上
・加工品の販売増により収益を上げ、ユズ生産
者に還元できるようにする。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３．集落営農で元気な地域づ
くり

《嶺北地域全域》

集落の農業者が協力して、管
理が困難となった農地や高齢
者等の労力などの地域資源を
活用した農業経営を行い、将
来にわたって地域で生活でき
る一定の所得と雇用の場を確
保するための集落営農の仕組
みづくりを行う。

〈こうち型集落営農の推進〉2組織
◆ﾘｰﾀﾞｰ育成及び合意形成機能強化
・集落営農推進委員会運営、助言
　各々隔月～10回/年
･営農組合総会　各々1～2回/年
・関係機関の支援体制（進捗協議）
　本山町：毎月、土佐町：隔月
・研修（町主催）
　講演会：毎年(本山町)
  視察研修：
　 町主催で毎年2～4地区(本山町)
　 H22から毎年1地区(土佐町)
◆園芸品目等の導入と定着
〈吉延営農組合〉
　ｼｮｳｶﾞ･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ米生産
〈伊勢川営農組合〉
　実証圃設置･有望品目栽培実証,梅
  共同栽培管理,受託部会､園芸部会､
  直販加工部会運営,栽培加工支援
◆消費者交流(体験の場づくり）
〈吉延営農組合〉H22～棚田ｺﾝｻｰﾄ
他年3回
◆中山間地域集落営農等支援事業の
導入（機械整備･ｿﾌﾄ事業）
〈本山町〉毎年集落営農講演会､視
察研修
〈土佐町〉H22～視察研修
〈吉延営農組合〉H21耕作道､耕作
放棄地整備､H22色選機､ｺﾝﾊﾞｲﾝ他
〈伊勢川営農組合〉H22田植動噴
機
〈穴内あけぼの会〉H21予冷庫
〈北山西営農組合〉H22乾燥機・
籾すり機他､23ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗｰ他
〈大石農事組合法人〉H22：籾す

<こうち型集落営農の推進>
・取組組織数の増加（累計）
    　H20：1組織
  　  H22：２組織
   　 H23見込：２組織
・売上高の増加
      吉延営農組合
         H20：    0   万円
         H21：  96.7 万円
         H22：347.1万円
                  （他にブランド米有り）
      伊勢川営農組合
         H20：  0    万円
         H21：22.6 万円
         H22：76.8万円
 

<集落営農組織の育成>
 ・集落営農組織数の増加（累計）
　     H20：３組織
        H21：4組織
　     H22：7 組織

こうち型集落営農に
おける担い手組織の
農産物販売額
（H20新規）
　1,300万円

 
 
 

 
 
 
 
集落営農組織及び準
じる組織（累計）
（H20　3組織）
　8組織

こうち型集落営
農における担い
手組織の農産物
販売額

H22：
   347万円
  （他にブラン
ド米有り）

集落営農組織及
び準じる組織
（累計）

H22：
    ７組織

り機･計量機他
〈高角営農組合〉H21：ﾄﾗｸﾀｰ､畦
塗機､ｸｲｯｸﾚﾍﾞﾗｰ他

４．米粉を活用したビジネス
の展開

《嶺北地域全域》

米粉の製造・販売や米粉加工
商品の開発・販売、関西圏を
ターゲットにした、安心・安
全な食の提供による地産外商
など、米粉を活用したビジネ
スを展開し、新たな雇用の創
出につなげる。

◆米粉用原料稲の栽培
◆米粉ビジネスの展開
　米粉加工品の開発・販路開拓
　　（パン、うどん、ラーメン等）
◆土佐産直サテライトセンター（と
さ千里）での米粉ビジネスの展開
◆米粉の里構想の展開
　料理教室、スタンプラリー
◆産振総合補助金の導入
(H21,H22)
　集荷場・加工用機器等の整備
　販促活動

・米粉用原料稲の栽培面積
  Ｈ21：11.1ｈａ
  Ｈ22：18.8ｈa
  Ｈ23：21.6ｈａ
・米粉、米粉加工品の製造、販売の開
始及び事業展開（H21.4～）
・米粉・米粉加工品の販売額
　Ｈ21：4,300万円
　Ｈ22：5,200万円
・新規雇用：1名（ふるさと雇用再生
特別基金事業）

米粉等の販売額
（H20新規）
　7,000万円

米粉等の販売額

H21：
4,300万円
H22：
5,200万円
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備考今後の方向性総括

<こうち型集落営農の推進>
　「吉延営農組合」は、ライスセンターを整備す
るなど本山町で振興するブランド米の生産基盤を
整備した。また、担い手が集落に提案しながら集
落営農を進める推進体制ができた。地域おこしの
一環として、生産地と消費地との交流事業にも取
り組み、交流人口の拡大にも努めている。
　「伊勢川営農組合」は、｢受託｣｢園芸｣｢直販・加
工｣ごとの部会を設けて計画活動を実践する体制が
整備できた。
　いずれも、こうち型集落営農組織として策定さ
れた「営農計画」及び「集落営農ビジョン」に基
づいた地域営農の仕組みづくりと実践活動が図ら
れた。

　
<集落営農組織の育成>
　集落営農支援ソフト事業等を活用した講演会や
先進組織視察などの研修会や集落座談会の運営支
援により、集落営農推進に向けての動機づけの場
づくりや合意形成が図られ、組織が育成された。

【課題】
１　集落営農の推進及び体制整備
２　集落営農組織の育成
３　集落営農組織の継続性の確保

【方向性】
１　集落営農の推進及び体制整備
･各町村担い手育成総合支援協議会や農業連絡会
を関係機関の推進体制とし、集落営農の必要性
や推進方針を情報共有し、集落支援計画作成と
進行管理を行う。
・中山間地域等直接支払制度協定集落の中から
集落リーダーの発掘や育成の対象とする集落を
選定し、集落営農説明会などの座談会を開催
し、集落営農推進に向けた動機づけを図る。

２　集落営農組織の育成
・集落営農推進体制ができた集落を対象に、動
機づけ及び合意形成を図りながら、集落営農組
織を設立する。

３　集落営農組織の継続性の確保
･集落営農組織の中から組織を選定し、現状の組
織活動内容(経営発展度･地域貢献度指標)から、
課題整理と目標設定を行い、組織活動をステッ
プアップする。
･こうち型集落営農組織の営農計画及び集落営農
ビジョンの実現のため、共同利用施設･機械の整
備などを図りながら、集落の担い手となりうる
人材の確保と、所得に位置づく品目の選定など
行いながら継続性の確保できる集落営農の仕組
みを作る。組織活動の推進役を担うリーダーや
サブリーダーを育成するとともに、先進地視察
や研修会等により営農組合の合意形成機能を強
化する。また、生産地と消費地の交流拡大に
よって、消費へのアピールを強化し、安全・安
心の農業生産に努める。
　

　米粉製粉工場の稼動、米粉パン工房のオープン
等により米粉ビジネスも徐々に軌道に乗りつつあ
る。23年度末の目標値には及ばないと思われるも
のの販売額も年々増加しており、地域内の雇用も
増加した。大阪の「とさ千里」の米粉パン工房も
オープンし、関西圏での米粉のＰＲ拠点として事
業展開を行っている。米粉の加工商品も新たに開
発されており、米粉の里構想の推進により米粉の
さらなる利用拡大へ向けた取り組みが期待され
る。
　米粉パンについては、商品数も拡大し、販売額
も順調に推移しており、認知度の向上に寄与して
いる。

【課題】
１米粉の高付加価値化
２販路拡大
３生産・営業等の体制強化
４販売戦略の構築

【方向性】
１米粉加工品の商品開発
   米粉の付加価値を高める商品開発を進め、生
産者の所得向上を図る。
２販路拡大（関西圏を視野）
　大阪「とさ千里」を米粉のＰＲ拠点とし、米
粉の販売拡大につなげる。
３生産・営業等の体制強化
　れいほくブランドの高付加価値の米粉として
さらに販売を拡大させるため、生産、営業面で
の体制強化を図る。
４販売戦略の構築
　ブランド米と米粉のセット販売
５米粉の里の推進
６米粉パンの学校給食としての販売促進
　（都市部）
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

５．米のブランド化による稲
作農業の展開

《本山町》

消費者が求めるブランド力の
ある米の生産により、価格の
アップを図り、後継者が将来
に展望を持つことができる稲
作農業を確立するため、良好
な水田環境など地域の特性を
付加価値とすることや、室戸
海洋深層水を栽培過程で使用
することによる新しいブラン
ド米の構築に向けた取組を進
める。

◆本山町特産品ブランド化協議会の
活動強化（販売促進への支援と栽培
技術の徹底指導）
・２１年：協議会開催回数：１０回
・２２年協議会開催：１１回
・２３年協議会開催：１回（６月
末）
◆産振総合補助金の導入
　　　（Ｈ２１～２３）
　　ﾄﾗｸﾀｰ、畦塗り機、
     色彩選別機、
　　粗選機、乾燥機、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ、
　　草刈機、低温貯蔵器、
　　ｺﾝﾊﾞｲﾝ等の整備・導入
◆ｺﾝｸｰﾙ、ｺﾝﾃｽﾄへの出品

◆販売
・21年産米：2,214万円
・22年産米：3,120万円
　　　　　　　（H23.6現在）
（お米日本一ｺﾝﾃｽﾄｉｎしずおか
2010において最優秀賞を受賞）
◆生産
・２１年：23戸、14ｈａ、65ｔ
・２２年：23戸、20ｈａ、81ｔ
・２３年：４３戸、４０ｈａ
◆新規雇用：1名（ふるさと雇用再生
特別基金事業）

ブランド米の販売額
（H20　417万円）
　7,500万円

ブランド米の販
売額

21年産米：
 2,214万円
22年産米：
 3,120万円
（H23.6現
在）

６．㈱大豊ゆとりファームを
核とする碁石茶等の地域資源
を活用した産業再生への取組

《大豊町》

中山間で安心して住み続ける
ことができる地域を実現する
ため、多角的に展開する拠点
型ビジネスの仕組みづくりを
行う。

◆農作業受委託ビジネス
・作業受託農家の取りまとめ、作業
受託
・産振総合補助金の導入
(H21,H22)
　　トラクター、トラック、
　　フォークリフト、コンバイン、
　　精米所整備、精米機、
　　米選機等の導入
◆地産地消ビジネス
・集荷ルートの構築
・産振総合補助金の導入
(H21,H22)
　　集出荷システム調査、
　　メール配信サービスの整備等
◆加工品づくりビジネス
・加工商品の開発
・販売促進活動

◆農作業受委託ビジネス
　農作業受託面積(H22)
　　耕起　受託 　651ａ
　　田植　受託 1,102ａ
　　稲刈　受託 1,672ａ
◆地産地消ビジネス
　ふるさと生産組合出荷額(H22）
　　3,727万円
　集荷ルート
　　６ルート（Ｈ23.6現在）
◆加工品づくりビジネス
　碁石茶の販売額（H22.4～12）
　　1,956万円
　新加工品販売開始
　　アイス（碁石茶、銀不老）、
　　ティーパック、飴、カートカン等
◆ふるさと支援ビジネス
　研修生（Ｈ２２）７名

碁石茶の販売額
（H19　0.1億円）
　1.0億円

碁石茶の販売額

0.2億円
（H22.4～
12）

・販売促進活動
・産振総合補助金の導入
(H21,H22)
　　加工品開発委託、販促活動等
・産振アドバイザーの導入(H21)
◆ふるさと支援ビジネス
・担い手研修
・ふるさと応援団の募集
・モニターツアーの実施
・産振総合補助金の導入
(H21,H22)
　　担い手研修等

　研修生（Ｈ２２）７名
　ふるさと応援団の加入者増
　　(H21：143口→H21：171
口）
◆新規雇用
　3名
（ふるさと雇用再生特別基金事業）

７．ＪＡ出資型法人による地
域活性化の取組

《嶺北地域全域》

農業者の減少に伴い農業生産
の維持や担い手の確保、耕作
放棄地の解消などが課題と
なっている。これらの課題解
決を図り農業所得の向上と就
業機会を創出するため、ＪＡ
土佐れいほくが地域農業の新
たな担い手としてＪＡ出資型
法人を設立し、農作業受託や
遊休農地等を活用した農業経
営、就農希望者の研修事業な
どを実施する。

・ＪＡ出資型法人の設立に向けた関
係機関との協議及び設立手続きの実
施

・ＪＡ出資型法人（株）れいほく未来
　　H23.4.1に設立・事業開始
　　事業内容
　　　農業経営事業
　　　米粉事業
　　　ライスセンター事業
　　　育苗事業

・新規雇用：２名（ふるさと雇用再生
特別基金事業/県委託事業）

ー ー
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備考今後の方向性総括

　平成20年度に設立した本山町ブランド化協議会
において、米・食味鑑定士協会長や有名な米販売
店の講演会が開催され、ブランド米生産への活動
の方向性が定まった後、取り組みを開始し、色彩
選別機や米選機等の導入を実施するとともに、美
味しい米作りのための栽培基準を作成し、基準に
基づいた栽培技術指導の徹底を行った。その結
果、平成21年度から本格的な生産が始まり、ブラ
ンド米の名称を、公募により「土佐天空の郷」に
決定した。
　販売面では、米の販売促進活動を全国展開し、
大手の取引先を確保するなど１００店舗以上で米
の販売が行われた。
　また、お米のコンクール（お米日本一コンテス
トｉｎしずおか）で優勝し、ブランド米としての
知名度があがった。

【課題】
１生産者と生産量の増
２直接販売の増等による生産者価格の向上

【方向性】
１生産者と生産量の増
　現在のブランド米の栽培基準の徹底と技術の
向上に取り組み、さらにブランド米の栽培面
積、生産量の増加を図る。
２直接販売の増等による生産者価格の向上
　直接販売の増、ワンランク上のブランド米の
検討により収益を向上させ、生産者価格向上に
つなげる。

　碁石茶については、20年産は大手取引先と契約
ができたが、21年産の一部と22年産が在庫の状
況となっている。新たな販路の確保や新商品の開
発・販売を行っているが、同時に経営戦略の再構
築を行う必要がある。
　農作業の受委託、集荷システムなどの取り組み
については、地域の過疎化・高齢化が進む中で、
耕作放棄地の解消など地域への貢献が高い取り組
みであり、取り組みの継続発展が求められる。

【課題】
１碁石茶の販路開拓
２碁石茶の加工品開発及び販路開拓
３経営戦略の構築

【方向性】
１加工品を含めた碁石茶の販路拡大
２ビジネスとしての碁石茶産業の確立
３作業受託による農地保全の推進
　及び担い手確保
４野菜、薬草及び山菜の取組拡大
５集荷の拡大と町内外への販売拠点の確保

　ＪＡ出資型法人（株）れいほく未来が、平成23
年4月に設立され、事業が開始された。
　同社は、農作業の受委託による耕作放棄地の防
止や農業担い手の育成などを行うこととしてお
り、地域農業の新たな担い手として大きな役割を
担っている。

【課題】
１経営の安定化
２地域農業への貢献

【方向性】
１経営の安定化
①社員教育の徹底による専門性の強化
②会社自ら栽培する農業経営事業（園芸、水
稲）と農作業受託や担い手育成の研修事業、ま
た、ＪＡからの受託による米関連事業（ﾗｲｽｾﾝ
ﾀｰ、種子ｾﾝﾀｰ、搗精、米粉、育苗）による安定
経営を目指す。
➂受託手数料等の適正化
　（成功報酬型システムの導入）
２地域農業への貢献
　地域農業の担い手育成、耕作放棄地対策のほ
か、将来的には「土佐あかうし」の畜産経営等
の多角化にも取り組み、地域農・畜産業に貢献
する。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

８．肉用牛飼育の競争力の確
保による肉用牛産業の再興

《本山町、土佐町、大豊町》

肉用牛産業の再興を図り、土
佐褐毛和種の産地としての活
力を取り戻すため、飼養者の
競争力を確保する。

・放牧場用地の選定作業
・簡易放牧場の設置作業
・土佐褐毛牛販売協議会設立

・簡易放牧場の確保 肉用牛（土佐褐毛和
種）の販売額
（H19　2.0億円）
　2.3億円

肉用牛（土佐褐
毛和種）の販売
額

H21：
　1.9億円
H22：
　1.9億円

９．大川黒牛の再興による地
域の活性化

《大川村》

大川村の基幹産業である肉用
牛生産（大川黒牛）の再興を
図り、地域の活性化につなげ
るため、地域内での一貫生産
体制の堅持に向けた取組を進
める。

・新たな運営主体の検討
・繁殖雌牛の保留・更新

・新たな運営主体として第三セクター
（（株）むらびと本舗）を設立し事業
を継続

肉用牛（大川黒牛）
の販売額
（H19　0.7億円）
　1.0億円

肉用牛（大川黒
牛）の販売額

H21：
　0.65億円
H22：
　0.65億円

１０．土佐はちきん地鶏を活
用した新しい産業の展開

・（株）むらびと本舗の設立
・販売促進活動

・年間10万羽の生産体制の整備
・新規雇用：９名（ふるさと雇用再生

「土佐はちきん地
鶏」の出荷羽数

「土佐はちきん
地鶏」の出荷羽用した新しい産業の展開

《大川村》

土佐はちきん地鶏の生産拠点
として事業の展開を図り、新
しい地場産業として発展さ
せ、雇用の確保、農家所得の
向上につなげる。

・販売促進活動
　（株）むらびと本舗
　はちきん地鶏振興協議会
・産振総合補助金の導入
(H21,H22)
　　育成舎、種鶏舎、堆肥舎等
　　の整備

・新規雇用：９名（ふるさと雇用再生
特別基金事業）

鶏」の出荷羽数
（H19　1万羽）
　10万羽

地鶏」の出荷羽
数

H21：
　5.1万羽
H22：
　5.1万羽

１１．間伐推進と木材増産に
よる林業振興

《嶺北地域全域》

嶺北地域の豊かな森林資源を
活かし、生産者の経営の安定
化を図るとともに、「新生産
システム」により、地域に計
画されている大型製材工場へ
の木材の安定供給に寄与する
ため、作業道を中心とした計
画的な路網整備と間伐の推進
による木材の増産に取り組
む。

・間伐目標達成に向けた会の開催
・作業道マップの作成（3町村/4町
村）
・加速化事業実施のための集約化計
画樹立指導
・新規就労者への林業知識普及
・作業道開設事業の進捗管理表の作
成
・森の工場新規計画策定・指導
・自伐林家・一人親方のリストアッ
プ
・新たな林業担い手の参入を促すた
め、建設業者への森の工場づくり説
明会
・新規事業体の間伐事業実施を指
導、森の工場計画の認定申請指導

・森の工場（H22）
　　24団地、6,438ha
　　12事業体（新規2事業体）
　
・間伐（H22）
　　間伐1043.86ha
　　作業道34,252m。

・新規雇用：４名（ふるさと雇用再生
特別基金事業）

間伐の実施面積
（H19
1,000ha）
　8,000ha
（H19～23計）

木材の素材生産量
（H18　7.5万㎥）
　8.4万m3

間伐の実施面積

　4,281ha
（H19～22
計）

木材の素材生産
量
10.1万m4
　(H21)
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備考今後の方向性総括

　放牧場の適地が確保できなかったので肉用牛の
増頭や新たな雇用につながっていないし、今後の
見通しも苦しいが、JA出資型のれいほく未来が計
画している肉用牛事業と関連性が見いだせれば可
能性はある。

【課題】
１放牧地や畜舎等(付帯施設）の土地の確保
２畜産農家の減少による牧場整備後の運営

【方向性】
　放牧場の適地が確保できない状況下ではある
が、森林の皆伐地等にも視野を広げていく。
　一方では、放牧地の確保に拘わらず、(株）れ
いほく未来の肉用牛事業との関連性など放牧場
の設置以外で増頭や雇用につながる手法を見い
だせたときに新たに計画を上げる。

　平成21～22年度に大川村の支援を受けて繁殖
雌牛の更新(若返り）を一部行ったが増頭や新たな
雇用には至っていない。また、大川村和牛生産組
合は平成23年3月末で解散し、4月より株式会社
むらびと本舗が経営と生産を引き継ぎ雇用を維持
したが、肉用牛事業については、増頭も含めた経
営の安定化に努める必要がある。

【課題】
１繁殖雌牛の高齢化
２繁殖雌導入及び育成経費の確保

【方向性】
（株）むらびと本舗の経営は、土佐はちきん地
鶏と黒牛の生産・販売による地域活性化であ
り、先ずは現状での経営の安定化を図りながら
雇用維持に努める。
　経営が安定化した段階での増頭も視野に入れ
た経営戦略を練っていく。

　10万羽の生産施設の整備は22年度に完了し、
新たな雇用が生まれるなどの効果が生まれてい

【課題】
１飼養管理技術の習得新たな雇用が生まれるなどの効果が生まれてい

る。一方、施設整備や施設の改築を行いつつ短期
間に生産羽数を伸ばしたことなどから、職員の飼
養管理技術が追随できず育成率、飼料効率等が低
下し収益を下げている。

１飼養管理技術の習得
２出荷体制の改善
３生産原価の上昇

【方向性】
１高品質の10万羽出荷体制に対応できる職員の
飼養管理技術の向上
２事業体の体制や経営基盤の充実
３食鳥処理施設の整備の検討

　林業担い手の減少や材価の低迷などにより平成
23年度末の目標に達成しないが、森の工場に新た
に事業体が参入する見込となり、森林整備の更な
る推進が期待される。

【課題】
１森の工場の推進
２林業事業体の育成
３林業の担い手の育成確保
４放置林の解消

【方向性】
　森の工場を拡充するとともに、参画可能な事
業体を育成し、素材生産量の増大を図る。
１森の工場の拡大
２間伐、作業道開設の確実な実施
３事業体の育成
４担い手の育成確保
５放置林の解消
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１２．「れいほくスケルト
ン」の性能向上及び販売促進

《嶺北地域全域》

住宅の基本構造体をキット商
品化した「れいほくスケルト
ン」の性能向上、販売促進に
向けた取組により、嶺北材の
販路拡大を図る。

H21
・見学会・各種セミナーの実施
・PR活動の実施
・パートナー工務店等による販売先
　との連携強化
H22
・滞在型のモデル住宅のオープン
   (土佐町）
・見学会・各種セミナーの実施
・関東でのPR

H23
・見学会・各種セミナーの実施
・PR活動の実施

・顧客へのPR効果による認知度の
アップ
・販売数の増
　　10棟(H19)→　71棟(H22)
　　　（H19～22計175棟）
　
・関東への販売スタート
（22年度の71棟のうち関東10棟）

「れいほくスケルト
ン」の販売棟数
（H19　10棟）
　190棟
（H19～23計）

「れいほくスケ
ルトン」の販売
棟数

175棟
（H19～22
計）

１３．県産材の地域における
率先利用

《嶺北地域全域》

地域内で生産された木材や製
材品は、大部分が県外へ出荷
されていることから、地域内
で率先的に利用することによ
り、地産地消を推進する。

H21
高知県木づかい促進事業の導入
（大豊町、本山町、土佐町）
H22
高知県木の香るまちづくり促進事業
の導入（本山町、土佐町）

県産材利用地域推進会議実施(5ヶ年
の目標値の設定)
H23
高知県木の香るまちづくり促進事業
の導入（土佐町）

H21
・机・椅子等
　　大豊町（机椅子100ｾｯﾄ、
　　　　　　下駄箱１基）
　　本山町（机椅子４５ｾｯﾄ）
　　土佐町（机椅子２６ｾｯﾄ、
　　　ベンチ、テーブル３セット）
・建築物
　　土佐町　土佐町営住宅１棟
　　　　　　(ｽｹﾙﾄﾝﾓﾃﾞﾙ住宅）
　　大川村　ふるさと留学ｾﾝﾀｰ1棟
H22
・机・椅子等

ー ー

　　土佐町　机・椅子２８セット
　　本山町　帰全山公園看板設置(１
基)
・建築物
　　本山町単身用６世帯集合住宅
　　（延床面積１９３．３４m2）
　　土佐町営住宅（９棟）
　　（延床面積７９２m2）
　　大川村役場庁舎
H23（予定）
・机・椅子等
　　土佐町28ｾｯﾄ
・建築物
　　大川村：大川村山村開発ｾﾝﾀｰの
　　　　　　玄関ﾛﾋﾞｰの木質化
　　土佐町：役場庁舎
　　本山町：体験型農園
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備考今後の方向性総括

　見学会・セミナー等による普及・ＰＲ活動、モ
デル住宅の建設による目に見える形でのスケルト
ンの良さのPRに取り組み、また、関東への本格的
な販売に取り組んでいたが、中心的な取り組みを
行ってきた企業の破綻により、事業再建の見通し
が不透明になっており、今後の対応策等を関係者
で協議を重ねている。

【課題】
　・今後の事業の方向性の検討

【方向性】
　ゴーイングコンサーンとしての事業か否かも
含め、今後の対応について、関係者で協議中で
ある。

　学校等への机・椅子の木製化への取り組みや、
H22年度には大川村役場の木造化やH23年度には
土佐町役場の木造化と公共的な施設に木造化や木
製品の積極的な導入が進んでいる。

【課題】
　・公共施設での地域材の利用推進

【方向性】
　今後も公共施設の木造化や木質化に積極的に
取り組んでいくとともに、公共事業についても
積極的に木製品の活用に取り組んでいく。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１４．木工製品の製造・販売
による地域の活性化

《嶺北地域全域》

人にやさしい木工製品の企
画・製造・販売を促進し、嶺
北産材の良さや手づくりの良
さのＰＲにより、地域の新た
な特色ある取組に育て、地域
の活性化に結びつける。

H21年度
・活力ある地域づくり事業の導入
・レーザー加工機を１台導入
・法人化

H22年度
・レーザー加工機を２台導入
　　　　　　　　　（計3台）
・土佐市への机・椅子のセット販売
の営業活動
・ノべリティーグッズの販路拡大

H2３年度
・中小企業組合等活路開拓事業の導
入
　　消費者ニーズに合わせた
　　規格変更の検討

H21年度
・レーザー加工機導入により、ノベリ
ティーグッス等の多彩な製品の製造・
販売を開始
・法人化により、信用度のアップ
・本山町（吉野川リビング内）に
ショップを開店

H22年度
・土佐市への机・椅子のセット９５台
を販売
・金融機関や雑貨屋等への営業の結
果、ノベリティーグッズを販売

新規雇用
　４名
（ふるさと雇用再生特別基金事業）

ばうむ合同会社によ
る木工製品の販売数
（H19～20計
110セット）
　760セット
（H19～23計）

ばうむ合同会社
による木工製品
の販売数

　365セット
（H19～22
計）

１５．特用林産物（シキミ、
サカキ）の拠点づくり

《嶺北地域全域》

小規模・分散化している生産
者を集約し、地域内の豊富な
特用林産物（シキミ、サカ
キ）を収益につなげるため、
地区単位での生産体制と出荷
体制の整備による拠点づくり
を行う。

H21年度
・定期的な勉強会の開催（４回）
・市場など、販売先との情報収集活
動を実施
・生産出荷コーディネーターを採用

H22年度
・病害虫防除方法など、栽培に関す
る勉強会を開催(３回)
・栽培地の視察研修を開催(２回)
・生産者及び関係者との意見交換会
を開催(１１回)

H2３年度

H21年度
・本格的な取り組みの開始

H22年度
・生産・出荷技術の向上

H23年度
・テスト出荷（共同）のスタート

新規雇用
　２名
（ふるさと雇用再生特別基金事業）

ー ー

H2３年度
・共同出荷の打ち合わせ

１６．大型製材工場の誘致に
よる地域材の利用の促進

《嶺北地域全域》

大型製材工場の誘致により地
域材の利用を促進し、林業従
事者の増加や所得の向上、事
業体による雇用の促進へとつ
なげる。

・誘致先企業との勉強会の開催
　　　（３回）
・各町村間伐推進連絡会を通じた関
係機関との情報共有
　Ｈ２１　４回
　Ｈ２２　４回

ー ー ー
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備考今後の方向性総括

　机・椅子の販売数の目標値には達しない見込み
であるが、消費者ニーズに合わせた規格変更を
行っている。また、それ以外の商品開発（もく
レース、各種ノベリティーグッズ）も行い、順調
に売り上げを伸ばしている。
　このように、木工製品の製造、販売に関して対
し日々努力しており、今後の展開が期待される。

【課題】
　・机、椅子の販売強化

【方向性】
１販路拡大、ＰＲ活動の展開
２消費者のニーズに沿った商品化に取り組みな
がら販路拡大に努める。
３ノベリティーグッズについては、企業等のイ
ベントに合わせた商品造りに努め、企業等のイ
メージアップ等にも寄与する販売戦略も構築す
る。
     (例：銀行のサービス、
　     　 県内外交流時の記念品等）

　シキミ・サカキの共同集出荷体制の整備を目標
とし、数々の活動を行った結果、少量ではあるが
共同集出荷を実施することができた。
　また、病害虫防除研修や束ね方研修などを通
じ、生産者への生産技術向上を図られた。

【課題】
　・地区単位での生産体制と出荷体制の整備
　　による拠点づくり

【方向性】
１共同集出荷体制の整備
２集出荷施設整備の検討
３ブランド化による付加価値化

具体的な誘致先企業と誘致実現に向けての交渉を
継続している。

【課題】
　・大型製材工場の誘致

【方向性】
１原木の供給体制づくり（受け皿づくり）
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１７．木質バイオマス利用拡
大の取組

《嶺北地域全域》

嶺北地域に民間事業者による
加工施設を設置すること等に
より、木質バイオマスの利用
拡大と林業の活性化を図る。

<木質バイオマス利用施設>
●高知県木材加工流通施設整備事業
費補助金
…木質資源利用ボイラー施設　１式
(大豊町 H22：45,010千円)
…木質資源利用ボイラー施設　１式
(本山町 H23予定：49,244千円)
●高知県木質バイオマスエネルギー
利用促進事業費補助金
…木質ペレットボイラー施設　１式
(本山町 H23予定：26,880千円）

<木質バイオマス加工施設>
●高知県木材加工流通施設整備事業
費補助金
…チップ加工施設　１式(土佐町
H23予定：102,127千円)

・木質バイオマスボイラー１基導入
　　　　　　　　（大豊町）
・木質バイオマス加工施設の地域内へ
の進出（土佐町）

ー ー

１８．地域産品販売ポータル
サイトによる商業展開・情報
発信

《嶺北地域全域》

地域産品を販売するポータル
サイトを構築し、ネットビジ
ネスのできない商業者にその
手段を提供することにより、
ポータルサイト運営者や商業
者の所得の向上、地域の情報

・ポータルサイトの開設・運営
・セット商品（ギフト用等）の開発
掲載（H22.11.5～　）
・周知活動（県人会・とさ千里等で
のチラシ配布）

・ポータルサイト「土佐さめうらｅ商
店街」の開設（H21.10.1～　）
・掲載品目約60品目
・販売額：64万円（H22）

ポータルサイトでの
販売額
（H20新規）
　1,200万円

ポータルサイト
での販売額

　64万円
　(H22)

発信に結びつける。

１９．土佐産直サテライトセ
ンター（とさ千里(大阪)）の
活性化による地産外商の拠点
づくり

《嶺北地域全域》

土佐産直サテライトセンター
（とさ千里）を関西圏におけ
るアンテナショップとして、
米粉を活用したビジネスの展
開や、「れいほく八菜」をは
じめとする嶺北地域や高知県
の産品を取り扱う地産外商の
拠点となるように取組を進め
る。

・産振総合補助金の導入(H22)
　　店舗内装、パン工房等の整備
　　宣伝・広告
・県大阪事務所による支援
　　木曜市の開催による支援
　　在阪の県人会、校友会などの
　　各種団体へＰＲ
・アンテナショップ「まるごと高
知」、「てんこす」の売れ筋商品情
報などの情報提供
・野菜供給システムの再構築
　　（H23)
・産振アドバイザーの導入
　　(H22,H23)

・Ｈ２２．９に新店舗リニューアル
オープン。
・米粉パンの製造販売開始
・嶺北地域の産品をはじめとして、そ
の他の地域の県産品の販売
・販売額
　5,138万円
　（Ｈ22.9のリニューアルオープン
　　　～Ｈ23.3）
・新規雇用：２名（ふるさと雇用再生
特別基金事業）

土佐産直サテライト
センター（とさ千
里）の販売額
（H19　0.8億円）
　1.5億円

土佐産直サテラ
イトセンター
（とさ千里）の
販売額

5,138万円
　（Ｈ22.9の
リニューアル
オープン～Ｈ
23.3）
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備考今後の方向性総括

　木質バイオマス利用施設の導入により、木質資
源の利活用が促進された。また、工場残材の有効
利用により、燃料コスト削減が成果として見え始
めている。
　一方、木質バイオマス加工施設の建設が進んで
いることから、Ｈ２４以降は地域内の未利用間伐
材（林地残材）の利活用が促進されることに期待
ができる。

【課題】
　未利用間伐材（林地残材）は木質バイオマス
エネルギー資源として、地域林業の活性化に潜
在的な可能性が期待されるが、収集・運搬コス
トがかかることから、林内に放置されている。

【方向性】
１集材作業の効率化（林内路網の整備、森林施
業の集約化）による収集・運搬コストの圧縮を
推進し、原料の安定供給体制を構築
２加工施設の整備、事業展開
３木質バイオマスボイラー等の導入設置

　地域雇用創造実現事業を活用して土佐町雇用創
造協議会が主体となり、ポータルサイトを平成21
年10月に開設し、情報ツールを持たない生産者の
商品を掲載し事業展開を図ってきた。セット商品
の開発やチラシによるPR活動を行ってきたが、ア
クセス数、販売数が伸びていない現状である。
　土佐町の雇用創造実現事業が22年度で終了した
ことから、23年4月から、（株）れいほく未来が
事業を引き継いでいるが、新たなセット商品等の
魅力ある商品掲載による販売増が課題となってい
る。

【課題】
１販売手数料等の運営体制の整備・見直し
２販売量増に向けた多面的な取り組み

【方向性】
１セット商品の開発等、魅力ある商品を掲載し
販売の増を図る。
２縁故者等を中心にしてサイトの周知を図る。

　H22.9にリニューアルオープンし、産直店とし
て嶺北地域の産品を中心に、県産品の販売を行
い、地産外商の拠点として活動している。同店で
は、嶺北地域を中心とした野菜を主力商品として
販売するとともに、米粉パンの製造販売を開始し
ている。
　リニューアルオープンしたものの近隣には量販
店が複数存在し、競争が激しいエリアでもあり、
以前の顧客が回帰しておらず、販売額が伸び悩ん
でいる。嶺北地域の野菜がスムーズに供給できる
よう関係機関（ＪＡ、土佐町等）で新たなシステ
ムを構築するとともに催事等を多く開催してＰＲ
活動を展開中である。また、新商品の情報につい
て「まるごと高知」、「てんこす」から県を通じ
て情報提供を受けるなど日々、販売拡大に向けた
取り組みを行っている。

【課題】
１野菜供給システムの構築
２顧客の回復及び新規顧客の開拓

【方向性】
１引き続き、嶺北地域を中心した県産品の販売
を通じた地産外商の拠点として取り組む。
２野菜供給システムの構築
３ＰＲ活動（催事等）の展開
４関係機関による支援
　・商品情報の提供
　・大阪事務所による支援（木曜市、ＰＲ）
　・県内事業者への催事参加依頼
５経営体質、財務基盤の強化
６店頭販売だけでなくアンテナショップとして
の役割強化
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２０．嶺北地域の連携による
交流人口の拡大

《嶺北地域全域》

観光を軸にして、吉野川の水
源地域における豊富な地域資
源や特色ある取組などを横断
的につなぐ場と仕組みをつく
ることにより、「れいほく」
の魅力をグレードアップさせ
るとともに、一元的な情報発
信により、交流人口の拡大を
目指す。

H21
・4町村の協議の場の設置
　（実行支援チーム会5回開催）
・共同事業としての嶺北観光マップ
の作成に向けた補助事業申請
H22
・嶺北地域観光・交流推進協議会の
設置
・産振総合補助金（ステップアップ
事業）の導入
　　観光・交流パンフ「逢える」
　　を5万部作成
H23
・嶺北地域観光・交流推進協議会に
よる広域連携事業の検討・実施
　　　観光ガイド研修
　　　「逢える」のＰＲ活動
　　　セールスキャラバン参加
・高知県観光アドバイザーの活用
　　　事業へのアドバイス
　　　観光ガイド研修（再掲）

・広域連携事業を推進する嶺北地域観
光・交流推進協議会が立ち上がり
（H22.10.4設立）、具体的に事業を
進めることにより、連携して取り組も
うという気運が高まった。
・嶺北広域パンフレット「逢える」5
万部の共同作成、共同ＰＲ活動
・エージェントセールス用体験プログ
ラムパンフレットの作成

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数
（H19　8,975人）
　10,000人

公共関連宿泊施
設での宿泊者数

H21
　9,604人
H22
　9,687人

２１．濁酒等を活用した地域
資源との連携による地域の活
性化

《大豊町、本山町》

＜大豊町＞
・平成22年5月に一人が製造免許
を取得し、７月より販売を開始
・産振総合補助金（ステップアップ
事業）の導入（H22)
　販促活動費必要な備品の整備

大豊町
　濁酒生産量
　　平成22年
　　計画450L　実績842L

本山町

ー ー

地域の特産品となる濁酒等の
製造・販売と地域の観光資源
との連携によって、交流人口
の拡大を図り、地域の活性化
につなげる。

　販促活動費必要な備品の整備
　販促活動の実施

＜本山町＞
・平成23年3月に一人が製造免許
を取得し、5月より販売を開始

本山町
　製造開始

２２．白髪山、工石山を活用
した交流人口の拡大による地
域活性化の取組

《本山町》

白髪山、工石山（奥工石）の
有する豊かな自然、貴重な地
質や森林資源などを活かした
取組や嶺北地域の他の資源と
の連携も視野に入れた取組を
進め、交流人口の拡大を目指
す。

H22
・地元団体（汗見川の自然を守る会
等）との協議
・白髪山、工石山の活用に関する現
地調査及び意見交換
・「郷土の森」計画検討及び申請
(四国森林管理局)
・モニターツアーの実施

H２３
・関係者との協議
・ガイド養成研修の開催、参加
・案内ルート現地調査
・天然記念物指定への申請

H22
・白髪山、工石山に関する調査資料の
整備
・モニターツアーからの課題整理
・推進体制の設立に向けた準備会の開
催
・「郷土の森」の協定締結

ー ー
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備考今後の方向性総括

　嶺北地域の観光・交流の推進には、４町村の連
携した取り組みが効果的であるという各町村の認
識から、広域パンフレットの作成などの具体的な
事業を進めることと併せて、推進母体の必要性に
ついて議論を進め、22年10月に嶺北地域観光・
交流協議会の立ち上げに至っった。
　現在、共同事業（ガイド研修、ＰＲ活動等）を
実施することにより連携した活動を行っている
が、取り組み始めたばかりであり、今後も、継続
した取り組みが必要である。また、協議会では、
コーディネートする組織（人）の発掘も大きな課
題となっており、共同事業を実施する中で見出し
ていく必要がある。

【課題】
１嶺北4町村の連携による事業の実施
２コーディネートする組織（人）の発掘

【方向性】
１共同事業の展開
　・PR活動、周遊ルートの設定等
２コーディネートする組織（人）の発掘
　・法人化も視野
３観光・交流事業としての商品造り
　・都市部にはない自然そのものの売り込み
４民泊も含めた実践的な対応による意識改革
（都市部との意識のズレ）
５嶺北産品販売と連動した地元への誘致活動
　・モニターツアー等の提供

　2町でそれぞれの取り組みが始まり、大豊町では
地元新聞に取り上げられたこともあって、初年度
の生産量は計画を上回ることができた。
　一方、競合となる生産者が県内で増加傾向にあ
り、地域活性化の一つのツールとして、うまく生
かしていく仕組みを構築していく必要がある。

【課題】
１生産農家の拡充
２販促・ＰＲ

【方向性】
１新たな生産農家の発掘かしていく仕組みを構築していく必要がある。 １新たな生産農家の発掘
２交流施策との連携によるＰＲ及び販促
３ターゲットを絞った販売戦略
（例：女性向け商品の開発）
４競争原理が働くような複数化への取り組み

　取組を推進する関係者・機関により、案内ルー
トの整備、ガイドの養成研修、現地調査などを行
うなど活用に向けた取り組みが開始された。一
方、推進体制の骨子（案）はできているが、地元
提示が遅れており、推進母体の設立には至ってい
ない。役場以外の関係者等による協議を始めるな
ど、早急な立ち上げが必要である。

【課題】
１推進母体の構築
２取組内容の構築
３ガイドの養成

【方向性】
１推進体制の早期確立
２ガイドの養成
３モニターツアー等による利用者側の意見での
商品化
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２３．早明浦ダムを活用した
交流人口の拡大による地域活
性化の取組

《土佐町》

早明浦ダムでの釣大会の開
催、遊覧船・ウォータース
ポーツなど湖面を活用したレ
ジャープラン等の実施、また
嶺北地域内の他資源とも連携
して取り組む等、早明浦ダム
を核とした交流人口の拡大を
目指す。

H22
・関係機関との協議
・モニターツアーの実施(20回）
　　湖面遊覧
　　ウｵータースポーツ
　　釣り体験　等
・釣り大会の実施
　　チャプターさめうら（4回）
　　JBトップ50
・PR活動
・研修会参加（6回）
H２3
・関係機関との協議
・「まるごと体験」への掲載
・釣り大会の実施

H22
・イベント参加者数の増加
　　　延4,100人（H21の2倍以上）
・湖面利用者の登録者数の増加
　　　船舶登録672艇
　　　月券販売480枚
・ウエッブアクセス数の増加
　　　7.9万件（H20：4.5万件）

ー ー

２４．滞在型市民農園の推進
による地域の活性化

《本山町》

本山町内に滞在型市民農園
（クラインガルテン）を整備
し、都市部の住民の農業や田
舎暮らしへの関心を高めて地
域への移住や2地域居住につ
なげ、産業の活性化・雇用の
創出・交流人口の拡大・農業
の担い手づくり等による地域
の活性化を図る。

H23
・施設整備に関して関係者との協議
・用地地権者のと協議
・先進事例等の調査（クラインガル
テン四万十）

ー ー ー
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備考今後の方向性総括

　地域雇用創造実現事業を活用して土佐町雇用創
造協議会が主体となり、関係機関で協議を行うと
ともに、湖面の活用に関する実験事業（各種モニ
ターツアー）を展開してきた。
　22年度に同事業は終了したが、土佐町では土佐
町雇用創造協議会により引き続き湖面活用の取組
の検討を行っており、その取り組みの中で、関係
機関と調整しながら具体的な推進母体や事業内容
を見出していくこととしている。
　水資源機構の基本的な方向性も確認できたた
め、その方向性に沿った体制を役場でも検討を始
める機運ができた。

【課題】
１推進母体の構築
２取組内容の構築

【方向性】
１推進母体の設置
２さめうら荘整備との湖面利用の関連性の検討
３事業実施に関する関係機関との協議・調整
４ダム湖面利用とダム周辺地の整備の両面から
の継続性のある地域活性化を目指す。

　用地の地権者より使用承諾が得られ、現在は詳
細設計に取りかかるため、支障木の伐採作業を
行っている。
　関連する法令の手続きを進行中で、完了は１２
月下旬を予定している。
　クラインガルテン活用を推進する組織を９月中
に設立予定であり、推進組織により、詳細設計内
容の検証や地域とクラインガルテン滞在者の交流
事業内容の検討を行う。

【課題】
１施設整備に向けた事業推進
２運営計画の検討

【方向性】
１施設の早期完成
２移住促進に向けた活動の実施
３耕作放棄地の解消とともに新たな雇用の創出
による地域活性化
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地域アクションプラン総括シート

（仁淀川地域）
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【地域アクションプラン 総括シート】
≪仁淀川地域≫

指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

１．地域の基幹品目及び推進
品目等の産地の維持・発展

《土佐市、いの町》

農産物価格の低迷、農業者の
高齢化や担い手の減少、生産
コストの増大など、厳しい環
境の中で、主要品目の生産性
及び品質の向上を図るととも
に、安全・安心を求める消費
者ニーズに対応した農産物の
生産を推進する。

＜基幹品目及び推進品目の拡
大、栽培技術の向上＞
○園芸産地ビジョンの検討
各品目の問題、課題の洗い出し
と対策についての協議

＜集出荷体制の整備＞
○集出荷施設等の整備
集荷体制、販売体制強化に向け
た集出荷場施設等の整備に関す
る協議（生姜、土佐文旦、青ネ
ギ）

○産業推進総合支援事業費補助
金
・西部集出荷施設整備事業
　　H21　50,000千円
・青ネギ集出荷施設等再編整備
事業
　　H22　 4,800千円
・宇佐野菜集出荷施設増築
　　H23　18,701千円（予
定）

１　園芸産地ビジョン
・関係機関（土佐市、JA、振興
センター）で園芸産地課題を共
有した。

２-1　JAとさし西部集出荷施設
整備事業
・集出荷施設整備
・生姜高精度重量選別機導入
・土佐文旦の光ｾﾝｻｰ選果機導入

２-2　青ﾈｷﾞ集出荷貯蔵施設等再
編整備事業
・ﾊｰｼｬﾙｼｰﾙ包装機、予冷設備の
導入
３　JAとさしピーマン生産拡大
支援事業の推進
・平成23年度5月の事業採択審
査受審に向け事業計画作成に取
組んだ。

ニラ
　186百万円
（H2２園芸年度実績）
ショウガ
　558百万円
（H22園芸年度実績）
土佐文旦
　179百万円
（H22園芸年度実績）

ニラの販売額
（H19　1.2億円）
　2.1億円

ショウガの販売額
（H19　3.4億円）
　4.2億円

土佐文旦
(H19 　1.7億円)
　2.2億円

2億円(見込み)

5億円(見込み)

2億円(見込み)

２．加工用ワサビの加工の促
進

《土佐市》

農産物価格の低迷、農業者の
高齢化や担い手の減少、生産
コストの増大など、厳しい環
境の中で、加工用ワサビを加
工出荷する食品加工会社の取
組を支援することにより、加
工用ワサビ生産農家の規模拡
大や産地育成を図り、基幹品
目である加工用ワサビ生産の
振興につなげる。

＜加工出荷施設の整備＞
１　一次加工処理能力向上と冷
凍機の拡充

２　加工用ワサビの生産振興
・加工用ワサビ栽培農家への栽
培技術指導による生産安定と出
荷量増大
・新規栽培者の掘り起こしによ
る栽培農家数の増加

３　その他
産業推進総合支援事業費補助金
　H22　14,725千円

加工用ワサビの加工出荷量
83.42ｔ
（H22）

加工用ワサビの加工
出荷量
（H21　60ｔ）
　130ｔ

71.331ｔ
（H23実績）

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績
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　消費者ニーズに対応するため、少量パック商品
や出荷物の厳選および鮮度保持技術導入による商
品性の向上を図るなど、「消費者から選ばれる園
芸産地」となる事を為の取り組みである。
　生産者の高齢化や燃油を始め農業経費高騰およ
び景気の悪化による販売価格の低迷など、依然と
して農業を取り巻く情勢は厳しい状況だが、常に
消費者ニーズを把握しつつ的確な対応を取ること
で、有利販売に繋げる。

【課題】
・園芸産地としての「あるべき姿」の実現に
向けた取組みの推進
・系統率の向上
・農業担い手の育成
・老朽化施設更新、高度化の支援

【方向性】
・販売促進活動による産地ＰＲの実践
・ブランド化の推進
・生産技術向上による出荷量の拡大
・系統販売体制（販売力）の強化

・販売先である金印㈱が希望する200tの一次加
工処理能力は備えることができた。また、農業振
興部、園芸連とも有望品目に位置付け、生産振興
に取り組んでいる。
・加工用ワサビとの組み合わせが可能な品目との
営農類型を提案し栽培者の増大に繋げることが重
要と思われる。

【課題】
・生産者数の拡大
・既存栽培者の栽培規模拡大
・栽培技術向上への支援
・一次加工処理機械等の有効活用

【方向性】
・関係機関との連携強化による新規栽培者の
掘り起こし
・簡易施設導入の推進と生産量の増大を図る
・出荷規格厳守により品質向上を図る
・有望品目の探索

備考今後の方向性総括
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３．土佐文旦の加工

《土佐市》

地域の主要品目である土佐文
旦の県内市場の飽和化、贈答
需要の減少による単価安へ対
応するため、加工品の原料と
しての有効活用を図る。

＜土佐文旦の加工の促進＞
○加工用原料の販路の開拓　3
業者
○加工品の開発、加工事業の協
議　　　試作の原料提供
○商品化されたリキュール等へ
の原料提供
○加工品の販路拡大の検討とギ
フトセットづくり実施
○文旦ジュース「ぶんぶｎ」の
生産課題の検討と試飲調査実施
○文旦ジュース等の６次産業化
の取り組み検討
○産業振興推進総合支援事業補
助金　　H２１年：５，０４０
千円

○JAとさし土佐文旦部会と菊水
酒造会社が連携し「リキュー
ル」と「ゼリーのお酒」を商品
化販売
・原料提供
　　H20(0ｔ) → H21(14ｔ)
　　　　　　　　 H22(30ｔ)
・リキュール等の売り上げ
　H20(0円) → H22(12,000
千円)
○JAとさしではJAラベルのリ
キュールを産地でも販売、ギフ
トセットもつくり発売
　H20(0円) → H22(400千円)
○新しい文旦ジュースづくりの
商品開発と販路拡大に向け新し
い加工業者と連携による6次産業
化の活動に取り組みだした。
・ソフト事業の導入（希望）

加工品の販売
　2品目

下級品の原料確保
　80ｔ

加工品の販売
　３品目
（H２３年末見
込み）
下級品の原料
確保
　５０ｔ
（H２３年末見
込み）

４．生姜の加工（生姜出荷施
設整備事業）

《土佐市》

地域の基幹品目である生姜の
フレッシュ生姜の増産を図る
とともに、加工製品の生産性
の向上を図り、土佐市内等の
生姜生産者の所得向上を目指
す。

＜加工出荷施設の整備＞
生姜の加工品の生産量拡大図る
ため、充填機等の導入及び新工
場の新設

・産業振興推進総合支援事業費
補助金
H22　　7,519千円（充填機
等）
H23　43,888千円（工場新
設）
　　　　　　　　　　（予定）

生姜加工品の販売額
H22　114,792千円

生姜加工品の販売額
（H22 87,000千
円）
　102,000千円

131,834千円
（H23.9見込
み)

５．集落営農の推進

《いの町》

集落の農業者が協力して、管
理が困難となった農地や高齢
者等の労力などの地域資源を
活用した農業経営を行い、将
来にわたって地域で生活でき
る一定の所得と雇用の場を確
保するための集落営農の仕組
みづくりを行う。

＜こうち型集落営農モデル組織
の育成＞
○集落営農の活動強化　総会、
集落座談会、役員会、代表者会
先進地視察研修
○有望品目導入・協業のための
展示実証設置、研修会、検討会
○県内集落営農組織との意見交
換会
○作業受託組織の活動計画、実
績検討　機械整備（関連事業導
入）
○協業施設の設置（関連事業の
導入）

○協業で酒米と園芸（ニラ、加
工用ワサビ）柚子、ワサビの種
採取が開始
・２０年：0ha→H２２：1.7ha
○農作業受託の体制の発足し活
動開始
・H２０年０→H２２年8ha
○新部門の設立と活動に取り組
みだした。
・H２１年協業部門の設置
・H２３有望品目研究部門の設置

地域の協業の取り組
み
　1.9ha

農作業延べ受託面積
　24ha

新部門設立
　2部門

地域の協業の
取り組み
　1.７ha
（H22）

農作業延べ受
託面積
　８ha
（H22）

新部門設立
　2部門

６．新高梨の加工

《いの町》

生理障害等により廃棄処分さ
れている新高梨を有効活用し
て新商品を開発し、販売を促
進することにより、農業者の
所得の向上を図る。

＜新高梨の新商品の開発と販売
の促進＞
○梨生産者の加工用原料提供へ
の意向調査
○梨シャーべットの販売開始、
販路拡大検討
○酒造株式会社との連携による
加工品づくりと加工品原料の提
供
○関係機関の役割分担、協力体
制の構築

○JA伊野（H22年11月からJA
コスモス伊野支所）果樹部会と
菊水酒造会社が連携し新商品の
開発中
・原料提供20年：0→H２２年
４ｔ
○梨シャーべットの販売
H22年１２００カップ販売

加工品の販売
　1品目

規格外品の原料確保
　7ｔ

加工品の販売
　２品目
（H23年末見
込み）

規格外品の原
料確保
　４ｔ（H22
年）
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備考今後の方向性総括

○酒造会社との連携が始まり、加工品が2品、新
発売できた。産地から提供ができる原料はある
が、売り上げが目標より低かったため下がってい
る。23年３月の震災により嗜好品の消費は一時的
に控えられるが商品が消費者に周知できれば販売
拡大が期待できる。また、小夏、ポンカンも加工
用原料として提供でき、販路が拡大している。
○土佐文旦加工組合は１０年間販売してきた文旦
ジュース「ぶんぶん」を見直し、加工業者と連携
した新しい体制で新商品の共同開発と全国への販
路拡大による土佐文旦のPRを図る活動に取り組み
だした。そのため、今後、新商品が1品以上開発
が見込まれ、現在の地域内販路から全国に向けて
販路拡大をめざす基ができた。

「課題」
○酒類について
・販路拡大
・産地側の消費拡大
○ジュース類について
・土佐文旦加工組合の体制強化
・6次産業化活動への取り組み
「方向性」
○産地側と加工業者、販売業者とのさらなる
連携体制の強化
○広域的な販売を展開するための機会づくり
○さらなる商品開発に向けた検討

○しょうがの加工品の売上高は順調に伸びており
（H20/9月期55,135千円→H22/9月期
114,792千円）、目標値を前倒しで達成してい
る状況。
○現在も生協を中心に受注が増えている状況であ
り、生産体制が充実することによって更なる売上
高の増加が期待される

【課題】
・生姜原体の受込量の確保
・加工品の売上増

【方向性】
・生産農家との年間計画（作付面積、収穫時
期等）についての定期的な打合せ会の実施
・新規の顧客開発のため、商談会への参加
・新商品の開発

○4戸が協業での園芸を始め、組合員の個人経営
でも14戸が園芸を始めだした。
○農作業委託ドリームサポートを活用した農家は
24戸、8haであり、利用率が低いため、組合で検
討をするほか関係機関連絡会でも検討しており、
地区内外で情報提供により今後の面積拡大が期待
できる。　　　　　　　　　　　　　　○有望品
目研究部会は自給も含め直販用や地域にあう有望
な園芸品目を検討する目的で設置され、組合員広
く参加できる部会が設置でき、地域で支え合う情
報交換の場としても利用できるようになった。

「課題」
○協業の営農類型の確立と生産技術の定着
○ドリームサポートの体制の強化
○部門活動の定着
「方向性」
○地域全体の園芸の振興、産地化による農家
所得の向上
○作業受委託による経営コストの低減、オペ
レーターの育成
○高齢化、人口減の地域での支え合う仕組み
としての集落営農活動

○酒造会社との連携が始まり、加工品は開発中で
あり今後期待できる。産地から提供ができる原料
はあるが、体制の構築が必要である。
○梨シャーベットはH20年から試作販売をしてい
るが、販路拡大が十分でない中、事業主体のJAの
合併により販売中止とJAが決定したが、提供でき
る町内の観光施設のレストランの掘り起こしによ
り提供できる可能性が生まれてきているので今後
期待できる。

「課題」
○酒類の加工品について
・新商品の開発
・販路拡大
・産地側の消費拡大
○シャーべットについて
・提供できる町内の施設の掘り起こしと提供
○原料を提供する体制強化
「方向性」
○産地側と加工業者、販売業者とのさらなる
連携体制の強化による商品の開発販売
○観光を視野に入れた地域特産としての梨
シューベットの提供の構築
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

７．本川キジの販路確保と新
たな商品開発

《いの町》

いの町本川地区の特産品とし
て、「本川キジ」の販路の拡
大や新商品の開発に取り組
み、中山間地域における新た
な産業として定着させる。

＜生産体制の強化＞
解体処理施設整備・飼育マニュ
アル作成（H20）
給水施設改修・真空包装機械設
置・加工処理マニュアル作成
（H21）
＜販売の安定化＞
○販路拡大
試食会開催（H20）
ＰＲ用チラシ・ＰＲ用のぼり作
成・ＰＲ用看板作成設置
（H21）
食の大商談会出展（H21～H23
予定）
首都圏での商談（H22・H23）
関西圏での商談（H23）
○商品開発
新商品開発11品目（H22）
新商品試作販売2品目（H23予
定）
・産業振興推進総合支援事業費
補助金
　Ｈ２１：2,666千円

飼育羽数の増加
H21　1,907羽
H22　3,918羽
増減　 2,011羽
売上高の増加
【全体】
H21　  6,235千円
H22　11,148千円
増減　　4,913千円増
【内訳】
本川きじ生産組合
H21　  6,235千円
H22　  7,690千円
増減　　1,455千円増
(有)手箱建設
H21　－
H22　  3,458千円
増減　　3,458千円

本川キジの生産羽数
（H20　1,000
羽）
　4,500羽

1,907羽
（H21）
3,918羽
（H22）

８．給食への食材提供（安定
的な出荷先の確保）

《いの町》

学校給食へ地元食材を提供す
るシステムを構築し、供給量
を拡大することにより、地産
地消や安全・安心な食材の提
供を推進するとともに、農業
者の所得の向上につなげる。

＜学校給食への地元食材提供す
るシステムの構築＞
○学校給食への地元食材提供す
るシステムの構築
・現状調査の調査結果を直販組
織に報告と検討
・栄養士・調理師との意見交換
会　・提供組織である直販組織
の強化検討
○学校給食への食材提供　チー
ムで検討
・提供食材の調査と検討
○関係機関との役割分担と協力
体制の構築
・チーム会での検討
○学校での出前得授業の実施
・校長会での公募の結果、出前
授業　2校実施（生姜、新高
梨）

○JA伊野（H22年11月からJA
コスモス伊野支所）は直販部会
の事務局として実施
※3年間での提供：小学校４校、
中学校1校、デイサービス1施
設、育園1カ所
○出前授業
小学校2校実施（事業費を町単と
なるなど、定着）
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備考今後の方向性総括

目標達成には到っていないが、飼育及び加工処理
マニュアルを作成し、当初飼育羽数より増加し
た。
Ｈ２３年商品は、新しく「きじつみれ」「きじ
ソーセージ」を追加し、バリエーションを充実さ
せた。

【課題】
・需要に対応した安定的な生産体制
・需要増加に対応できる加工処理設備
・販路拡大（首都圏）

【方向性】
・生産体制の向上及び採卵鶏舎の増築
・増産体制に対応できる加工処理設備の整備
・顧客ニーズに合った商品作り
・大口顧客の開拓

○アクションプランの主旨は理解されてはいる
が、直販組織主体の活動とならなかった。23年度
は直販施設の統廃合もあり、これを機に直販組合
の強化を行い学校給食等に提供できる野菜の調査
等実施しながら推進する予定となっている。
○出前授業は学校が固定化されているが、今後も
期待されている。

「課題」
○学校等へ安定供給するための体制づくり
○栽培の充実
「方向性」
○給食への提供の増加により、地産地消食材
の多い給食をめざす。
○出前授業を実施していない小学校への推進
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

９．仁淀川流域茶のブランド
化を主体とした茶の振興

《仁淀川町、越知町、佐川
町、日高村、いの町》

良質茶の主産地である仁淀川
流域の共通ブランドとして、
「仁淀川流域茶」（仕上げ
茶）の販売を拡大するととも
に、効率的な生産体制の整備
や、新たな加工品の開発と販
路の開拓により、茶生産農家
の所得の向上を図る。

<仁淀川流域で統一したブランド
(仁淀川流域茶)の確立>
・統一ロゴシール、ポスター、
のぼり等の販促資材の作成
・イベント等での販促活動の実
施
　　　H21(6回)、H22(10回)
・流域茶(商品茶23種類)の試飲
会、茶師による講習会、先進地
視察研修
・マーケティング研修の実施
<生産の仕組みづくり(受委託、
ゆ
い等)>
・仁淀川町沢渡地区実態調査
・生産者へのアンケート調査
<加工品の開発>
・紅茶審査、試飲会の実施)
・紅茶製造研修会、紅茶審査・
試
飲会の実施
<その他>
・産業振興推進総合支援事業費
補助金
　H21：１,２０９千円
　　（内県補助金５６２千円）
　H22：１,０２４千円
　　（内県補助金３７４千円）
・産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい ６
回

<仁淀川流域で統一したブランド
(仁淀川流域茶)の確立>
・緑茶(煎茶等)の小売販売額
　　　　　　　　　　　の増加
　　H19：39百万円
　　　　 → H22：65百万円
・仁淀川流域茶認知度の向上
　   以前から知っていた：49％
　   最近知った：13％
　     ※H22ｲﾍﾞﾝﾄｱﾝｹｰﾄ結果
・マーケティングの必要性、消
費者ニーズ対応の重要性等の意
識改革
<生産の仕組みづくり(受委託、ゆ
い等)>
・茶園維持に向けた取組みや将
来ビジョン策定の意識付け
<加工品の開発>
・紅茶(材料茶葉)の全農こうちへ
の販売額
　　H22：3.1百万円
　　H23：2.8百万円

仁淀川流域茶（仕上
げ茶）の販売量
（H19　茶全体の
７％）
　茶全体の15％

茶全体の11％
（H22）

(仕上茶/茶全体
=23t/205t)

１０．薬用作物の産地拡大に
よる所得の向上

《越知町、佐川町、日高村、
仁淀川町》

大手製薬会社と契約栽培を
行っているミシマサイコやサ
ンショウなどの薬用作物の産
地を大手製薬会社の漢方薬の
需要増に対応できるように拡
大し、育成することにより、
所得の向上と就労の場の確保
を図る。

<薬用作物の産地の育成>
・ﾐｼﾏｻｲｺ栽培拡大への取組み
　　H21：水田地帯での栽培実
　　　　　証及び面積拡大(種子
　　　　　の配布)
　　H22：農薬適用拡大試験及
　　　　　び面積拡大(種子の配
　　　　　布)
・ｻﾝｼｮｳ栽培拡大への取組み
　　H21･22：面積拡大(苗木
　　　　　　　の育成・配布)

<薬用作物の産地の育成>
・ミシマサイコの作付面積の増
加
　　Ｈ19：38ｈａ
　　　　 → H22：47ｈａ
・サンショウの作付面積の増加
　　Ｈ19：12ｈａ
　　　　 → Ｈ22：59ｈａ

薬用作物の作付面積
 ミシマサイコ
（H19　38ha）
　55ha

 サンショウ
（H19　12ha）
　40ha

ﾐｼﾏｻｲｺ50ｈａ
ｻﾝｼｮｳ60ｈａ
（H23見込
み）
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備考今後の方向性総括

　目標の達成には一歩及ばなかったものの、仁淀
川流域全体をイメージした販促資材を活用し、流
域ぐるみで積極的な販促イベントやPR活動を実施
することで、一定のブランドイメージの構築と知
名度の向上を図ることができた。その結果、小売
販売量の増加に繋がった。また、煎茶以外の紅茶
などの商品開発にも取り組み商品のレパートリー
の拡充化を図ることができた。しかし、今後さら
なる知名度や小売販売の安定化には10年以上はか
かると考えられ、息の長い取り組みが必要と考え
られる。

【課題】
・さらなる知名度向上と消費拡大
・新たな取引先・販売先の確保

【方向性】
・生産者による消費者との関係づくり
　おいしいお茶の淹れ方指導等
・家庭、学校・職場等で緑茶を飲む習慣づく
り
・産地と連携できる販売店・販売先の確保
・高品質茶を生産できる生産体制づくり

　越知町の農事組合法人ヒューマンライフ土佐が
中心となって薬用作物の面積拡大に取り組んでき
た。その作付面積は仁淀川流域から嶺北、幡多地
域まで拡大し、全県下的な取り組みになってい
る。特にサンショウの面積拡大が顕著であった。

【課題】
・ミシマサイコの栽培技術（安定発芽）の確
立
・サンショウの収穫労力の確保

【方向性】
・ミシマサイコの発芽安定のための詳細な発
芽条件の調査
・サンショウの組織的な労力確保対策の検討
・ミシマサイコ・サンショウ以外の薬用作物
の安定生産
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１１．力強い高糖度トマト産
地の確立

《日高村、仁淀川町、佐川
町》

地域の特産品の高糖度トマト
に新たなブランドを加えるこ
とにより、付加価値を高め、
産地間競争力を強化し、生産
者の所得の向上につなげる。

<高糖度トマトの産地間競争力の
強化>
【高単価での販売】
・新たな糖度区分による商品開
発
(3種類)と販促デザインの一新
・新たな糖度区分に伴う選果シ
ステムの改修
・トマトホームページの作成
・HPを活用したオリジナルブラ
ンド商品のインターネット販売
の実施
・消費者モニター調査や消費地
でのグループインタビューの実
施
・「シュガートマト」の看板や
のぼり旗の設置による産地のア
ピール
【食の安全安心】
・トマト選果場へのトレーサビ
リティシステム等の導入
<その他>
・産業振興推進総合支援事業費
補助金
　H21：42,375千円
　（内県補助金26,904千円）
　H22：　1,537千円
　（内県補助金950千円）

<高糖度トマトの産地間競争力の
強化>
・高糖度トマトの販売実績(大玉
含む)
　　　H19：4.2億円
　　　　　 → H22：3.7億円
・高糖度トマト(シュガートマト)
の市場単価の上昇
　　H19：726.1円／㎏
　　　　→ H22：785.7円／㎏
・インターネット販売によるオ
リジナルブランド商品の販売実
績
　　　H22：360千円(60ｹｰｽ)
　　　H23：204千円(34ｹｰｽ)

高糖度トマトの販売
額
（H19　4億円）
　5億円

3.7億円
（H22）

１２．地域を支える基幹品目
の振興

《越知町、佐川町、日高
村》

中山間地域のほ場条件や気象
条件を活かした基幹品目の振
興によって、農業所得の向上
を図り、地域の活性化を目指
す。

<栽培技術の向上、安定的な生産
の維持>
【ニラ】
・レンタルハウス整備事業によ
る施設整備、講習会・現地検討
会
・目慣らし会等の開催、新規就
農者及び新規栽培者の確保・育
成
【ピーマン】
・講習会・現地検討会・目慣ら
し会等の開催、新規栽培者の育
成
<山椒の安定的な栽培技術の確
立、加工品の開発と販売>
【食用山椒】
・チーム会(19回)、圃場巡回調
査(3回)、総会(3回)等の開催
・栽培暦検討会、ＧＡＰシート
記入(H21～23)、加工品検討
(H21～22)、土壌調査(H23)
<その他>
・こうち農業確立総合支援事業
費補助金
　　H21：752千円
　　　　（山椒用低温貯蔵庫）

<栽培技術の向上、安定的な生産
の維持>
【ニラ】
・販売額の増加
　　H19：280百万円
　　　　 → H22：311百万円
【ピーマン】
・販売額の増加
　　H19：97百万円
　　　　 → H22：99百万円
【食用山椒】
・販売額の増加
    　H19：4,250万円
    　　　 → H22：6,461万円

ニラの販売額
（H19　2.8億円）
　3.4億円

ピーマンの販売額
（H19　1.0億円）
　1.3億円

食用山椒の販売額
（H19　　4,250
万円）
　6,200万円

ニラの販売額
　311百万円
　（H22）

ピーマンの販
売額
　99百万円
　（H22）

食用山椒の販
売額
　6.461万円
    （H22）
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備考今後の方向性総括

　食の安全・安心への取り組み強化、イメージ戦
略と合わせた高糖度トマトのワンランク上の商品
設定が可能となり、多様化するニーズに対応した
販売戦略を展開する基礎が出来た。
産地の問題点の把握やシュガートマトのファンづ
くりのきっかけが出来た。
　また、上記の取り組みを産地が一体となり進め
る中で、住民(生産部会）の活動が活性化し、部会
の中で販売班、販促・宣伝班、栽培管理班、品質
管理班が作られ、部会の主体的な取り組みがされ
るようになった。
　商品の付加価値を高めたことにより販売単価は
向上したが、土壌病害（萎凋病）等の多発により
安定生産にいたらず減収傾向にあった。土壌病害
対策を徹底することにより反収の増加を図り生産
量を上げることで販売額の向上を見込む。

【課題】
・安定生産のための技術向上及び病害虫対策
の徹底
・生産者主体の産地目標の設定
・他産地商品との差別化した販売戦略の展開

【方向性】
・既存栽培技術の向上及び病害虫防除の徹底
・産地目標の達成に向けた支援
・消費者の囲い込みによる販売額の向上

〈ニラ〉
・目標達成には及ばなかったものの、施節整備に
よる生産体制は整いつつある。新規就農者及び新
規栽培者の確保・育成も行われ、今後の販売額の
増加が期待される。
〈ピーマン〉
・目標達成には及ばなかったものの、新規栽培者
の確保・育成も行われ、今後の栽培面積及び販売
額の増加が期待される。
 <食用山椒>
・目標は達成したが、収穫作業の人手不足、生育
不良樹の発生等新たな課題も出てきている。

〈ニラ〉
【課題】
・さらなる施設の整備。
・生産者数及び栽培面積の拡大
・新規就農者及び新規栽培者の栽培技術の向
上
・収量及び品質の高い品種の導入
【方向性】
・新規就農者及び新規栽培者の確保・育成、
規模拡大、栽培技術の向上等を図り、産地全
体の生産量及び販売額の拡大を目指す。
〈ピーマン〉
【課題】
・生産者数、栽培面積及び収量の拡大
・新規栽培者の栽培技術の向上
・土壌病害への対策
【方向性】
・新規栽培者の育成、栽培技術の向上等を図
り、産地全体の生産量及び販売額の拡大を目
指す。
・土壌病害抵抗性品種の導入により生産量の
増加を目指す。
 <食用山椒>
【課題】
・生産増加に伴う、乾燥機の不足や収穫時期
の人手確保、販路確保。生育不良樹の原因究
明
【方向性】
・中山間地域の特性を活かし、農業所得の向
上を図り地域の活性化を目指す。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１３．集落営農による地域に
あった農業の仕組みづくりの
推進

《佐川町》

集落の農業者が協力して、管
理が困難となった農地や高齢
者等の労力などの地域資源を
活用した農業経営を行い、将
来にわたって地域で生活でき
る一定の所得と雇用の場を確
保するための集落営農の仕組
みづくりを行う。

<こうち型集落営農モデル組織等
の育成>
【営農組合運営指導・助言】
・チーム会40回、役員会44回
（H21～23）
・共同作業・作業受委託、飼料
稲、基盤整備地排水対策等指導
（H22～23）
・視察研修及び集落営農研修会
開催（H22～23）
・アンケート調査の実施と結果
分析（H21）
・農地利用現況図・計画図の作
成（H21）
【品目導入・栽培技術指導】
・水農会（講習会、現地検討会
等：H21～２２）
・葉ニンニク等栽培指導(H21
～23）
・新品目の導入検討及び栽培指
導（H23）
<その他>
・平野沖排水路改修工事（こう
ち農業確立総合支援事業：H22
～23）
・視察研修等（こうち型集落営
農支援事業：H20～22）
・基盤整備：中山間地域集落営
農等支援事業（H22）

【H2<こうち型集落営農モデル組
織等の育成>
【H21】
・葉ニンニクの共同栽培５ａ
・ピーマン栽培2戸13ａ
・ミシマサイコ栽培2戸60ａ
・稲作の現状分析と話し合いに
よるコスト高への認知度向上・
集落農業の対策のまとめ
・農地利用現況図及び計画図の
作成により、課題共有等ができ
た。
【H22】
・水稲収穫の共同作業と料金表
作成
・営農計画（平野沖）を活用し
た耕作放棄地対策の検討
・基盤整備地の土地改良方策の
検討・実施（堆肥散布等）
・葉ニンニク共同栽培等の実施
（7ａ）販売収入は前年比50％
に留まった。
【H23年度】
・ビーマン栽培2戸
・共同ほ場スイートコーン20a
・共同ほ場ミシマサイコ20a、
春先の低温で発芽不良により6月
に栽培を中止

集落営農組織
（H20新規）
　1組織

ＲＡＡＶひら
の営農組合設
立
　（H20）

１４．間伐の推進

《仁淀川地域全域》

「森の工場」を核にして、林
業事業体や担い手の育成など
に取り組み、間伐の推進と素
材の増産を図る。

<「森の工場」の実施と樹立>
<森林計画の樹立と計画的な施業
の実行>
<林業事業体の育成>
<担い手の育成>
【H21】
・事業体への事業説明会(10事
業体)
・間伐推進連絡会開催(1回)
・市町村担当者事業説明会(2回)
・地域座談会(22回)
【H22】
・森林組合ブロック会(1回)
・事業体への事業説明会(10事
業体)
・間伐推進連絡会(2回)
・市町村担当者事業説明会(1回)
・地域座談会(22回)
【H23（7月末現在）】
・事業体への事業説明会(10事
業体)
・市町村担当者事業説明会(1回)
・地域座談会(1回)

【森の工場樹立状況】
　　H20：1工場、   92.44ha
　　H21：4工場、430.54ha
　　H22：2工場、333.64ha
　※　H23年度末(9事業体)
　　　　11工場、2,913..27ha

【間伐実績】
　　H20：1,108ha
　　H21：1,218ha
　　H22：1,388ha
　　H23：1,200ha(計画）

木材の素材生産量
（H18　6.3万
m3）
　7.1万m3

6.0万ｍ３
(H23見込み)
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備考今後の方向性総括

・佐川町で初めての集落営農組織として組織化
   することができた。
・組合の運営や集落の課題解決への対応につい
  て、役員らで相談しながら、実行できるよう
   になってきた。
・共同ほ場において、農業所得の向上につなが
   る品目の検討を行ったが、所得向上までには
   至っていない。
・集落全体の農業基盤整備の検討が始まり、水
   路改修、耕作放棄地再生に向け、事業導入す
   ることができた。

【課題】
・組織運営と体制づくり
・作業受委託・共同作業の実践
・ミシマサイコの面積拡大
・ピーマンの生産性向上
・共同ほ場における新品目の導入検討

【方向性】
・組合運営・栽培技術指導等の継続実施

　「森の工場」の推進により、事業体や担い手の
育成、間伐の推進には成果があった。
　素材生産は、木材価格の低迷等により目標を達
成するこはできなかった。

【課題】
・事業体。担い手の育成
・施業地の集約化
・低コストへの取り組み

【方向性】
・集約化の促進
・高性能林業機械の導入促進
・生産基盤の整備
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１５．㈱ソニアを核とする仁
淀川流域における木材産業の
振興

《仁淀川地域全域》

仁淀川流域における間伐の推
進と素材の増産等に対応する
ため、㈱ソニアを核とする流
域の製材工場等の経営体質の
強化など、加工・流通の安定
化に向けた取組を進め、木材
産業の振興を図る。

<流域産材の加工・流通の安定化
に向けた取組>
【H21】
・管内企業（素材生産・木材加
工）の実態調査(26事業体）
【H22】
・ワーキング開催（4回）

１６．県産材の地域における
需要拡大

《仁淀川地域全域》

県産材の利用推進と需要拡大
のＰＲ等を行うことにより、
木材・木製品の地産地消を推
進する。

<県産材の地域内での需要拡大に
向けた取組>
【H21】
・県産材利用推進本部会(1回)
・伊野地区県産材利用地域推進
会(1回)
・木材利用実態調査(1回)
【H22】
・県産材利用推進本部会(2回)
・伊野地区県産材利用地域推進
会(1回)
・木材利用促進法説明会(1回)
・木材利用実態調査(1回)
【H23（7月末現在）】
・木材利用実態調査(1回)

【公共土木事業での木材利用
量】
・H20：1,557.04ｍ３
・H21：1,743.03m3
・H22： 　911.77m3

１７．シキミ・サカキの販売
拡大

《仁淀川町》

シキミ・サカキの生産量の増
加等に対応した集出荷施設の
整備や、品質向上のための取
組などにより、販売を拡大
し、生産者の所得の向上を図
る。

<シキミ・サカキの生産の拡大と
品質の向上>
【H21】
・栽培指針の作成
・現地研修(1回)
・生産実態調査(1回）
・採算者等協議会(4回)
・目慣らし会(1回)
【H22】
・病害虫サンプル調査(4回)
・目慣らし会(1回)
・病害虫防除講習会(1回)
・採算者等協議会(4回)
【H23（7月末現在）】
・生産者等協議会(2回)
<その他>
・地域林業総合支援事業補助金
　　H20：2,857千円

【出荷量】
　　　シキミ　サカキ　　　計
H20：11.7ｔ　7.7ｔ　19.4ｔ
H21：14.6ｔ　6.9ｔ　21.5ｔ
H22：15.7ｔ　6.6ｔ　22.3ｔ

【販売額（千円）】
　　　シキミ　サカキ　　　計
H20：6,545　8,809
15,354
H21：8,087　7,916
16,003
H22：8,098　7,520
15,618

シキミ・サカキの出
荷量
（H19　22ｔ）
　26ｔ

シキミ　18ｔ
サカキ　  8ｔ
　計　　26ｔ
（H23見込
み）

１８．うるめのブランド化

《土佐市》

「宇佐のうるめ」を原料にし
た新たな加工品の開発や鮮魚
の販路の開拓により、需要の
拡大を図るとともに、地域限
定の名物食として提供できる
体制づくりにより、観光分野
への経済効果の波及を目指
す。

＜宇佐のうるめのブランド化＞
・マーケティング調査やＨＰ、
ＰＲツールの作成
・スーパーマーケットトレード
ショーや各種イベントに参加
・うるめを使ったレシピの開発
・加工場の新設及び加工機械等
の充実

・産業振興推進総合支援事業費
補助金
H21　　2,603千円（市場調
査、ＰＲ等）
H22　15,000千円（加工場新
設、加工機械の充実）

・鮮魚の販路開拓や加工品の開
発企画、商品モニタリング調査
等売込みの為の基本戦略ができ
た
・うるめのブランドや鮮度、料
理法について認知が向上した
・飲食店等への売込みツールが
できた
・加工品の生産能力の向上がで
きた

うるめの水揚量
（H19　119ｔ）
　150ｔ

８８．２ｔ
（H22)
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備考今後の方向性総括

　核となる（株）ソニアの運営が行き詰まり流域
の加工、流通の安定化に向けた取り組みが出来な
かった。

【課題】
・木材価格の低迷
・加工・流通体制の未整備

【方向性】
・加工・流通体制の整備
・経営体質の強化

　公共建築の木造・木質化、公共土木事業におけ
る木材使用を２つの柱とし取り組み、県産材利用
促進、需要拡大のPRができ、木材・木製品の地産
地消の推進が出来た。

【課題】
・公共事業の減少
・県産材利用のＰＲ

【方向性】
・公共建築物等への木材利用の促進
・公共土木事業での積極的な木材利用促進

　現地研修、目慣らし会、病害虫防除研修等に取
り組み品質が向上し、集出荷施設の整備により、
生産量の増大が図られ、生産者の所得向上が図ら
れた。

【課題】
・生産量の増加
・販売価格の向上

【方向性】
・生産者の拡大
・栽培面積の拡大
・流通体制の整備
・優良品種への転換

　『宇佐の一本釣りうるめいわし』の年間を通じ
て生産・販売する体制及びブランド化は一定でき
てきた。
　また、加工場の新設等によって、顧客からの
ニーズに対応でき、取引件数も伸びてきている。

【課題】
・宇佐もん工房及び宇佐もんや経営の安定化

【方向性】
・商談会等へ参加し、販路の拡大を行う
・新商品（個人向け商品）の開発

105



指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１９「土佐和紙」の販売促進

《いの町、土佐市》

地域の伝統産業である「土佐
和紙」は、売上げが低迷し、
生産が減少していることか
ら、手すき和紙の県内外での
消費拡大を図り、原料や担い
手の確保につなげる。

＜土佐和紙の消費拡大に向けた
取組＞
○販売組織　i-nos.netの設立
いの町内の製紙会社６社と和紙
専門店で新しい土佐和紙ブラン
ドを設立
○高知国際版画トリエンナーレ
展》
開催することにより版画用のみ
ならず土佐和紙の普及・促進を
図る。
また、ポスター・DM・チケッ
ト封筒等への和紙の利用促進。
○個性的な新商品の開発》
「なぞって龍馬になろう」など
の個性的な商品の開発による和
紙の新規需要の拡大。
○和紙の利用促進》
卒業証書、名刺等に和紙を使用
することの促進
○産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい８回

○i-nos.net
東京ギフトショーへの出店を図
り、和紙のニーズ・売筋商品の
把握等のバイヤーからの情報収
集ができた。
○高知国際版画トリエンナーレ
展
海外への土佐和紙販売額の増加
H19：730万円→H22：
1,300万円
ﾎﾟｽﾀｰ・DM･ﾁｹｯﾄ等への和紙の利
用促進が図れた。
○個性的な新商品の開発
「なぞって龍馬になろう」等商
品開発により、機械漉き和紙、
手すき書道半紙の普及拡大が図
れた。
H22年：770千円（純増）
○和紙の利用促進
手すき卒業証書（地元和紙を利
用した私立学校が増加(学芸高校
等）　315千円　　板干名刺作
成開始

土佐和紙の販売額
（H19　1.6億円）
　1.6億円

H22　1.２億
円

２０．高岡日曜市の活性化な
どによる地域商業の振興

《土佐市》

土佐市の「高岡日曜市」の臨
時拡大版である「あったか高
岡スーパー日曜市」を開催
し、高岡商店街で楽しめるス
ペースをつくること、サン
シャイン高岡跡地にテナント
ミックスの「にぎわいのま
ち」をつくることによって来
街者の増加を図り、地域の商
業の振興につなげる。

＜高岡商店街の来街者を増加さ
せる仕組みづくり＞
集客拠点施設の建設に向け、商
工会及び農協等で構成される土
佐市商店街活性化推進協議会を
設置。
Ｈ24秋のオープンを目指して運
営等について協議。

・産業振興推進総合支援事業費
補助金
H23　1,000千円（基本計画策
定）
　　　　　　　　　（予定）

土佐市商店街活性化推進協議会
を及び実働部隊である推進部会
において、各団体と今後の運営
等について協議を行っている。

２１．地域産品を活用した冷
菓等の製造

《いの町》

地域産品のゆず、トマト、い
ちご、文旦等を活用したアイ
スクリーム、シャーベット、
ドリンク等の生産性の向上を
図るとともに、地域生産者の
所得向上を目指す。

<生産体制・品質管理の強化>
・浄化槽の大型化・付属品取付
機導入・冷蔵保管庫設置・品質
管理施設設置・梱包印字機導入
（H22）
<販路拡大・販売促進>
国内･東南アジア商談会出展
（H22）
英語版・中国語版のHPとPR用
パンフレットの制作（H23予
定）
東南アジア商談会出展（H23予
定）
<商品開発>
ドリンクの新商品と健康用冷菓
ドリンクの完成（H22）
・産業振興推進総合支援事業費
補助金
H22：11,119千円
H23：  2,000千円（予定）

ドリンク売上高（４月～７月）
の増加　　 4,711千円増
H22
全体　　4,021千円
内訳　　4,021千円（ユズ）
H23
全体　　8,732千円
内訳　　5,760千円（ユズ）
　　　　2,972千円（トマト）

冷菓等の販売額
　3.825億円

3.757億円
（H22）
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備考今後の方向性総括

　景気低迷やデフレ等の要因で、目標の達成には
及ばなかったが、紙産業全体が大幅に落込むな
か、土佐和紙知名度の向上、下降一途のたどって
いた販売額の減少の鈍化や原料栽培、加工技術の
継承に一定の効果がでている。特に土佐和紙が認
知されるようになり、利用しようという機運の向
上が見られた。（卒業証書利用学校の増加、清酒
のﾗﾍﾞﾙ、ふるさと博名刺等）

　廃業になっていた書道用紙の復活や、新規書道
半紙の誕生により、今後の受注対応や販売額増加
に期待ができる。

《課題》
　土佐和紙販売額の向上を図る上でキーマン
となる立場の組織や人材が不在。

　商品(土佐和紙)としても原紙のみの販売は
限界があるので、i-nos.net等を活用し、商品
化、包装等で付加価値をつけた販売戦略を構
築する必要がある。

　また、手すき職人も高齢化して後継者の育
成が課題。現在、人気のある商品も生産量が
少なく、注文があっても断る事例も多くなっ
ている。（鳥の子名刺、清張紙、納経帳、が
んぴ紙等）
　所得の向上も含めて職業として魅力あるも
のにすることが必要。

　集客が低迷している高岡日曜市のみならず、高
岡商店街、土佐市全体を活性化させるため、市内
の各団体が集まり集客施設について協議を行って
いる。
　Ｈ24の集客施設の建設によって、買物難民対策
や商店街の集客力の回復が見込まれる。

【課題】
・安定的な運営のため、他店舗（スーパー
等）との差別化

【方向性】
・市内各地にある直販所の統一を行い、集客
力を高める
・まちあるきの拠点や観光案内を行うことに
よって、土佐市の情報発信の場とする

　生産体制を強化するため、施設設備を整備した
ことにより、同時期に開発したドリンクが好評で
受注量が増加したが、増産が円滑にできた。
　また、H22に香港でのアイスクリーム販売許可
が取得することができたので、今後販路の拡大が
見込まれる。

【課題】
・海外市場の販路拡大
・顧客ニーズへの対応

【方向性】
・インターネットＨＰ及び海外向けパンフ
レットの制作
・顧客ニーズを把握した商品開発
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２２．㈱フードプランの地域
商社化への取組

《仁淀川町》

仁淀川町において、地域の商
社として「㈱フードプラン」
を位置付け、一次産品を活用
した商品づくりを進め、雇用
の確保や農家所得の向上につ
なげる。

<カット野菜事業の主力商品づく
り>
・四国内の量販店全てに取引が
拡大
・県内の食材配達サービス業
者、鮮魚卸業者等との取引開始
<新商品の開発>
・豆腐の新商品を販売開始
・緑茶を使ったスイーツの商品
化
・豆腐スイーツの商品化への取
組み
・野菜の端材を使ったスープの
商品開発への取組み
<その他>
・産業振興推進総合支援事業補
助金
　　Ｈ21：34,000千円
・産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい 1
回
・農商工連携事業化支援事業(産
業振興センター
・仁淀川町単独補助事業)

<カット野菜事業の主力商品づく
り>
<新商品の開発>
・売上高の増加
　　H20.9：2.3億円
　　　　　 → H22.9：3.2億円

㈱フードプランの販
売額
（H19.10～20.9
2.3億円）
　2.6億円
（H22.10～23.9）

3.2億円
（Ｈ22）
3.6億円
（Ｈ23.9見込
み）

２３．売れる商品づくりによ
る地産外商の推進

《佐川町》

佐川町において、地元民間企
業の商品の販売の促進や、一
次産品を使った特長のある商
品づくりにより、地産外商を
推進し、外貨の獲得を目指
す。

<地元産品による売れる商品づく
り>
・地乳プロジェクト会設置
(H21)
・地乳プロジェクト会 10回、
商標等についての研修会 １回
・加工品３品完成
・イベント等での販促活動 5回
・量販店での販促活動 8回
(H23予定)
<その他>
・H21産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へ
い３回
・産業振興推進総合支援事業費
補助金
　　H22：1,000千円(ｽﾃｯﾌﾟｱｯ
ﾌﾟ)
　　H23：1,511千円（予定）
・高知県加工食品パッケージ・
デザイ　ン支援事業費補助金
　　H21：400千円(吉本乳業)

<地元産品による売れる商品づく
り>
・生乳出荷量の増加
　　H21：２４０ｔ
　　　　 → ２６０ｔ（Ｈ２２）
・加工品の売上実績(H22)
　　地乳パン　：105千円)
　　地乳プリン：376千円
　　地乳アイス：600千円
　　地乳特濃ミルク：18,758千
円

生乳出荷量拡大
　480ｔ

生産乳価向上
　単価50%増

加工業者収入増

生乳出荷量
260ｔ(H22)

２４．企業進出による雇用の
増と地元企業の活性化

《日高村》

日高村において、既存企業の
訪問（アフターケア）の充実
や遊休施設等の活用などによ
る企業誘致の取組を進めると
ともに、地域資源を活用した
企業の取組等を支援すること
により、地域の産業の振興に
つなげる。

<既存企業の活性化と新規進出企
業の誘致による地域産業の振興>
・日高村プロジェクト会議の開
催及び村内企業の訪問活動の実
施

<既存企業の活性化と新規進出企
業の誘致による地域産業の振興>
・企業間連携のための企業連絡
会の立ち上げ
・澁谷食品㈱の自社ブランド芋
菓子製造の専用工場整備の支援
・㈲エスエスのペット用木質系
排泄物処理剤製造施設の誘致

村内外2社の事
業を支援
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備考今後の方向性総括

　目標の達成を1年前倒しで実現。雇用増にも貢
献。主力商品が「カット野菜」であるため、野菜
の高騰により利益確保が困難な局面もあったが、
順調に販売額を伸ばした。

【課題】
・現施設での生産能力が限界に達しており、
今以上に、地域経済へ貢献（雇用増、農家所
得増等）するには、新工場の建設を検討する
必要がある。

【方向性】
・町とも連携しながら、地産地消に向けた新
たな仕組みづくりに取り組む。

　H21年度から商工会有志の集まりで、農商工連
携組織である「企画本舗さかわ屋」で地元産の牛
乳を使った商品づくりの取り組みを進める中で、
酪農家輪含めた地乳プロジェクト会を設置し、
「さかわの地乳」を使った加工品シリーズの商品
化・ブランド化を図り、そのＰＲ・販売促進の取
り組みを行った。
　目標値は達成できていないが、地元の自主的な
活動が活発化し、生乳出荷も増加傾向にあり、生
産者の所得も上がってきている。また、地乳加工
品も増え、加工業者の売り上げも上がり、加工業
者の所得向上や地域への経済波及効果も見込まれ
る。また、県内量販店と販売取り組みも進んでい
る。今後の展開によっては、生産者・加工業者の
所得が更に向上し、地域への経済波及効果が高
まっていくことが期待できる。

＜課題＞
・「さかわの地乳」シリーズ商品の管理、
「地乳｝商標管理を含めた組織の確立と体制
の強化
・酪農家への直接収入化となる取組み
・「さかわの地乳」の牛乳、加工品等の販売
ルートの確立

＜方向性＞
・新たなさかわの地乳加工品開発・販売
　　新しい施設の整備
　　既加工業者の施設拡充
・農商工連携組織の企業化
・さかわの地乳の飲食サービスへの展開

　村内企業の澁谷食品㈱の生産拡大への取組み、
村外企業の㈲エスエスの木質系ネコ砂製造施設の
誘致に成功し、地域資源の活用や村内での新たな
雇用を生むことなどができた。

【課題】
・企業が立地するための適地の把握

【方向性】
・既存企業の活性化及び新規進出企業のさら
なる誘致
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２５．地元企業の活性化（芋
菓子加工販売拡大事業）

《日高村》

高知県産のさつま芋を活用し
た新製品の開発などによる生
産販売の拡大を推進する。

<自社ブランド製品（芋菓子）製
造の専用工場の整備と販路拡大>
・芋菓子製造工場の整備
・県外（松山市）への新店舗設
置
<その他>
・産業振興推進総合支援事業費
補助金
　  　H21：50,000千円

<自社ブランド製品（芋菓子）製
造の専用工場の整備と販路拡大>
・食品加工新規部門販売額の増
加
　　H21.7：2.0億円
　　　　　 → H23.6：2.35億
円
・生産者の原料芋の出荷増加
　　H22：100ｔ
　　　　 → H23：160ｔ

食品加工新規部門の
販売額
（H21.7　2.0億
円）
　3.5億円
（H23.7）

　2.35億円
（H23.6）
※11ｹ月実績

２６．企業進出による雇用の
増（ペット用木質系排泄物処
理剤製造施設整備事業）

《日高村》

木質系のネコ砂製造事業に取
り組む県内企業の施設整備事
業を日高村に誘致し、村内で
の新たな雇用を創出する。ま
た、原材料の木材チップや茶
葉については仁淀川流域でほ
ぼ全量を調達することから、
雇用と併せた地元生産者への
経済効果の波及を目指す。

<ペット用木質系排泄物処理剤の
製造施設の誘致>
・村有の遊休施設にネコ砂製造
施設を整備
<その他>
・産業振興推進総合支援事業費
補助金
　　　H22：50,000千円

<ペット用木質系排泄物処理剤の
製造施設の誘致>
・村内での新規雇用 4名
・販売額
　　1,000千円(H23.5～6)

ペット用木質系排泄
物処理剤の販売額
（H22新規）
　3,400万円

２７．体験型観光・食観光の
推進

《土佐市》

土佐市において、地域資源を
活用し、体験型観光と食観光
を組み合わることによって滞
在時間の延長を図り、宿泊を
伴う滞在型観光につなげる。

＜体験型観光及び食観光の推進
＞
○まちあるき
・宇佐、高岡地域のまちあるき
ガイド団体を結成。
・ガイド養成講座など各種研修
会に参加

○土曜市
・アドバイザーを迎え、宇佐土
曜市を核とした体験型観光の推
進検討会を実施

・ふるさと雇用再生特別基金事
業「うるめと観光のまちづく
り」

○まちあるき
・宇佐地区はモニターツアーを
実施し好評を得ているが、ガイ
ドが体調不良の為現在受入を休
止中である。なお、高岡地域の
団体による宇佐地域でのスルー
ガイド化を検討中。
・高岡地区は、マップを作成
し、秋口の受入開始に向けて準
備を進めている。

○土曜市
・土曜市のチラシを、高知市の
旅館・ホテルを中心に配布。
「宇佐で土曜市」といったイベ
ントの定着及び周知を行った。

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数
（H19　52,156
人）
　60,000人

52,902人
（H22）
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備考今後の方向性総括

　目標の達成には及ばなかったものの販売額は伸
びている。また県外（松山市）へ新店舗がオープ
ンしたことから、H24以降の事業展開に期待がで
きる。

【課題】
・需要増に伴うさつまいもの供給不足
・栽培管理による原材料の安定供給
・観光事業と連携しての工場見学施設の検討

【方向性】
・原材料のさらなる安定した供給体制の構築
・顧客のニーズの把握と対応

　製造施設の操業により村内での4名の雇用が創
出された。本格的な生産開始が7月からとなった
ことから、事業効果や原材料の木材チップや茶葉
等の仁淀川流域での調達による地元生産者への波
及効果については、H24.8期の事業実績での評価
となる。

【課題】
・製造ラインの改善等への対応による、生産
の遅れや追加投資への対応
・販売ルートに合わせた新商品の提案に対応
できる体制の構築
【方向性】
・製品販売の提携先や金融機関との連携

　観光のメニューがほとんどなかった土佐市にお
いて、２地域からまちあるきコースが誕生するな
ど、体験型観光の推進に向けて一定成果が見え始
めている。
また、宇佐の土曜市も旅行商品に組み込まれ、高
評価を得ている。

【課題】
〈まちあるき〉
・ガイド人の不足

〈土曜市〉
・出店者及び出展品目の不足

【方向性】
〈まちあるき〉
・先進地への研修等を行い、ガイドのレベル
アップを行う。また、２地域のスルーガイド
を養成及び新たなガイドの募集を行う

〈土曜市〉
・宇佐もんやの出店品目の増加及び、新たな
出店者の募集
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２８．体験型観光メニューづ
くり

《いの町》

いの町において、地理的条件
を活かした体験メニューづく
りや自然を満喫できるメ
ニューづくりなどに取り組
み、体験型観光を推進する。

＜体験型観光推進のためのメ
ニューづくり＞
○仁淀川地域観光協議会の設立
H22年10月に設立。モニター
ツアー及び流域観光の企画・立
案・実施。
○体験型観光メニューの創設及
び観光インストラクターの養成
・まちなみガイド養成講座及び
モニターツアーの実施。
・ラフティングインストラク
ター養成講座(産振ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ活
用)の実施及び土佐和紙工芸村へ
ハード整備（ボート・更衣室・
受付・棚整備）を実施。
・山岳ガイド養成講座
・B級グルメ仁淀川カレーの検
討及びモニターイベント実施
（サニーアクシス）
○産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい２７
回

○仁淀川地域観光協議会の設立
18ツアーを企画。仁淀川の知名
度向上と観光資源の発掘・情報
発信を図っている（18ツアーの
うち７月末現在１０ツアー催行
163名が参加）
・仁淀川地域特別情報員(NASA
まちおこし隊)の設立により、ブ
ログ等で仁淀川情報を広く発
信。
○ラフティング
H23年７月から運営開始。7月
末現在で３０組約１００名以上
が利用叉は予約済みと順調
○仁淀川カレー
H23年度、流域６商工会で予算
を計上し、のぼり、チラシ等の
作成を図り、加盟店の増加を目
指している。

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数
（H19　52,156
人）
　60,000人

52,902人
（H22）

※伊野町内の
公共関連宿泊
施設の宿泊者
数（参考）
H19 35,024
人
　　　↓
H22 36,235
人
(1,211人増)

２９．「仁淀川」での遊覧船
（屋形船）の運航

《いの町》

全国的な知名度が低い「仁淀
川」を総合的に売り出すた
め、近畿・関東地方の旅行業
関係者の関心が高い、遊覧船
（屋形船）の運航に向けた取
組を進める。

＜遊覧船（屋形船）の運航の実
現に向けた取組＞
・遊覧船の上流・下流可能性調
査実施。
・いの町・いの町観光協会・日
高村・参入予定企業で実施に向
けた具体的協議を実施。

・遊覧船の事業主体として当初
予定していた土佐和紙工芸村は
撤退。
日高村での建設業者（田中建
設）が参入を希望。村との具体
的な運営方法等の協議及び仁淀
川漁協との協議を実施中。

H2４年度中の開始を目指す

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数
（H19　52,156
人）
　60,000人

52,902人
（H22）

３０．「グリーンパークほど
の」の多面的な活用

《いの町》

「グリーンパークほどの」を
環境学習施設として整備し、
小･中学校の環境教育の体験
学習の場や、企業等の研修の
場としての利用を促進するこ
とにより、体験型観光の推進
を目指す。

＜「グリーンパークほどの」の
環境学習の場としての活用＞
○グリーンパークほどの環境学
習の村構想を作成
・ワークショップを開き環境学
習の村構想を具体化。
・円卓会議の開催。
○いの町環境シンポジウムの開
催
・環境先進企業(太陽石油、NTT
ドコモ等)を招き、体験型プログ
ラムの披露、「企業CSR活動と
環境学習」をテーマにしたパネ
ルディスカッション等を実施。
○新たな体験型プログラムの構
築及びインストラクターの養成
・バームクーヘン・ぼうしパン
づくりのｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ養成講座の実
施
○産業振興推進総合支援事業費
補助金
　H21:1,4９２千円
○産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい７回

《いの町環境シンポジウムの開
催》
・参加企業やアドバイザーから
今後に向けての環境学習や企業
CSR活動についての貴重なアド
バイスをいただいた。

《新たな体験ブログラムの構
築》
・H22からバウムクーヘンづく
り・ぼうしパンづくりのメ
ニューを始め、利用客数が増
加。(対前年５５０名増）、サ
ポーター５名を養成。

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数
（H19　52,156
人）
　60,000人

52,902人
（H22）

※「グリーン
パークほど
の」の宿泊者
数（参考）
H20 1,455人
　　　↓
H22 1,607人

(１５２人増)
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備考今後の方向性総括

　仁淀川地域観光協議会の設立や新たな体験型メ
ニューの構築等により、いの町内の公共関連宿泊
施設の利用者も増加しており、流域全体での目標
達成は微妙であるが、雇用の増加（土佐和紙工芸
村他）や所得の向上、地域の活性化につながって
いる。

H23年度はNHK高知放送局８０周年記念とし
て、8月以降仁淀川を全国放送されるということ
で、さらなる観光客の増加も期待される。

《課題》
　今年、NHKで全国放送されることを契機
に、今後、仁淀川が注目されることは期待さ
れるが、現状では、ハード・ソフト両面で、
流域で受け入れる体制が構築されておらず、
流域上げて取組む組織体制の整備が課題。

　また、従来から流域で弱い食の観光も含
め、さらなる魅力ある体験型観光メニューの
構築を目指す必要がある。

　当初、見込んでいた企業での実施は図れなかっ
たが、新たな参入企業が現れ、実現に向け準備を
進めており、漁協や河川管理者との具体的協議を
進めている段階である。
このため、成果目標の達成までには至ってない
が、実施が実現すれば、雇用の増加や雇用の増加
や地域の活性化につながるものである。

　現在、アクションプランとしては、いの町
を主体に実施しているが、現計画では、日高
側で事業を実施の予定あり、今後、実施に向
けては、日高側を主体に実行支援チームの組
換えが必要になる。
　また、運営にあたっては末永く継続して実
施するために、PRや運営方法を実行支援チー
ム等で十分に議論を行う必要がある。

　環境学習の村構想に基づく、ワークショップ及
びシンポジウム等により、企業CSRや環境学習の
場として徐々に取組を進めている。
また、新たに導入した体験型プログラムも年々利
用者が増加傾向にあり、夏休みなどは予約でいっ
ぱいになるなど、順調に推移している。

　宿泊施設の対応人数が限られており、企業
研修や学校の環境研修においても、利用でき
る団体が限られてくるため、当面は県内の企
業・学校叉は近隣の愛媛・香川等の企業の事
業所単位・学校のクラス単位の利用等の促
進・PRを考えていきたい。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３１．「山荘しらさ」と「町
道瓶ヶ森線」を活用した交流
人
口の拡大

《いの町》

「山荘しらさ」と「町道瓶ヶ
森線」の地理的な条件を活か
し、アスリート等を対象にし
た高地トレーニングや、高地
を活用した健康増進メニュー
の開発を行い、他の観光資源
とも組み合わせることによ
り、体験型観光を推進する。

＜「山荘しらさ」と「町道瓶ケ
森線」の多面的な活用
○高地トレーニング及び健康増
進メニュー
町内中学校陸上部モニター
（H21）
健康ウォーキングモニター
（H22）
県外高校･大学陸上部モニター
（H23予定）
○体験メニューづくり
冬の体験モニターツアー
（H22）
春の体験モニターツアー
（H23）

山荘しらさ宿泊者数
H21　1,147人
H22　　827人

<観光ツアー>
瓶ヶ森ハイキング（主催:観光会
社）
（H23、7月・8月予定）
山岳ウォーキング（主催:観光協
会）
（H23、１０月予定）

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数
（H19　52,156
人）
　60,000人

52,902人
（H22）

３２．仁淀川流域を中心とし
たジオパークへの取組による
交流人口の拡大

《佐川町、越知町、仁淀川
町、日高村、津野町、檮原
町》

横倉山から佐川町にかけての
貴重な地域資源（地質）を活
かし、仁淀川流域を中心に、
天狗高原（四国カルスト）も
組み合わせて、「世界ジオ
パーク」の認証に向けた取組
を進め、交流人口の拡大につ
なげる。

<「世界ジオパーク」の認証に向
けた広域的な取組>
・仁淀川・四国カルストジオ
パーク推進協議会担当者会14回
(H21・22)
・仁淀川・四国カルストジオ
パーク推進協議会担当課長会4
回(H21・22)
・仁淀川・四国カルストジオ
パーク推進協議会地元説明会5
地区(H21)
仁淀川・四国カルストジオパー
ク推進協議会総会4回(H21・
22)
<その他>
・産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい 1
回

<「世界ジオパーク」の認証に向
けた広域的な取組>
・ジオパーク認定への作業につ
いては、ジオサイトの選定につ
いて一定進んだ段階で、円滑な
推進を図るために全体計画を見
直すこととなったものの、世界
ジオパーク認証のために必要と
想定される工程や費用負担など
を踏まえた全体計画を基にして
検討を行い、仁淀川・四国カル
ストジオパーク推進の方向性に
ついて、６町村間での合意形成
ができつつある。

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数
（H19　52,156
人）
　60,000人

52,902人
（H22）

３３．観光情報のコーディネ
イトと情報発信拠点の設置

《仁淀川町》

仁淀川町において、情報発信
基地の整備や観光情報ネット
ワークの構築などによって、
観光情報の充実を図り、滞在
型観光の振興につなげる。

<情報発信基地の整備>
<観光情報ネットワークの構築>
<おもてなし活動の実施>
・ｶﾞｲﾄﾞ養成研修8回
・観光団体ＨＰ整備6か所
・宿泊施設ゆの森ﾘﾆｭｰｱﾙ
・観光PR素材、看板製作
・ﾓﾆﾀｰﾂｱｰ実施4回
・ゆの森及び宝来荘施設整備
・観光資源調査20回(H23予定)
・ツアー実施10回(H23予定)
<その他>
・産業振興ｱｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい14
会
・町単独事業(HP・施設整備)
・ICT事業、インターンシップ
事業等の活用

<情報発信基地の整備>
<観光情報ネットワークの構築>
<おもてなし活動の実施>

・観光を考える会発足(H22)
・旅行会社のツアー5回(H23.8)
※ＨＰの整備によりネットワー
クや情報発信力の強化が図ら
れ。また、各団体等の観光受け
入れ強化、ガイド力の向上と相
互連携が行われ、観光事業を行
うリーダー的存在の団体も活動
を始めてきており、ハード、ソ
フトの両面が充実してきた。

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数
（H19　52,156
人）
　60,000人

52,902人
（H22）
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備考今後の方向性総括

高地トレーニングのモニター等は実施されたが、
商品化までには達していない。
また、体験メニュー作りもモニターツアーを実施
しているが、完成には繋がっていない。
しかし、どちらもモニターには好評であり、商品
化が期待される。

【課題】
・商品化
・商品の売り込み

【方向性】
・モニターを検証し早期に商品化に取り組む
・高地トレーニングは県外の学校や社会人陸
上部等へのPRに取り組む

・世界ジオパーク認証には、住民意識の盛り上が
りやジオサイトの整備、実施主体の組織化など、
整備事項が多岐にわたり、費用負担も相当規模に
なると見込まれることから、取組を円滑に推進す
るためにはこれらを盛り込んだ事業計画の策定が
必要である。
・しかしながら、初年度は推進協議会を中心にＨ
Ｐの開設やジオサイトの選定など、比較的費用負
担が少なくて済む日本認定をとりあえず目指すと
いう方針で進めたところ、作業を進める中で、町
村間の足並みにずれが生じたことに端を発し、認
識に町村間で大きく相違があることが顕在化した
ことから、認定に向けてどのような作業が必要と
なるのかまず確認すべきとの気運が高まった。そ
の後、専門家を招へいした検討会の実施などを経
て計画案の検討を行い、各町村間では、世界認定
も含めたジオパークの全体像を見通したうえで再
度検討すべきとの意見にまとまった。
・そのため、２３年度からは、事業主体である佐
川町の担当セクションを変更し、取組の進んでい
る室戸ジオパークの活動内容や事業費を参考に、
作業スケジュールや対応する費用負担を明らかに
した事業計画を策定し、６町村全体で方向性を検
討した。
・推進協議会を立ち上げてから、担当者会や担当
課長会、首長による総会等において何度も議論
し、結果として取組はリセットすることとなった
が、協議を行う中で、ジオパークへの認識が深ま
り、世界認定への作業工程、費用負担などに関し
て６町村間で正しく共有できたことで、異例とも
いえる６つもの自治体が共同して進めようとして
いる広域ジオパーク認定申請に向けて、よりよい
方向性を示すための態勢が整った。

【課題】
・関係町村間での意識の統一

【方向性】
・今後は、観光施策との役割分担の整理や費
用対効果を考慮しながら、ジオパーク認定に
必要な作業スケジュールや費用負担額など詳
細な全体計画を基にして、各町村間の合意形
成を図りながら進めていく。

※世界認定に向けて整備すべき項目
１　各６町村での説明会の実施や様々なイベ
ントでの啓発活動など、最も重要であり、最
も時間を要する地域住民の認知度の向上
２　どのように地質資源の保全を行うか、地
質等を如何に教育に役立てるか、地質遺産を
楽しむジオツーリズムによって如何に地域経
済活性化を図るかなどジオパークの３つの柱
の整備
３　ジオパーク推進拠点や多言語案内看板、
説明版等の設置等のハード整備
４　しっかりとした運営と運営計画の策定が
実施できる運営母体の整備（組織は公的機
関、地域社会、私的団体、および研究教育機
関などからの構成）

　情報発信力の強化や新しい観光団体、既存団体
のブラッシュアップ、食観光への取り組みを強化
してきた結果、着実に基礎力が増してきた。
　また、ＩＣＴ事業やインターンシップ事業、そ
の他アドバイザーの活用などによって地域との交
流による外的な好影響があいまって、地域住民が
仁淀川町の観光資源とその活用に本格的に取り組
むようになってきており、その活動が内面から充
実してきた。その結果、「仁淀川町の観光を考え
る会」が発足し、観光資源の磨きあげ、ガイド力
ＵＰ、着地型観光づくりやその販売手法の確立に
向けて組織的に活動が行えるようになってきた。

【課題】
・戦略的なグランドデザイン、ターゲットを
絞った着地型観光、お金の落ちる仕組み、リ
ピーターにつなげる観光振興への取組み
・ガイド養成活動の強化

【方向性】
・差別化した観光のビジネスモデル(グリーン
ツーリズム等)の構築
・着地型観光の充実と商業者意欲の向上
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３４．歴史的風致維持向上計
画の推進

《佐川町》

「文教のまち」佐川町におい
て、シンボル的建造物である
民具館や歴史的建造物、観光
施設を整備することにより、
一体的な歴史的風致を形成
し、観光資源としての充実を
図る。

<一体的な歴史的風致の形成>
【景観・歴史的環境形成総合支
援事業（国、H21･22）】
・佐川町文庫庫舎（旧青山文
庫）移築
・浜口邸買取
・上町小公園整備
・牧野公園遊歩道等整備
・パンフレット、ホームページ
作成等
【佐川町歴史的風致地区への集
約プラン策定（町、H21）】
【街なみ環境整備事業（H23予
定）】

<一体的な歴史的風致の形成>
・ハード整備・ソフト事業実施
による来客数の増加
（Ｈ２１）
　　青山文庫入館者　1,982人
　　観光ガイド者　　　974人
　　イベント来客者　1,145人
（Ｈ２２）
　　青山文庫入館者　2,663人
　　観光ガイド者　　1,021人
　　イベント来客者　1,750人

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数
（H19　52,156
人）
　60,000人

52,902人
（H22）

３５．佐川町における知的体
験型観光の推進

《佐川町》

佐川町の歴史街では、「学ぶ
楽しみ・触れる楽しみ・交わ
る楽しみ・五感の楽しみ　大
人の知的好奇心を刺激する
「佐川学」による観光」を目
指し、量より質の観光地域づ
くりやメニューづくりに取り
組み、佐川町における知的体
験型観光を推進し、交流人口
の拡大につなげる。

<知的体験型観光の集客拡大のた
めの条件整備>
・佐川町歴史的風致重点地区観
光総合計画策定（町、H23予
定）
・名教館移設用地の買収（町、
H23予定）

<知的体験型観光の集客拡大のた
めの条件整備>
・佐川町歴史風致重点地区観光
総合計画（仮称）の策定（H23
見込み）
　名教館修復移築活用計画
　牧野公園花見棟改修活用計画

体験型施設での入込
客数
　5,000人

３６．佐川町収蔵資料を活用
した地域の活性化

《佐川町》

佐川町には偉人の多くの収蔵
資料があり、特に植物学者と
して世界的に著名な牧野富太
郎博士にちなんだ収蔵資料が
多くある。この植物標本や植
物画等の展示施設を整備し、
集客の核として充実を図る。
また、佐川町では、平成２４
年には牧野博士の生誕１５０
年にあたり、ポスト「龍馬
伝」として「牧野博士」を旗
頭とした地域活性化を推進す
る。

<牧野博士の収蔵資料の多面的な
活用>
・佐川町歴史的風致重点地区観
光総合計画策定（町、H23予
定）

<牧野博士の収蔵資料の多面的な
活用>
・佐川町歴史風致重点地区観光
総合計画（仮称）の策定（Ｈ２
３見込み）
　牧野資料館（地場産ｾﾝﾀｰ）改
　修活用計画

体験型施設での入込
客数
　5,000人
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備考今後の方向性総括

　H21･22年度は、歴史的風致地区において国庫
補助事業を活用し、佐川文庫庫舎（旧青山文庫）
の上町への移築、景観を損なっている建物を取壊
しての小公園整備など、観光資源としての充実を
図っている。ソフト事業では、ホームページやパ
ンフレットの作成など対外的な広報活動、情報発
信を行っている。また、イベントの開催など、地
域での断続的な活動も行っており、こうした結
果、徐徐にではあるが観光客の増加がみられてい
る。
　H22年度で、国庫補助事業の景観・歴史的環境
形成総合支援事業が見直しとなるが、こうした取
組は街なみ環境整備事業へ移行して事業を継続し
て行くため、H23年度には、街なみ環境整備事業
計画書作成し、引き続き観光資源としての整備と
活用を検討していく。地域ではＮＰＯ法人佐川く
ろがねの会を中心に観光資源を生かした観光ガイ
ドの充実や商工会と共催でイベントを図かり、地
域の活動が活発化しつつある。

【課題】
・歴史的風致維持向上計画と整合性のとれ
た、街なみ環境整備事業計画を作成し、各施
設の事業効果を明確にして、連携した観光資
源としての活用を検討して事業を進める必要
がある。
・佐川町で地域全体としての情報発信や地域
で作りこんだ観光の提案を積極的に実施する
観光組織の設立が必要である。

【方向性】
・街なみ環境整備事業の計画書作成
・観光の取りまとめ組織の構築

　H23年度作成の佐川町歴史風致重点地区観光総
合計画（仮称）の中で、「佐川学」をテーマに量
より質の知的体験の観光地域づくりを検討する。
今後の事業展開の中で、知的体験ができる施設の
移築や改修を進めることによって、新たな観光メ
ニューができ、地域への経済効果波及と地域活性
化等の効果が期待出来る。

【課題】
・歴史的風致維持向上計画と整合性のとれ
た、観光総合計画を作成し、各施設の事業効
果を明確にして、連携した観光資源としての
活用を検討して事業を進める必要がある。

【方向性】
・各施設の役割・必要性・効果を明確化した
活用計画の作成

　H23年度作成の佐川町歴史風致重点地区観光総
合計画（仮称）の中で、佐川町にある偉人の収蔵
資料を活用、特に「牧野博士」を展示する施設を
改修することにより、新たな観光メニューがで
き、地域への経済効果波及と地域活性化等の効果
が期待出来る。

【課題】
・歴史的風致維持向上計画と整合性のとれ
た、観光総合計画を作成し、各施設の事業効
果を明確にして、連携した観光資源としての
活用を検討して事業を進める必要がある。

【方向性】
・各施設の役割・必要性・効果を明確化した
活用計画の作成
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３７．越知町の総合的な観光
推進と地場産品の販売促進

《越知町》

情報発信機能と物販機能を
持った、「越知町観光物産館
おち駅」を整備し、そこを拠
点に越知町における観光振興
と物産販売体制の強化を図
る。
また、地域の様々な素材を組
み合わせた交流・体験型観光
のメニューづくりや地場産品
等を活用した加工体制づくり
と新商品開発に取り組み、観
光及び物販による外貨の獲得
につなげる。

<JRバス越知駅跡地の多面的な
活用>
・観光物産館おち駅の整備
<越知町の総合的な観光推進の仕
組みづくりと地場産品等を活用
した加工体制づくり>
・統一イメージデザイン、リー
フレット、プロモーション映像
の作成
・ご当地ソフト、土佐あか牛
バーガーの販売開始
・ラフティング・インストラク
ター養成講座10回実施、ラフ
ティングインストラクター11名
養成（いの町と合同で実施）
・カヌー、ラフティングの体験
型観光メニューの開始(7月～)
<その他>
・産業振興推進総合支援事業費
補助金
　　H21：22,991千円
　　H22：  5,701千円
・産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい15
回

<JRバス越知駅跡地の多面的な活
用>
<越知町の総合的な観光推進の仕
組みづくりと地場産品等を活用
した加工体制づくり>
・直販所売上高の増加
　　H21：3,027万円
　　　　→H22：5,647万円
・直販所への農林水産物等の納
入者（越知産市会員者数）
　   H21：124人
　　　　 → H22：141人
・越知町への入込客数
　   H20：14万人
　　　　 → H22：16.6万人
・カヌー及びラフティング利用
者
　　　　　H23見込み：900人
・簡易ログハウス利用者
　　　　　H23見込み：500人

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数〔再掲〕
（H19　52,156
人）
　60,000人

整備後の施設での販
売額
　6,000万円

52,902人
（H2２）

5,647万円
（H22）

３８．国宝と体験型観光によ
る交流人口の増と地域の活性
化

《日高村》

日高村において、小村神社の
国宝（大刀）の有効活用や、
恵まれた自然環境を活かした
体験型観光により、地域での
交流人口を拡大し、地域の活
性化につなげる。

<交流人口の拡大のための条件整
備>
・岡花調整池周辺観光案内看板
等の整備。観光ガイド養成講座
の開催（10回）観光ガイド10
名育成
<その他>
・産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい13
回
・村単独事業による既存直販所
の改修計画作成(H23)

<交流人口の拡大のための条件整
備>
・モニターツアー開催
　利用者
　　H22：５３名
　　H23：３６名（７月末現
在）
・村内イベント等でのガイド実
践
　　利用者　約１５０名

公共関連宿泊施設で
の宿泊者数〔再掲〕
（H19　52,156
人）
　60,000人

52,902人
（H22）
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備考今後の方向性総括

　目標の達成には一歩及ばなかったものの「観光
物産館おち駅」での農産物の販売高が伸びたこと
により、やりがいを感じ始めた農家からの出荷量
が増えてきている。また、H23年から取組みを始
めた体験型観光による交流人口の拡大が期待がで
きる。

【課題】
・越知産市会員の高齢化による出荷量の減少
・冬場の体験型観光のメニューが無い。
・団体客に対応できるだけのラフティング・
インストラクターがいない。

【方向性】
・新たな出荷者の掘り起こし
・顧客のニーズの把握と対応
・作成した経営改善計画の着実な実行
・継続的なラフティング・インストラクター
の養成

　観光ボランティアガイド組織の立上げ、ガイド
の育成、直販所の改修計画作成、国宝（大刀）の
レプリカ作製・展示の検討等、観光受入れ体制は
整いつつあることから、H24以降の展開に期待が
できる。

【課題】
・観光協会等が無いため、情報発信・問い合
わせ対応の窓口がない。
・既存直販所の改修
・観光交流における大幅な集客方法がない

【方向性】
・作成した直販所改修計画の着実な実行
・広域的な連携を視野に入れた観光交流人口
の拡大
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地域アクションプラン総括シート

（高幡地域）
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【地域アクションプラン 総括シート】

≪高幡地域≫

指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

１．園芸品目等の地域基幹
品目の振興

《須崎市、中土佐町、津野
町（旧葉山村）》

農産物価格低迷、重油価格
等の資材高騰、高齢化や担
い手不足、消費者の安全・
安心の要望に対応し、農業
所得を向上させるため、収
量・品質向上対策により販
売額を高める。また、生産
コスト低減対策により費用
を削減し、環境保全型農業
の推進と流通・販売上の対
策により有利販売に結びつ
ける。

・ミョウガ、キュウリ、促成シシ
トウの収量・品質の向上
　「教え学びあう場」の活用を中
心とした現地検討会を延べ４６回
開催。実証圃の設置5ヶ所、経営
分析診断と指導を計18ヶ所で実施
(H22).
・環境保全型農業の推進
　ＩＰＭ技術の推進（現地実証圃
の設置、指導体制の確立）、排液
処理対策の推進（装置の実証6ヶ
所、H22.１2に地区検討会、
H23．4に2業者の装置のプレゼ
ン開催）。
・生産コストの低減対策
　多層被覆・肥料・農薬の低減等
（現地検討会での推進、ＩＰＭ技
術導入等による低減対策）
・流通・販売上の対策（くろしお
版点検シートの定着）

・H22園芸年度は、ミョウガでは
出荷量は計画をほぼ達成し、販売
額は50.3億円であった。また、
キュウリ、シシトウの出荷量は計
画をほぼ達成した。
・特に促成シシトウでは、実証圃
の取り組みの成功により、生産者
の関心が急速に高まり、天敵の導
入が一気に進んだ。
・H23園芸年度の省エネ対策は、
多層被覆や変温管理の導入が進ん
だ。また、数量的には把握できて
いないが、ＩＰＭ技術の天敵導入
が進んだことにより農薬の低減に
つながっている。
・流通・販売上の対策では、キュ
ウリは部会全体でエコシステムの
取り組みが始まった。

主要農産物販売額
(H19ミョウガ：
47.2億円)
　52億円

主要農産物販
売額
 
50.3億円
(H22園芸年
度)

２．まとまりのある産地づ
くりと農家の所得向上

《檮原町、津野町》

消費者からの要望に応える
安全・安心、高品質生産
と、重油や資材高騰等に対

・米ナス、ミョウガ品質収量向上
「学び教えあう場」の活用を中心
とした現地検討会など、ミョウガ
４回、米　ナス３回巡回指導、実
証圃調査設置１箇所
・ＩＰＭ技術の定着
現地検討会３回、実証圃調査２箇
所

 ・平成22年度は園芸野菜は全体
的に天候不順であったにもかかわ
らずミョウガは単位面積当たりの
収量は96%を確保、品薄等による
単価上昇でミョウガは最終的に１
０ａ当たり１，３１１千円の所得
向上になった。

主要農産物販売額
(H19　6.2億円)
　6.3億円

主要農産物販
売額
5.２億円

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

と、重油や資材高騰等に対
応できる経営内容の改善を
進めることによって、農家
の所得を確保し、産地の安
定的な発展を図る。

所
・点検シートの定着
地域版「点検シート」による点検
活動実施
・ハナニラ、果汁用ユズの産地化
現地検討会等、ハナニラ４回　、
果樹用ユズ６回巡回指導、実証圃
設置ハナニラ２箇所
・経営指導　　個別面談２６戸

・ハナニラは昨年度よりも全体で
160%の増収で、販売金額前年対
比143％であった。
・ユズは出荷量が着実に増え、平
成22年と同じ裏年である平成20
年と比べて１．５倍近い出荷量
で、総額322万円の売上げがあっ
た。
・営農みらい塾卒業生１名就農。
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・「学び教え会う場」の活用を中心とした栽培技
術や経営分析診断の指導等により、主幹品目の収
量・品質が向上して、販売額が高まった。特に、
ミョウガでは平成２２園芸年度に５０億円を超
え、目標に近づいている。栽培面積も２４園芸年
度には増加予定である。

・IPM技術は主要１１品目で取り組んでおり、シ
シトウの現地実証圃の取り組みの成功により、天
敵の導入が急速に進んだ。
・多層被覆や変温管理、ヒートポンプの導入など
省エネ対策は年々進んでいる。また、天敵の導入
は農薬使用量の低減につながった。

・流通・販売上の対策として､くろしお版GAPの
推進に主要１１品目で取り組んだ。キュウリでは
部会全体でエコシステム栽培の取り組みが始まっ
た。

【課題】
・多層被覆等の省エネ対策は進められている
が、さらに生産コストの上昇等により収益の低
下が生じている。
・周年栽培に伴う雇用等の経営管理技術が重要
となっている。
・ミョウガ養液栽培における排液処理対策

【方向性】
・主幹品目の所得向上対策の推進
・個々の農家の経営安定化
・環境に配慮したミョウガ養液栽培技術の確立
・新規就農者の確保

・農産物価格の低迷と農家数の減少（特に基幹４
品目生産農家は過去3年間で３５％減）により、
農産物販売額は低下したが、複合経営による中山
間地域での所得確保のモデル的農家を育成し、所
得向上の可能性が見えてきた。

・農協間連携によるユズの導入が進み、中山間地

＜課題＞
・地域農業の担い手の経営安定および新規就農
者の確保。

＜方向性＞
・農家個々の所得向上につながる複合経営の定
着を図り、担い手の経営安定と新規就農の確保

備考今後の方向性総括

・農協間連携によるユズの導入が進み、中山間地
域での新たな産地化、所得の確保の可能性が出て
きた。

着を図り、担い手の経営安定と新規就農の確保
を推進する。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３．基幹品目及び推進品目
等の維持・発展による地域
農業の活性化

《四万十町》

農業の基幹品目及び推進品
目等の維持発展のために、
農業者と関係機関が一体と
なって、収量・品質の向
上、経営改善、環境保全型
農業の推進などに取り組
む。

<栽培技術の向上による収量・品質
の向上>
○「学び教え合う場」の開催
（ミョウガ、ピーマン、ニラ、
ショウガ、アスパラガス）による
現地検討会などを実施し、農家の
栽培技術向上に取り組んだ。
　Ｈ２１：5品目、７８回、８
７％
　Ｈ２２：5品目、５４回、７
９％
　Ｈ２３：5品目、５９回（計
画）
<環境保全型農業の推進>
○ＩＰＭ技術の実証やＧＡＰの推
進などにより、環境保全型農業を
推進した。
　天敵利用農家率（ピーマン）
　Ｈ２１：３７％
　Ｈ２２：７１％
　Ｈ２３：８０％（計画）
<新規就農者の確保･農家の経営安
定>
○新規就農支援会議、経営支援会
議を各関係機関と開催（毎月）
し、新規就農者や経営改善農家の
経営安定に向けた取組を実施し
た。
○レンタルハウス事業等の導入
　Ｈ２１：231百万円
　Ｈ２２：  99百万円
　Ｈ２３：226百万円（６月現
在）
<集落営農組織の育成>
○各関係機関と連携した継続的な
支援の実施、及び中山間地域集落
営農等支援事業の導入を支援し

<栽培技術の向上による収量・品質
の向上>
○栽培技術の向上により目標収量
が達成されつつある。
　目標収量達成率
　Ｈ21：75%
<環境保全型農業の推進>
○ＪＡ部会でのエコシステム認証
出荷が始まった。
　Ｈ21：ミョウガ、ピーマン、
キュウリ
　Ｈ22：露地ショウガを追加

<新規就農者の確保･農家の経営安
定>
○関係機関と連携した取組により
新規就農者が確保された。
　Ｈ21：１９名
　Ｈ22：　９名
　Ｈ23：１１名（H23.7月現
在）
○関係機関と連係した取組により
園芸農家の経営改善が図られた。
　H21：７／１６戸
　H22：８／１６戸
<集落営農組織の育成>
○集落営農組織が育成された。
　Ｈ19：70→Ｈ22：82組織
○県内初の農事組合法人が設立
（ビレッジ影野、H22.1）され、
更にこうち型集落営農組織のモデ
ル事例として園芸部門（雨よけ
ピーマン１７ａ）が導入された。
<優良農地確保のための基盤整備>
○優良農地の確保
　Ｈ21～22：15.8ha
　　 　Ｈ23：26.3ha（見込み）

主要農産物販売額
(H19ミョウガ：12
億円)
　13億円 13.3億円

(H22園芸年
度)

営農等支援事業の導入を支援し
た。
　Ｈ２１：71百万円
　Ｈ２２：82百万円
　Ｈ２３： ３百万円（６月現在）
<優良農地確保のための基盤整備>
○計画的な基盤整備事業を実施し
た。Ｈ２１～：1箇所（窪川）

　　 　Ｈ23：26.3ha（見込み）
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備考今後の方向性総括

　
　普及指導計画の重点課題として継続的に取り組
んだ結果、ミョウガなど基幹品目の販売額増加
や、集落営農組織の法人化などステップアップに
繋がった。
　
　目標であるミョウガ販売額は、Ｈ２２園芸年度
に１３．３億円で達成したが、Ｈ２３園芸年度は
　　①東日本大震災などによる価格安
　　②台風６号による被害
　等により達成できない見込みである。
　※5月末前年比：収量109％、販売金額99％
　
　Ｈ２４年以降は、現在の取組を継続することに
より、地域基幹品目の維持・発展による地域農業
の活性化が更に期待できる。

【課題】
・生産出荷指標の達成に向けた計画生産の実施
・ニラの販売額１０億円に向けたビジョンの作
成及び課題解決

【方向性】
・作期分散等によるミョウガ安定生産体制の確
立
・大規模農家育成によるニラ産地の発展
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

４．こうち型集落営農の推
進

《津野町》

集落内での合意形成によ
り、集落内の農地や労力な
どを活用して、園芸品目の
導入を行い、農業で生活し
ていける所得確保を目指
す、継続性のある「こうち
型集落営農」の仕組みづく
りを推進する。

<こうち型集落営農組織設立支援>
・こうち型集落営農推進協議会1
回(H21)、集落座談会9回(H21)

＜協業経営実践支援＞
・こうち型集落営農推進協議会2
回(H21)2回(H22)
・会計研修会4回(H21)17回
(H22)、ショウガ講習会14回
(H21)2回(H22)、開発部会・ア
ジサイ等講習会6回(H21)2回
(H22)、米ナス講習会5回
(H21)11回(H22)、米ナス面談1
回(H22)、講演会1回(H21)、任
意組合の協業経営についての研修
会2回(H22)、先進事例調査3回
(H21)2回(H22)、ショウガ展示
圃設置1箇所(H21)、米ナス展示
圃設置1箇所(H22)、組織運営に
ついての打合せ・役員会19回
(H21)9回(H22)、ニンニク情報
提供1回(H22)、水稲部会6回
(H21)4回(H22)、水稲品種検討
会1回(H22)、生産基盤整備打合
せ会4回(H21)6回(H22)、総会準
備会1回(H21)、その他研修会4回
(H22)

中山間地域集落営農等支援事業
・ハウス2棟：6,022千円
(H21)10,607千円(H22)
・出荷調整作業場1棟：
　　　　　　　　　　3,192千円
・せまち直し1箇所：651千円
　　　　　　　　　　　(H22)
・コンバイン1台：2,026千円
　　　　　　　　　　　(H22)

・「こうち型集落営農」の仕組み
として、H21.6.28芳生野営農生
産組合（組合員20名）が設立。
・協業経営が開始され、組織運
営、経営及び栽培管理の知識・技
術の習得が進んだ。
　　利益剰余金H21：△123千円
　　　　　　　　　→H22：654
千円
・補助事業を活用して生産基盤が
整備された。
・組織の目的である「農業の担い
手確保」が、米ナス作業委託によ
り2名達成。

園芸品目 　2品目
  栽培面積
　米ナス：35a
　露地ｼｮｳｶﾞ：10ａ

受託面積
　水稲受託：
　　延20ｈａ

園芸品目
　2品目＋試作
1品目

　栽培面積
　米ナス：
　　　28a
　露地ｼｮｳｶﾞ：
　10ａ

受託面積
　水稲受託：
　　延15ｈａ

　　　　　　　　　　　(H22)

５．施設園芸の加温での木
質バイオマスの利活用推進

《高幡地域全域》

重油の高騰に対応したハウ
ス園芸の低コスト化と環境
負荷低減型の循環型社会づ
くりのため、従来型の重油
燃料に替わる木質ペレット
や丸太を燃料とした加温シ
ステムを普及させる。

1　檮原町における今後の取り組
みについて、役場担当者と面談し
事業の情報提供、計画への助言を
行った。
　・矢崎総業担当者と情報交換
　・事業申請への協議、助言
（H22)。

２　四万十町興津地区の稼働状況
の確認。（２２園芸年度）
　・四万十町興津、檮原町の稼働
状況の確認（２３園芸年度）

１　檮原町では、２２年１２月～
２３年１月にかけ、木質ペレット
ボイラー３基が導入され、稼働を
始めた。（重油削減、経費削減に
つながっている）

２　四万十町興津では、ミョウ
ガ、ピーマン栽培の最盛期で、ペ
レットを活用し加温栽培を行って
いる（１9基）。２３園芸年度も
重油削減量は、計画どおりいくも
のと思われる。(約４割削減）

木質バイオマス加温
機の導入：23基

木質バイオマ
ス加温機の導
入：22基

126



備考今後の方向性総括

・「こうち型集落営農」の仕組みとして、集落営
農組織が設立され、協業経営の運営、経営管理・
栽培管理技術の習得が進んだ。
・複合経営の主幹品目・規模が固まり、今後の自
立経営の基礎ができた。

【課題】
・経営管理技術、栽培管理技術の向上。
・目標とする利益剰余金の確保。

【方向性】
・協業経営の自立及び定着。
・組合員数の増加、農地の利用集積の進展。

・従来型の重油燃料に替わる木質ペレットボイ
ラーや薪ボイラーの性能試験に取り組んだ。

・薪ボイラーは､燃料の安定供給が困難であり汎
用性の低さから導入の推進を断念したが､木質ペ
レットボイラーはグリーンニューディール基金事
業の活用等により､檮原町に３基、四万十町に１
９基導入されている。

【課題】
・ペレット暖房機の増加に伴う、木質ペレット
の安定的供給
・燃焼灰の有効活用
・ペレット暖房機の本体価格の低下

【方向性】
・今後、ペレット暖房機は、木質ペレットの安
定的供給に目途がつく等、課題解決が進めば普
及を目指すことが可能である。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

７．直販や学校給食を中心
にした地消地産推進プロ
ジェクト

《四万十町》

２１年度から窪川地区で始
まった学校給食で使用する
食材の安定供給や、ＪＡ四
万十の直販所「みどり市」
や量販店の産直コーナー等
での野菜やそれらの加工品
の販売拡大を目指すことに
より農家の生産性や所得の
向上を図る。

＜農産物の安定供給・販売拡大＞
・栽培講習会の開催
・現地巡回指導
・表示方法等の研修会の開催

＜学校給食への食材供給＞
・給食部会の開催
・供給体制の構築
・供給グループの組織化

＜加工品の開発＞
・加工品の開発に向けた協議
・加工品の試作、評価
・ショウガ入りユズポズの商品化

＜農産物の安定供給・販売拡大＞
・産直部門の売上高（Ｈ２２年
　度）１５，9２３万円
・みどり市産直部会会員数（Ｈ22
　年度末）３２７名
＜学校給食への食材供給＞
・給食の地場産率（Ｈ２２年度）
　重量ベース７４％
　食品数ベース５２％
・給食への販売額（Ｈ２２年度）
　４５２万円
＜加工品の開発＞
・ポンズの販売量・販売額（Ｈ２
　２年度）
　１２，3００本、５０９万円

みどり市直販部会会
員数
(H19　311名)
　330名

みどり市直販
部会会員数
(Ｈ２３末）
　３３０名

６．大野見米のブランド化

《中土佐町》

四万十川の豊かな自然条件
を活用して生産される大野
見米のブランド化をキー
ワードとして、まとまりの
ある生産・販売体制を構築
し、消費者に選ばれる米産
地づくりを推進する。

<組織づくり>リーダーの育成、支
援体制づくり、研究会の発足、指
針の作成

<生産体制づくり>

<栽培技術の確立>

<PR、販売>販売戦略の作成

<組織づくり>リーダー1名、サブ
リーダー1名、関係機関による役
割分担の決定、指針の作成

<生産体制づくり>　研究会員27名

<栽培技術の確立>　ヒノヒカリ特
別栽培米暦の作成、実証（H２３
年度実証ほ9カ所）

<PR、販売>新米フェスタ：
525kg販売（22/10）、ふるさ
と祭りでの販売53kg（22/10)、
生涯学習フォーラムでの販売
40kg(23/11)

米価の向上
（H19　12,000円
／60ｋｇ）
　14,000円／60ｋ
ｇ

米価の向上
14,000円／6
０ｋｇ（ただ
し特別栽培米
取り組み農家
生産米の一
部）

向上を図る。 ・ショウガ入りユズポズの商品化 　１２，3００本、５０９万円

８．四万十町地産外商の推
進

《四万十町》

四万十町内の農林水産物の
新たな県外市場の販路開
拓、新商品の開発、商品の
高付加価値化などに取り組
むことで、生産者の生産意
欲の拡大と所得向上を目指
す。

◆新たな流通ルートによる試行販
売・市場調査
・新加工商品3品目の開発
・県外総菜加工会社等との商談実
施。商談会への参加
◆大量出荷体制構築
・農家へのＰＲ、契約農家の募集
・商品の供給依頼
◆ビジネスモデルの構築
◆その他
・ＪＡ四万十、ＪＡ高知はた（主
に規格外の生産物）との情報共有
・拠点施設の江師農林水産加工場
の本格稼働

◆新たな流通ルートによる試行販
売・市場調査
・県外販路開拓　 H22：4件
◆大量出荷体制構築
H22
出荷量 114t（野菜12品目）
販売額 32,948千円
【内訳】
・県内生鮮加工品 23,675千円
・県外生鮮加工品 9,273千円
【協力生産者の増】
・加工取り扱いのみの農家含む
H21：20名→H22：60名
◆その他
H22、23
江師農林水産物加工場の雇用　3
名
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備考今後の方向性総括

・目標のみどり市直売部会会員数はほぼ達成でき
る見込みとなった。
　農産物の安定供給は徐々に進み、みどり市の直
売部門の販売額は、１５，９２３万円になった。
　給食（1，148食／日）への供給体制が整い、
地場産率や販売額が向上してきた。
　加工品の開発に取り組んだ結果、ショウガ入り
ユズポンズが開発され、地域資源を活用した加工
品の商品化・販売に繋がった。

【課題】
・農産物の安定供給
・地場産率の向上
・新たな加工品の開発

【方向性】
・農産物のさらなる安定供給に向けて、栽
　培講習会や現地指導を継続する。
・地場産率の向上に向けて、給食部会での
　検討や栽培指導を継続する。
・地域資源を活用した加工品の開発等につ
　いて、関係機関で検討していく。

・活動を通じて大野見米の良さが再確認でき、取
り組みの拡大、充実への基礎が出来た。担い手の
減少が大きな課題となっている大野見地域におい
て集落営農などにより水田農業を再生し地域活性
化に繋がる取り組みとして今後活動を発展させ
る。

【課題】・生産組織の充実、拡大
・参加者の目的意識の高揚。
・栽培暦に沿った栽培の徹底。

【方向性】
＜期待される地域活性化のビジョン＞
自然、人材など地域の良さの見直しと認識の共
有。環境保全型農業の推進による魅力ある地域
づくり。その情報の消費者への発信と価値の高
い米としての販売。

　いて、関係機関で検討していく。

・22年度は、四万十町江師農林水産加工場の稼
働により、町内の農林産物を惣菜や冷凍食品の原
材料として1.5次加工・販売する体制が整い、事
業主体である地産地消外商協議会の主体組織「農
事法人組合四万十ポット」が県外食品加工会社等
への市場調査や商談等の実施で新たな販路開拓も
開拓し、農林水産加工場を地産外商の拠点とした
流通販売体制づくりが進んだといえる。一方で、
大量の出荷量を支える生産供給体制構築の課題は
残っており、取り組みの強化が必要である。

【課題】
・商品（生産物）の確保
・生産者（契約農家）の増強
・生産意欲の向上
・他組織・団体との協力関係構築

【今後の方向性】
・農産物の安定した供給体制の構築
・町内関係団体の協力による生産物の確保
・生産体制の強化に向けた生産者との農産物栽
培出荷契約や作付、営農指導などの計画的実施
・四万十町全域を視野に入れた農林水産物の生
産集出荷加工流通販売体制の確立

129



指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

９．四万十町のこだわり野
菜を使った加工品の開発・
販売の拡大

《四万十町》

四万十町産の農薬や化学肥
料を使わず、こだわりを
持って栽培した生姜等の野
菜を利用して、価値を最大
限に活用した加工品の開発
や地産外商による販売拡大
を目指す。

＜生産加工設備の設置　H22＞
・加工商品の生産、販売計画作成
・加工施設整備の計画書作成
・清涼飲料水製造許可の取得
・産業振興推進総合支援事業費補
助金　　H22：10,853千円
＜新商品の開発と販売＞
・連携事業者との商品開発会議
・自社商品１（生姜風呂ﾊﾟｯｸ）
・ほぼ日刊イトイ新聞との１商品
開発（ジンジャーシロップ）
・ほぼ日刊イベント出展販売1回
（１週間700本）
＜その他＞
・有機JAS認定講習会の受講
・有機農業者との交流会(1回)
・研修生の受け入れ（H22～23)

＜H22＞
・ｼﾞﾝｼﾞｬｰｼﾛｯﾌﾟ加工施設完成
＜H23＞
・ほぼ日刊イトイ新聞コラボ商完
成、受託製造開始
・新規顧客の確保
H22　加工品７件、野菜3件
H23（6月末）野菜10件
・加工商品と野菜の売上高増加
H21：7,000千円→H22：
11,791千円　H23（6月末）：
3,475千円
・農業研修生の受け入れ増
H21：１名→H22：３名
H23：5名（6月末）
・既パート雇用者の雇用日数の
増：H21：32日/月　H22：36
日／月

加工品及び野菜販売
額

　10,000千円

加工品及び野
菜販売額
（H23.6月末
現在）
3,475千円

１０．四万十の栗再生プロ
ジェクト

《四万十町》

新品種や先進剪定管理技術
の導入及びＩＳＯ14001の
実践による四万十栗のブラ
ンド化を図るとともに、生
産者、中間事業者、食品製
造者、地域住民が連携する
ことで生産管理、商品開
発、加工販売、情報発信、
産地保全と徹底した完結型
の生産体制を構築し、安定
的な生産と需要の拡大を目

〈四万十栗のブランド化〉
 ・四万十の栗再生プロジェクトの
推進協議会設置（H21）
・栗園再生に向けた先進地調査
（岐阜県）、講師を招いての講習
会の開催（H21～）
・ＪＡ最終集荷所での水選果（比
重の違いを利用した不良栗排除）
実施（H21～）
・超特選栗志向者（園）認定　１
１名（H22）
・渋皮煮に向く品種の化学的根拠
確認（工業技術センター依頼、
H22）

〈生産体制の構築〉

〈四万十栗のブランド化〉
・水選果の実施により、販売先か
らの苦情がなくなった。
〈生産体制の構築〉
・新改植の増加
（H22：3ｈａ、H23：3.5ｈａ
※推定）
・ＪＡ高知はたの大正・十和支所
合同栗部会結成（H22）
・加工業者関係者を含めた作業受
委託班結成（H22）
・H18に開始したタネヒサ（有）
の十和工場の稼働により、年間２
００人の雇用が創出された
（H22）

原材料供給量（生産
者～中間業者）
（H20　35t）
  (H24   50t)

　
Ｈ２１  ５６t
Ｈ２２  ３１t
(H23　５０t)

的な生産と需要の拡大を目
指す。

〈生産体制の構築〉
・新植モデル園の設置
　　　（十和　２か所）
・再生モデル園の設置
　（十和・大正各１か所）
・剪定師養成派遣研修実施
　（岐阜県、H21～）
・栗栽培テキスト、ＧＡＰチェッ
クシートの作成（H22）
・クリ園地再編調査実施
　　（H21～22）
・加工業者等対象の剪定・改植講
習会の開催（普及所、H21～
22）
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備考今後の方向性総括

加工品及び野菜とも22年度の目標値を達成し
た。　　　加工施設の完成により加工品の生産体
制及び野菜の出荷体制が整い、顧客の増加も伴っ
て、23年度第１四半期は売上高も伸び、雇用の
増にもつながっている。安定的な顧客確保ができ
ており、23年度末には目標を上回る成果が期待
できる。

【課題】
・商品の需要増に伴う安定供給体制づくり
・野菜の付加価値向上（商品価格への転嫁）
・地域ネットワークづくり
・販路の拡大

【今後の方向性】
・野菜の生産拡大
・労働力の確保（地域雇用の拡大）
・消費者とのコミュニケーションの拡大
・有機JAS認定の取得
・地域の有機農業者との連携
・農業研修生の受入れ、就農、移住支援の継続

・目標に達した年次もあれば下回った年次もあ
り、年による格差が大きい状況になっているが、
新改植は着実に増加しており、カットバック等の
再生も始まっており、３～４年後には生産量の拡
大が見込まれる。

・生産者の意識が「クリは放任で栽培するもの」
から、「きちんと剪定をして栽培するもの」とい
い方向に変わり始めている。また、以前は選果選
別した栗もプール計算により不良選果への低位平
準化の傾向にあったが、別売りできるしくみ等努
力に見合った評価を受けられるしくみにより、生
産者の意欲の高まりに繋がっている。

<課題>
・生産者の高齢化と園地の老木化による原料供
給
　不足
・イノシシ・シカ等獣害被害による生産意欲の
　低迷

<方向性>
・クリ栽培の担い手確保のため、園地再生時の
　収支試算と、作業受委託のルール作り
・未収穫期間の支援対策(国補事業導入検討)
・新改植・カットバックの推進による園地の若
返
・獣害防止柵事業の推進
・収穫時期を考慮した品種の分散（新植時）及・収穫時期を考慮した品種の分散（新植時）及
び
　長期貯蔵施設の検討

131



指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１１．滞在型市民農園の推
進等による農大跡地の活用

《四万十町》

県の実践農大跡地を活用し
て、滞在型市民農園（クラ
インガルテン）の開設や農
作物の栽培をすることによ
り、中山間地域での雇用創
出や交流人口の拡大を図
る。

≪クラインガルテン≫
＜施設整備・運営＞
・滞在型15棟、日帰型農園整備
16区画、管理棟等　総事業費
162百万円（H21）
・クラインガルテン運営協議会設
立（H22)
＜移住＞
・移住促進に向け役場内話し合い
複数回（H21～H23))
＜交流＞
・窪川アグリ体験塾、JA四万十、
営農支援センター等専門家による
営農指導：随時（H22～H23)
・交流イベント実施(H22～H23)

≪農作物の栽培≫
・露地生姜、施設アスパラの栽培

≪クラインガルテン≫
＜施設整備・運営＞
・滞在型15棟うち全棟入居、日帰
型16区画うち利用15区画
（H23.6末現在）
施設管理スタッフ雇用（H22:3
人、H23:2人）
＜移住＞
・役場に移住相談窓口を設置
(H22)
・移住定住促進の専任臨時2名配
置(H23)
・施設利用者1名が志和に移住、
他８名の方が移住を検討
＜交流＞
・施設内イベント及び町内各種イ
ベント等への施設利用者の積極的
な参加、住民との交流が広がって
いる。

≪農作物の栽培≫
耕作面積
(H20　1.5ha)
　5.2ha

雇用人数
(H20常勤雇用　4
人)
　常勤雇用7人
　パート30人

≪クラインガルテン
≫
施設稼動率
　80%

《農作物の栽
培》
3.1/4.0ｈa
60％
常勤雇用4人、
パート17人

≪クラインガ
ルテン≫
96.8%
うち滞在型
100%
（15/15棟）
うち日帰型
94%（15/16
区画）
(H23.6月末)

１２．森の工場の推進

《高幡地域全域》

意欲がある林業事業体が中
心になり、一定規模のまと
まりのある森林を対象に森
林所有者から長期に施業を
受委託することなどによっ
て、森林の管理や施業など
を集約する森林経営の団地
を「森の工場」として認定

Ｈ２１新規認定４団地（内、異業
種２団地）７１５．６４ｈａ追加
作業道開設：２１路線、２３，５
２０ｍ
高性能林業機械：新規５台導入
（３事業体）

Ｈ２２新規認定５団地（内、異業
種２団地）１，５９６．４７ｈａ
追加
作業道開設：３４路線、４１，８
５６ｍ

Ｈ２１搬出間伐：２，３２２ｍ３
（５５．１９ｈａ）

Ｈ２２搬出間伐：９，６５８ｍ３
（１５７．０６ｈａ）

森の工場の木材生産
量
(H19　1,784m3)
11,215m3

9,658ｍ３
（H22）

森の工場：
　1８工場
　7,470．65
ｈａ
（H22）

を「森の工場」として認定
し、木材を安定的に供給す
る産地体制を確保する。

５６ｍ
高性能林業機械：新規４台導入
（４事業体）

１３．ＦＳＣ認証住宅の促
進

《檮原町》

檮原町森林組合が取得して
いるＦＳＣ認証の木材につ
いて、産地が見え、品質保
証された安全で安心な材料
であることを施主や工務店
等の顧客に広めていくこと
により、ＦＳＣ認証住宅部
材の販売を促進する。

Ｈ２１FSC追加認定面積：1,557
ｈａ（延べ13,238ｈａ）、対象
所有者数：223人（延べ1,506
人）
年間営業日数：延べ１３５日
内部改革検討委員会：２回
産業振興アドバイザー制度の活
用：３回
ブランド化推進のための交流会
（県単）：延べ４回・参加者６６
名

Ｈ２２FSC追加認定面積：該当な
し
年間営業日数：延べ１３３日
産業振興アドバイザー制度の活
用：３回
「顔の見える家づくり事業」（県
単）でのバス・ツアー：延べ３
回・参加者４５名

Ｈ２１FSC認証材の販売実績：
1,081ｍ３（２９棟）

Ｈ２２FSC認証材の販売実績：
1,015ｍ３（４３棟）
・前年度のアドバイザー制度を活
用して新規取引先を開拓し、延べ
４棟の新規住宅を受注。

（認証材（原木）取扱い量の推移
　H２０：3,776ｍ３
　H２１：5,905ｍ３
　H２２：6,784ｍ３）

認証材の販売量
（H19
1,462m3)
　1,600m3

認証材の販売
量
　1,015ｍ３
（H２２）
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備考今後の方向性総括

≪クラインガルテン≫
・H22年度には四万十町に移住定住の窓口が設置
された。また、H23年度には移住定住の専任臨時
が配置され移住定住に向けた取組の強化が行われ
ている。
・クラインガルテン四万十の運営については施設
稼働率80%の目標値を上回っており、運営管理者
及び関係者の施設利用者ケアによるところが大き
い。

≪農作物の栽培≫
・ショウガ栽培についてはH22年産は平均反収
1,741貫（管内平均約1,200貫）と生産技術が確
立しており、収量に比例して雇用の拡大も図られ
ている。
・アスパラ栽培については、安定した収量確保に
向け、実証的な肥培管理を行い生産技術の確立に
努めており、株が安定する4年目以降（H24)には
雇用の増加も見込まれる。

≪クラインガルテン≫
【課題】
・移住定住促進の仕組みづくり

【方向性】
・移住定住に向けた取り組みについて、役場内
及び県地域づくり支援課や移住コンシェルジュ
等との連携を強化。
・ガルテン入居待機件数が１２件（H23.6末現
在）あり四万十町への移住促進の誘導拠点とし
てラウベ7棟の追加整備に向けて検討を進める。

≪農作物の栽培≫
【課題】
・ショウガについては病気を出さないための徹
底した日常管理。
・アスパラについては生産技術の確立。
【方向性】
・ショウガについては、目標面積3.8haの早期
達成を目指す。
・アスパラについては、H24以降の収量拡大に
伴う雇用の増加を目指す。

・目標達成には一歩及ばなかったものの、作業道
開設延長の増や高性能林業機械の導入など資本装
備の充実により、素材生産量が飛躍的に増大。ま
た、新規就業者の定着率も安定しており、林業事
業体の経営体質強化に一定の成果が見え始めてい
る。今後は、生産性の向上を図り、森林所有者へ
の所得還元を推進することにより、更に素材生産
量の増大が期待される。

【課題】
・各事業体の生産体系に応じた作業システムの
確立が急務
・公共造林補助制度の改正による補助内容の変
更に伴い、施業意欲の減退を懸念
・加速化基金事業のＨ２３終了に伴い、高性能
林業機械の導入が厳しくなる見通し
・原木のまま県外への移出量が増大する怖れが
あり、県内での高付加価値化の推進が緊要

【方向性】【方向性】
・森林所有者・林業事業体の経営意欲の増進
・異業種を含む新規就業者の参入・定着
・認定を受けた「森の工場事業実施計画書」の
実行確保
・木材流通の体制整備の必要性

・目標達成には及ばなかったものの、県内外への
地道な営業活動の他、県単事業によるバスツアー
の実施や産業振興アドバイザー制度を活用した取
り組みにより、FSC認証材を活用した新たな契約
工務店での住宅着工（４件）が達成された。今後
は、連年増産されるFSC認証の木材の安全性等を
更にPRし、FSC認証住宅部材の販売促進が図ら
れることを期待する。

【課題】
・FSC認証システムそのものの認知度が低く、
活用度・商品価値が共に低位。
・アドバイザー制度により新たな顧客が発掘で
きたが、本制度を活用した後の営業手法。
・FSCブランドを有利に展開するうえでは、従
来の１棟丸ごと部材提供での県外営業が効果的
であり、契約件数の増大を図り得る営業活動が
重要。

【方向性】
・産地間競争・価格競争が激化するなか、FSC
ブランドを販売の切り口とし得る取組を再検討
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１４．木質エネルギーを活
かした循環型の森づくり

《檮原町》

環境先進企業等との協定に
よる「森林の再生」と「交
流の促進」を目的とした協
働の森づくり事業を推進す
るとともに、企業等からの
協賛金を木質ペレットの原
材料安定供給等の目的のた
めに活用することで、木質
エネルギーを活かした持続
可能な循環型社会を構築す
る。

<ペレット生産等課題の解決>
・協議の実施
　　事業推進会議、役員会議開催
　　　生産システム等改善協議
<ペレット消費機器の普及>
・梼原町内導入台数
　　　　　　（H23.3末現在）
　　事業用ペレット給湯器　３台
　　ペレット冷暖房機　　　７台
　　園芸用温風機　　　　　３台
　　家庭用ストーブ　　　　10台

<協働の森協定数>
・協定締結数の推移
　　Ｈ２１：4協定
　　Ｈ２２：5協定
　　Ｈ２３：5協定（見込み）

<木質ペレット>
・販売量の推移
　　Ｈ２１：　657ｔ
　　Ｈ２２：1,222ｔ
　　Ｈ２３：1,440ｔ（目標）

協定企業数
（H19　4企業）
　4企業との継続

ペレット販売額
　36,980千円

協定企業数
　       5企業
　　（Ｈ２
２）

ペレット販売
額
　28,143千円
 　  （Ｈ２
２）

１５．森林セラピー推進に
よる地域活性化

《檮原町》

日帰り型から長期滞在型ま
で対応が可能な森林セラ
ピーの実施により、都市住
民との交流による経済及び
地域活性化を目指す。

H21
・滞在型観光に向け２件の民宿が
開業。
・森林セラピスト３名、セラピー
ガイド５名養成。
・「こうち山の日推進事業」活用
による講座４回開催。

H22
・地区振興の組織「梼原まろうど
会」の設立。
・森林セラピーガイド３名養成。
・宮野々地区森林セラピーロード
認定申請。

・民宿利用
H21:延１０８泊
H22:延１９０泊
・セラピーガイド利用
H21:５１０人
H22:６７１人

・宮野々地区森林セラピーロード
認定（H23.3.25）
・セラピーロードPRのリーフレッ
ト作成（H22）

１６．あったかハウス協同
組合木造住宅販売促進

《津野町》

<定例会の開催>
・H21～　基本的に月1回開催
<あったかハウスＨＰ開設>
・ホームページ開設（H21）

<住宅建築>
・実績（組合としての建設）
　　Ｈ２１：２棟
　　Ｈ２２：１棟

新築住宅建築件数
　年間1会員　1棟

新築住宅
     建築件数
　年間3棟
   ＊組合全体《津野町》

協同組合による木材住宅の
販売を促進することによ
り、組合員はもとより、町
内の水道・電気・外構など
の業者の所得の向上を図
る。

・ホームページ開設（H21）

<ＰＲ活動>
・津野町産業祭への参加（H21）
・もくもくランド（高知市）参加
　　　　　　　　　　　（H22）
・1000万円住宅ＰＲ広告配布
　
（H23.6）

　　Ｈ２２：１棟
　　Ｈ２３：２棟（Ｈ23.7現在）

   ＊組合全体
 （H23見込）

１７．四万十森林資源高付
加価値化の取組

《四万十町》

四万十式作業路開設による
搬出間伐の推進や、FSCや
SGEC認証対象林の拡大、
企業との協働による集成材
等の開発など、森林の適正
な管理と付加価値を高める
取組を進めるとともに、営
業力強化による商品の販売
拡大を推進して地域経済の
活性化と雇用の創出を図
る。

H21　四万十町有林施業（間伐
34.73ha、作業道5,013ｍ）
FSC・SGEC認証面積の拡大
FSC・SGEC認証材の販売拡大

H２２　四万十町有林施業（間伐
11.90ha、作業道6,296ｍ）
FSC・SGEC認証面積の拡大
FSC・SGEC認証材の販売拡大

H21　四万十町有林施業（搬出間
伐：1,919m3）
FSC認証面積の拡大：420.93ha
（対象森林所有者数：18人）
SGEC認証面積の拡大：0ha
FSC認証材の販売拡大：
40.91m3
SGEC認証材の販売拡大：0m3

H２２　四万十町有林施業（搬出
間伐：1,096m3）
FSC認証面積の拡大：506.25ha
（対象森林所有者数：32人）
FSC認証材の販売拡大：25.8m3
（1,483万円）
SGEC認証材の販売拡大：
160.595m3（約1,200万円）

認証森林面積
(H19　1,578ha)
　4,569ha

大正町森林組合集成
材工場の販売高
　(H20：2.15億
円)
　2.4億円

FSC認証森林
面積
　
2,001.53ha
SGEC認証森
林面積
　
1,754.28ha
計
　
3,755.81ha

大正町森林組
合集成材工場
の販売高
　2.8億円
（H22）
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備考今後の方向性総括

・協働の森「パートナーズ協定」については、当
初目標としていたプラン策定時４協定の継続に1
協定が追加され、５協定が継続される予定。目的
は達成できるものと思われる。
・木質ペレットの生産量・販売金額は目標に届か
ない状況にあるが、地域への経済波及効果には大
きなものがある。

【課題】
・生産性の向上等の観点から木質ペレット生産
プラントの構成等の検討が必要
・木質ペレット価格等、経営上の課題について
も検討が必要

【方向性】
・事業推進会議において対応検討

・松原地区における地域振興の体制づくりが進め
られ、実績も徐々に上がっている。宮野々地区も
新規認定のセラピーロード及び周辺森林の整備等
が今後も進められることから、両地区とも県内外
からの集客により地域への経済波及効果、地域の
活性化等の成果が期待できると思われる。

〈課題〉
・梼原町医療機関との連携の在り方
・事業主体及びサポーター機関等の体制検討

〈方向性〉
・天狗高原のセラピーロードと一体的な広域で
の活動の検討
・さらなる集客方法の検討

・地域の工務店により組織された協同組合の取り
組みであり、厳しい経済情勢の影響を強く受け、
当初目標を大きく下回る結果が予測される状況に

【課題】
・協同組合としての組織の在り方の検討必要

当初目標を大きく下回る結果が予測される状況に
ある。
・しかしながら、ホームページの開設、町内、町
外でのイベントへの参加、1000万円住宅プラン
の新聞折込広告でのＰＲ等、組合として前を向い
た取り組みがなされており、Ｈ２４以降に繋がる
ものと期待される。

【方向性】
・組合員による協議継続
・住宅プランの提案手法の検討

・全国に発信した四万十式作業路の開設手法や県
下でもいち早くFSC認証に取り組み、町の手厚い
助成とも相俟って、森林組合の経営する加工施設
（集成材）としては健闘しているが、FSC認証材
そのものの売上はごく僅かに止まっている。
・今後は、町内の３森林組合の合併も踏まえ、経
営面積の拡大と安定的な経営体質のもとで素材生
産から加工・販売に至る一貫した体制を構築し、
販路拡張を推進しつつ地域林業の中核として期待
される。

【課題】
・FSC認証システムそのものの認知度が低く、
新たな商品開発や取引相手の開拓が急務。
・ヒノキカグ（家具）大正集成のブランドを公
表し脚光も浴びているが、参加団体・加工設備
等がネック。

【方向性】
・産地間競争・価格競争が激化するなか、
「FSCブランド」や「四万十ヒノキ」を販売戦
略の切り口とし得る取組を再検討
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１８．高幡ヒノキ等の加
工・流通・販売

《四万十町》

高幡ヒノキについて、森林
認証材の活用や乾燥・強度
の部分における高品質化に
よりブランド化を図る。森
林組合・製材業・建築業等
が連携し、高幡ヒノキの加
工・販売における共同化事
業を推進する。

H21高幡木材センター（構成員７
社）にJAS認定の共同化を打診。
加速化事業で、木材乾燥機・モル
ダー・グレーディングマシン等の
導入を検討。
「四万十町町産材利用促進条例」
の策定。

H２２町条例に基づく町内の製材
業者の協業化等の検討。
四万十ヒノキのブランド化に向け
た四万十市外２町村による担当課
長懇談会の発足（８／１１）。
「大規模製材工場」設置に向けた
勉強会の開催（３回）。

H21　特になし

町条例は３月町議会で議決（施
行：４／１）。

H２２　特になし

四万十ヒノキ活用推進担当課長会
（第１回）の開催（９／２、以下
５回開催）。
四万十ヒノキのブランド化に向け
た４市町村協定の締結（2/28）
H23
「四万十ヒノキブランド化推進協
議会」発足予定（8/24）
＊四万十市（事務局）、四万十
町、中土佐町、三原村

－ －

１９．津野山産原木シイタ
ケの生産・販売・収入の拡
大

《津野町・梼原町》

生産者の技術力の底上げ等
を図ることで、高品質シイ
タケの産地づくりを推進
し、津野山原木シイタケの
生産を拡大する。また、県
外高級料理店等への販路を
開拓し、販売単価のアップ
と生産者の所得向上を目指
す。

<営業体制の強化と直販ルートの開
拓>
・産業振興スーパーバイザーや高
級料理店等の来町と提案…４回
・商談会や試食会への参加、店頭
販売活動
<シイタケの生産施設の整備>
・生産施設の導入（ハウス２棟、
乾燥機７台、散水ポンプ３台）
<生産の担い手対策及び産地化に向
けた体制づくり>
・１億円産業を目指す産地振興の
ための検討会2回
<その他>
・産業振興推進総合支援事業費補

<営業体制の強化と直販ルートの開
拓>
・ＪＡ津野山を通じた直接販売先
の確保…３件
・直接販売量の増加
　　H21:688kg
　　　→H22:1,039kg(151%)
<シイタケの生産施設の整備>
・生産施設の増強により乾シイタ
ケの増産に向けた基盤整備が進ん
だ。
<生産の担い手対策及び産地化に向
けた体制づくり>
・産地振興に向けた取り組みの検
討について生産者の代表者５名と

乾燥シイタケの販売
量
（H20:4.4t)
　10ｔ

　3.6t
　（H22）

す。 ・産業振興推進総合支援事業費補
助金
　H22：10,750千円
　H23：7,600千円
　　　　(町予算額、予定)

討について生産者の代表者５名と
の合意形成がなされている。

２０．四万十町シイタケ生
産拡大事業

《四万十町》

四万十町のシイタケ生産者
を協同・組織化することで
技術と情報の共有を図り、
生産量の増加による安定し
た収入による所得の向上を
目指す。森林組合をはじめ
とした各種団体を軸とした
連携による「原木供給」
「シイタケ生産」「流通」
「技術指導」を推進する。
さらに、「四万十シイタ
ケ」としてブランド化を確
立し、熟度が高まり次第、
シイタケを利用した１．５
次産品を開発し、新たな雇
用の確保につなげていく。

<協議の場の設置>
・四万十町シイタケ生産推進準備
会設立（H21.6）
・地域シイタケ生産者研究会設立
　　・十和地域（H21.7）
　　・大正地域（H21.8）
　　・窪川地域（H21.9）
・四万十町シイタケ生産者連絡会
設立（H22.7）
・四万十町シイタケ振興計画策定
　
（H22.7）

<生産者アンケート調査>
・第1回調査（H21.12）
・第2回調査（H23.2）

<生産者の組織化>
・旧３町村生産者の組織参加
　　　　　　　　（H22年度末）
　　・十和地域（64名）
　　・大正地域（17名）
　　・窪川地域（24名）

新規生産者の増
　10人

生産量
(H19　14.5t)
　16ｔ

新規生産者の
増
　10人
(H23見込)

生産量
　    11.2ｔ
 （H21年次）
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備考今後の方向性総括

・明確な目標もないまま、漠然と共同化を推進す
るための取り組みを展開してきたが、①行政主導
の展開、②付加価値化を図るために必要となる施
設整備（乾燥機等）の頓挫、大型工場設置への機
運の衰退等に起因して、明確な将来展望が見えて
来ない。

【課題】
　木材製品市場に需要拡大が見込めない現状
で、新たな工場設置による加工・販売拡張が期
待できないため、「四万十ヒノキ」としてブラ
ンド化が成立するのか判断が難しい。

【方向性】
　高幡地域を超えた広域的な取組となれば、大
型製材工場設置も含めて、成長戦略での推進を
含めた検討を要する。

・平成２２年度は天候不順の影響により生産量が
大幅に落ち込んだが、平成２３年度からはこれま
での活動が実を結び、６ｔを超える大幅な増産が
見込まれている。
・また、ＪＡ津野山椎茸部会会員数は平成２１年
度末の６９名から平成２２年度末では９０名と大
幅に増加し、新規生産者が７名生まれるなど、生
産者の意欲が大きく高まっている。

【課題】
・生産拡大と併せた直接取引の割合の向上
・生産技術の向上と新規生産者の確保

【方向性】
・増産に向けた取り組みの成果が表れつつあ
り、新規取引先開拓に向けた販売促進活動を強
化
・講習会開催や直接訪問による技術力向上の取
り組み（特に新規生産者）
・原木確保の安定化、低コスト化の検討
・生産基盤の強化

・具体的な数値的成果までには至ってないが、旧
町村を一つとする取り組みとして、四万十町シイ
タケ生産者連絡会が組織されたこと及び旧町村単
位ではあるが意欲ある生産者を組織化できたこと
は、生産現場の声を聞き、取り組みに反映させて
いくための仕組みづくりの第一歩として高く評価
できる。
・Ｈ２４以降の具体的な事業展開のため、より具
体的な方向性の確立が急がれる。

【課題】
・具体的なプレイヤーの確立
・生産増大後の販売先の選定

【方向性】
・各地域共通の戦略検討
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２１．クマエビを中心とし
た栽培漁業の推進並びに藻
場造成

《須崎市》

クマエビを中心とした種苗
放流等により栽培漁業を推
進するとともに、漁場環境
の改善保全に向けた藻場の
回復を行い、安定した漁業
経営と市場の活力向上を目
指す。

①クマエビの種苗放流
H21：35㍉サイズ　154千尾
H22：57㍉サイズ　50千尾
　　　20㍉サイズ　924千尾
H23：種苗放流中止

②藻場造成（ウニ駆除）
　H２１～２２
久通地区
7,300㎡　延べ267人　57千個
池ノ浦地区
7,200㎡　延べ160人  24千個
H２３
久通地区で新たな場所5,000㎡の
ウニ駆除を予定

①クマエビの種苗放流
H２１，２２と大型種苗の放流を
実施し、効果調査を継続中

②藻場造成
平成２１年度にウニ駆除を実施し
た水域では藻場が再生中、２２年
度実施水域では藻場再生の兆候を
確認

ウニ駆除面積
H18　池ノ浦
5,000㎡→
　16,700㎡

16,700㎡以上

２２．須崎の魚による地域
産業の振興

《須崎市》

須崎の魚をPRすることによ
り、水産業を中心とした地
域産業の振興につなげる。

＜女性活動ｸﾞﾙｰﾌﾟ設立＞
・産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招聘２回
(H21)
＜魚まつりの開催＞
・第５回魚まつり(H21)
・来夢来渡フェア(H22)
・第6回魚まつり(H23)
＜直接販売の実施＞
・大谷漁協タイ部会（H22年度：
10回、H23年度：12回予定）

＜女性活動グループ設立＞
・久通倶楽部設立(H21)
・ところてん商品化(H23予定)
・芋ようかん商品化(H23予定)
＜魚まつりの開催＞
来場者数
・第５回魚まつり(H21、25000
人)　　　　　　・来夢来渡フェア
(H22、75000人)
・第6回魚まつり(H23予定)
＜直接販売の実施＞
・大谷漁協タイ部会（H22年度：
425千円、H23年度：500千円
予定)

２３．スラリーアイスを活
用した魚価向上対策

《中土佐町》

＜推進体制＞
・中土佐町スラリーアイス活用協
議会の開催（H22）

＜実証実験成果(H22)＞
・カツオの実証実験において、新
しい保存方法を用いると48時間後
でも刺身で食べることが可能との

①首都圏等都市向け
の販売戦略策定魚種
　①　4種類以上

①　１種類以
上

《中土佐町》

町内で獲れる魚種を対象と
して、漁獲から出荷までの
各段階における鮮度保持、
品質管理の方法を検証・確
立し、町内で獲れた魚に付
加価値を付けることによ
り、魚価の向上を図る。ま
た、スラリーアイスを活用
した魚の販売ルートを開拓
し、地産外商につなげる。

＜実証実験の実施(H22）＞
・Ｋ値測定　（カツオ　２回、ア
マダイ　１回、カンパチ　１回、
サバフグ　１回、ウルメ　１回、
ハモ　１回、トビウオ　１回）
・官能試験　９魚種（初カツオ１
回、アマダイ１回、メジカ３回、
伊勢エビ１回、カンパチ１回、サ
バフグ１回、ウルメ１回、ハモ１
回、トビウオ１回、戻りカツオ３
回）

＜スラリーアイス製造機＞
・２ｔ／日の製造が可能な機械を
導入→2,300ﾘｯﾄﾙ／日の製造が可
能

＜流通販売検証（H23）＞
・流通販売検証　初カツオ　３回

でも刺身で食べることが可能との
結果となり、有効性が証明。
・現役カツオ船の漁師及び官能試
験を行った協力店から、非常に高
い評価をいただいた。
　協力店（県外　２店、高知市内
８店、町内　９店）

＜製造機購入(H22)＞
・２ｔの購入により、スラリーア
イスを漁船に積んでの鮮度保持効
果高めることが可能となった。

②高知市向け販売戦
略策定魚種
　②　4種類以上

②　２種類以
上
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備考今後の方向性総括

①クマエビの種苗放流
　H２１，２２に大型種苗の放流を実現できた
が、　２３年度は栽培漁業センターの種苗生産が
中止となり、種苗放流が実施できなくなった。

②藻場造成
　久通、池ノ浦地区の漁業関係者による藻場造成
は、一部で藻場が再生し、ウニ駆除の効果を関係
者が実感したこともあり、意欲を持って活動が行
われている。特に、久通では、地区住民全体の活
動となっており、地区の活性化にも寄与してい
る。

＜課題＞
①クマエビの種苗放流
　栽培漁業センターによる種苗の安定生産
②藻場造成
　再生した藻場へのウニの再侵入量の把握
　　　→予測モデルの開発

＜方向性＞
①クマエビの種苗放流
　大型種苗放流の定着、放流効果調査の継続
②藻場造成
　再生した藻場の維持、拡大

・魚まつりや来夢来渡フェアの開催や、大谷漁協
タイ部会の直接販売の実施により、須崎の魚のＰ
Ｒができた。また、漁村の女性グループである久
通倶楽部の設立から、ところてん、芋ようかんの
商品化へとつながり、漁村の振興に一定の成果を
残した。

＜課題＞
・観光客や市外在住者が日常的に須崎の魚を食
べることができない
・事業主体が不在

＜方向性＞
・須崎の魚を使った加工品の開発
・須崎の魚を使ったメニューの開発及び市内食
堂での提供
・事業主体の育成

・目標の達成には及んでいないが、中土佐ブラン
ドとしてのスラリーを使った水揚げから流通販売
までの手法の確立に向けて取組が進んでいる。

【課題】
・中土佐ブランドとしての流通方法の確立
・販売ルートの開拓までの手法の確立に向けて取組が進んでいる。

・重点的に取り組んでいく魚種を選定し、官能試
験への協力店舗を中心に流通販売の足がかりがで
き始めた。
・今後は、協力店舗を拡大し、販路の開拓を進
め、安定した流通販売に繋げていく。

・販売ルートの開拓
・他産地との差別化
・販売価格の決定

【方向性】
・水揚げから流通販売まで一貫した中土佐ブラ
ンドの確立
・販売戦略及び販路開拓
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２４．シイラを柱とした水
産加工業の創設

《四万十町》

四万十町興津地区におい
て、水揚げ直後のシイラを
高鮮度のまま加工が行える
水産加工経営主体の育成と
成長に見合った加工設備や
施設の段階的整備を行うと
ともに、企業組合による商
品開発、販売促進、経営体
制の構築を支援する。

(H21)
・産業振興推進総合支援事業採択
（施設整備補助：12,550千円）
・食品加工業者との商談検討

(H22)
・産業振興推進総合支援事業の採
択（加工機器補助：17,850千
円）
・「目指せ！弥太郎商人塾への参
加」
・マヒマヒ丸勉強会(5回)
・細菌検査及び衛生管理指導(1回)
（H23)
・主要商品毎の原価把握の再調査
・連携加工業者との取引等に関す
る協議
・衛生管理指導(1回)
・新事業創出人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑへの
参加
・産地交流会への参加(2回　見込
み）
・直接訪問等による販路開拓活動
（訪問先13件　7月末時点)

【売上高】
H21：4,710千円
H22：7,382千円
(H21～)
・加工作業等に従事する雇用の場
創出

(H22)　・加工業者、道の駅、直
販所など安定取引先5件を確保
・加工機器の整備による生産能力
の向上

(H23)
・新たな取引先確保
　　（4件 ７月末現在）

加工品販売金額
　販売金額3千万円

7,382千円
　　(H22）

２５．シイラ加工食品の生
産拡大

《四万十町》

四万十町産のシイラと農産
物素材とのコラボによる練
り製品の新商品開発と販路
拡大を図り、シイラ産業の

(H22)
・産業振興総合支援事業補助金の
採択（加工機器 補助金21,804千
円）
・すり身研修（工業技術ｾﾝﾀｰとの
連携）
・竹輪新製品改良試験（他の水産
加工会社社長及び工業技術ｾﾝﾀｰと
の連携）

(H22)
・竹輪新製品の質の向上
・加工機器の契約完了（1月）
・竹輪新製品の名称「四万十マヒ
マヒ竹輪」に決定
・県内向け商品「四万十マヒマヒ
竹輪」の発売（3月）
・県外向け商品「黒潮マヒマヒ竹
輪」の発売（3月）

フィレの取扱数量
　108ｔ

フィレの取扱
数量：13t
　（H22）

発展を加速させる。 ・約200人に対する竹輪新製品の
試食を実施
・連携事業者への衛生指導(１回）
(H23)
・「四万十マヒマヒ竹輪」のテレ
ビCMの放映
・連携事業者との取引等に関する
協議

【売上（H23.3～H23.6】
   　6,850千円
　※平成23年度売上目標
　　　　　　　57,670千円

２６．須崎市まち全域が
サービスエリア構想推進事
業

 ≪須崎市≫

高速道路の県西部への延伸
に伴い、須崎市が通過点に
なることを防ぐため、須崎
のまち全域をサービスエリ
ア的に利活用し、高速道路
利用者にまちの機能を活用
したさまざまなサービスを
提供することによって、町
の活性化を図る。

＜サービス提供体制の確立＞
・すさきSAT情報館設置(H21)
・街角ギャラリー設置(H21)
・駅前トイレ設置(H21)
・SATの日制定(H21)
・駅前観光案内施設設置(H22)
・駅前食堂開店(H22)
・まちあるき実施(H23)
＜情報発信＞
・すさきガイド情報拡充(H21)
・ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ「まけまけ」発行
　　　　　　　　　　(H22)
＜その他＞
産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招聘(H23,2回)

＜サービス体制の確立＞
来場者数又は利用者数
　・SATまつり開催
　(H22,15000人)
・街角ｷﾞｬﾗﾘｰ
　(Ｈ22,約220人/月)
・駅前食堂
　(H22,約950人/月)
・まっこと(H22,約440人/月)

＜情報発信＞
アクセス数
・すさきガイド
　(H22,約29500/月)
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備考今後の方向性総括

・産地入札業者として新規参入したことによる既
存商人へのけん制効果、底値下支えなどで魚価に
一定寄与
※興津漁協に水揚げされるシイラの魚価推移
　　H20：82円､H21：123円､H22：148円

・漁業者ＯＢの加工作業員としての雇用等による
新たな雇用の場を提供

・商品開発や販路開拓、情報発信等への取り組み
により知名度が向上

【課題】
・原魚の安定確保
・基幹商品の絞り込み
・生産性の向上
・事業採算性の確保
・持続可能な組織体制の構築

【方向性】
・生産工程等の改善・改良による生産性及び品
質の向上
・製造費や販管費の見直し等によるコスト管理
の徹底
・生産体制や規模、能力に見合った加工事業経
営の確立

・指標の取扱数量は、商品の売れ行きもさること
ながら、漁模様や浜値、連携事業者の状況等にも
左右されるため達成は厳しい状況だが、量産体制
を整え、着実に売上を伸ばしている。

【課題】
・安定的な原料調達
・既存商品との区別化による市場競争力の確保

【方向性】
・連携事業者とのさらなる連携強化
・商品（「四万十マヒマヒ竹輪」及び「黒潮マ
ヒマヒ竹輪」）及びシイラそのものの効果的な
情報発信
・新たな商品開発

・SAT情報館、街角ギャラリー、駅前トイレ、駅
前観光案内所、駅前食堂などの設置により、立ち
寄り拠点ができ、SATまつりやまちあるきの実施
により、それぞれの施設を巡る仕掛けもできつつ
ある。

＜課題＞
・それぞれの立ち寄り拠点の魅力アップとそれ
ぞれをつなぐ仕組みが必要
・事業主体が不在

＜方向性＞
・街角ギャラリーを中心にした観光客誘致（街
角ギャラリ―と市場を観光施設として活用する
方法を検討）
・事業主体の育成
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２７．大正町商店街空き店
舗活用事業

《中土佐町》

中土佐町の観光拠点であ
り、かつ地域の中心商店街
でもある「大正町連合商店
街」の空き店舗を活用した
事業を実施することで、商
店街の再構築を図る。

＜空き店舗情報＞
・空き店舗を調査し、空き店舗情
報を広報にて公開
＜中土佐町空店舗活用支援事業＞
・町の家賃補助の制度の活用を広
報
＜空き店舗活用＞
・商店街のスーパー跡地の整備
（休憩所として町が整備して活用

＜空き店舗情報の問合せ（H22）
＞
・相談件数（３件）

＜空き店舗活用＞
・スーパー跡地を町が休憩所とし
て整備(Ｈ２２)、さらに町の観光
情報発信の場としても活用(Ｈ２
３)
・旧高知銀行跡の活用事務所兼情
報発信施設として民間が活用
　
(H22)
・大正町商店街連合会において空
き店舗についての活用協議が動き
はじめた

＜高速効果＞
・高速開通により、大正町市場へ
の来客数が増加し、出店を考える
人が出てきた。

空き店舗の活用数
　2店舗 ３店舗

２８．久礼新港背後地利用
計画

《中土佐町》

久礼新港背後地において、
賑わいの創出につながる施
設等を整備するとともに、
その経済効果を町全体へ波
及させる。

＜町内外での協議及び予算措置＞
・庁内プロジェクトチーム会の
　開催
・町議会全員協議会へ基本的な事
　項説明
・用地買収に向けて、県港湾・海
　岸課と協議
・温泉掘削事業費及び背後地用地
　取得費を計上
・経営に関するアドバイザーとの
　協議
・産振補助金申請に向けて協議
・経営計画の策定開始

＜用地＞(H22)
・用地取得完了
（買収面積A=9,752.04m2）

＜温泉＞（H22）
・温泉掘削作業完了
　（泉温31.5℃、湧出量
53L/min）

＜経営計画＞
・経営計画策定支援業務（関係者
へのヒアリング等）(H22)
・経営計画策定業務委託(H23)

２９．津野町地域資源｢ふ <地産地消ビジネス> <地産地消ビジネス> 直販所売上額２９．津野町地域資源｢ふ
る｣活用ビジネス事業

《津野町》

ビジネスの拠点となる組織
が中心となって、直販所や
アンテナショップを活かし
た農産物販売システムを定
着させるとともに、津野町
の豊かな自然や伝統文化、
食材といった地域資源を有
効に活用する仕組みや体制
の整備、町内外への発信な
どによる交流人口の拡大を
促進する。併せて、地域の
イメージを盛り込んだ土産
品の開発拠点の整備などを
行うことにより、地域の所
得の向上と雇用の創出を図
る。

<地産地消ビジネス>
【H21】・雨除ハウス10棟・ほ
場条件5箇所整備、集荷所等3箇
所・配送コンテナ3箇所整備、講
習会2回、実地指導2回実施
【H22】・雨除ハウス9棟・ほ場
条件1箇所・実証圃整備、集荷所
等3箇所・配送コンテナ3箇所整
備、道の駅「布施ヶ坂」の改築、
集荷システム・直販所統合システ
ムの構築

<観光交流ネットワークビジネス>
【H21】・案内看板17基等の整
備、ガイド研修1回、おもてなし
研修会5回の開催、地域限定メ
ニュ―開発、体験ツアー開催、セ
ラピーロード整備
【H22】・案内看板7基等の整
備、観光パンフレット等作成、ガ
イド研修2回、おもてなし研修会3
回開催、ガイド11名養成
<加工品開発販売ビジネス>
【H21】・津野山茶・猪肉・ツガ
ニを使った加工品試作10点、加工
所・アンテナショッププランニン
グ・デザイン一式
【H22】・津野山茶・黒牛加工品
試作20点、加工所・アンテナ
ショップ基本設計一式
<その他>
・既存直販所の経営改善計画作成
・産業振興推進総合支援事業費補
助金
　H21:23,668千円
　H22:39,767千円
　H23:50,000千円（予定）
・産業振興ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招へい3回

<地産地消ビジネス>
・直販所売上高の増加
　　H20：120百万円
      H21：126百万円
      H22：136百万円

<観光交流ネットワークビジネス>
・観光ガイド(H21よりガイド制
度
　導入)利用者
　　H21：421人
      H22：410人
・主要施設宿泊者数
　　H20：9,002人
　　H21：9,355人
　　H22：9,619人

<加工品開発販売ビジネス>
・加工所、アンテナショップの
オープンにより、津野町の地域資
源をフルに活用した加工・販売体
制が整った。(H24.3予定)

直販所売上額
　155百万円

主要宿泊施設の宿泊
者数
　9,000人

 35百万円
（H23.6末）
136百万円
（H22実績）

  1,872人
（H23.6末）
　9,619人
（H22実績）
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備考今後の方向性総括

・目標の出店数への達成はできた。大正町市場商
店街にて、来客数の増加とともに、出店を考えて
いく人が今後も出てくるものと期待できる。今後
は、大正町市場の魅力を向上させることにより、
リピーター客を確保することが、大正町市場の活
性化につながって行くことが期待できる。

【課題】
・出店者の高齢化による店舗閉鎖の増加の懸念

【方向性】
・大正町市場の魅力を磨きあげ、リピーター客
を確保
・移住交流の視点からも、大正町市場の魅力の
再発見を図るとともに都市部等と交流し、交流
人口を増やしていく。

・着実に進んでいる。事業内容の具体的な計画に
ついては、H2３年度に経営計画の策定に向けて
進んでおり、基本設計についてもH23年度中の完
了に向けて動いていく。

【課題】
・経営計画及び基本設計の早期作成

【方向性】
・経営計画を作成し、事業の具体的な方針を決
定し施設整備を進めていく

【課題】
・需要増に伴う農産物の供給不足の恐れ
・指定管理制度による加工所・アンテナ
　ショップ経営の早期安定化
・既存直販所の経営改善
・観光交流における大幅な集客方法がない

【方向性】
・農産物のさらなる安定した供給体制の構築
（責任生産者制、直販・生産部会による進捗
　管理等）
・町内機運向上、オープンに向けてのＰＲ、
　リピーターの確保
・顧客のニーズの把握と対応
・作成した経営改善計画の着実な実行
・人材育成
・広域的な連携を視野に入れた観光交流人口
　拡大

・目標の達成には一歩及ばなかったものの集荷・
販売統合システムの構築などにより、農産物の集
荷量が増加し、直販所の販売額は徐々に伸びてき
ている。事業による一定の成果は見え始めてい
る。
・さらには、加工品・土産品等の開発が完了した
ことから、津野山茶・津野山牛（黒牛）のブラン
ド化が大きく前進した。
・今後、加工・販売・観光・情報発信の拠点とも
なる加工所・アンテナショップのオープンにより
Ｈ２４以降の大幅な事業展開が期待できる。
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３０．四万十町拠点ビジネ
ス体制の構築

《四万十町》

観光資源も含めた地域資源
を有効に活用するため、地
産地消や加工品開発販売、
観光交流ネットワークビジ
ネスなどを一体的に担うビ
ジネス拠点組織を中心とし
た仕組みや体制を整備し、
地域の活性化や所得の向
上、交流人口の拡大を目指
す。

＜生産流通システム＞
・旧町村ごとの集荷・流通システ
ムを一元化
・あぐり窪川の集荷施設及び加工
場の整備
・フリーマーケット改修

＜商品開発・販売＞
・四万十町スタイル作成

＜その他＞
・産業振興推進総合補助金
H21：25,128千円
H22：22,428千円
・産業振興アドバイザー９回

＜生産流通システム＞
・生産流通を一元化しコスト削減
・販路開拓（県内１２店舗、県外
２店舗）

＜商品開発・販売＞
・加工商品の開発（5商品）
・道の駅連携商品（3丼）
・黄色いテント３台、ミニコー
ナー11台開発

＜売上額＞
H20：296,433千円
H21：307,484千円
H22：291,305千円

地域産品・土産品等
の新商品開発
　5品目以上

あぐり窪川販売金額
（Ｈ19：3.2億円）
　4.2億円

販売金額
　4.5千万円

常勤雇用者数
　3人

加工商品5商
品、道の駅連
携商品３丼

291,305千円
　
(H22）

0

常勤雇用者数
　3人

３１．「かつお」まるごと
商品開発プロジェクト

《中土佐町》

地域資源の「かつお」を加
工・商品化して付加価値を
高め、新たな「食」のビジ
ネスを創出する。

＜出店＞
・産業振興補助金を導入し、店舗
を開店
＜商品開発＞
・新商品を販売
＜商談会＞
・「食の商談会２０１０」等への
参加
＜人材育成＞
・専従スタッフの人材育成に向け
て、研修会への参加
＜大正町市場活性化策＞
・移住・交流促進支援事業採択

＜売上＞
・「cafe do'kuremon」売上高：
7,989千円(H22)
・「企画ど久礼もん企業組合」全
体の売上高：38,190千円(H22)
→計画19,705千円

＜新商品開発＞
・クレティーヤ、かつおボール、
辛焼味噌カラヤン、(H20)
・なぶらスープカレー(H21)
・生姜ロール、生姜ソフトクリー
ム、生姜スカッチ、漁師のラー油
(H22)

開発する商品数
　5商品

「café　do　ｋｕ
ｒｅｍｏｎ」店舗売
上
　13,250千円

１０商品

店舗売上
(H22)
7,989千円

(H22)
・漁師のラー油（いか大王）、焼
きラーうどん(H23)

＜商談会＞
・「食の商談会２０１０」に参加
により商談件数：１４件
　うち契約１件(H22)

＜雇用の創出＞
・１４名（正社員3名、パート
　7名、アルバイト4名）

＜人材育成＞
・商人塾への参加(H22,23)

＜大正町市場活性化＞
・移住交流事業において、地域の
再発見のワークショップ等開催
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備考今後の方向性総括

・四万十町の旧３町村の産物を一元的に流通販売
する販売先（高知市内の既存のアンテナショッ
プ、サンプラザ１２店舗）を決定したことは評価
できる。H2２年度にはあぐり窪川の集荷施設及
び加工場の整備、フリーマーケットを改修が完了
しており、今後その利活用やH22開発商品の販売
への取組強化が必要。

・高知市内へ出店を予定している四万十町アンテ
ナショップ「四万十マルシェ」の整備を関係者で
検討中。

【課題】
・事業主体あぐり窪川の主体性、経営体質の向
上
・農産物等出荷量の確保
・アンテナショップの設置意義確認

【方向性】
・農産物の安定した供給体制の構築
・四万十町役場内にアンテナショップ運営検討
会を設置し今後の方向性を協議検討

・店舗売上の目標は達成していないが、企画ど久
礼もん企業組合全体のH22年度の売上高は、商品
開発した「漁師のラー油」が好調で38,190千円
とH22の計画目標19,705千円を大きく上回って
おり、雇用の創出も1４名に至っている。

・新商品の開発にも積極的であり、人材育成にも
力を入れている。また、大正町市場の活性化策も
進めており今後の展開に大いに期待ができる。

【課題】
・人材育成（マーケティングや営業強化、経理
面でのノウハウ、生産面への対応）
・原材料の確保や需要に応じた商品づくりの体
制
・商品の標準化
・採算性をふまえた価格の設定　など

【方向性】
・いい新商品を開発し、商品購買者のリピー
ターを確保していく。
・地域の雇用確保を継続
・大正町市場を中心にした移住交流人口の拡大・大正町市場を中心にした移住交流人口の拡大
を図る活性化の推進
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３２．梼原町地場産品の地
産地消・外商の促進

《檮原町》

檮原町にある一次産品や加
工品など、さまざまな地場
産品の町内外への販売を、
ＩT技術等の活用や商品開発
によって促進するととも
に、町内の福祉施設及び小
中学校の給食に地域産品を
調達する仕組みづくりを行
い、地産地消を推進する。

<地場産品の販売促進>
・町民向け食品衛生/表示説明会の
開催…2回
・イベント等の店頭販売における
地場産品ＰＲ…7回
・商談会への参加、バイヤーの町
内現地訪問への対応
・地域関係者が連携し松山市の量
販店での町産品店頭販売を開催
（Ｈ２２より、隔月で定期的に開
催）
・新しい特産品開発に向けたフー
ドコーディネーターの指導…25回
（H22）

<ITの活用による町内事業所の活性
化>
・町内事業者を対象とする研修会
の開催
　H21… 10回、H22…6日

<給食に使用する地場産品を町内の
生産者や業者から調達する仕組み
づくり>
・学校給食共同調理場やカルスト
会との調整
・生産者への生産指導、参加への
呼びかけ
・町広報誌を活用した学校給食の
地産地消のＰＲ…1回

<地場産品の販売促進>
・まちの駅出荷登録者数67人
（H22）。現在も増加中。
・フードコーディネーターの指導
による人材育成人数8人
（H22）。スィーツのテスト販売
を実施。

<ITの活用による町内事業所の
　活性化>
・研修会の参加者数
　H21：述27人 ､H22：延38人

<給食に使用する地場産品を町内の
生産者や業者から調達する仕組み
づくり>
・学校給食の地産地消に参加する
生産者数…約40人
・栄養教諭の協力を得て、学校給
食における地場産食材の利用率が
向上
（H21 18.8%→H22 27.3%）

まちの駅出荷登録者
数
　80名

まるごと高知出荷ア
イテム数
　5点

学校給食における地
場産品利用率
（H21　18.8%）
　35%

　67人
　（H22）

　1点
　（H22）

　27.3%
　（H22）

３３．須崎市の教育旅行な
どの誘致に向けた体験型観
光メニューの開発・商品化

《須崎市》

◆体験旅行誘致・広報
21:体験観パンフ１，５００部作
成
　四国内中高に５２０部＋α送付
　近畿教育旅行研究大会プレゼン
22:延べ５地域　１６社訪問

◆体験旅行受入
21:２，８８１名
22:３，２２８名

23予約関西地区中学２校４２０名
24予約関西地区中学２校１４７名

体験旅行者数
（Ｈ20　約2千人）
　1万人

体験旅行者数

　５,０00人

教育旅行等受
入

須崎市への教育旅行や団体
旅行を増やすため、地域資
源を活かした体験メニュー
の充実を図り、ドラゴンカ
ヌーやシーカヤック体験を
中心に誘致を行う。また、
体験者が日帰りになってい
るため、市内に宿泊できる
体制の整備に取り組む。

22:延べ５地域　１６社訪問
体験観光ＨＰ「すさき体験．Ｃｏ
ｍ」開設

◆研修会
21:体験観光関係研修会計１６回
22:インストラクター養成講座４
回
23:民泊研修会４回予定

◆施設整備
21～22　カヌー場屋根他整備

24予約関西地区中学２校１４７名

◆民泊受入先造成
一般９、農家３　計１２世帯確保

◆研修会
約２００名受講
インストラクター 計１４名養成

入
21:３校
22:８校
23:１１校
　　（予定）

３４．中土佐町の地域資源
を活用した体験型観光の推
進

《中土佐町》

重要文化的景観を生かした
久礼のまち歩きや漁業体験
など体験型観光メニューの
充実を図り、商品の販売を
積極的に行うとともに、ガ
イド等のレベルアップのた
めの研修など人材育成を行
い、受け入れ体制を充実さ
せ中土佐町における交流人
口の拡大を目指す。

・上ノ加江漁業体験研修会開催
・久礼のまち歩きガイド研修会開
催

・国の重要文化的景観認定に向け
た答申

・プログラムブラッシュアップ
・ガイド８名養成
　久礼のまち歩き受入開始
ＪＲとタイアップし「味な散歩
道」による販売開始
　
・「久礼の港と漁師町の景観」に
ついて、また同時に「四万十川流
域の文化的景観 上流域の農山村と
流通・往来」に旧大野見地区萩中
川と下ル川の流域を追加選定の答
申・認定がなされる。
※観光パンフ大幅改訂発行
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備考今後の方向性総括

・平成２２年８月にオープンした「まちの駅」へ
の出荷登録者数は現在も増加しており、また、学
校給食の地産地消では栄養教諭の積極的な関与も
あり利用率が向上するなど、成果は着実に上がっ
ている。今後は供給体制について検討し、継続的
な活動を確実にしていくことが必要。

・新たな商品作りについては、地域住民８名が
フードコーディネーターの指導のもと地域食材を
使った加工品づくりの技術を学んでいるが、その
成果を活かした取組にいかにして結び付けるかが
今後の課題となっている。

・地産外商については、イベントや商談会への参
加といったこれまでの活動に加えて、地域関係者
が連携し松山市の量販店での店頭販売を定期的に
行うなどの新たな取組が生まれている。

【課題】
・学校給食の地産地消などについて、生産や供
給体制の構築
・新たな商品開発に向けた今後の方針づくり
・既存商品の磨きあげ
・地産地消外商の機会拡大

【方向性】
・学校給食の地産地消を契機に、生産と消費を
結ぶ生産供給体制づくりを推進。

・新たな商品開発については、関係者の意見を
集約し、今後の計画づくりを推進

・既存商品については、アンテナショップでの
テスト販売や各種制度の情報を事業者に提供
し、商品の磨きあげを推進。

・地産地消外商の場として、まちの駅の市場な
どの直販所の利用拡大。

・当初、四国内の遠足的な需要を見込み、体験型
観光パンフレットを作成配布するが目立った動き
はなく、このため旅行会社主体の誘客活動、併せ
てインストラクター研修会などに取り組む。
・ドラゴンカヌー、たたきづくり体験などを主体

＜課題＞
・教育旅行主要ターゲットである関西、中国地
方の学校は1学年200～400名と須崎市地域の
みでは受入体制や提供メニューに限界がある。
・教育旅行民泊受入先の確保・ドラゴンカヌー、たたきづくり体験などを主体

に誘致受入数を伸ばしているが、宿泊先がないこ
と、教育旅行用のメニューの少なさから目標値に
は苦しい状況。
・現在教育旅行の受入増、また地域振興を図るた
め民泊受け入れ先の拡大に取り組んでいる。

・教育旅行民泊受入先の確保
・プロモーション活動
・体験プログラムの増及びインストラクター養
成

＜方向性＞
・広域的な情報の共有を初めとした地域が一体
となった誘致、受入体制の確立を検討
・民泊研修会の開催
・県観光CV協会、他地域のコーディネート組織
と合同の教育旅行誘致
・地域資源の見直しによる新規プログラムの開
発及び人材育成研修会の開催

・久礼地区、上ノ加江地区、大野見地区それぞれ
において歴史、文化、産業を活かした取り組み、
検討がなされたが、個々のプログラムの４Ｔ（定
時、定量、定品質、定価格）構築途上であり大幅
な誘客増にはつながっていない。

＜課題＞
・体験プログラムのブラッシュアップ、インス
トラクター養成などによる商品の安定、定品質
化
・久礼新港の物産館（仮称）と連携した町内へ
の誘客
・交流人口の拡大に向けた旧大野見地区活用

＜方向性＞
・観光アドバイザーによる研修会開催
・物産館（仮称）の活用協議（まち歩きコース
への導入、パークゴルフとのセットなど）
・旧大野見地区を体験型観光に活かす手法につ
いて地域と協議
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

３５．梼原町の体験型・滞
在型観光の推進

《梼原町》

梼原町を訪れる方々に町内
で食事や宿泊、体験観光を
していただくため、受入体
制の充実や連携、地域外へ
のPR等に取り組むととも
に、脱藩の道や史跡等の案
内板の整備などハード面で
の充実を図る。また、高知
市内のホテル等と連携をし
て、高知市から梼原町への
誘客を行う。

・ゆすはら社中（部会を設けた維
新の志士を活かして振興を図る任
意団体）設立
・龍馬博サテライト会場「ゆすは
ら維新の道社中」設置
（3/5志国高知・龍馬ふるさと博ﾘ
ﾆｭｰｱﾙｵｰﾌﾟﾝ）

・TVＣＭ開始
・エージェント等への営業活動…
22年度23回
・23年度ふるさと博セールスキャ
ラバンなど20回程度予定
・周遊プラン「山中八策」作成
・7／9幕末志士社中での誘客活動

・まち歩き定時ガイド及び津野山
神楽の定時、定量開催によるもて
なしサービスの向上

・ゆすはら維新の道社中入場者数
　H22 　　　　　99,099人
　H23.3.5～7.17 　8,471人
・まち歩きガイド利用者
　H22　　　　 　12,315人
　H23　3/5～6/30　 829人

・雲の上のホテル及び別館マル
シェ・ユスハラ　宿泊者数
H22（ﾏﾙｼｪは8.28～）6,485人
H23　4/1～6/30  　1,622人
　

宿泊者数
（H21 約6千人）
　11,400人

ガイド養成人数
（H21　20人）
　25人

宿泊者数
　11,400人

ガイド養成人
数25人

３６．海洋堂ホビー館を活
かした観光人口の拡大

《四万十町》

フィギュア等の展示や各種
交流イベント事業を展開す
る観光施設として休校施設
をフィギュアメーカーであ
る（株）海洋堂との連携に
よって海洋堂ホビー館とし
て整備し、四万十町への観
光人口の拡大と地域活性化
を目指す。

＜ホビー館と周辺施設等の整備＞
H22　産業振興推進総合支援事業
費補助金　32,537千円
＜運営体制の整備＞
・（株）海洋堂（株）奇想天外と
の協議20回実施
・県内イベント出展PR6回実施
・県外ワンフェス出展PR実施
（H2２：2回　H23：１回）
・プレスリリース実施200社
（H22：２回　H23：１回）
・造形教室2回開催
＜受け入れ体制の整備＞
H22
・打井川地域づくり委員会開催
・打井川ブランド開発会議７回実

＜ホビー館と周辺施設等の整備＞
H22年度 ホビー館完成
H23年7月 海洋堂ホビー館四万十
開館

＜運営体制の整備＞
H22：誘導案内看板の設置
H23 (株)奇想天外の指定管理開始
・無料シャトルバス運行、路線バ
スの増便等による二次交通体制の
基本形が整った。
＜受け入れ体制の整備＞
H22 打井川体験ﾓﾆﾀｰﾂｱｰ：40人
H23 打井川直販所オープン
＜その他＞
H23 海洋堂ホビートレイン運行開

ホビー館の1年間入
場客数
　H23年度末
15,000人

常勤雇用者数
　3人

ホビー館の入
場者数
33,107人
（8月21日現
在）
常勤雇用者数
３人

・打井川ブランド開発会議７回実
施
・２次交通プランの協議４回実施
・JR四国との協議(毎月2回程度）
H23
・打井川地区会の設置と協議

H23 海洋堂ホビートレイン運行開
始。四万十カッパ王国設立。四万
十町商工会の観光客誘致活動の活
発化。

３７．四万十町観光交流促
進事業

《四万十町》

高速道路の延伸や海洋堂ホ
ビー館の整備を踏まえ、四
万十町の山・川・海の豊か
な地域資源がつくりあげた
景観や歴史、文化等に磨き
をかけるとともに、ものづ
くりや食を中心としたまち
づくりを進めることで、四
万十町流域での滞在型観光
を推進する。

・道の駅「あぐり窪川」へ観光コ
ンシェルジュ配置
・観光資源案内看板設置
（R381、R56上）

・ガイド、インストラクター養成
講座の開催

・一次産業を活かすものづくり講
座13回開催

・体験型観光、ものづくり、食を
絡めたまちづくり、仕組みづくり
についてワーキンググループによ
る検討会を開催予定

・観光客への情報発信、県下のコ
ンシェルジュ連携による広報によ
り町内や国道381号線へのスムー
ズな導入を図れた。

・24年春宇和島、25年春窪川Ｉ
Ｃ開通を間近に控え、町内にいか
に流入し、滞在してもらうか。そ
のために関係者が何ができるか。
するのかを考えるワークショップ
を開催

施設等利用者数
（H21　83万人）
　85万人

四万十観光おもてな
し隊
（観光ｶﾞｲﾄﾞ
H22　18名）20名

施設等利用者
数
　　85万人

四万十観光お
もてなし隊
（観光ｶﾞｲﾄﾞ）
　　20名
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備考今後の方向性総括

・地域組織「ゆすはら社中」による町内が一体と
なった龍馬伝・龍馬博、それに続くふるさと博を
活かした誘客、受入・もてなし体制が行えた。
ハード面でも「ゆすはら志士社中」、まちの駅マ
ルシェ・ユスハラ、雲の上のギャラリーの整備、
県道の改良など受け入れ態勢の充実を図る。

・これらを活かした県外エージェントへの誘客活
動、県内ホテルとの連携などにより多くの観光客
が訪れ「龍馬脱藩のまち」としてのイメージの定
着が図られた。また町民がお客様をお迎えするこ
とによる効果を実感したことも今後に続く大きな
成果

・しかしながら3/11の震災、６月の高速道利用
料金見直しの影響が懸念される。

＜課題＞
・龍馬の次をどう取り組むか。
・広域での連携強化

＜方向性＞
・引き続き「龍馬脱藩のまち」を活用しなが
ら、同時に環境のまち、癒しのまち「ゆすは
ら」をアピール、一般企業のＣＳＲ研修、ス
ポーツ合宿誘致などに取り組む。
・他市町村、ホビー館などとの連携を図る。

・約1カ月半で目標15,000人を2倍以上上回る入
場者数を確保。

・町内の商工会や観光施設が来館者への割引サー
ビスやイベントを企画・実施するなど、観光客の
誘致活動も活発化していることから、今後の地域
情報発信の強化や商品の磨きあげにより、地域へ
の経済効果も期待できる。大きな課題である2次
交通体制については、無料シャトルバスや路線バ
ス等の利用状況の結果に基づき、町内バス会社等
と今後の対応を協議できる体制にある。

・ホビー館と同時にオープンした打井川地域住民
による直販所は、今後来訪者のニーズに応じたも
てなしや品揃え、ホビー館との連携により、徐々

＜課題＞
・来館者の滞在時間延長のしかけやリピーター
の確保
・ホビー館までのアクセス。
・町民の盛り上がりや地元への波及効果。

＜今後の方向性＞
・ミュージアム運営アドバイザーの委託
・子ども連れ家族向けの体験プログラムの充実
・フィギュア、アニメ、ホビー好きを意識した
食、土産物づくり
・滞在型旅行商品作り、現地観光ガイドの育成
・きめ細やかな地域観光情報の提供体制の充実
・観光客のニーズの把握と対応
・打井川地域のブランドづくりてなしや品揃え、ホビー館との連携により、徐々

に集客を増やすことができると考える。
・打井川地域のブランドづくり

・新たにＡＰに追加されたプランであり明らかな
成果を出すには至っていない。
・高速道路延伸まで時間がないことから可能な手
段から実行が必要
・観光客は通過型になっており、いかにこの地域
での滞在時間を伸ばしていくことが課題。

・H22宿泊客：ホテル松葉川温泉
　(客室19)8,294人
　その他の施設：ウェル花夢6,755人
　ﾗｲﾀﾞｰｽﾞｲﾝ四万十363人など
　県外観光客による県内宿泊地割合：高幡6％
　幡多31％、中央52％、東部6％など

※平成21年県外観光客入込・動態調査報告書よ
り

＜課題＞
・観光客をいかに町内、Ｒ３８１へ流入を図る
か。
・観光情報の提供、滞在時間延長のしかけ
・住民のおもてなし体制の充実

＜方向性＞
・アドバイザーを招へいしワークショップを開
催
　地域文化・体験・食・ものづくりと連携した
まちづくりによる交流人口の拡大手段を探る。
・メディア、アイテム、HPを活用した観光・イ
ベント情報、周遊ルートの提供及び３つの道の
駅が連携した情報の提供
・地域の観光資源、交流人口の拡大がもたらす
効果について機会毎に地域住民に知ってもら
う。

149



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

150



地域アクションプラン総括シート

（幡多地域）
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【地域アクションプラン 総括シート】
≪幡多地域≫

指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

１　｢ユズの産地づくり｣

≪幡多地域全域≫

　幡多地域の自然を生かした
中山間の農業振興策として、
ユズの産地化を目指す

≪幡多地域全域≫
・ユズ産地化の推進
・青果出荷率の向上
≪三原村≫
<農業公社の体制強化>
・農業公社が農地を集積し、ユズと
ブロッコリーの直接栽培を行う
<農家支援体制>
・農業公社が村内の農業者支援を実
施（農作業受託、機械リース）
<加工商品販売>
・農業公社がユズ加工商品を販売
<その他>
・産業振興推進総合支援事業費
　H21：24,166千円
（農業機械整備）
　H22：53,841千円
（農業用倉庫２棟、農業機械整備）
　H23：46,313千円
（予冷庫、農業用機械整備）

≪幡多地域全域≫
・青果出荷率向上対策として、ＪＡ
高知はた全域で共同選果を開始（市
場評価が向上した）
≪三原村≫
<農業公社の体制強化>
・平成22年度には、農業公社が農
地を集積し、10.0haのユズ新植と
1.2haのブロッコリー直接栽培
・農業公社の常勤職員が、1名→7
名に増加（6名の雇用創出）
<農家支援体制>
・農業公社が農業者支援体制を強化
したため、ユズ組合員が31名→44
名に増員し、栽培面積も7.6ha→
22.1haに増加
<加工商品販売>
・ユズの加工商品をJAれいほくに
委託、ユズ加工商品の販売を実施
・ユズ商品の評価も高く、学校生協
をはじめ17ヶ所で販売
（H22販売金額＝3,689千円）

・ユズ生産量
　H19：488ｔ
（H23：642ｔ）

・ユズ生産量
（H22：
596.6ｔ、
H23見込み：
642ｔ）

２．幡多地域の集落営農の推
進
≪幡多地域全域≫
　中山間地域の集落機能を維
持するとともに、園芸品目の
導入や共同利用機械の導入に
より経営の安定化を図るた
め、集落営農組織の育成と活
動を強化する

<既存集落営農組織の推進>
・既存組織の組織運営、活動支援
・補助事業導入支援
<こうち型集落営農組織の推進>
・組織運営、活動強化支援
・所得向上対策（野菜導入）推進
<集落営農組織設立に向けた取組み>
・集落座談会の実施
・四万十市集落営農研究会の開催

<関係市町村の協力>
・関係機関と連携して集落座談会を
開催
<ＪＡ高知はた>
・幡多地域集落営農研究会を設立し
事務局を担当
<集落営農組織設立に向けた取組み>
・管内各集落で座談会を開催し、意
識改革を推進

農業営農等組織の設
立
　H19：31組織
（H23：40組織）

農業営農等組織
の設立
（H23.3月
末：40組織）

３．有機農業普及・拡大事業
≪四万十市≫
　安全・安心な有機野菜によ
る米や野菜の消費を拡大させ
る取組を進めることにより、
地域住民の健康や農業振興・
商業振興につなげ、「有機農
業四万十市」を定着させる

<有機栽培の実施>
・平成21年度から「地域雇用創造
実現事業」にて農業専門員3名を雇
用し、鍋島のハウス施設17aで有
機野菜と江ノ村で水稲2.0haを栽培
<消費者ニーズの調査>
・緊急雇用創出臨時特例基金事業に
て1名を雇用し、消費者ニーズの調
査を実施
<栽培研修>
・農業振興センター、有機栽培講師
を招いて技術研修を実施

<有機栽培の実施>
・栽培品目（ﾁﾝｹﾞｲﾝｻｲ･小松菜･ﾆﾝｼﾞ
ﾝ･ｷｭｳﾘ･なす･ﾄﾏﾄ･ｼｼﾄｳ）の品質向上
<消費者ニーズの調査>
・20戸の個人消費者に有償配達
・店舗への無償配布
・アンケート調査
<栽培研修>
・農業振興センター、有機栽培講師
による定期的な栽培技術研修で技術
向上

４．異業種からの農業参入へ
の支援
≪四万十市≫
　建設業者等の新たな農業参
入を支援することにより、建
設業者等の経営改善はもとよ
り農業の担い手の確保や遊休
農地の解消につなげる

<農業参入希望業者への支援体制>
・四万十市、農業委員会、農業振興
センター、ＪＡ高知はたが連携して
相談に対応
・説明会の開催

<参入企業>
・平成22年度に2社が農業参入
・「2.0haのアイガモ米栽培」と
「0.8haのユズ栽培」
<相談企業>
・農業参入希望業者に各種情報を提
供

５．木質ペレット対応型加温
機導入
≪四万十市≫
　施設園芸における生産コス
トの安定化を図るため、重油
の代替エネルギーとして有望
な木質ペレット対応型加温機
の導入を目指す

<情報収集>
・ペレット製造供給の情報収集
・ペレット対応型加温機の情報収集
・県内の導入状況
<検討チーム会>
・検討チーム会を開催

<情報の分析>
・H21からH22にかけて重油価格
が(70円/ﾘｯﾄﾙ)台まで下降
・H23から重油価格高騰し、
H23.7現在で(9２円/ﾘｯﾄﾙ)
・ペレット対応型加温機・ヒートポ
ンプ(電気)等の各種情報を収集
・課題が判明（ペレットの安定供
給、輸送コスト削減・利用施設の拡
大）
・検討チーム員の情報の共有化

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績
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　幡多管内のユズ栽培面積は、H19：56.0ha→
H22：79.0haと23.0haの増加（三原村ではユズ
の栽培面積が7.6ha→22.1ha＝14.5ha増）で、
平成23年度の生産目標642tをクリア―する見通
し
　三原村農業公社が耕作放棄地を含む10haの農地
を集積。6名の常勤雇用を雇用してユズとブロッコ
リーの直接栽培を開始すると共に、農作業受託・機
械リースを行うなど、中山間地域で農業を継続する
モデルケースとして成果が期待できる

【課題】
・ユズ果汁過剰で、加工用ユズ価格の低下
・高齢化と後継者不足による継続営農の心配
・ユズ加工商品増加による販売競争激化

【方向性】
・平場定植と低樹高栽培、最新農業機械の導
入により、作業効率の向上を図り、青果出荷
率向上による所得向上と新規就農者育成を目
指す
・農業者（高齢者等）の栽培を支援する体制
を農業公社等が整え、組織と個人の連携によ
る経営継続を図る。
・農業公社や会社組織（農業法人など）が農
地を集積し、大規模営農する事で、地域の農
業を守る

　関係機関、集落座談会を通じて関係者の意識改革
が進み、「幡多地域集落営農研究会」や「四万十市
集落営農研究会」の設立と並行して各地域に集落営
農組織が設立され、平成2２年度末には目標（40
組織の設立）達成

【課題】
・高齢者率の増加と後継者不足
・水稲価格の低迷と経費増加に伴い、収益確
保が難しい

【方向性】
・関係機関との更なる連携
・既存組織の継続支援
・新規集落営農組織の設立支援
・所得向上対策として、野菜・果樹栽培の推
進

　四万十市雇用創造促進協議会が３名を雇用し、有
機野菜（17a）と水稲（2ha）を栽培し、事業者
（店舗）への材料無償提供や、個人消費者への有償
宅配、アンケート調査を実施中
　有機栽培の技術習得は難しく、消費者の望む品質
達成には更なる努力が必要である
　平成24年度に法人化を目指していたが、収益の
課題解決が必要

【課題】
・有機農業で品質のよい農産物を安定的に生
産する技術習得は難しい

【方向性】
・消費者の望む品質を生産する技術修得
・有機農産物を望む消費者の顧客確保

　農業経営の厳しい時代のため、参入企業者数は決
して多くないものの、平成22年度には2社の農業
参入支援を実施。
　栽培品目・出荷方法・６次産業化・体験農園等、
経営方法によっては、将来に期待が持てる

【課題】
・所得向上の品目選定
・経営方法の検討

【方向性】
・６次産業化や体験農園などの経営方法
・大規模経営と効率化

　木質ペレットの供給体制が整備されていない幡多
地域では、木質ペレット対応型加温機の導入は難し
いが、関連機器の情報収集を行ってきたため、木質
ペレットの安定供給が整えば、モデル的な導入は可
能である

【課題】
・幡多地域に木質ペレットの製造工場が無
く、最寄りの須崎ブロックから購入する際に
は、輸送コストが加算される
・農業関連施設だけでなく、一般施設での利
用も検討が必要

【方向性】
・木質ペレット対応型加温機の普及には、幡
多地域での工場設立が必要（安価での安定供
給）

備　考今後の方向性総　　　括
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

６．廃菌床の活用等、地域資
源活用型の農業の推進

≪黒潮町≫

　廃菌床の堆肥活用等、地域
資源を活用した農業を実践す
ることで、農家の経費節減、
環境保全型・地域内循環型の
農業を進める。
　また、農業者の確保・育成
に向け、高齢者でも農業が続
けられる環境づくりや担い手
確保のための支援体制等を構
築する。

＜県こうち農業総合補助金＞
・H22：総事業費84.236千円
（堆肥化工場建設費）

＜ふるさと雇用＞
・H22｡5月～

＜利用促進＞
・農家意向調査（H21～）
・実証圃の設置（H22～）
・勉強会開催　（H22～）
・散布機械共同利用（H23～）

H23より本格生産・販売が始まる
が、H23.7月時点で購入希望数３
７６ｔと順調な滑り出しである。

＜堆肥化工場＞
（年間製造量1200t/年）
・施設完成（H23.3月）
・稼働開始（H23.4月～）

＜ふるさと雇用＞
・H22｡5月～　1名雇用
・H23.４月～　1名継続雇用

＜利用促進＞
（H23.7月末予約状況＞
・利用農家：４５件
・利用ｔ数：３７６ｔ

堆肥利用量
　　３００ｔ

※H23.7月末
　３７６ｔ

７．　佐賀温泉を拠点にした
地域活性化事業(中山間地域
の保全と活性化)

≪黒潮町≫

　楮・柑橘類の栽培による耕
作放棄地の解消や加工品開
発・販売による地域の活性化

＜事業推進に向けた各種補助金＞
・農山漁村地域力発掘支援モデル事
業
H21：2000千円（事業仕分けに
より、残り3年を残して事業終了）
・町単独補助（上記事業終了に伴う
代替）
H22：756千円
H23：756千円
・広域連携共生・対流推進交付事業
H22：1000千円
H23：1500千円

　国事業途中打切（事業仕分け）に
より計画変更を余儀なくされたが、
栽培面積は少しづつ増えている。
＜楮＞
・栽培面積（ａ）
　H21：32ａ（収穫648kg）
　H22：37ａ（収穫1232kg）
　H23：39ａ（冬場収穫予定）
（うち遊休農地利用11ａ）
＜ユズ＞
・栽培面積（ａ）
※収穫・販売は25年度を予定
　H21：89.3ａ
　H22：89.3ａ
　H23：89.3ａ
（うち遊休農地利用89.3ａ）

＜遊休農地利用面積＞
楮11a＋ユズ89.3a＝100ａ

遊休農地利用面積
　　８０ａ

※H23.7月末
　　１００ａ

８．弘法大師と生きた里山再
生プラン(中山間地域の保全
と活性化）

≪黒潮町≫

　七立栗や馬荷温泉を活用し
た地域の活性化

＜活動の推進＞
・山村再生プラン助成金
　H21：2652千円
（地域の伝統行事（山焼き）の復
活、温泉宅配等実証事業）
・県中山間集落営農等支援補助申請
検討（H23～）

　活動経費の工面に苦慮しながら、
地道な活動により七立栗栽培面製造
につながっている。

＜七立栗＞
・出荷農家数（面積）
　H21：  1戸（10ａ）
　H22：  5戸（20ａ）
　H23：11戸（75.5ａ）
・収穫量（本）
　H21：2100本
　H22：6120本
　H23：８月中旬収穫予定

９．消費の変化に対応できる
シュッコンカスミソウ産地の
再生
≪黒潮町≫
  幡多地域の主力花卉である
シュッコンカスミソウの品質
の向上や消費拡大への取組を
進めることによって、産地の
再生を図る

<新品種の栽培実証>
・有望品目の試験栽培
<ﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞ調査>
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査
<花卉団地内の用水対策>
・ｼｭｯｺﾝｶｽﾐｿｳ、ﾀﾞﾘｱ、ﾆﾗで点滴潅水
の実証

<新品種の栽培実証>
・ﾀﾞﾘｱ栽培4戸24ａ
・ﾃﾏﾘｿｳ栽培3戸2６ａ
<ﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞ調査>
・卸売市場関係者のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査
<花卉団地内の用水対策>
・点滴潅水の導入で用水量の低減が
図られる

（栽培面積）
ﾀﾞﾘｱ････････45ａ
ｼｭｯｺﾝｶｽﾐｿｳ･･8.0ha
その他･･･････2.6a

（栽培面積）
ﾀﾞﾘｱ
(H23：3５ａ)
ｼｭｯｺﾝｶｽﾐｿｳ
(H23：6.8ha)
その他
(H23：26a)
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備　考今後の方向性総　　　括

　廃菌床を堆肥化し循環型農業の仕組みづくりを推
進するうえでの最大の課題であった「土づくり用堆
肥利用促進」に向け、農家アンケートや実証圃、散
布受託等、ソフト面も重視してきたことが堆肥利用
につながったと評価できる。
　また、ふるさと雇用終了後の継続雇用もほぼ確実
であり、散布機械受託等の地域雇用等にも効果が現
れている。
　なお、事業初年度はハウス中心の利用推進であっ
たが、今後は露地・花き等の利用拡大も期待でき
る。

【課題】
・製造量（1200t/年）に見合う堆肥利用推進

【方向性】
・実証の継続
・多品目での利用促進

地域アクションプラン
追加（H22～）

　当初、５年間（H20～２４）の継続補助が確定
していた「農山漁村地域力発掘支援モデル事業
（2000千円×5年間）」が事業仕分けより、
H21をもって終了したことで、計画全体の見直し
の影響は大きい。
　しかしながら、楮・ユズとも組織の身の丈に合わ
せた活動を継続しており、栽培面積も少しづつ増え
ていることは評価するとともに、今後へ期待した
い。

【課題】
・活動経費
・マンパワー不足

【方向性】
・既存集落営農組織の活用
・販路の開拓

　「馬荷温泉」「七立栗」は、他地域からすれば羨
むような地域資源である。しかし、それらを活用す
るための「拠点施設建設」が理想ではあるものの、
財源の問題より、現時点では地道な活動にならざる
を得ない。
　そういう中で、七立栗の栽培面積増に取り組むと
ともに、集落営農の導入とその基幹品目としての七
立栗栽培の検討が始められた点は評価・期待した
い。

【課題】
・活動経費
・マンパワー不足

【方向性】
・集落営農スタイルの導入
・交流体験等ニュービジネス導入

　ｼｭｯｺﾝｶｽﾐｿｳの品質向上対策として栽培技術の向上
やバケット輸送試験に取り組んでいる。また、ﾏｰｹｯ
ﾃｨﾝｸﾞ調査を実施して消費者の嗜好を把握すると共
に、新しい品種（ダリア・テマリソウ）の試験栽培
を実施中。現状では、ｼｭｯｺﾝｶｽﾐｿﾞｳに代わる品種で
はないが、将来の有望品目として期待されている。

【課題】
・消費者の求める品種の栽培と品質向上
・用水確保（栽培品目が広がる）

【方向性】
・ｼｭｯｺﾝｶｽﾐｿｳの品質向上
・消費者の求める品目の栽培
・点滴潅水等による用水節約
・水源確保の事業化の検討（花き部会・黒潮
町・JA、振興センターによるプロジェクト
チーム）
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１０．森の工場・間伐の推進

≪全域≫

　意欲がある林業事業体が中
心になり、一定規模のまとま
りのある森林を対象に森林所
有者から長期に施業を受託す
ることなどによって、森林の
管理や施業などを集約する森
林経営の団地を「森の工場」
として認定し、木材を安定的
に供給する産地体制を確保す
るとともに、地域の森林資源
の充実を図るための間伐を積
極的に推進する。

＜森の工場推進＞
・森林施業プランナー育成研修
　H21：7回
　H22：5回
・造林補助事業
　H21：１６３百万円
・森の工場活性化対策事業
　H21：２５百万円
　H22：６２百万円

＜森の工場実績＞（H23は予定）
・搬出道（km）
　H21：37km
　H22：48km
　H23：61km
・搬出間伐面積（ha）
　H21：216ha
　H22：193ha
　H23：510ha
・一般用材生産量（㎥）
　H21：7500㎥
　H22：6800㎥
　H23：15000㎥
・チップ用材（トン）
　H21：512t
　H22：2300t
　H23：4300t
・森の工場新設（ヶ所）
　H21：５ヶ所
　H22：２ヶ所
　H23：３ヶ所

森の工場の木材生産
量
　　１７,７００㎥

２０,０００㎥

１１．林産バイオマスのカス
ケード型ゼロエミッションシ
ステム構築

≪四万十市≫

　森林から搬出された原木を
木材として製品化する過程で
排出される樹皮、端材などの
木屑を、木材乾燥のための熱
源として利用する「木質バイ
オマス利用システム」を構築
するとともに、地域で生産さ
れる製材品の品質を高めて販
売を促進する。

＜施設整備に向けて＞
・木材乾燥施設検討会
H21：５回
H22：６回

　林産バイオマス推進のカギとなる
施設整備について検討を重ねてきた
が、B/Cより単独事業者の導入は困
難であり、また、事業組合による国
庫補助活用は困難であることを確認
するとともに、現状と課題解決に向
けた要望書「四万十産材を利用した
木材産業の振興」をH22.9月に四
万十市に提出した。

１２．「四万十の家」の建築
と地域産ヒノキの販売の推進

≪四万十市≫

　モデルハウス「四万十の
家」を整備し、ＰＲすること
で地域産ヒノキを利用した住
宅建築を促進するとともに、
地域産材の認証制度により品
質表示した「四万十ブラン
ド」ヒノキの供給能力を高
め、地域外への販売を促進す
る。

＜モデルハウス活用＞
・市地場産木材住宅建築推進協議会
（H21：6回、H22：２回）
＜モデルハウス建築＞・
・建築総事業費25873千円
（H22）
＜補助事業＞
・国交省住宅交付金
（H21：854千円）
・国交省社会資本整備交付金
（H22：10308千円）

＜四万十ヒノキ推進＞
・四万十ヒノキ活用推進課長会
（H22：5回）
・四万十市産材利用促進補助制度
（H23.6～）
＜補助制度＞
・地域林業総合支援補助
（H21：516千円、H22：319
千円）
・地域材ブランド化推進補助
（H21：522千円、H22：7511
千円）

　H23.4～モデルハウス四万十の
家の利用開始より、今後はより積極
的なＰＲが可能となった。

＜モデルハウス四万十の家＞
・H23.3月　施設完成
（木造２階、延床面積140.00㎡）
・H23.4.1～利用開始
（施設管理；かわらっこ）

＜四万十ヒノキ推進＞
・四万十ヒノキの推進課に向けた4
市町村協定書（H23.2月）
・四万十ヒノキ推進協議会発足
（H23.8月～四万十市、三原村。
四万十町、中土佐町）

供用（宿泊）体験の
数
　　５０組

施設の視察者数
　　１００人

※H23.７月末
　　　１７組
　　　９１人

　　４２０人
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備　考今後の方向性総　　　括

　H23.6月ヒアリング時、H23木材生産予定量は
一般用15000㎥＋チップ4300t（㎥換算5000
㎥）＝20000㎥と、目標達成の見込み。
　森の工場により、建設業の参入や参入事業者と森
林組合とのＪＶ等、地域の新規参入の受け皿として
も機能している。
　森林事業は、造林事業制度や国庫財源に大きく左
右される傾向にある。22年度の造林事業制度改正
により、今後はより計画性・集約化をもった事業計
画の提出が必要となるため、森林事業者の指導・育
成についても強化が望まれる。

【課題】
・地域マネージメント力をもった事業体の育
成

【方向性】
・森林所有者との合意形成・中長期的な間伐
計画をもつモデル的な事業体および森林施業
プランナーの育成

　参画予定事業者（4民間事業者）との検討会を重
ねる中で、最大の課題である乾燥機械導入費用につ
いて「事業協同組合では国庫補助対象外。森林組合
の場合は固定資産保有比率の整理が前提となり、
ハードルが高い。」ことを確認した。
　今後は、他の補助事業導入を見据え、必須である
「B/Cをふまえた計画」の策定が望まれる。
　

【課題】
・施設導入費用（190百万円）

【方向性】
・経営計画、資金調達計画の見直し

　H23.4月よりモデルハウス利用開始、当初目標
以上の利用状況であり、今後、林業関連事業者の学
習会場利用や一般利用等、より積極的な「地域産ヒ
ノキ」のＰＲが可能となった。
　また、地域産ヒノキのブランド化に向けて、4市
町村（四万十市、三原村、四万十町、中土佐町）に
よる推進協議会の発足により、従来の幡多ヒノキ・
高幡ヒノキとの区分等、整理すべき課題解決に向け
た検討の場が出来たので、積極的な議論に期待して
いる。

【課題】
・モデルハウス活用による、より積極的なＰ
Ｒ

【方向性】
・四万十ヒノキの定義の確立
・4市町村連携のあり方および県・国の支援の
あり方
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

13.町内の持続可能な山林資
源を活用した製炭事業

町内の最高級のウバメガシ
や、生活環境をおびやかして
いる「竹」などを活用して、
古くから行われていた土佐備
長炭の復活、竹炭生産など、
製炭の産業化を目指す。

１．備長炭生産窯1基（H22町単
独事業で整備）
２．備長炭生産窯２基（H23県産
振総合補助金活用）
３．大月町備長炭生産組合設立
（H22.２）
４．生産者育成（室戸市への研修生
派遣）H22：3名　H23：5名
５．備長炭販売先ニーズ調査
（H22実施）24店舗
６．ウバメガシ賦存量調査（H22
実施）
※H23産振総合補助金活用
（事業費8,635千円）

同事業は、本格的な展開はH23年
度からとなっており、現在は準備段
階。生産の中核となる組織も既にで
きており、H23．８～備長炭生産
開始。年度後半には本格製造を開始
する予定。
原料となるウバメガシの量の調査、
及び販売先へのアプローチも既に
行っており、本格実施に向けた準備
は整っている。

炭生産者：8名

生産量
備長炭：３０ｔ
黒炭：１４ｔ
販売総額
備長炭：１２００万
黒炭：２８０万

炭生産者：3名
（H24当初8
名）
備長炭：２８ｔ

備長炭：１１３
０万円

※生産量、販売
額ともに計画数
字

１４. 宿毛湾地域環境生態系
保全活動事業（藻場再生、サ
ンゴ保全）
≪宿毛市・大月町≫
　藻場の再生やサンゴの保
護・育成に取り組むことによ
り、漁業生産性の向上を図る
とともに、海洋資源を活用し
た滞在型観光の推進に寄与す
る

<生態系保全活動>
・環境･生態系保全活動支援事業
「総事業費3,200万円」(H21～2
５)
・ｵﾆﾋﾄﾃﾞ及びｼﾛﾚｲｼｶﾞｲﾀﾞﾏｼの駆除
・ｵﾆﾋﾄﾃﾞ駆除に酢酸注入を実験
<珊瑚の人工繁殖>
・珊瑚の採卵・育成・沖だし・移植

<生態系保全活動>
・ｵﾆﾋﾄﾃﾞの駆除H22=6,469個体ｼﾛ
ﾚｲｼｶﾞｲﾀﾞﾏｼの駆除H22=9,808個体
・ｵﾆﾋﾄﾃﾞ駆除の酢酸注入効果（ほぼ
100%）
<珊瑚の人口繁殖>
・珊瑚の採卵・育苗・沖だしまでの
技術が確立

１５．にぎわいづくりを中心
とした地域活性化のための魚
加工施設の整備
≪宿毛市≫
　豊富な水産資源を有効に活
用して、漁業者の所得向上
や、雇用の創出、交流促進を
進めるために水産加工施設の
整備を進めていく。整備にあ
たっては、フェリー、定期船
などの交流の拠点として機能
し、集落機能が高い片島地区
を中心に検討していく

<加工施設の整備>
・産業振興推進総合支援事業費
　H21:16,165千円
<加工商品>
・キビナゴバラ凍結、鮮魚のフィレ
加工、干物、新たな商品開発
<販路拡大>
・販売先の開拓
<関連事業>
・ふるさと雇用再生特別交付金事業
（H21～H23：16,000千円/
年）

<加工施設の整備>
・加工施設、冷凍･冷蔵施設、冷蔵
庫付き運搬車両の整備
<加工商品>
・顧客から品質･価格に対する評価
が良く、特に栄養士ﾈｯﾄﾜｰｸでの評価
が高い
・ﾍﾀﾞｲ等の評価が高まり、市場取引
価格の向上効果（200円/kg→
400円/kg）
<販路拡大>
・販売先の開拓は、H22.3：12社
→H23.3：27社→H23.6：31社
に拡大し、販売額も1ヶ月280万円
を達成
<関連事業>
・ふるさと雇用で、4名の雇用が発
生

ｷﾋﾞﾅｺﾞﾊﾞﾗ凍結生産量
（H23：33.26ｔ）
凍結ﾌｨﾚ（H23：
10.00ｔ）
干物（H23：1.50
ｔ）

ｷﾋﾞﾅｺﾞﾊﾞﾗ凍結
生産量
（H23：16.9
ｔ）
凍結ﾌｨﾚ
（H23：15.6
ｔ）
干物（H23：
0.7ｔ）

１６．宿毛湾を中心とする地
域水産物の流通・加工体制の
整備
≪宿毛市≫
　民間事業者による水産加工
施設の拡大整備、及び宅配事
業の新規参入により、すくも
湾の魚の利用促進・消費拡大
及び地元雇用の創出を目指す

<加工施設の整備>
・産業振興推進総合支援事業費
　H22:80,974千円
<事業内容>
・養殖鯛と天然魚の1次加商品を自
社ﾚｽﾄﾗﾝに食材として出荷
<販路拡大>
・自社ﾚｽﾄﾗﾝへの食材提供以外に、
贈答用商品の開発・販売や、社外へ
の販売拡大
<雇用の創出>
・雇用の拡大

<加工施設の整備>
・既存加工施設を増築し、衛生管理
向上対策として1次加工、2次加工
ﾙｰﾑの分離化と－50℃急速冷凍施設
の導入で鮮度維持向上
<事業内容>
・急速冷凍施設の導入により、刺身
定食の提供が可能となった
<販路拡大>
・贈答用商品の販売を開始
<雇用の創出>
・ﾊﾛｰﾜｰｸで募集中

売上高
（H23：2.3億円）

売上高
（H22：1.4億
円）
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備　考今後の方向性総　　　括

　備長炭の生産は、中国の炭輸出禁止や、高級燃料
としての注目度の高まり、炊飯やオブジェとしての
活用など、今後需要が高まることが見込まれる。
　同事業は、本格実施がH23からであり、具体的
な成果は見えていないが、事業実施に向けた仕組み
づくりなどの準備も確実に行っており、今後成果が
期待できる。
　また、生産者育成では、当初の目標8名をクリア
している。

【課題】
・販売先の確保
・商品開発による販路拡大

【方向性】
・室戸市木炭振興会と連携した販路確保
・日本料理店、焼き鳥店などの個別ターゲッ
トを視野に入れた営業活動
・大月町ふるさと振興公社と連携した販路拡
大、PR実施
・お土産物としての商品開発

地域アクションプラン
追加（H22～）

　珊瑚保全に対する関係者の意識向上につながり、
ｵﾆﾋﾄﾃﾞ駆除による珊瑚食害防止効果と共に、珊瑚種
苗育成・移植技術の確立が整いつつある
　特に、ｵﾆﾋﾄﾃﾞの駆除に酢酸注入が大きな効果を発
揮したため、今後は安全かつ大量にｵﾆﾋﾄﾃﾞの駆除が
可能となる

【課題】
・ｵﾆﾋﾄﾃﾞ等の駆除には多くの作業員が必要
で、経費の確保が課題

【方向性】
・ｵﾆﾋﾄﾃﾞの有効な駆除方法が確立されたので
今後は、効率的な駆除方法の段階に入る
・珊瑚の復元手法も見通しが立ち、今後は技
術の確立を急ぐ

　鮮魚の加工や販売の経験もなく、0からのｽﾀｰﾄで
あったが、加工作業員の研修や販路開拓努力の結
果、取引先が31社に増加し平成23年4月以降の販
売額は目標数値に近づいている
　学校・病院に所属する栄養士からの評判は大変良
く、営業に入っていない施設からの注文も入るな
ど、今後の成長が期待できる

【課題】
・加工の作業効率を更に上げる

【方向性】
・商品の品質や価格設定については、販売先
から高い評価を受けていることから、戦略は
このままで、作業効率の向上と商品開発対策
として、「土佐社中」との連携を検討する

　平成22年度の売上高は目標高（H22：1億6千
万円）に対して、約１億４千万円と85%に止まっ
たが、震災の影響を考慮すれば、ほぼ計画に近い数
値と考える。また、施設の規模拡大により、衛生管
理面が向上すると共に、新たに贈答用商品の製造や
急速冷凍施設の導入で刺身食材の提供が可能となる
など、今後の展開が期待できる。

【課題】
・従業員の雇用に関しては、ハローワークを
通じて募集しているが、若者が水産加工業務
を敬遠する現実があり、募集人員が少なく、
作業ローテーションに苦労している

【方向性】
・出荷される商品の評判は大変好評だが、顧
客を満足させるためには新たな商品開発が必
要
・刺身提供も可能となった事で、幡多地域の
鮮魚に付加価値が付く
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

１７．民間企業との連携によ
る水産物の販路拡大
≪宿毛市・大月町≫
　漁協と民間会社とが連携
し、前処理加工事業に取り組
む。衛生管理型市場である
「すくも湾中央市場」に隣接
する形で、漁協が加工施設の
整備を行い、これを民間会社
が管理運営する。漁協は、本
加工施設で使用する原魚の調
達・供給を行う

<加工施設の整備>
・産業振興推進総合支援事業費
　H22:102,172千円
<事業内容>
・天然魚を中心に、1次加工商品を
首都圏の自社ﾚｽﾄﾗﾝに食材として出
荷
<雇用の創出>
・雇用の拡大

<加工施設の整備>
・衛生管理に配慮された、約120
坪の新しい加工施設を整備
<事業内容>
・震災の影響で包装資材が入らず、
平成23年4月20日から本格的な稼
働で、職員の加工技術向上研修を重
点的に実施
<雇用の創出>
・新たな雇用8名（工場長1名、
パート7名）

原魚供給高
（H23：81百万
円）

18．サメ漁業復活に向けた
取組

現在、漁業被害が大きいサメ
の駆除とともに、新たな収入
源となるサメ漁業及び加工を
土佐清水市で復活する。

１．商品開発（鉄干し、ジャー
キー、ドッグフード）
２．試験販売実施
３．サメ漁試験操業実施
※H22産振総合補助金活用
（事業費1,900千円）

商品販売：鉄干しは大阪の炉端焼き
チェーンに販売（１８０千円）、
ジャーキーは土佐清水のお土産品な
どとして販売（２４０千円）
ドッグフードは試験販売の結果、形
状、パック方法等課題が見つかり、
今後改良。大手ペット用品会社と、
製造販売について提携検討中。

サメ販売量（原魚
ベース：H21　0.3
ｔ）１０ｔ

サメ販売量
H22　　1.4t

19．宗田節の販路拡大に向
けた取組

宗田節加工業は、蕎麦屋等の
業務用需要に支えられてきた
が、食の選択肢の多様化等に
より、需要が減少している。
そこで、末端消費者をター
ゲットとした事業を展開し、
消費の拡大をはかる。

１．商品開発（候補：だしパック、
濃縮液体だし、だし醤油など）
２．市場調査（競合商品の調査、と
さしみず屋（大阪）や県アンテナ
ショップを活用した消費者ニーズ調
査）、試験販売
３．宗田節の成分分析→他商品との
差別化
４．PR（TV、雑誌での知名度向上
のためのコマーシャル、食育実施な
ど地元での消費拡大）
※H23産振総合補助金活用
（事業費7,256千円）

H23.2「宗田節をもっと知っても
らいたい委員会」設立

　H23年度からの取り組みのた
め、成果は出ていない。
（参考）
　土佐清水メジカ漁獲量約8,000
ｔ
　宗田節加工事業者２０社

新商品の開発：２ア
イテム

２０．四万十川の資源を活か
した環境ビジネスの創出
≪四万十市≫
　四万十川の恵みを水産資源
や観光資源として活用するだ
けでなく、エコツーリズムの
展開や新たな環境ビジネスの
創出へとつなげていく「四万
十川産業４倍増プラン」を推
進する

<高知大学との連携>
・高知大学と連携した四万十川河口
域の環境調査やスジアオノリの陸上
養殖実験を行い、資源枯渇の原因究
明と陸上養殖の可能性を探る
<情報共有>
・四万十市で、「汽水域シンポジウ
ム」や連携事業の報告会を開催し、
関係機関や地域住民に情報を提供
し、意識改革を進める
<具体的取り組み>
・関係機関との協議を実施して、具
体的な対策を実施

<高知大学との連携>
・アユとスジアオノリ減少の原因究
明を科学的根拠から推察し、幾つか
の要因を確認
・スジアオノリに関しては、陸上養
殖の実験をH22年度から開始
<情報共有>
・「汽水域シンポジウム」や連携事
業の報告会にて情報提供と意見交換
を進め、関係者の意識に変化が生じ
ている（協力体制）。また、行政関
係機関で四万十川連絡会をたちあ
げ、情報共有を図るようになった。
<具体的取り組み>
・四万十川河口の砂洲復元に平成
22年度から着手（幡多土木事務所
事業）
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備　考今後の方向性総　　　括

　震災の影響で商品の出荷は、7月に入って本格
化。特に「にぎり」用のアジフィレの注文が多く、
品質面での評価は高い。
　首都圏の居酒屋各店舗への商品出荷も順調で、加
工作業員が慣れてくれば目標達成も可能
　雇用の創出に関しては、新たに8名の雇用が創出
されるなど、効果が表れている

【課題】
・加工作業員の作業効率向上が最大の課題
で、「きび工房」等と連携して研修を実施

【方向性】
・各店舗の要望する加工商品の開発が必要
・商品加工に関しては、「キビ工房」との連
携を進め、作業効率の向上と経費節減に努め
る

　当事業の成否は、開発した商品の販売の成否にか
かっている。H22の試験販売等の結果、食用とし
ての販売には一定の限界がある（嗜好性が強い）、
と考えられるため、ドッグフードとしての価値を再
検討する必要がある。
　土佐清水市の漁業者、食品加工業者、行政も関わ
りながら取り組んでおり、仕組みづくりには一定の
成果が出ている。

【課題】
・商品改良の方向性を検討
・ドッグフードとしてのポテンシャルの再検
証
【方向性】
・大手ペット用品会社との連携
・飼い犬の小型化、餌の健康志向にあった商
品としてH23．９に実施されるペット用品見
本市に試作品を提供

地域アクションプラン
追加（H22～）

　全国シェアの７割以上を占める、土佐清水市の宗
田節であるが、近年は消費も減少傾向にある。その
原因を分析し、一般消費者に販路を広げる取り組み
として評価できる。
　これまで、土佐清水鰹節加工組合が中心となっ
て、食育実施など宗田節の認知度向上に取り組んで
きた。関係者が連携して、総合的な取り組みを今後
も進めていくことが期待できる。

【課題】
・ニーズをとらえた新商品開発
・効果的なPR
【方向性】
・試作品づくりと並行したマーケティング
（地元消費者、大阪直営店、県アンテナ
ショップの活用）
・土佐清水市、高知市を中心とした食育の実
施。TV、雑誌等を使ったPR
・県外へのPR（H24～）

地域アクションプラン
追加（H23～）

　アユやスジアオノリの枯渇原因については、多く
の要因が言われてきたが、今回、四万十市と高知大
学が連携して科学的な原因究明に乗り出し、「汽水
域シンポジウム」や連携事業の報告会を介して、関
係機関や地域住民と情報交換を行う事で、徐々にで
はあるものの原因究明や資源復活に向けての協力体
制が出来つつある
　関係機関が資源復活実証試験を実施し、科学的検
証を積み重ねていけば資源の回復につながる

【課題】
・科学的な調査は始まったばかりで、具体的
な資源復活に向けた取り組みについては、漁
業関係者の同意を得て、その成果が出てくる
までには時間がかかると思われる。
・資源枯渇要因には多くの要因（水質の浄化
「栄養分の低下」が進んだことなど）が関連
しており、容易に解決が難しい課題が多いこ
と

【方向性】
・今後も科学的な調査を進め、関係者の意識
共有を図りながら、環境保全と資源復活のバ
ランス調整に向けて調査・検討を進める
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

21．キビナゴ加工商品の生
産体制強化

大月町の地域資源の一つであ
るキビナゴを活用した商品が
消費者から評価され需要が高
まっていることにより、町内
での生産基盤強化を図る。併
せて、大月町道の駅等と連携
を図り、大月町の特産品とし
て県内外の取り扱いの増加を
目指した販売促進活動を行
う。生産体制及び販売促進活
動の強化により、キビナゴの
消費拡大につなげるととも
に、加工による雇用拡大を図
る。販売では、大月町の販売
の核である「ふるさと振興公
社」など、町内の事業者と連
携することにより、連携先の
売上増による収益拡大につな
げる。

１．生産量増、衛生面の向上を目指
した施設・設備改修
・加工施設（建屋）改築
・製造機械（撹拌機、冷風乾燥機、
冷蔵庫）設置
・エアコン設置
・備品購入（シーラーなど）
※H23産振総合補助金活用
（事業費14,532千円）

　H23年度からの取り組みのた
め、成果は出ていない。
　当該事業者のキビナゴケンピは売
れ筋商品であり、生産が需要に追い
付いていない状況にある。

生産量（＝販売量）
（H22：70,000
袋）180,000袋

H23：
72,000袋
（施設整備によ
る増産効果は
H24～）

２２．直七の搾汁・商品加工
をする施設整備
≪宿毛市≫
　柑橘類の一種である直七を
利用した「直七ポン酢」等の
商品が高評価を得ていること
から、市内の農家等に増産を
勧めているが、商品の製造を
市外の業者に委託しているた
め、利益率が低く、市内での
雇用も生まれていない。その
ため、市内に搾汁・商品加工
をする施設整備を行ない、農
家所得の向上と雇用の創出を
図る。また、直七以外の柑橘
類加工も視野に入れる

<加工施設の整備>
・産業振興推進総合支援事業費
　H22:70,167千円
<生産面積の拡大>
・平成22年度には10.0ha、
14,000本（H21：8,707本=対
H21比161%増）に栽培本数を拡
大
<販売促進>
・平成22年度には、新たに整備し
た搾汁工場で生産された果汁と委託
製造された商品を本格販売

<加工施設の整備>
・新たな搾汁工場（73坪）を整備
・搾汁機械「垣内」がH22（地場
産業大賞を受賞）
<生産面積の拡大>
・平成22年度の収穫量は春先の寒
波の影響で18.07ｔ（目標：37
ｔ）しか収穫できなかったが、平成
25年度から本格的な収穫が始まる
<販売促進>
・果汁の品質が向上され、キュー
ピーへに果汁を出荷開始
・直七商品がH22地場産業賞を受
賞
・県外への販売窓口として「直七の
里株式会社NC」を設立し、京阪神
～首都圏等への販売強化

直七の生産量
（H21＝13ｔ）
（H23＝75ｔ）

直七の生産量
（H22＝18
ｔ）

２３．地域の素材を活用した
「おいしいもの」づくり
≪宿毛市≫
　地域の特産である柑橘類や
焼酎等を活用した新たなス
イーツづくりをはじめ、宿毛
湾でとれた魚や牛肉、豚肉を
活用した総菜づくりを行うた
めの商品開発や生産性の向上
を図るための施設整備を行う
ともに、地域生産者の所得向
上を目指す

<幡多地域の食材探し>
・幡多地域にある素晴らしい食材を
有名シェフにアドバイスを頂き探し
出す
<商品開発>
・平成23年度に産業振興センター
所管事業「農商工連携事業化支援事
業：3,941千円」を活用して商品
開発を実施予定

<幡多地域の食材探し>
・東京の有名シェフを幡多地域に招
き、地域の食材を掘り起こし、「放
し飼い卵」「黒糖」「焼酎」「栗」
等の有力素材を発見
<商品開発>
・「農商工連携事業化支援事業」に
て、至高のプリン（カスタードプリ
ン・黒糖プリン・焼酎プリン等）を
商品化
・他の食材を使用した商品開発も並
行して実施

新商品の開発
（５アイテム）
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備　考今後の方向性総　　　括

　大月町で生産される「キビナゴケンピ」は、近年
売れ筋商品として注目されている。現在は全て手作
業で行っており、年間７２，０００袋の生産が限界
となっている。
　一方、引き合いは多く、増産できれば更に販売量
の拡大が見込める。今回の施設整備により、地域で
の雇用も生まれ、かつ、キビナゴ漁業者の所得拡大
にもつながると考えられる。

【課題】
・類似商品、競合商品の多さ
・販路拡大に向けた営業活動の弱さ
【方向性】
・登録商標取得に向けて取り組み中
・商品バリエーションの検討（小袋など）
・大月町ふるさと振興公社などと連携した販
路拡大に向けた取組

地域アクションプラン
追加（H23～）

　地域内で消費されていた直七の栽培面積拡大と、
搾汁施設の整備により、生産基盤が整った
　直七を使用した商品の評価も高く、新たな顧客確
保対策として直七生産組合とは別に販売担当会社を
立ち上げ、平成23年10月から全国販売を開始する
体制強化を行うなど、積極的に取り組んでいる
　雇用に関しては、平成23年度に1名の常勤職員
を雇用し、平成24年度には2～3名の雇用を計画し
ている
　直七の平成23年度生産量に関しては、予想でき
ないが10ha、14,000本まで栽培面積が拡大して
いる

【課題】
・直七の生産、搾汁、加工商品の販売はほぼ
計画通りに進んでいるが、搾汁機械の稼働率
向上が今後の課題で、直七以外の搾汁を拡大
する必要がある

【方向性】
・直七は、ユズと違った個性（まろやかであ
と口スッキリ）で消費者の食卓に浸透してい
る。ユズ商品と対立するのでなく、補完しな
がら高知県の新たな特産品としてＰＲしてい
く

　これまで東京の有名シェフを招いて、幡多地域の
有望食材を探し、平成23年度には具体的な商品開
発として、「至高のプリン」の商品開発と試験販売
を実施する計画
　幡多地域には有望な食材が眠っているため、１つ
でも多くの食材を活用した商品開発が望まれる

【課題】
・デザート食材は新商品が消費者に好まれる
傾向で、定番商品には高いハードルがある
・販売先、販売ルートの開拓が必要

【方向性】
・地元の安全・安心でこだわりのある食材を
使用した加工商品を消費者に提供する

地域アクションプラン
追加（H23～）
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２４．環境に配慮した街づく
りのための堆肥化工場の整備
≪宿毛市≫
　し尿汚泥や脱水ケーキなど
のほか、水産業や地域産品の
加工業から排出される廃棄物
などを有効活用するための堆
肥化プラントの整備・運営を
行う

<施設整備とシステム構築>
・先進地視察により、整備すべき水
準と循環システムを検討
<設置場所の検討>
・施設設置場所の検討

<施設整備とシステム構築>
・市役所内に「プロジェクトチー
ム」を立ち上げ、先進地視察並びに
チーム会を開催し、施設整備の概要
と循環システムの検討を実施
<設置場所の検討>
・建設候補地の選定と、建設予定地
関係者との調整

25．土佐清水市地域再生計
画（大岐地区等の開発計画）

地域資源としての「食」と
「観光」の再生・活性化を官
民協働のもと、地域が一体と
なって実施するとともに、大
岐・三崎地区開発による施設
整備等への取組と併せて、雇
用の創出と地域の再生に取り
組む。

１．ペットフード安全法改正に適応
し、かつ新商品開発も可能な設備導
入
・高温高圧調理殺菌装置（３台）
・液充填式自動真空包装機（２台）
※H22産振総合補助金活用
(事業費65,500千円）

21年度の原魚取扱量は２，８００
ｔと対前年比１７％増となった。
ペットフード販売額は１２億円で対
前年比９％増で、順調に成果を上げ
ている。設備完成はH23.3であ
り、補助金活用の効果は、23年度
から現れる。

雇用：９名増
（H23～）計
１７９名
原魚取扱量：２
９４０ｔ（５％
増）の見込み
（H23）

26．地域資源を統括したプ
ログラム構築によるしみずの
元気再生事業

大岐地区に整備される加工施
設に生産者が参画できる仕組
みづくりや加工された商品を
市内外の市場に流通及び販売
する仕組みを構築する。ま
た、体験型観光の確立や加工
品のエンドユーザー向けの個
別配送、海外への販路拡大な
ど、基幹産業と地域資源を活
かした経済の活性化を推進す
る。

１．農産物の流通システムの構築
・集荷用トラック２台
・集荷用コンテナ
２．水産振興環境整備
・魚選別作業台
・トイレ等整備
３．特産品の開発と統一ブランド作
り
・ＨＰ作成・ＰＲ用パンフレット作
成など
・食品加工用機器
※H21産振総合補助金活用
  (事業費39,381千円）

　２１年度はパート５１名雇用（毎
年パート50名雇用予定）、22年度
はパート雇用10人、アルバイト約
30人。23年度から大阪出店により
大阪でのパート12人（うち土佐清
水出身者2人）
　特産品の開発と統一ブランド作り
では、約３０種類の商品が販売軌道
にのる。また、地元での直営レスト
ランで直接提供することで地産地消
の取り組みが前進（直営レストラン
売上１５０万円/月→であい博終了
により50万/月）
・H23.4～大阪で直営店「とさし
みず屋」をオープン。地産外消につ
ながっている。

正式雇用：１５
名（H23年
度）
臨時、パートな
ど２０～３０名
（予定）

２７．地元農産物を使った商
品開発事業

≪四万十市≫

　農業と製造業のこれまで
培ってきたノウハウをベース
に、さらに付加価値をつけた
商品を生産・販売することに
より両産業に活力を与える。

＜全体＞
・プロジェクトチーム会（６回）
・アドバイザー制度導入（１回）
＜農産物のお菓子＞
・アドバイザー制度（H22：２
回）
・ステップアップ補助（H22）
（商品開発、総事業費2,080千
円）
＜ぶしゅかん加工商品＞
・こうち農商工連携補助（H22）
（商品開発、総事業費4,700千
円）
・市農商工連携補助（H22）
（機械整備、総事業費2,244千
円）
＜ユズ加工商品＞
・アドバイザー制度（H22：3
回）
・ステップアップ補助（H23）
（商品開発、総事業費2,000千
円）
・市農商工連携補助（H23）
（機械整備、総事業費1,897千
円）
＜梅の酒（H23追加）＞
・アドバイザー制度（H23：1
回）
＜栗＞No２９参照

　H22より市制度（農商工連携支
援事業）が始まり、民間連携による
事業推進が加速した。
＜全体＞
市農商工連携プロジェクト参画団体
22年度：４事業体
23年度：５事業体
＜農産物のお菓子＞
・かりんとう開発・販売開始
（H23.3月～３種類、8月～3種類
追加）
・雇用増（ふるさと雇用）
　H22～2名
　H23～2名継続
＜ぶしゅかん加工商品＞
・ポン酢・ドレッシング・かけだれ
開発・販売開始（H23.4月～）
＜ゆず加工商品＞
・甘酢ソース開発（H23秋より販
売開始予定）
＜栗＞No２９参照
・煮栗2種、ペースト、シロップ開
発・販売開始（H23.1月～）

地元農産物を使った
商品の開発
　　１０アイテム

※H23.7末現
在

　８アイテム

雇用者（臨時・パー
トを含む）150人
地元農産物等の活
用：100t
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備　考今後の方向性総　　　括

　宿毛市では、平成21年3月に策定された「宿毛
市バイオマスタウン構想」を基に、「プロジェクト
チーム」を立ち上げ、堆肥製造施設と循環システム
を検討
　建設予定地区の地元関係者と協議中で、今後の展
開に期待が持てる

【課題】
・堆肥製造工場は迷惑施設のため、地元関係
者との調整が課題

【方向性】
・環境に配慮した循環型堆肥施設は地域に必
要な施設であり、関係者の合意形成を得て推
進

　事業主体は、土佐清水市の主要魚種であるメジカ
を活用し、キャットフード（おやつ）を製造して着
実に業績を伸ばしている。
　今回の施設整備により、法改正に対応できると同
時に、販売額、雇用計画もほぼ予定通りとなってお
り、充分に成果を出しているといえる。

【課題】
・食用品目の販売拡大
【方向性】
・宗田節をもっと知ってもらいたい委員会の
活動を通じたPR
・営業活動の継続

　事業主体は、土佐清水市内の一次産品を加工し、
地産地消、地産外消を目的にH20に設立された。
設立以来、３０種類以上の製品を販売にこぎつけて
おり、H22年度は約６００万円の黒字となるな
ど、着実に成果を上げている。
　また、地域での雇用効果も高く、同時にメジカの
冷凍事業を行うことでの漁業者の所得向上、農産品
出荷システムの構築による農業者の所得向上にもつ
ながっている。
　一方、全国的な食を取り巻く状況の変化（外食、
なか食の減など）があり、今後の事業経営には不透
明な面もある。

【課題】
・売れ筋商品の販売拡大
・直営店の経営安定
【方向性】
・商談会への積極参加、過去の商談会で接触
した業者へのアプローチ継続
・大手百貨店などとの取り引き継続、拡大
・直営店、県アンテナショップを活用した
マーケティング調査継続
・提携している食品加工業者（県外）との連
携による経営戦略の検討継続

　Ｈ２２より市の支援制度が発足したことで、Ｈ２
２着手分は、それぞれ商品完成、今後は販促活動に
力を入れることとなっている。また、課題となる販
路についても、それぞれの事業実施主体が適切なア
ドバイスを随時受けられる体制を構築しており心強
い。
　また、Ｈ２３も新たに１連携事業体がエントリー
する等、県の支援、市の支援が同時並行に取り組ま
れた好例と思われる。
　今後は、新たな事業体の掘り起こしはもちろん、
各事業者間のコラボレーション等、民間ベースでの
連携体制の広がりにも期待したい。
　

【課題】
・地域内での浸透
・ＰＲ（四万十川＝高付加価値を前面に出す
ことでの優位販売）
・加工設備の高度化（大手と取引可能な生産
体制・技術導入の資金の確保）

【方向性】
・民間ベース・行政ベースそれぞれの得意分
野を活かしたＰＲのあり方
・ＯＥＭ等、それぞれの長所・短所を補完し
あう商品づくり
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

２８．食育プラザ整備事業
≪四万十市≫
　農業と製造業のこれまで
培ってきたノウハウをベース
に、さらに付加価値をつけた
商品を生産・販売することに
より両産業に活力を与える

<店舗の改装整備>
・産業振興推進総合支援事業費
　H23:16,211千円
<中心市街地の活性化>
・四万十市中心市街地もドーナツ現
象で、売上額低下・空店舗増加対策
・高齢者（買い物難民）支援
<地域農業者との連携>
・地産・地消を推進することや、地
元農業者の所得向上対策
<経営改善>
・販売額向上対策

<店舗の改装整備>
・販売店舗の内外装改修と惣菜部門
の追加
<中心市街地の活性化>
・空き店舗を活用して、「食育プラ
ザ：直販所」を開店し、中心市街地
の活性化を推進
・高齢者（買い物難民）の求める食
環境を提供して売上向上
<地域農業者との連携>
・集荷体制を整え、高齢農業者から
商品集荷を実施
<経営改善>
・店内の配置やPR活動、従業員教
育などを実施

雇用者数
（H23：2名増）

雇用者数
（H23：６名
増「常勤2名、
パート4名」）

２９．栗からはじまる西土佐
地産外商プロジェクト

≪四万十市≫

　西土佐地域の栗園再生およ
び企業栗園の開発、地域の情
報発信、獣害防止ネット整
備、栗の高付加価値化、地理
的ハンディ克服手段の開発、
地域ブランドを形成できる農
林水産物および観光商品も含
む商品群の開発、「四万十川
を守る会」をはじめとする
ファンクラブの組織化を通じ
て、地域・生産者・企業・消
費者を巻き込んだ新しい地域
産業づくりを推進する。

＜県産業振興総合補助金＞
・加工機械、氷感庫導入（H22）
　（総事業費：25870千円）
＜市農商工連携支援補助金＞
・上記県産振補助に継足1/6

＜加工体制強化＞
・氷感庫実証検査
（H22：５回、H23：１回）

＜栽培支援のしくみづくり＞
・県アドバイザー制度導入
（H22：５回）
・四万十川を良くする会組織化
（H23：説明会1回・農家アン
ケート１回）
・栽培技術合同研修実施
（H23～：毎月）

　加工施設完成が12月末であった
ため、H23が実質初年度となる。
（H23＝10t買取、加工6.5t予
定、卸先もほぼ確保できる状況。）
＜加工体制強化＞
・加工場完成・稼働（H23.1月
～）
・氷感庫実証検査
 　　　　入荷目→９０日目
 　氷感　１７度→３５度
 　冷凍　１７度→１７度
・ふるさと雇用
（H23.2月～２名）
＜栽培支援のしくみ＞
・緊急雇用
（H23.12月～２月×３名予定）
＜栗買取量＞
H22：直接買取：2.6ｔ（４戸）
H23：直接買取：５ｔ（６戸）
 ＋ＪＡより買取：５ｔ＝１０ｔ
　　（栗加工品製造量約６.５ｔ）

栗加工用原材料の出
荷量
　　５ｔ

栗栽培面積
　　４．３ｈａ

※H23末見込

栗加工用原材料
の出荷量
　　１０ｔ
栗栽培面積
　４．０ｈａ

30．拠点ビジネスの推進
（大月町まるごと販売事業）

ふれあいパーク大月を拠点
に、特色ある地域資源を活用
した拠点ビジネスモデルの構
築に向けた事業展開を図る。

１．農林水産加工品等の開発、商品
デザイン等の取り組み
２．特産品加工施設整備（約60
㎡）
３．通販による顧客づくりの取り組
み（ＨＰ、通販カタログの充実な
ど）
４．直販による顧客づくりの取り組
み（フェア等への参加、有機栽培の
促進など）
５．直販所改修、加工関連機器整備
など
※H21.H22産振総合補助金活用
（事業費H21：21,614千円
　　　　H22：18,535千円）

　H21年度に、８アイテムを商品
化。うち、きびなごサーディンが
「平成２１年度土佐いいものおいし
いものコンクール」優秀賞を受賞。
　H22には、５アイテムを商品
化。
ひがしやま関連商品、へらずし、塩
麹漬など、売れ筋商品が見えてきて
いる。
　伊勢丹、西武百貨店、雑誌「自遊
人」が展開予定の店舗など、首都圏
での販売拡大。福岡サーパスには大
月町コーナーを設置するなど外販拡
大。
　地元にこだわった商品開発、道の
駅直販所運営などで地域産品の消費
拡大が図られ、地域の所得向上につ
ながっている。

通販顧客（ネット販
売含む）
（H20　4,500人）
50,000人

ふれあいパーク大月
売上額（H19　138
百万円）　300百万
円

商品開発（H20　5
アイテム）　２０ア
イテム

観光プログラム開発
（H20　２アイテ
ム）１０アイテム

通販顧客：６０
００人（H23
からは人数を増
やすより、リ
ピーターとなる
ファンクラブに
移行）
ふれあいパーク
大月売上　１６
９百万円
商品開発１８ア
イテム（H20
～２２）
観光プログラム
開発は町観光協
会事業に変更

31．苺を核とした6次産業
化

大月町の新しい加工品として
注目されている苺氷りの販売
拡大及び新商品開発を行うこ
とにより、苺を大月町の新し
い特産品として育成し、生産
の拡大とともに加工・販売を
一貫して行うことを目指す。

１．新商品販売促進
・試食会実施
・新商品チラシ、パンフレット等製
作
・ホームページリニューアル
※H22産振総合補助金活用
（事業費3,142千円）

　新商品のプレミアムアイスは、価
格が高いこともあり、ヒット商品に
はなっていない。が、従来の苺氷り
の取り扱い店舗は１２０店舗となる
など、順調に販売を伸ばし、従業員
４名雇用。研修生１名受入。
　苺のヘタを使ったハーブティーや
苺リキュールなど、他の事業者と連
携した商品開発にも取り組んでい
る。

生鮮販売　8,900kg

苺氷り製造量（H20
580kg）7,200kg

新商品製造（H20
20kg）900kg

生鮮販売
8,858kg
苺氷り製造
5,905kg
新商品製造
234kg

※H22実績
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備　考今後の方向性総　　　括

　事業主体の「まちづくり四万十株式会社」は、四
万十市が51％を出資した第3セクターで、四万十
市中心市街地活性化の一環として、地産地消を推進
する「食育プラザ」を平成21年度から開店
　「中小企業基盤整備機構」の支援を受け、集荷・
販売・経営全般の改善を実施、経営状況も改善され
平成23年度には、「産業振興推進総合支援事業費
補助」を導入し、店舗内外装の全面改修と惣菜部門
追加により販売額の向上と経営安定を図る
　雇用の創出に関しては、平成23年度に2名の常
勤職員とパート職員4名の雇用

【課題】
・雇用者の目標は達成されたが、店舗改装後
の経営継続が最大の課題で、雇用継続できる
収益増加が必要

【方向性】
・当該システムは、中心市街地活性化のモデ
ル地区として、「中小企業基盤整備機構」が
位置付けており、関係機関の支援を受け収益
確保に向けて適選改善を行う

　H２２産振総合補助導入により、加工場・氷感庫
完成（Ｈ２２.１２月末）。工場完成の遅れより22
年産栗の保管が間に合わず、H23が実質的な加工
販売初年度となったが、今年分の卸先（生栗１０ｔ
仕入→製造量６.5ｔ分）は、ほぼ確保できている。
　H24以降も雇用の継続が確実であり、また、栗
の皮むき等の内職所得増、高価買取による栗農家の
所得増等、地域経済にも効果が表れつつある。
　氷感技術について、実証の結果、長期保存・熟成
に有効なことが判明、他産物での実証等、有効活用
を模索中。
　栗栽培支援のしくみづくりについて、日本有数の
コンサルタントの支援のもと、企業栗園やキッズガ
ルテン等、全国から会員を募るしくみが出来つつあ
る。

【課題】
・栗生産体制（栽培）の強化
・販路・栽培面積に合わせた加工体制見直し

【方向性】
・栗栽培合同研修
・栽培支援（協賛・協働）のしくみづくり
・自社農園の整備・拡大と企業農園栽培受託

　事業主体は、大月町道の駅の運営主体であり、か
つ大月町の特産品を外に販売する窓口となってい
る。商品開発、販売でも一定の実績をあげている
（売上約３０百万円増（対H19実績）。当初の目
標は達成していないが、これは、当初目標があまり
に高すぎることにも起因していると考えられる。
　事業実施主体の取り組みの方向性は、売れ筋商品
に絞った販売拡大、外販への更なる取り組みなど、
３年間で一定見えてきており、実績とともに評価で
きる。
　反面、営業面ではいまだに赤字となっており、今
後の更なる営業努力が望まれる。経営改善には、コ
ストダウンが必要と思われるが、取り組みの性質
上、仕入れ原価を下げることは困難と思われるた
め、更なる販売拡大が望まれる。

【課題】
・売れ筋商品の販売拡大
・経営の見直し
【方向性】
・営業面の充実（幡多郡内の他業者と連携し
た営業活動を展開）
・大手スーパー、百貨店などとの販売契約継
続、拡大
・通販（カタログ、ネット）の充実
・産振アドバイザーの活用などによる経営分
析

　大月町の若手農業者の取り組みとして、業績を伸
ばしている（売上高対前年比＋10,000千円）。販
売店舗数は当初目標の９０店舗を超え１２０店舗と
なり、大月町を全国にPRするなど、販売以外の効
果もあげている。
　しかし、経営面では赤字であり、今後も更なる販
売拡大が望まれる。H21、２２の赤字の要因は、
悪天候などによる苺の収穫量不足であるが、販売拡
大には収量増が不可欠であり、そのためには栽培面
積拡大が大きな課題となっている。

【課題】
・新商品の販売拡大
・収量拡大
【方向性】
・新商品改良（比較的安価なアイスクリーム
の検討）
・国、県の制度活用も視野に入れた栽培面積
拡大
・加工品（苺氷り）の割合拡大

地域アクションプラン
追加（H22～）
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

32．月光桜からはじまる
「牧野富太郎のみち」づくり

地域資源の一つである牧野富
太郎を活かし、それに併せて
大月町での牧野富太郎に焦点
をあてた新たな商品開発（香
り関係を想定）を行い、物づ
くりによる起業を目指す。

１．月光桜「夜桜音楽会」の開催
２．牧野富太郎が歩いた道の検証
　　→ウォーキングルートとして
　　　の活用検討
３．既存商品のブラッシュアップ
　※H23産振アドバイザー活用：
　　　販促、HPリニューアル

　商工会を中心に町内有志による、
観光ルートづくりや、商品化に取り
組んでいる。

商品開発　2アイテ
ム

販売目標（H22　１
２５万円）300万円

商品開発1アイ
テム（H23
末）

33．黒潮印の商品開発

天日塩、黒砂糖など、黒潮町
の安全で質の高い基本調味料
と地域資源とを組み合わせる
ことによって、付加価値の高
い農林水産加工商品を開発す
る。また、遊休農地を活用し
たサトウキビ等の栽培を行
い、企業への安定供給や加工
による商品化などを進め、地
域の雇用の場の創出と所得の
向上を図る。

１．事業実施主体の体制整備
・事業計画書策定
・加工品機械等整備
・先進地（種子島）視察　など
２．商品開発・販路開拓
・トレードショー参加
・黒糖関連商品開発、レシピ開発
・ラベルデザイン
・販売実務計画策定
・チラシ印刷　　など
３．施設・設備等整備
・加工施設整備
※H21,H22産振総合補助金活用
（事業費H21：12,713千円
　　　　H22：76,670千円）

　黒糖販売窓口を黒潮町特産品開発
協議会に一本化→生産者の負担軽減
　黒糖関連商品のうち、カリン糖の
販路拡大（町内を中心）
　加工場がH23.５～稼働し、ラッ
キョウ漬けづくりが本格化→H23.
８～県内大手スーパーでの販売開始
加工場稼働により、黒糖づくりの省
力化が実現
　運営主体である黒潮町特産品開発
協議会に雇用3名（ふるさと雇
用）、ラッキョウの加工時にパート
雇用２～4名（作業の多寡により雇
用数は変動）。

サトウキビ栽培面積
（H22　2.7ha）
2.8ha

商品開発（H22　6
種類）　１５種類

販売目標（H22
3.6百万円）
２３百万円

サトウキビ栽培
面積2.7ha
(H22)

商品開発
11種類
（H21.22)

販売額（特産品
開発協議会収
入）3,727千
円
（H22)

34．カツオ文化のまちづく
り事業

日本一のカツオの漁獲高を誇
る「カツオ一本釣り船団」を
有する黒潮町佐賀地域におい
て、カツオの食品機能分析に
よる有効な認証の取得や、カ
ツオを使った漁師町ならでは
の味の提供、新たな商品開発
などの取組を進めることに
よって、カツオ文化のまちと
してのブランド化を図り、所
得の向上につなげる。

１．カツオ関連商品開発・販売拡大
・カツオの加工食品の開発
・販促活動
２．カツオ文化交流人口拡大事業
・黒潮一番館機能強化（収納倉庫、
フラフ、ポール設置、施設改修）
・ＰＲグッズの作成
・もどりカツオ祭の開催
３．観光交流促進
・ツアー誘致活動、鰹文化伝承ブッ
クレット作成等
・案内看板設置、備品購入等
４．産振アドバイザーの活用
・経営見直し、新メニューづくり、
接客対応　など
※H21,H22産振総合補助金活用
（事業費H21:12,614千円
　　　　H22:29,613千円）

　新商品開発4品（H21H,22）。
町内業者が取扱い、H21に開発し
た鰹カツは２５０万円を売り上げ、
H22開発商品と併せ、大手百貨店
などのカタログ商品としての取り扱
いも実現。
　H22に実施した黒潮一番館の改
修により、通年営業実施（H23
～）、黒潮カツオ体験隊の作るカツ
オタタキのチルド商品がサークルK
のカタログ販売商品となるなど、取
り組みが広がっている。
　10月に実施しているもどりカツ
オまつりは、町の支援のもと、本年
度以降も実施される見通し。

交流人口（H22
12,000人）
13,000人

交流人口
12,000人
（もどりカツオ
祭2,700人、
黒潮一番館利用
者9,300人）

※H22実績

３５．幡多広域における滞在
型・体験型観光の推進

≪全域≫

　幡多地域は、平成２０年度
から国（総務省、文部科学
省、農林水産省）が実施する
「子ども農山漁村交流プロ
ジェクト」の先導型受入モデ
ル地域であり、さらに、観光
圏の観光庁認定を受けてい
る。
　幡多広域協議会は、各種事
業の活用により、質の高い体
験プログラムづくりや受入体
制の整備ならびに、幡多地域
の知名度向上や幡多エリア内
での滞在型・体験型観光の推
進をめざすとともに、法人格
の取得、事務局体制の確立、
旅行業登録等、幡多地域にお
けるコーディネート組織とし
ての強化を図る。

＜幡多広域観光協議会法人化＞
・広域事務組合補助
　H21：4,500千円
・県補助
　H21：1,000千円
＜コーディネーター育成＞
・ふるさと雇用（H22～、3名）
＜新たな体験プログラム＞
・先進地視察（H21：長崎）

　法人化の取組と平行し、各体験の
ブラッシュアップ、新規体験プログ
ラムづくりにも取り組むことで、一
定の成果が達成できた。

＜幡多広域観光協議会法人化＞
・Ｈ２２.６月法人化
＜コーディネーター＞
　H22：ふるさと雇用3名
　H23：ふるさと雇用継続3名
＜インストラクター講習＞
　H21：87人
　H22：191人
　H23：25人（７末時点）
＜新たな体験プログラム＞
　H21：４プログラム
　H22：５プログラム
　H23：１プログラム（７月時
点）

≪教育旅行受入≫
　H21：2,041人
　H22：3,074人
　H23：2,549人（7月予約状
況）

コーディネーターの
確保
　　１名

インストラクター講
習受講者数
　　２５０人

体験プログラムづく
り
　　６プログラム

※H23.7月末

　　　３名

　　350名

10プログラム
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備　考今後の方向性総　　　括

　月光桜をはじめ、大月町内には牧野富太郎が幡多
を調査した際に残した足跡が多くあり、観光面での
活用ができないか関係者が集まり検討・検証し、今
後も活用する方向性を持っている。
　当面は既にできている香り関係商品のブラッシュ
アップと販売促進、及び観光ルートづくりを行う予
定。H23に幡多地域アクションプランに位置付け
したばかりであり、具体的な成果は今後期待でき
る。

【課題】
・夜桜音楽会など取り組みの資金不足
・牧野植物園との連携強化
・商品づくりの方向性
【方向性】
・夜桜音楽会の認知度向上→地域のイベント
として定着を図る
・牧野植物園との交流を密に続けるととも
に、町とも連携した協力要請
・産振アドバイザーの活用、補助金の活用

地域アクションプラン
追加（H23～）

　これまで行ってきた商品開発及び加工場の稼働に
より、黒潮町の食品加工の核の一つとして、町内で
認知されてきた。
　黒糖の加工品は、カリン糖がH23年度から本格
的に市販され、ラッキョウ漬けは、県内大手スー
パーと契約し、販売が開始されるなど、取り組みの
成果が出てきている。
　こうした状況を受け、町内から新たな素材を使っ
た商品開発の依頼や、加工場の利用についての問い
合わせが増えるなど、取り組みの成果が表れてい
る。
　一方で、運営主体の組織力の安定や、黒糖の生産
量拡大など、今後の課題も見えてきている。
　3名の雇用は継続予定だが、運営組織の経営状況
からみると、支援策がない限り難しいと思われる。
組織力の強化に加え、町の支援が必要である。

【課題】
・黒糖、ラッキョウ漬けの生産量拡大
・運営組織の組織力強化（雇用も含む）
【方向性】
・町内でのサトウキビ、ラッキョウ栽培面積
の拡大
・ラッキョウ漬けのレシピの見直しなどによ
る効率的な加工法検討
・町と連携し、運営組織体制の見直し

　カツオを利用した商品開発は、少しではあるが販
売実績をあげてきている。また、開発したレシピを
もとに、町内の事業者が新商品開発に取り組むなど
広がりが出てきた。
　交流人口の拡大では、黒潮一番館の冬場の営業を
開始（H23～）、通年でカツオを切り口にした取
り組みが可能となった。
　商品開発によるカツオの需要拡大、交流人口の拡
大など、カツオのまち土佐佐賀をアピールする効果
をあげている。

【課題】
・黒潮一番館の活用方法検討
・もどりカツオ祭の継続開催
・日戻りカツオの活用方法
【方向性】
・黒潮一番館を活用している黒潮カツオ体験
隊の運営支援（食事メニューづくり、接客、
経営計画検討など）
・もどりカツオ祭の開催への町の支援、地元
の協力体制づくり
・地元でしか味わえない食材としての日戻り
カツオPR

　幡多広域観光協議会については、H22.6月中旬
に法人化したことで、今後は従来の教育旅行に加
え、一般客もターゲットにした新たな観光客の掘り
起こし等、地域のコーディネート組織（ワンストッ
プ窓口）としての活躍を期待している。
　そのためにも、法人化に伴い増員されたメリット
を最大限発揮し、商品づくりや新たな営業戦略、積
極的な誘客活動等、企画・営業力の強化が望まれ
る。

【課題】
・教育旅行受け入れ増の取り組み
・荒天時の代替メニューづくり
・民泊受入世帯増の取り組み

【方向性】
・一般旅行商品造成
・体験プログラム増・ブラッシュアップ
・民泊研修会開催
・観光キャラバン参加等、積極的な営業によ
る誘客増（＝販売増）
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

36．竜串観光再発見事業

観光・漁業・農業の連携と地
域が協働することで、観光客
に地域をまるごと知ってもら
い、地域住民と交流する施設
や小動物等とふれ合える施設
整備の在り方や、竜串観光振
興会が中心となって行ってい
るサンゴ保全や観光メニュー
づくりなどのソフト事業につ
いて、地域住民や、観光関係
団体、市が連携しながら検討
し、竜串観光の振興を行う。

１．ギャップ調査（観光客の竜串に
対するニーズ調査）
２．竜串観光振興会による竜串地域
の施設再検証
３．海のギャラリーの運営管理
４．イベント開催

※H22ステップアップ事業活用
（事業費2,069千円）

　竜串観光の見直しは、地元竜串観
光振興会が中心となり、新たなメ
ニューづくり、清掃活動、サンゴ保
全活動、イベント開催、地元小学校
での学習活動支援などを土佐清水市
の支援のもと、自主的に行ってき
た。
　H22年度には、従来の活動を継
続しながら、観光資源としての竜串
を再検証した。

37．土佐清水まるごと戦略
観光展開事業

観光産業を地域の戦略的産業
と位置づけ、農業・漁業・商
業等と連動した地域まるごと
観光を推進するため、食・
体・商を集約した海の交流拠
点施設として「海の駅」を再
整備するとともに、観光ニー
ズに即応できるワンストップ
サービスを推進する。

１．海の駅再整備
・厨房施設、ウッドテラス等整備
（H21地域づくり補助金活用)
・レストラン（H22.１オープン）
・ジョン万次郎資料館リニューアル
（H２２観光補助金活用）
2．ジョン万生家復元（H22地域
づくり補助金活用）
３．土佐清水観光協会のワンストッ
プ窓口機能充実
・体験観光受入
・HP充実　など

※H21、２２地域づくり支援補助
金活用（事業費H21:40,196千円
　　　　　　H22:12,352千円）
H22地域観光拠点等整備補助金活
用
　　（事業費20,000千円）

　海の駅は、H22年度は土佐竜馬
であい博サテライト会場として活用
（入場者76,908人）。その後ジョ
ン万次郎資料館としてリニューアル
オープン（H23.４～）。
　土佐竜馬であい博サテライト会場
となったことと並行し、レストラン
オープン（H22は売上１５０万円/
月）
　観光協会は、土佐清水市の体験観
光の受入窓口となるとともに、イベ
ント実施、支援、観光PR、誘致活
動など積極的に取り組んでいる。

入込客数（H20
74.7万人）８０万人

※H22実績
　８５万人

３８．四万十の秋・冬の味覚
満喫体験

≪四万十市≫

　四万十市内での滞在期間を
延ばし、宿泊を促す「通過型
観光からの脱却」と閑散期
（秋・冬）にも観光客に訪れ
ていただく通年型観光へ向け
た取組により、宿泊型観光の
増加を図る。

＜県観光資源強化補助＞
H21：835千円（川なべ・わくわ
く見学・花まつり）

＜観光キャラバン＞
H21：関西６社訪問
H22：関西12社訪問
H23：関東２社訪問（7末時点）

　食イベントとの合体等、効果・効
率的な視点を取り入れた。

＜花まつり＞
・H21～花絵巻として通年化
・H23　花絵巻曼珠沙華の巻と川
なべの合体型イベントに変更
・参加者
　H21：46名
　H22：80名
　H23：9/24～25予定
＜100kmマラソンわくわく見学＞
・参加者
　H21：54名
　H22：46名
　H23：10/16予定

＜観光客入込客数＞
　H21：　95万人
　H22：147万人
　H23：100万人（見込）

入込客数
　　９８万人

※H23見込
　100万人

39．竜ヶ浜自然体験及び環
境教育型施設整備

大月町柏島竜ヶ浜に、その植
生（県内で２箇所しかない湿
地帯）を活かした、自然体験
及び環境教育型の滞在交流拠
点施設を整備して、交流人口
の拡大と地域の経済の活性化
を図る。

１．ニーズ調査（H22)
２．キャンプ場施設整備（H23)
・駐車場
・管理棟（倉庫,トイレ,シャワー）
・炊事棟
・給水、電気、通信設備
・排水設備
・テントサイト
・浄化槽
・備品、消耗品購入
※H22ステップアップ事業活用
（事業費2,835千円）
H23産振総合補助金活用
（事業費：125,667千円）

　H23年度建設工事。H24.4の
オープンを目指す。
　海水浴などの夏場対策、大月町の
観光総合窓口施設としての機能充実
などを目指す。

170
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　竜串地区は、日本初の海中公園の指定を受け、幡
多地域の主要な観光資源としての役割を果たしてき
た。
　近年、観光客の嗜好の変化や、四国内の観光コー
スの変化などにより、入込客数も減少している。
　竜串観光振興会はこうした中で、様々な活動を自
主的に行っており、成果は目に見えているとは言え
ないが、今後も竜串観光の中核をになう組織とし
て、活動に期待ができる。

【課題】
・観光客の減少
・観光消費額の減少
【方向性】
・地域主導による観光資源の見直し
・体験型、滞在型メニューづくり
・観光施設の検証→施設再整備の可能性検討
・より効果的なPRの継続

　土佐清水市の海の駅は、ジョン万次郎資料館とし
て位置付けるとともに、併設するレストラン「潮風
にふかれて」は土佐清水市内の食材を使ったメ
ニューを提供している。
　また、土佐清水市の中核的な観光イベント「海の
元気まつり」の会場としての利用や、土佐清水市観
光協会の事務局があるなど、観光の中核的な存在と
なっている。H22は竜馬であい博の影響もあり、
観光入込客はH23目標を上回る数字となっている
が、観光関係者によると、宿泊客の減、消費額の減
が感じられ、危機感が強まっている。
　今後も、イベントの開催、観光PR、誘致活動の
継続、個人観光客へのきめ細かな対応、体験型修学
旅行の受け入れなど、市や観光協会、関係団体が連
携して取り組む必要がある。

【課題】
・観光消費額の減少
【方向性】
・滞在時間を長くするための取り組み
　（体験型観光メニュー充実、食の魅力発
信、
　　イベント開催、2次交通対策（自転車の活
　　用）など）
・官民一体となった誘致活動、効果的なPRの
継続

　花まつりは、従来単発イベントであったが、各ま
つりを通年シリーズとしたことや、花イベント（曼
珠沙華）と食イベント（川なべ）を合体させること
で、より効果・効率的なＰＲが誘客につながった。
　また今年は、同日開催される新規イベント「はた
フェス」との相互協力等、連携による誘客増の取り
組みも進められている。
　一方、H22は龍馬伝や高速道無料化等、高知県
観光への追い風が好影響を及ぼした背景もあり、今
後ブームが沈静化する中での来訪者数維持・増加に
向けた取り組みが必要。

【課題】
・地域、宿泊、飲食店など関係者間で持続可
能なシステムの構築
・誘客に向けた情報発信

【方向性】
・四万十川、食、花、地域を絡めた旅行商品
としてのブラッシュアップ
・他地域との連携の強化

　H24の施設オープンであるため、成果は表れて
いないが、夏場の柏島地区でのキャンプや海水浴客
の整理、体験型修学旅行の受入拠点、大月町観光メ
ニューの受入機能充実など、大月町の観光窓口の役
割を果たす施設として期待できる。
　この施設ができることにより、大月町の滞在時間
が増え、観光消費額も増大することが期待されてい
る。

【課題】
・各種体験メニューの造成
・観光協会の体制充実
・施設オープンに伴うPR充実
【方向性】
・地域住民と協力した体験メニュー（農業、
漁業体験など）づくりと定番化
・観光協会の職員配置（キャンプ場管理を含
む）
・時期をとらえたPR活動実施
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指標及び目標値
(H23年度末)

実績
(H23年度末

見込み)

項目名及び事業概要 具体的な取組み 具体的な成果

目標値に対する実績

４０．黒潮町の地域資源を活
かした体験型観光の推進

≪黒潮町≫

　黒潮町の豊かな自然環境を
生かした体験型観光を推進す
ることで、都市部との交流人
口の拡大を図ると共に地域の
活性化につなげていく。

＜地域活性化・経済危機対策臨時交
付金＞
　H21：32,575千円（遊休公共
施設改修費（縫製工場→体験施設）
＜みなとオアシス整備＞
　H21：58,000千円（上川口港
整備）
＜既存体験プログラム磨き上げ＞
・県観光資源強化補助
　H22：500千円（ｼｰｶﾔｯｸ8艇）
・県アドバイザー制度
　H22：1回（カヤック指導スキ
ル）
＜新体験プログラム＞
　H22～：干物づくり体験
　H23：干物づくり事業者と「6
次産業化」導入協議開始
＜ＰＲ＞
　H21：パンフ20千枚
　H22：幟旗200本・パンフ25
千枚
　H23：県外エージェント訪問

＜新たな体験プログラム＞
・H22：シーカヤック団体受入
＜コーディネーター＞
・H22ふるさと雇用1名
・H23ふるさと雇用継続1名

＜観光客入込客数＞
　H21：47.4万人
　H22：57.8万人
　H23：51.0万人（見込）

観光客入込客数
　　５０万人

※H23見込
　51万人

４１．砂浜美術館構想の推進

≪黒潮町≫

　入野松原の再生や企画展の
充実などにより、「３６５
日・２４時間オープン、ＢＧ
Ｍは波の音、夜の明かりは月
の明かり」という砂浜美術館
構想に沿った自然をそのまま
鑑賞できる環境を整備すると
ともに、広域観光受入れのた
めの総合的な取組を推進す
る。

＜構想の推進＞
・Ｔシャツアート展の世界進出
　H22：モンゴル
　H23：モンゴル・ハワイのほ
か、　　黒潮町と友好関係にある、
気仙沼での復興支援Ｔシャツアート
展を計画

＜旅行業（3種）＞
・H22～取得に向けた検討開始

＜入野松原の再生＞
・H21　植樹の実施（100名参
加）

＜松原の再生＞
・植樹本数500本

＜観光客入込客数＞
　H21：47.4万人
　H22：57.8万人
　H23：51.0万人（見込）

観光客入込客数
　　５０万人

※H23見込
　51万人
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備　考今後の方向性総　　　括

　これまでの体験交流推進（自然体験・1次産業体
験・農漁家民宿等）により、高知県でも有数の体験
交流地域として認知されつつある。
　一方、H22の龍馬伝や高速道無料化等、高知県
観光ブームが今後が沈静化する中での来訪者数維
持・増加に向けた取り組みが必要。
　そのためにも、みなとオアシス整備によって上川
口港での体験・イベントが可能となったことによ
る、誘客の取り組みに期待したい。

【課題】
インストラクターの確保及び資質向上
・高齢化による後継者不足
・体験交流時における指導内容のブラッシュ
アップ

【方向性】
・広報誌などで活動内容を地域に知ってもら
い、後継者の養成につなげていく。
・体験プログラムの磨き上げ研修会を開催
し、進行手順の見直しやインストラクターの
役割、関わり方について学び、商品としての
魅力の向上を図る。

　Ｔシャツアート展の世界進出等、地域資源を上手
に活用・発信した好事例として認知されつつあり、
黒潮町のＰＲにもつながっている。
　今後、旅行業を取得することでの着地型商品の販
売等、新たな展開が期待される。
　一方、龍馬伝や高速道無料化等の高知県観光ブー
ムが沈静化する中で、来訪者数維持・増加に向けた
取り組みが必要。

【課題】
・荒天時の代替プログラム
・商品販売力の強化（現行ネット、幡多広域
中心）

【方向性】
・町内での屋内型体験プログラムの造成
・従来の大規模公園の管理・ホエールウオッ
チング（大方船主会）事務局、また黒潮町か
らのイベント委託をベースとし、旅行業取得
による着地型商品の販売を検討
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